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茨城高専経済シンポジウム 

「上手なツーリズムの作り方 空港は出来たけれど・・・」 

 

箱山 健一,井坂 友紀,熊坂 敏彦 1) 

 
How to make Ibaraki inbound tourism 

 
Kenichi HAKOYAMA, Tomonori ISAKA, and Toshihiko KUMASAKA 1) 

 

Abstract: This is a paper read at the symposium held at Ibaraki National College of Technology on 17 October 2010. The main theme is how to 
make Ibaraki inbound tourism. There are three panelists ―― two from INCT, and one from Tsukuba Bank. 

シンポジウムの趣旨説明 
箱山 健一（オルガナイザー） 

 
Ⅰ．作ってしまった茨城空港 

 

 2010年3月11日に国内98番目の空港として茨城空港が開港

した。最初に就航表明したのはアシアナ航空で(2009 年 2 月 6
日)、3月11日以降毎日一往復のソウル定期便を運航している。

また、定期便ではないものの、春秋航空が 7 月 28 日から上海チ

ャーター便を週 3 往復運航している。開港初日にチャーター便

を飛ばせてみせたスカイマークは、今のところ唯一の国内路線

である神戸定期便を 4 月 16 日から飛ばせている。この路線は 8
月 31 日を以て一旦休止となるも、今月(10 月)から再開となった。

ほかに若干の不定期チャーター便の飛来実績がある。県当局に

よる路線誘致が今後もある程度進捗したとしても、当初構想に

おける「大手航空会社による千歳･伊丹･福岡･那覇便就航」には

程遠く、県が造成した空港テクノパークに至っては未だに入居

企業がゼロという有様であり、空港事業の経営採算点を議論す

ること自体が馬鹿らしく思える程の低迷ぶりだ。 
 この茨城空港の苦闘は、予期されていた当然の事象であって、

想定外の不幸ではない。百里飛行場共用化の構想は 1993 年に具

現化したが、事業見通しが殊更に甘かったバブル期の開発プラ

ンを県当局が抜本的に見直さない間に、航空情勢が全く変化し

てしまった。すなわち、バブル崩壊(1991 年)、9.11 後の航空需

要の後退(2001 年)、リーマン･ショックによる世界同時不況

(2008 年)、日航の経営破綻と不採算路線の整理(2010 年)、羽田

再国際化(2010 年)、成田のLCC (Law Cost Carrier) 積極受け入れ

(検討中)と、事業計画の見直しを迫る重大な情勢変化が再々あ

った。特に、D 滑走路と国際線ターミナルが竣工して羽田の発

着スロットが増え、他方、日航の不採算路線整理で既存のスロ

ットにも空きが生じた状況下では、LCC を含む航空会社にとっ

て、羽田･成田でなく敢えて茨城へ乗り入れるメリットは乏しい。

現状で茨城空港にどの程度の旅客需要が存在するのか現実的に

見積もり直し、空港事業の中止ないし延期も視野に入れて検討

するべきであっただろう。百里共用化を断行するにしても、ど

のようなビジネスモデルならば少ない旅客需要でも空港事業が

経営的に成り立つか客観的に検討すべきであった。この意味で、

少なくとも、第二滑走路建設と 109 億円かけた工業団地整備は

明らかに当面不要だったのでないか。なにしろ、茨城空港が手

本としたであろう福島空港でさえ赤字なのだ。殆ど飛行機が飛

ばないバブルの残滓と云うべき茨城空港事業が今後の県財政に

深刻な問題を投げかけるであろうことは殆ど自明と思われる。 
 
Ⅱ．茨城空港の可能性 

 
 さて、このシンポジウムでは空港建設の是非について今更こ

れ以上論じない。税金のムダ遣いかもしれないが、既に作って

しまったのだ。作った以上は地域経済のために有効活用したい。

以下でまず、その可能性を検討してみよう。 
 茨城空港は、現時点では国内線利用者にとって使い勝手が宜

しくない。スカイマークの茨城神戸間航空運賃は繁忙期の普通

運賃は¥14,800だが、閑散期の前割21適用なら¥5,800であって、

確かに安く設定されている。とはいえ、神戸発茨城行はまだし

も、茨城発神戸便の到着予定時刻は 12:05 であるから午前中の

仕事に間に合わない。対して、羽田始発便の神戸空港到着予定

時刻は 7:50、鉄道の始発では JR 神戸駅へ 10:09 に到着する。こ

の差は大きく、前泊を要するのでは運賃が多少安くても割に合

わない。加えて、運休すれば次便は翌日、神戸でなく大阪や京

都へ行きたいのなら神戸空港からの現地交通の時間と費用と手

間も考慮する必要がある。ビジネス客は、たいていの場合にお

いて、鉄道か羽田発着便を使った方が穏当である。 
 国際線の旅客にとっても事情は同様だ。羽田発着ならばソウル

から東京日帰り出張も可能なのに、一日一往復の茨城便なら往復

の移動に各1日を要する。しかも、茨城空港で搭乗予定便が欠航

すれば当日内の代替のしようがなく、翌日の便を待つか羽田か成

田へ急きょ移動するしか方法がない。上海便は週 3 便であるが、

ビジネス客が空港で最大3日も足止めされては堪るまい。 
 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
1) 筑波銀行総合企画部経済調査室長 

1茨城高専経済シンポジウム 「上手なツーリズムの作り方 空港は出来たけれど ・ ・ ・ 」



 航空貨物においても、茨城空港に利点は無い。まず、貨物機

の運用能力に問題がある。現代の貨物機はLD3 コンテナを並列

積載可能なワイドボディ機が常識である。特に、古くなった旅

客型を改造した B747 など比較的大型の機材が航空貨物輸送の

過半を担っているのが現状であり、一例として三発の MD11F
の積載能力は LD3 最大 32 個である。ところが、茨城空港は、

現状では滑走路の長さと強度が足りず、大型機の運用能力を備

えていない。なお、茨城空港には旅客型のA320 とB737 が就航

しているが、A320 の貨物積載能力は LD3 コンテナ 7 個と旅客

手荷物輸送の域を出ず、B737 に至ってはパレット積載のみ可で

あって貨物コンテナの搭載自体が不可能である。第二に、輸送

先の始業前に貨物が到着するように逆算して発航時間を決めて

いるのが現代の国際貨物航空である。だから、国際貨物便はし

ばしば深夜便となるのであり、また、その方が日中に集中する

旅客便との離着陸スロットのシェアの点で好都合である。だが、

茨城空港では、地域住民との運行時間の協定に従って、深夜は

おろか早朝･夜間の離発着さえ行なわない。羽田の沖合展開以前

の段階では関東に深夜運航が可能な民間空港が存在しなかった

から、茨城空港を離陸した大型機が直ちに霞ヶ浦上空へ飛び去

るようにもっと西南方向へ離して第二滑走路を設置していれば、

騒音問題にあまり制約されずに関東の深夜発着便を一手に引き

受けることが出来たであろうし、また、二つの滑走路を充分に

離すことで、自衛隊が主用する第一滑走路との同時離着陸も可

能だったろう。そうした配慮が出来ていれば、茨城空港は貨物

便に特化した「小さな大空港」となり得たかもしれない。もっ

とも、羽田の再拡張が完成すれば、この競争条件も怪しくなっ

てしまうけれども。 
 茨城空港への国際線誘致は、下記の二つの条件で他の地方空

港よりも恵まれている。第一に、中国の所得水準が向上し、富

裕層に海外旅行の機会が拡大しつつあり、上海などから日本へ

のインバウンドが激増しつつある。茨城空港はゴールデン･ルー

トの東端に位置しているので、成田や羽田の機能を一部代替す

る可能性を秘めている。ゴールデン･ルートとは、成田-東京-京
都-大阪-関空(またはこの逆順)という日本観光の王道の行程ル

ートのことである。たいてい、秋葉原などでのショッピング、

富士山登山、TDL がツアーの目玉となっている。ゴールデン･

ルートの旅行客は主に海外旅行自体が初めての団体客であり、

ツアー･バスに乗車して東京から大阪まで東海道沿いの観光地

を走り抜ける。団体旅行なのでツアーを催行する旅行会社が使

用空港を東京･大阪両方面でのオープン･ジョーで設計するのだ

が、その際に、例えば、成田インの替わりに茨城インとしても

ツアー設計が可能である。茨城空港周辺の交通アクセスは個人

客には劣悪だが、空港に到着した団体客を直ちにツアー･バスへ

詰め込むのなら支障にならない。成田･羽田･関空･伊丹以外で、

このゴールデン･ルートの起点となり得る空港は茨城と神戸だ

けである。 
 茨城空港は東京圏アクセス空港の条件をかろうじて満たして

いるので、設定運賃次第では東京単純往復の観光客が茨城空港

を利用する可能性もある。この旅客は主としてTDL や東京での

ショッピングを目的としている。ただ、ファースト･ビジターと

は限らず、時間の制約が多いツアーを嫌った個人旅行のリピー

ターが少なくない。個人旅行客は団体ツアーのように専用の団

体バスで移動するのでないから、茨城空港-東京駅間の交通手段

が個人客でも確実に確保出来て、なおかつ、羽田や成田の発着

便よりもチケット代金がかなり安くて済むのならば、便数が極

めて少ない茨城空港にも可能性がある。関東鉄道が茨城空港-
東京駅間の高速バスを運賃 500 円(航空機利用者に限る)で運行

し始めた。現状の片道二時間半では競争力に欠けるとはいえ、

成田-東京間の交通アクセス距離も充分遠いのであるから、競う

術が無いわけでない。東京圏アクセス空港としての条件を満た

す空港は、成田･羽田と茨城だけである。 
 アシアナ航空と春秋航空が羽田の国際化を待たずに茨城空港

へ乗り入れて当地に現地事務所を開設したのは、上記二つの国

際線旅客需要を見込んだからである。茨城県への旅客需要だけ

では両社が運用する A320 は過大である。国内線の誘致活動は

今のところスカイマーク以外の航空会社には相手にされていな

いのに、ソウル便･上海便の搭乗率は機体サイズの割に健闘して

いる。開港当初の物珍しさもあろうが、茨城空港国際線には他

の地方空港には無いインバウンド旅客の競争条件があるからだ。

かくて国際線が国内線を上回る珍妙な状態が続いている。かか

る国際空港は成田と茨城だけである。 
 
Ⅲ．空港政策と観光政策のミスマッチ 

 
 茨城空港について、航空貨物、ビジネス旅客、アウトバウン

ド旅客において経費に見合う可能性を見出すことは現状では困

難であるが、国際線インバウンド観光旅客については有利な競

争条件を秘めていることを、既に指摘した。とはいえ、この有

利な競争条件は羽田の代替としての位置に立脚しているのであ

り、団体観光客が空港からバスに乗車して直ちに県外へ立ち去

ってしまうのでは茨城県には殆どお金が落ちない。つまり、ア

シアナ航空･春秋航空利用の外国人東京観光客の利便のために

茨城県民の税負担で空港を用意してやったようなものだ。茨城

空港に地域経済のために貢献してもらうためには、インバウン

ド旅客の一部を、東京でなく茨城観光へ引き込まなければなら

ない。 
ところが、茨城県の空港政策と茨城県の観光政策のマッチン

グがとれていない。茨城県庁の組織において空港政策を担当す

る部署は企画部の下に配置された空港対策課であり、課内に就

航誘致を担当する技佐･課長補佐と利用促進を担当する副参事･

課長補佐がそれぞれ配置されている。企画部空港対策課に観光

施策の専門能力はない。他方、県の観光政策を本来担当する部

署は商工労働部の下に配置された観光物産課である。茨城県平

成 22 年度一般会計予算において商工労働部内の課別予算をみ

てみると、産業政策課の課別予算が 704 億円なのに対し商工労

働部物産観光課は 4 億円、一般財源充当額だけをみても中小企

業課の 1/10 に満たない。商工労働部の本庁事務職員数 121 名中

の 17 名が観光物産課である(再任用職員、嘱託職員、臨時職員

を除く)。観光物産課内部の観光担当の予算は物産担当に比して

もともと遥かに少ない。平成 22 年度予算で国際観光誘客促進事

業費を初めて計上したが、泥縄であり、生産的とはいえまい。

以上のように県の観光行政の軽視と県観光行政の物産行政への

従属は明らかだ。県の物産販売促進の観点では主たる市場は当

然ながら東京であるから、物産政策に従属した茨城県の観光行

政は、主に東京からの日帰り旅行に特化しているということで

ある。茨城空港便の就航地は現時点で神戸、ソウル、上海であ

るから、茨城空港へのインバウンド観光客を増やすには、これ

ら茨城空港便就航地における茨城の観光ブランド･バリューの

構築が必須である。日帰りは不可能だから、その観光コンテン

ツは当然に宿泊に見合うものでなければならないはずだ。 
開港が先に在りきの空港対策課は、何処とでもいいから就航

航空会社の確保に躍起であり、観光政策担当者と事前に綿密に

詰めることなく路線誘致を進めた。路線誘致だけを進めたので

ある。他方、東京市場への物産販促を軸に活動してきた物産観

光課には、空港対策課が独自に誘致して来る就航地に対する観

光アピールのノウハウも予算も全く不充分なままだ。この結果、

茨城空港便就航地で茨城県の観光ブランド･バリューは現状で

はゼロに等しく、ソウルと上海では茨城の認知自体が無に近い。

空港を作ってしまったからには、次に、茨城空港就航地におけ

る茨城の観光ブランド･バリューの構築が必要だ。 
 このシンポジウムでは、まず内外の観光事情･観光政策の状況

について井坂が発表する。次いで、県内で現在実際に行ってい

るツーリズム開発の事例として、笠間地区のニュー･ツーリズム

の取り組み事例をゲストの熊坂氏に発表していただく。最後に、

他の都道府県や海外での成功事例を、わたくしが若干紹介する。 
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 私は「観光政策」の現状と展望について、EU の事例を中心

に報告する。今回のシンポジウムのテーマは「上手なツーリズ

ムの作り方」である。本報告ではこの「上手なツーリズムの作

り方」を考えていく上での前提となるような、大きな視点から

の話をしたい。 
 
Ⅰ．観光の現状（概観） 
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に述べたように、ここでは「観光政策」というより大きな枠組

みの話をしたい。 
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「観光政策」の現状と展望 ―EUの事例を中心に― 

井坂 友紀 

 

 私は「観光政策」の現状と展望について、EU の事例を中心

に報告する。今回のシンポジウムのテーマは「上手なツーリズ

ムの作り方」である。本報告ではこの「上手なツーリズムの作

り方」を考えていく上での前提となるような、大きな視点から

の話をしたい。 
 
Ⅰ．観光の現状（概観） 

 
 はじめに、「観光の現状（概観）」として、『観光白書』を基に

いくつかのデータを確認したい 1)。まず訪日外国人旅行者の推

移についてであるが、2008 年秋以降の「世界同時不況」の影響

から直近（平成 21 年）については急激な落ち込みがみられるも

のの、基本的には年々増加している。 
 しかしながら世界の中での順位をみると全体で 28 位、アジア

でも 6 位となっており、日本における外国人旅行者の数は世界

的にみると非常に少ないことがわかる。 
 こうした中で、茨城県は、外国人宿泊者数（延べ宿泊者数）

が 47 都道府県中 32 位、国内の旅行者を含む全体でみても 35
位と、残念ながら観光客の数は非常に少ない状況にある（図 1
参照）。ではこの茨城県の観光をどうすればよいのかという点に

ついては、後ほど熊坂、箱山両氏よりご報告があるので、冒頭

に述べたように、ここでは「観光政策」というより大きな枠組

みの話をしたい。 
 
図1 

 
Ⅱ．観光政策をめぐる動向（日本） 

 
 日本の観光政策をめぐる動向についてであるが、まず 2006
年 12 月にそれまでの観光基本法が「観光立国推進基本法」へと

リニューアルされる。翌 2007 年 6 月には「観光立国推進基本計

画」が制定され、2008 年 10 月には観光庁が発足。そして今年

の 6 月に閣議決定された国の『新成長戦略』においては「観光」

が成長戦略分野の 1 つとして位置づけられることとなった 2) 。 
 このように「観光立国」の実現に向けた国を挙げての政策推
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進がなされているわけであるが、その背景にあるのは観光の促

進が日本の今後の社会経済全体の発展にとって不可欠だという

認識である。先述の『新成長戦略』の言葉を借りれば、「公的支

出による地域活性化策を期待することが難しい現在、人口減

少・少子高齢化に悩む地方都市にとって、観光は、地域経済の

活性化や雇用機会の増大の切り札」なのである。 
 
Ⅲ．観光政策をめぐる動向（EU） 

 
EU新観光政策 
 さて、ここからはEU の観光政策をみていきたい。今年 6 月

30 日に策定されたEU の新しい観光政策（European Commission, 
Europe, the World's No 1 Tourist Destination ）3)については、日本

経済新聞でも「EU、観光振興へ包括策」という見出しで大きく

取り上げられたところである 4) 。 
 ではなぜEUの新しい観光政策がわざわざ日本の新聞で取り上

げられるのか。まず前提にあるのは、先ほど述べた通り、観光が

今後の日本の社会経済全体の発展の重要な担い手となるのだとい

う認識であると思われる。その上で指摘すべきは、EUが世界一の

観光地、世界一の「観光先進国」であるということであろう。つ

まりこのEUの新たな観光政策をみれば、「世界一の観光地が今何

を考え、どう動こうとしているのか」がわかるのである。 
 こうした点を踏まえつつ、このEU の新観光政策の中身を見

ていきたい（図 2 参照）。タイトルにあるように、この政策は

EU が「世界一の観光地」であり続けるための政策的枠組みで

ある。2010 年 3 月にEU の今後 10 年間の経済成長戦略である

"Europe 2020"が策定され、実質 2％以上の成長達成に向けた戦

略の 1 つとして観光業の競争力向上が盛り込まれた 5)。今回の

観光政策はこの"Europe 2020"を受けて策定されたものである。 
図2 

 新観光政策では、まずEUにとっての観光産業の重要性が次の

ような観点から明示されている。第1に、観光業は、関連産業を

含めれば、EU全体の10％超、雇用の12％を占めるということ。

第2に、この10年間、全産業の中で最も大きな雇用の伸びを記

録していること。そして第3に、EUは何よりも世界一の観光地

であり、年間3億7000万人の海外旅行者を呼び込んでいるとい

うことだ（2008年）。ちなみに日本の海外旅行者数は年間835万
人（2008年）であるから、文字通り「桁違い」である。 

 しかしながら、EU の観光業は大きな環境変化に直面してい

る。まず新興国も含めたグローバルな競争激化があり、競争力

をどのように維持・向上させるかが問われている。次に、ヨー

ロッパにおいても人口構造が変化し高齢化が急速に進んでいる

が、観光客の高齢化に対応できているかどうかが大きな問題と

なる。また、環境問題がわたしたちの大きな課題となっている

中、観光業においても環境問題への対応をはじめ「持続可能な

観光」を実現することが求められている。最後に、目覚ましい

進化を続けている情報通信技術について、観光業の主体である

中小企業が的確に対応し有効に活用することができるかが懸念

されている。 
 以上のような現状認識のもと、新観光政策は(1)競争力強化 

(2)持続可能な観光業の発展 (3)イメージの確立・向上 (4)他の

政策との連携 という 4 つの政策課題を提示している。以下で

はこのうち(1)～(3)を概観する。 
 (1)競争力強化の大きな柱となっているのは観光商品の多様

化 diversification である。具体的には「テーマのある観光商品」

の開発として、文化遺産観光、現代文化観光、自然保護区域観

光、健康観光、教育観光、ワイン・グルメ観光、歴史観光、ス

ポーツ観光、宗教観光、農業観光、田舎 rural 観光、産業遺産観

光等が掲げられている。またこうした商品開発の促進策として、

「ヨーロッパ遺産」「ヨーロッパ遺産週間」「EU 文化遺産賞」

の創設等が示されている。 
 (2)「持続可能な観光業の発展」の背景にあるのは、観光地の

クオリティーが自然環境や文化的環境、そして地域社会との関

わり等に強く影響されるという事実である。観光業の持続可能

性 sustainability を確保するためには、ゴミの問題や水、土地、

生物多様性への影響といった環境負荷の考慮、あるいはクリー

ンエネルギーの使用などがこの先大きな課題となる。また、観

光業に従事する人々の仕事がまっとうで持続可能であること、

さらには地域経済に及ぼす影響を考慮することも重要である。

観光業の担い手である労働者が「使い捨て」されていたり、観

光業がその地域社会に負の影響を与えているようでは持続可能

な発展は実現しえないのである。 
 (3)「イメージの確立・向上」については説明を要さないかも

しれないが、「フランス」や「スペイン」といった個々の国では

なく、ヨーロッパ全体としてのブランドの確立が課題とされて

いる。ここで具体策として掲げられているのはウェブサイト

visiteurope.com の更なる活用促進である。これは 2006 年に立ち

上げられたもので、ヨーロッパ 39 カ国の政府観光局が協力しヨ

ーロッパを 1 つの旅先として宣伝しているという点が特徴的で

ある 6) 。 
 
Calypso（カリプソ）について 
 さて先に述べたEU 新観光政策の政策課題(1)競争力強化では、

具体的な課題の 1 つに「観光シーズンの拡張」すなわち「オフ・

シーズン」対策が掲げられ、既にスタートしている「カリプソ

Calypso」計画の推進が謳われている 7) 。 
 「カリプソ」とは、2009 年にEU 委員会によって発案された

観光促進計画である（図 3 参照）。この計画の目的の 1 つは「通

常ならば旅行することが困難な人々」に観光の機会を提供する

ことで、これはまさに「社会的観光 social tourism」の精神であ

る。もう 1 つの重要な目的は観光地のオフ・シーズン対策であ

る。つまり「カリプソ」は価格が安く混雑の少ないオフ・シー

ズンに旅行困難者の観光を促進するという計画なのである。 
図3 

 「カリプソ」の主な対象は、(1)青年層（18 歳～30 歳） (2)
家計にゆとりのない家族 (3)障害を抱えた人々 (4)高齢者 

の 4 グループである。いずれも金銭その他の支援がなければ旅

行することが困難な人々である。 
 「カリプソ」の目的である「オフ・シーズンにおける旅行困

難者の観光促進」は、主に次の 3 つの手段によって達成される。

1 つは「観光交流メカニズム tourism exchange mechanism」であ

る。これはオフ・シーズンに他国の観光客を呼び寄せるもので、

財政的支援を伴う。2 つ目は「観光クーポン European Holiday 
Vouchers」で、観光サービスに利用できるクーポン券の発行・

流通メカニズムの確立を目指す。そして最後はウェブサイトで

あり、上に述べた観光交流を促進するウェブサイト（「カリプ

ソ・プラットフォーム」）を構築するとしている。 
 「カリプソ」では既に多くの具体的研究・検討が進められ、

いくつかの報告書もまとめられている。しかしながらこの計画

はまだ準備段階にあり、実践はこれからというところである。

そこで最後に、「カリプソ」が今後の取組みのモデルとなる先進

的事例として取り上げているスペインの観光交流政策を簡単に

見ていく。 
 
スペインの観光交流政策 

 フランスと並ぶ「観光先進国」であるスペインは、2009 年 10
月から観光交流政策の先駆けともいうべき取組みをスタートさ

せた。「欧州高齢者観光多国間プログラム Europe Senior Tourism 
Transnational Programme」と呼ばれるこの政策は、スペイン政府、

具体的には産業観光省 Ministry of Industry and Tourism が主体と

なって行っているものである 8) 。 
 このESTTP の中身を一言で言えば、外国人高齢者を対象とし

たオフ・シーズン観光サービスの提供及び財政的支援というこ

とになる（図 4 参照）。対象となるのは 55 歳以上のEU 加盟国

在住者で、時期（第 1 期）は 2009 年 10 月から 2010 年 4 月、ま

さにオフ・シーズンである。提供される観光サービスには、7

～8 泊までの宿泊、交通、アクティビティプログラム、保険が

含まれる。財政的支援として、通常想定されるパッケージの価

格から 100 ユーロまたは 150 ユーロが割引されるという仕組み

である。 
図4 

 ESTTP の第 1 期はこの 4 月に終了したわけだが、結論から言

えば、かなりの成果が挙げられている。ESTTP の下で実際に観

光をした旅行者数は 4 万 5 千人、延べ宿泊者数でいえば 37 万人

である。スペイン政府の総投資額は 530 万ユーロで、税収等に

よる「リターン」は投資額 1 ユーロあたり 1.55 ユーロだったと

計算されている。経済効果は 2,900 万ユーロ、スペイン国内で

みても 2,250 万ユーロで、600 人以上の雇用創出がなされたとの

ことであった。 
 
Ⅳ．まとめと展望 

 
 以上見てきた内容を整理すれば次のようになる。すなわち、

第 1 に、観光振興はいまや社会経済全体の発展にとって不可欠

な政策課題となっていること。これは日本においても EU にお

いても同様であった。第 2 に、「観光先進国」であるEU の新観

光政策では、観光業の競争力強化策や「持続可能性」の重要性

等が盛り込まれているということ。そして第 3 に、この競争力

強化策の柱の 1 つである「オフ・シーズン対策」は、一国レベ

ルでは既に実践され成果も出されているということである。 
 最後に、これらの事実を踏まえての「展望」として、2 点ほ

ど述べたい。1 つは、観光業に対する国の政策的関与が今後一

層強まっていくのではないかということだ。観光業が社会経済

全体の発展にとって重要であると位置づけられた以上、良い悪

いは別として、国がこれまでにはなかったようなかたちで観光

業に口や手を出してくる。そうであるとすれば、観光地そして

その全ての利害関係者にとっては、国の政策動向ならびにそれ

に影響を与える海外の政策動向を注視し、それらを踏まえた「早

めの対応」を行っていくことがこれまで以上に重要になると考

えられる。 
 このことと関連して言えるのは、EU の新観光政策のいくつ

かの項目が、今後日本においても重要な政策課題としてそのま

ま入り込んでくるのではないかということだ。今日見てきた中
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う認識であると思われる。その上で指摘すべきは、EUが世界一の

観光地、世界一の「観光先進国」であるということであろう。つ

まりこのEUの新たな観光政策をみれば、「世界一の観光地が今何

を考え、どう動こうとしているのか」がわかるのである。 
 こうした点を踏まえつつ、このEU の新観光政策の中身を見

ていきたい（図 2 参照）。タイトルにあるように、この政策は

EU が「世界一の観光地」であり続けるための政策的枠組みで
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"Europe 2020"が策定され、実質 2％以上の成長達成に向けた戦

略の 1 つとして観光業の競争力向上が盛り込まれた 5)。今回の

観光政策はこの"Europe 2020"を受けて策定されたものである。 
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上げられたもので、ヨーロッパ 39 カ国の政府観光局が協力しヨ

ーロッパを 1 つの旅先として宣伝しているという点が特徴的で

ある 6) 。 
 
Calypso（カリプソ）について 
 さて先に述べたEU 新観光政策の政策課題(1)競争力強化では、

具体的な課題の 1 つに「観光シーズンの拡張」すなわち「オフ・

シーズン」対策が掲げられ、既にスタートしている「カリプソ

Calypso」計画の推進が謳われている 7) 。 
 「カリプソ」とは、2009 年にEU 委員会によって発案された

観光促進計画である（図 3 参照）。この計画の目的の 1 つは「通

常ならば旅行することが困難な人々」に観光の機会を提供する

ことで、これはまさに「社会的観光 social tourism」の精神であ

る。もう 1 つの重要な目的は観光地のオフ・シーズン対策であ

る。つまり「カリプソ」は価格が安く混雑の少ないオフ・シー

ズンに旅行困難者の観光を促進するという計画なのである。 
図3 

 「カリプソ」の主な対象は、(1)青年層（18 歳～30 歳） (2)
家計にゆとりのない家族 (3)障害を抱えた人々 (4)高齢者 

の 4 グループである。いずれも金銭その他の支援がなければ旅

行することが困難な人々である。 
 「カリプソ」の目的である「オフ・シーズンにおける旅行困

難者の観光促進」は、主に次の 3 つの手段によって達成される。

1 つは「観光交流メカニズム tourism exchange mechanism」であ

る。これはオフ・シーズンに他国の観光客を呼び寄せるもので、

財政的支援を伴う。2 つ目は「観光クーポン European Holiday 
Vouchers」で、観光サービスに利用できるクーポン券の発行・

流通メカニズムの確立を目指す。そして最後はウェブサイトで

あり、上に述べた観光交流を促進するウェブサイト（「カリプ

ソ・プラットフォーム」）を構築するとしている。 
 「カリプソ」では既に多くの具体的研究・検討が進められ、

いくつかの報告書もまとめられている。しかしながらこの計画

はまだ準備段階にあり、実践はこれからというところである。

そこで最後に、「カリプソ」が今後の取組みのモデルとなる先進

的事例として取り上げているスペインの観光交流政策を簡単に

見ていく。 
 
スペインの観光交流政策 

 フランスと並ぶ「観光先進国」であるスペインは、2009 年 10
月から観光交流政策の先駆けともいうべき取組みをスタートさ

せた。「欧州高齢者観光多国間プログラム Europe Senior Tourism 
Transnational Programme」と呼ばれるこの政策は、スペイン政府、

具体的には産業観光省 Ministry of Industry and Tourism が主体と

なって行っているものである 8) 。 
 このESTTP の中身を一言で言えば、外国人高齢者を対象とし

たオフ・シーズン観光サービスの提供及び財政的支援というこ

とになる（図 4 参照）。対象となるのは 55 歳以上のEU 加盟国

在住者で、時期（第 1 期）は 2009 年 10 月から 2010 年 4 月、ま

さにオフ・シーズンである。提供される観光サービスには、7

～8 泊までの宿泊、交通、アクティビティプログラム、保険が

含まれる。財政的支援として、通常想定されるパッケージの価

格から 100 ユーロまたは 150 ユーロが割引されるという仕組み

である。 
図4 

 ESTTP の第 1 期はこの 4 月に終了したわけだが、結論から言

えば、かなりの成果が挙げられている。ESTTP の下で実際に観

光をした旅行者数は 4 万 5 千人、延べ宿泊者数でいえば 37 万人

である。スペイン政府の総投資額は 530 万ユーロで、税収等に

よる「リターン」は投資額 1 ユーロあたり 1.55 ユーロだったと

計算されている。経済効果は 2,900 万ユーロ、スペイン国内で

みても 2,250 万ユーロで、600 人以上の雇用創出がなされたとの

ことであった。 
 
Ⅳ．まとめと展望 

 
 以上見てきた内容を整理すれば次のようになる。すなわち、

第 1 に、観光振興はいまや社会経済全体の発展にとって不可欠

な政策課題となっていること。これは日本においても EU にお

いても同様であった。第 2 に、「観光先進国」であるEU の新観

光政策では、観光業の競争力強化策や「持続可能性」の重要性

等が盛り込まれているということ。そして第 3 に、この競争力

強化策の柱の 1 つである「オフ・シーズン対策」は、一国レベ

ルでは既に実践され成果も出されているということである。 
 最後に、これらの事実を踏まえての「展望」として、2 点ほ

ど述べたい。1 つは、観光業に対する国の政策的関与が今後一

層強まっていくのではないかということだ。観光業が社会経済

全体の発展にとって重要であると位置づけられた以上、良い悪

いは別として、国がこれまでにはなかったようなかたちで観光

業に口や手を出してくる。そうであるとすれば、観光地そして

その全ての利害関係者にとっては、国の政策動向ならびにそれ

に影響を与える海外の政策動向を注視し、それらを踏まえた「早

めの対応」を行っていくことがこれまで以上に重要になると考

えられる。 
 このことと関連して言えるのは、EU の新観光政策のいくつ

かの項目が、今後日本においても重要な政策課題としてそのま

ま入り込んでくるのではないかということだ。今日見てきた中

5茨城高専経済シンポジウム 「上手なツーリズムの作り方 空港は出来たけれど ・ ・ ・ 」



から具体的に言えば、「観光の多様化」や「持続可能な観光」、

そして高齢者対応を含めた「社会的観光」、さらにはその手段と

しての「観光交流」などである。実際、例えば「観光の多様化」

について言えば、既に今年の初めから「エコツーリズム」、「グ

リーンツーリズム」や「産業観光」等のいわゆる「ニューツー

リズム」に関する議論が日本でも進められ、まだ課題の頭出し

レベルとはいえとりまとめもなされている 9)。 
 こうした政策動向を注視し、観光業の今後の展望を踏まえな

がら、先手を打っていくこと。これが「上手なツーリズムの作

り方」を考える上での 1 つのポイントになるのではないかと思

われる。（以上） 
―――――――――――――――――――――――――――― 
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茨城の特徴を活かした茨城らしい観光振興 

―笠間市の地域密着型ニューツーリズムを中心に― 

熊坂 敏彦 

 
Ⅰ. はじめに 

  
 政府は、「新成長戦略」（平成 22 年 6 月閣議決定）の中で、観

光を文化遺産や自然環境を活かして振興することにより地域活

性化の切り札になるとして、7 つの戦略分野の一つに位置づけ

ている。 
 茨城県においても、2006 年に「茨城県観光振興基本計画」が

策定され、「2010 年までに観光客 5000 万人」の実現に向けた取

組みが展開され、入込観光客数の増加についてはそれなりの成

果をあげてきた。しかしながら、茨城県は首都圏に近く、様々

な観光資源に恵まれてはいるが、入込観光客数は 5000 万人と栃

木県の 8000 万人、群馬県の 6000 万人を大きく下回り、北関東

3 県の中で最下位にあって、必ずしも観光振興策が十分とはい

えない。そこで、茨城県の観光振興のためには、足元の観光諸

資源を再評価し、それらを活かして入込客数を倍増させるよう

な、かつ、茨城らしい独自の観光振興策が待たれる。 
 ここでは、茨城の特徴を活かした茨城らしい観光振興策とし

て、地域密着型「ニューツーリズム」をとりあげ、その先行的

な事例として笠間市の観光振興策を紹介したい。 
 
Ⅱ.茨城らしい観光振興 

 

 北関東 3 県の中で、茨城県の入込観光客が低位にある理由は

何か。たしかに、茨城県には栃木県や群馬県のように国立公園

が無く、温泉地が少ない。結果的に地域ブランド力が低い。し

かしながら、これをもって諦めてはならない。茨城県の観光の

潜在力は他 2 県にひけをとらないと思われる。茨城県には、筑

波水郷国定公園、県立自然公園 9 ヶ所の観光資源をはじめとし

て、魅力的な観光資源が数多い。たとえば、五浦（いづら）海

岸の温泉地から見える日の出、露天風呂から見える太平洋の沖

行く船、四季折々の風情が楽しめる袋田の滝など県北部には魅

力的な観光資源が多い。首都圏からの日帰り客や宿泊客をもっ

と呼び込めるように思われる。総じて、本県観光はまだまだ宣

伝不足かもしれない。 
 さらに、茨城県には県内全域に潜在的な観光資源が沢山あり、

それらは地域密着型ニューツーリズムを構成する中に数多くあ

るように思われる。 
 
Ⅲ．地域密着型ニューツーリズムとは 

 
 ニューツーリズムとは、従来型の観光が名所旧跡を団体で周

遊するマスツーリズムが主流であったのに対して、全国に点在

する埋もれた見所の探訪や地元との交流を楽しむタイプの観光

である。国の「観光立国推進基本計画」の中で、地域密着型の

ニューツーリズムの類型として、次の 6 つが取り上げられてい

る。①中期滞在型観光：地域との深い交流により豊かな生活を

実現するもの。②エコツーリズム：自然環境や歴史文化を対象

とし、それらを損なうことなく、それらを体験し学ぶ観光のあ

り方。③グリーンツーリズム：農山漁村地域において自然、文

化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。④文化観光：日

本の歴史、伝統といった文化的な要素に対する知的欲求を満た

すことを目的とする観光。⑤産業観光：歴史的・文化的価値の

ある工場等やその遺構、機械器具、最先端の技術を備えた工場

等を対象とした観光で、学びや体験を伴うもの。⑥ヘルスツー

リズム：自然豊かな地域を訪れ、そこにある自然、温泉や優し

い料理を味わい、心身ともに癒され、健康を回復・増進・保持

する新しい観光形態。 
 それらの中で、茨城県では、特に③グリーンツーリズム、④

文化観光、⑤産業観光が有望であると思われる。 
 
Ⅳ.茨城県の潜在的な観光資源 

 
（１）グリーンツーリズム 
 県央から県南西地域にかけての地域は、肥沃な平地が広がる

豊かな穀倉地帯となっており、米、野菜、果樹など多様な農産

物が産出される。その生産額は全国第 2 位である。本県の緑豊

かな農山漁村地域において、そこに滞在し、農業を体験しなが

ら農民と都市住民との交流を図りながら地域振興を図ろうとす

るものがグリーンツーリズムである。笠間市には、グリーンツ

ーリズムの代表事例として、東日本一のクラインガルテンがあ

る。この他、農家民宿、農家レストラン、農産加工・直売所、

観光農園などが具体的な内容である。 
（２）文化観光 
 茨城県は、万葉集に数多く詠まれた筑波山やその周辺の古代

遺跡、常陸風土記の編纂や国分寺・国分尼寺の建立など、長い

歴史と文化を有しており、水戸藩の「大日本史」編纂事業や藩

校弘道館、日本三名園の偕楽園に代表される学問や文化の振興

が全国に先駆けて行われてきた。文化観光の資源は数多くある。

笠間地区には、日本三大稲荷の笠間神社や親鸞聖人ゆかりの西

念寺などがある。これら社寺の参拝、芸術・文化の鑑賞、歴史

散歩などが文化観光の内容である。 
（３）産業観光 
 茨城県の過去10年間の工場立地面積は1000haを超え全国第1
位である。日立地区には100年の歴史を誇る高度なものづくり産

業が、東海地区には世界最先端の大強度陽子加速器「J-PARC」
をはじめ、原子力関係の研究機関が集積し、鹿島地区には鉄鋼・

石油化学などコンビナート企業が集積している。さらに、筑波地

区には、国の研究機関の3割が集中し、バイオ、ナノテク、ロボ

ットなど200社を超えるハイテクベンチャーが集積するなど、最

先端の科学技術の集積が図られている。産業観光とは、こうした

地区での工場見学や産業記念館などの見学などである。また、茨

城県の伝統的工芸品に指定された伝統的地場産業としては、結城

紬、笠間焼、真壁石燈籠があるが、そうした地場産業産地でのも

のづくり体験なども産業観光の内容である。 
 
Ⅴ.笠間市の地域密着型ニューツーリズムへの取組み 

 笠間市は、大洗町、水戸市、つくば市につぐ県内屈指の観光

都市であり、自然資源・農産物（笠間つつじ公園、栗）、歴史資

源（笠間稲荷神社、西念寺、合気神社）、芸術文化資源（笠間芸

術の森公園、茨城県陶芸美術館、笠間日動美術館、笠間芸者）、

産業資源（笠間焼、稲田みかげ石）が豊富に存在する（資料 1）。
そして、笠間市は、市役所の産業経済部商工観光課や社団法人

笠間観光協会が中心となったユニークな観光への取組みを行っ

ている（資料 2）。 
（１）グリーンツーリズム：笠間クラインガルテン 

 この「市民農園」は、総面積 4ha、総事業費 8 億 3 千万円で、

東日本一の規模を有する。主な施設は、①宿泊施設付の市民農

園 50 区画、②日帰り市民農園 50 区画、③クラブハウス、④農

産物販売所、⑤そば処などである。利用者の構成は、東京都 44％、

千葉県 26％、神奈川県 14％、埼玉県 14％であり、首都圏の団

塊の世代から高い人気を得ている。また、国内外からの見学者

も多く、地域振興に寄与している。 
（２）地場産業の観光化：陶炎祭（ひまつり）等 
 笠間市は、笠間焼、稲田石の 2 つの地場産業の産地である。

これら地場産業を観光と結びつけるような催事・イベントが年

間を通じて開催されている。初窯市、陶炎祭（ひまつり）、道の

市、笠間焼フェア、いなだストーンエキシビジョン、匠のまつ

り、ストーンフェスティバル、陶のオルゴール展などである。

その中で最大のイベントが、ゴールデンウィーク中に笠間芸術

の森公園で行われる陶炎祭（ひまつり）である。今年で 30 回を

迎えたが、期間中に 30 万人以上の来客数がある。 
（３）ネットワークづくり：笠間ファン倶楽部 
 笠間市が観光振興のために、都会と笠間を結びつけるネット

ワークをつくり、一度来た人をリピーターにするような仕掛け

作りのひとつとして、笠間ファン倶楽部は位置づけられる。こ

の会員になると、会員証が発行され、３ヶ月一度「笠間ファン

倶楽部通信」が送られてくる。2010 年１月現在の会員数は、1465
名であり、県内 850、東京 203、千葉 201、埼玉 75、神奈川 60、
栃木 22、群馬 10 となっている。 
（４）着地型旅行商品：「笠間発見伝」 
 笠間市と観光協会が連携して作り上げた地域主導の着地型旅

行商品「笠間発見伝」は、国の地域密着型ニューツーリズムの

内容が数多く盛り込まれた商品である。日時を限定した募集商

品ではなく、通年型で顧客が選んで創る旅行商品の先駆けであ

る。客は、インターネットや電話で申し込み、当地集合当地解

散で、笠間でしかできない様々な笠間体験ツアーを満喫する。 
コースは現在 17 ある。基本形としては、①笠間焼の作家・窯元

で陶芸体験ができるコース（産業観光）、②採石場を見て、石彫

を体験するコース（産業観光）、③陶芸の美術館を巡るコース（文

化観光）、④天然の木でMY 箸を作るコース（産業観光）、⑤ク

ラインガルテンでそば打ちを体験するコース（グリーンツーリ

ズム）、⑥英国風庭園でハーブの香りを楽しむコース（グリーン

ツーリズム）、⑦写経や座禅を体験し精進料理を味わうコース

（文化観光）、⑧ふるさと案内人と一緒に愛宕山をハイキングす

るコース（ヘルスツーリズム）などがある。 
 利用者は、20-40 歳代のカップル、女性同士が多く、地域別

には東京、千葉、埼玉、神奈川在住者が多い。最近、県内から

の申し込みも出てきた。また、団体で申し込みたいという問い

合わせも出てきている。周辺の宿泊施設からコラボのオファー

も来るようになった。地域密着型ニューツーリズムの先駆的な

事例として注目される商品である。 
 
Ⅵ.むすび 

 
 以上、笠間の地域密着型ニューツーリズムへの取組みを中心

にみてきたが、茨城ツーリズムのブランドバリューを向上させ

るためには、足元の潜在的な観光資源を再発見して、それぞれ

の地域の特徴を活かした茨城らしい観光の振興が重要であると

思われる。とりあえずは、首都圏からの日帰り観光客を増やし

ていくことが第一歩であろう。そうした中で、観光客に茨城の

良さを知ってもらい、リピーターを増やし、宿泊客へとつなげ

てゆく地道な努力が必要となろう。ここで取り上げた笠間市の

取組みは、そうした地域密着型ニューツーリズムの先駆的な事

例として参考になるものと思われる。 
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から具体的に言えば、「観光の多様化」や「持続可能な観光」、

そして高齢者対応を含めた「社会的観光」、さらにはその手段と

しての「観光交流」などである。実際、例えば「観光の多様化」

について言えば、既に今年の初めから「エコツーリズム」、「グ

リーンツーリズム」や「産業観光」等のいわゆる「ニューツー

リズム」に関する議論が日本でも進められ、まだ課題の頭出し

レベルとはいえとりまとめもなされている 9)。 
 こうした政策動向を注視し、観光業の今後の展望を踏まえな

がら、先手を打っていくこと。これが「上手なツーリズムの作

り方」を考える上での 1 つのポイントになるのではないかと思

われる。（以上） 
―――――――――――――――――――――――――――― 

1) 観光庁『平成 22 年版 観光白書』2010 年 7 月。 

2) 『新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～』2010 年

6 月閣議決定。 

3) European Commission, Europe, the World's No 1 Tourist 
Destination―A New Political Framework for Tourism in Europe, 
European Union, June 2010. 

4) 『日本経済新聞（夕刊）』2010 年 9 月 6 日。 

5) European Commission, Europe 2020―A strategy for smart, 
sustainable and inclusive growth, European Union, March 2010. 

6) http://www.visiteurope.com/home.aspx. 

7) European Commission, Calypso Study Final Report, European 
Union, July 2010; Calypso Study Compendium of Good Practices, 
European Union, March 2010. 

8) 以下、本項の詳細についてはCalypso Study Final Report, 4.1, 
5.2.4 を参照。 

9)  観光庁 観光立国推進本部 観光連携コンソーシアム『とり

まとめ』2010 年 8 月。 
 

 

 

茨城の特徴を活かした茨城らしい観光振興 

―笠間市の地域密着型ニューツーリズムを中心に― 

熊坂 敏彦 

 
Ⅰ. はじめに 

  
 政府は、「新成長戦略」（平成 22 年 6 月閣議決定）の中で、観

光を文化遺産や自然環境を活かして振興することにより地域活

性化の切り札になるとして、7 つの戦略分野の一つに位置づけ

ている。 
 茨城県においても、2006 年に「茨城県観光振興基本計画」が

策定され、「2010 年までに観光客 5000 万人」の実現に向けた取

組みが展開され、入込観光客数の増加についてはそれなりの成

果をあげてきた。しかしながら、茨城県は首都圏に近く、様々

な観光資源に恵まれてはいるが、入込観光客数は 5000 万人と栃

木県の 8000 万人、群馬県の 6000 万人を大きく下回り、北関東

3 県の中で最下位にあって、必ずしも観光振興策が十分とはい

えない。そこで、茨城県の観光振興のためには、足元の観光諸

資源を再評価し、それらを活かして入込客数を倍増させるよう

な、かつ、茨城らしい独自の観光振興策が待たれる。 
 ここでは、茨城の特徴を活かした茨城らしい観光振興策とし

て、地域密着型「ニューツーリズム」をとりあげ、その先行的

な事例として笠間市の観光振興策を紹介したい。 
 
Ⅱ.茨城らしい観光振興 

 

 北関東 3 県の中で、茨城県の入込観光客が低位にある理由は

何か。たしかに、茨城県には栃木県や群馬県のように国立公園

が無く、温泉地が少ない。結果的に地域ブランド力が低い。し

かしながら、これをもって諦めてはならない。茨城県の観光の

潜在力は他 2 県にひけをとらないと思われる。茨城県には、筑

波水郷国定公園、県立自然公園 9 ヶ所の観光資源をはじめとし

て、魅力的な観光資源が数多い。たとえば、五浦（いづら）海

岸の温泉地から見える日の出、露天風呂から見える太平洋の沖

行く船、四季折々の風情が楽しめる袋田の滝など県北部には魅

力的な観光資源が多い。首都圏からの日帰り客や宿泊客をもっ

と呼び込めるように思われる。総じて、本県観光はまだまだ宣

伝不足かもしれない。 
 さらに、茨城県には県内全域に潜在的な観光資源が沢山あり、

それらは地域密着型ニューツーリズムを構成する中に数多くあ

るように思われる。 
 
Ⅲ．地域密着型ニューツーリズムとは 

 
 ニューツーリズムとは、従来型の観光が名所旧跡を団体で周

遊するマスツーリズムが主流であったのに対して、全国に点在

する埋もれた見所の探訪や地元との交流を楽しむタイプの観光

である。国の「観光立国推進基本計画」の中で、地域密着型の

ニューツーリズムの類型として、次の 6 つが取り上げられてい

る。①中期滞在型観光：地域との深い交流により豊かな生活を

実現するもの。②エコツーリズム：自然環境や歴史文化を対象

とし、それらを損なうことなく、それらを体験し学ぶ観光のあ

り方。③グリーンツーリズム：農山漁村地域において自然、文

化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。④文化観光：日

本の歴史、伝統といった文化的な要素に対する知的欲求を満た

すことを目的とする観光。⑤産業観光：歴史的・文化的価値の

ある工場等やその遺構、機械器具、最先端の技術を備えた工場

等を対象とした観光で、学びや体験を伴うもの。⑥ヘルスツー

リズム：自然豊かな地域を訪れ、そこにある自然、温泉や優し

い料理を味わい、心身ともに癒され、健康を回復・増進・保持

する新しい観光形態。 
 それらの中で、茨城県では、特に③グリーンツーリズム、④

文化観光、⑤産業観光が有望であると思われる。 
 
Ⅳ.茨城県の潜在的な観光資源 

 
（１）グリーンツーリズム 
 県央から県南西地域にかけての地域は、肥沃な平地が広がる

豊かな穀倉地帯となっており、米、野菜、果樹など多様な農産

物が産出される。その生産額は全国第 2 位である。本県の緑豊

かな農山漁村地域において、そこに滞在し、農業を体験しなが

ら農民と都市住民との交流を図りながら地域振興を図ろうとす

るものがグリーンツーリズムである。笠間市には、グリーンツ

ーリズムの代表事例として、東日本一のクラインガルテンがあ

る。この他、農家民宿、農家レストラン、農産加工・直売所、

観光農園などが具体的な内容である。 
（２）文化観光 
 茨城県は、万葉集に数多く詠まれた筑波山やその周辺の古代

遺跡、常陸風土記の編纂や国分寺・国分尼寺の建立など、長い

歴史と文化を有しており、水戸藩の「大日本史」編纂事業や藩

校弘道館、日本三名園の偕楽園に代表される学問や文化の振興

が全国に先駆けて行われてきた。文化観光の資源は数多くある。

笠間地区には、日本三大稲荷の笠間神社や親鸞聖人ゆかりの西

念寺などがある。これら社寺の参拝、芸術・文化の鑑賞、歴史

散歩などが文化観光の内容である。 
（３）産業観光 
 茨城県の過去10年間の工場立地面積は1000haを超え全国第1
位である。日立地区には100年の歴史を誇る高度なものづくり産

業が、東海地区には世界最先端の大強度陽子加速器「J-PARC」
をはじめ、原子力関係の研究機関が集積し、鹿島地区には鉄鋼・

石油化学などコンビナート企業が集積している。さらに、筑波地

区には、国の研究機関の3割が集中し、バイオ、ナノテク、ロボ

ットなど200社を超えるハイテクベンチャーが集積するなど、最

先端の科学技術の集積が図られている。産業観光とは、こうした

地区での工場見学や産業記念館などの見学などである。また、茨

城県の伝統的工芸品に指定された伝統的地場産業としては、結城

紬、笠間焼、真壁石燈籠があるが、そうした地場産業産地でのも

のづくり体験なども産業観光の内容である。 
 
Ⅴ.笠間市の地域密着型ニューツーリズムへの取組み 

 笠間市は、大洗町、水戸市、つくば市につぐ県内屈指の観光

都市であり、自然資源・農産物（笠間つつじ公園、栗）、歴史資

源（笠間稲荷神社、西念寺、合気神社）、芸術文化資源（笠間芸

術の森公園、茨城県陶芸美術館、笠間日動美術館、笠間芸者）、

産業資源（笠間焼、稲田みかげ石）が豊富に存在する（資料 1）。
そして、笠間市は、市役所の産業経済部商工観光課や社団法人

笠間観光協会が中心となったユニークな観光への取組みを行っ

ている（資料 2）。 
（１）グリーンツーリズム：笠間クラインガルテン 

 この「市民農園」は、総面積 4ha、総事業費 8 億 3 千万円で、

東日本一の規模を有する。主な施設は、①宿泊施設付の市民農

園 50 区画、②日帰り市民農園 50 区画、③クラブハウス、④農

産物販売所、⑤そば処などである。利用者の構成は、東京都 44％、

千葉県 26％、神奈川県 14％、埼玉県 14％であり、首都圏の団

塊の世代から高い人気を得ている。また、国内外からの見学者

も多く、地域振興に寄与している。 
（２）地場産業の観光化：陶炎祭（ひまつり）等 
 笠間市は、笠間焼、稲田石の 2 つの地場産業の産地である。

これら地場産業を観光と結びつけるような催事・イベントが年

間を通じて開催されている。初窯市、陶炎祭（ひまつり）、道の

市、笠間焼フェア、いなだストーンエキシビジョン、匠のまつ

り、ストーンフェスティバル、陶のオルゴール展などである。

その中で最大のイベントが、ゴールデンウィーク中に笠間芸術

の森公園で行われる陶炎祭（ひまつり）である。今年で 30 回を

迎えたが、期間中に 30 万人以上の来客数がある。 
（３）ネットワークづくり：笠間ファン倶楽部 
 笠間市が観光振興のために、都会と笠間を結びつけるネット

ワークをつくり、一度来た人をリピーターにするような仕掛け

作りのひとつとして、笠間ファン倶楽部は位置づけられる。こ

の会員になると、会員証が発行され、３ヶ月一度「笠間ファン

倶楽部通信」が送られてくる。2010 年１月現在の会員数は、1465
名であり、県内 850、東京 203、千葉 201、埼玉 75、神奈川 60、
栃木 22、群馬 10 となっている。 
（４）着地型旅行商品：「笠間発見伝」 
 笠間市と観光協会が連携して作り上げた地域主導の着地型旅

行商品「笠間発見伝」は、国の地域密着型ニューツーリズムの

内容が数多く盛り込まれた商品である。日時を限定した募集商

品ではなく、通年型で顧客が選んで創る旅行商品の先駆けであ

る。客は、インターネットや電話で申し込み、当地集合当地解

散で、笠間でしかできない様々な笠間体験ツアーを満喫する。 
コースは現在 17 ある。基本形としては、①笠間焼の作家・窯元

で陶芸体験ができるコース（産業観光）、②採石場を見て、石彫

を体験するコース（産業観光）、③陶芸の美術館を巡るコース（文

化観光）、④天然の木でMY 箸を作るコース（産業観光）、⑤ク

ラインガルテンでそば打ちを体験するコース（グリーンツーリ

ズム）、⑥英国風庭園でハーブの香りを楽しむコース（グリーン

ツーリズム）、⑦写経や座禅を体験し精進料理を味わうコース

（文化観光）、⑧ふるさと案内人と一緒に愛宕山をハイキングす

るコース（ヘルスツーリズム）などがある。 
 利用者は、20-40 歳代のカップル、女性同士が多く、地域別

には東京、千葉、埼玉、神奈川在住者が多い。最近、県内から

の申し込みも出てきた。また、団体で申し込みたいという問い

合わせも出てきている。周辺の宿泊施設からコラボのオファー

も来るようになった。地域密着型ニューツーリズムの先駆的な

事例として注目される商品である。 
 
Ⅵ.むすび 

 
 以上、笠間の地域密着型ニューツーリズムへの取組みを中心

にみてきたが、茨城ツーリズムのブランドバリューを向上させ

るためには、足元の潜在的な観光資源を再発見して、それぞれ

の地域の特徴を活かした茨城らしい観光の振興が重要であると

思われる。とりあえずは、首都圏からの日帰り観光客を増やし

ていくことが第一歩であろう。そうした中で、観光客に茨城の

良さを知ってもらい、リピーターを増やし、宿泊客へとつなげ

てゆく地道な努力が必要となろう。ここで取り上げた笠間市の

取組みは、そうした地域密着型ニューツーリズムの先駆的な事

例として参考になるものと思われる。 
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（資料１）笠間の主な観光資源 

笠間市「笠間市観光振興基本計画」等より作成 

 
（資料２）笠間市におけるニューツーリズムへの取組み 

国土交通省「観光立国推進基本計画」より作成 

笠間における地域密着型ニューツーリズムの事例 

 

My箸作り(左右写真) 

 

 

 

 

 

 

 

体験陶芸 座禅体験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方空港活用の諸条件 
―秋田空港の成功事例と国際観光へ整備すべき諸点― 

箱山 健一 
 
 以下では二つの成功事例を紹介する。まず、フィルム･ツーリ

ズムで観光ブランド･バリューの構築に成功した秋田の事例。次

に、茨城への海外インバウンド旅客を増加させていく際に事前

に解決しておくべき課題である語学の問題の成功例として韓国

の事例である。 

 

Ⅰ．茨城フィルム･ツーリズムの可能性 

 
 観光において茨城県が他の都道府県と比較して圧倒的に勝っ

ている点の一つが映画やテレビのロケーションの多さである。

撮影所が所在する東京と京都を別格とすれば、茨城県は全国ト

ップと云って良い。茨城県の利点は、何と云っても、東京から

日帰り圏内であることだ。ロケ班自体は宿泊しても宜しいのだ

ろうが、主役級のタレントは他の出演番組等の都合があるため、

夜には東京に帰着出来るという点がロケ地としての圧倒的な魅

力となる。 
 名画のロケ地を回る観光旅行をフィルム･ツーリズムと呼ぶ。 

観光地のブランド･バリューの形成においてメディアに取り上

げられることの影響力はとても大きい。以前「冬ソナ」ブーム

の際に、韓国のとある田舎町に日本からの団体ツアー客が殺到

して大変な賑わいになったことは、記憶に新しい。 
 フィルム･ツーリズムで最も成功したのが 1953 年の「ローマ

の休日」である。当時のアメリカはレッド･パージが盛んな頃で

アメリカ国内では自由な映画製作に困難が伴った。他方、ヨー

ロッパには映画表現を芸術として寛容に受け入れる気風があり、

また、当時はドル高での固定相場制であったから、経費も安く

類型 内容 笠間市の取組み 
長期滞在型

観光 
地域との深い交流により豊かな

生活を実現するもの。 
クラインガルテン

エコ 
ツーリズム 

自然環境や歴史文化を対象とし、

それらを損なうことなく、それら

を体験し学ぶ観光のあり方。 

笠間発見伝 

グリーン 
ツーリズム 

農山漁村地域において自然、文

化、人々との交流を楽しむ滞在型

の余暇活動。 

笠間発見伝 
（そば打・洗米）

クラインガルテン

笠間ファン倶楽部

文化観光 日本の歴史、伝統といった文化的

な要素に対する知的欲求を満た

すことを目的とする観光。 

笠間発見伝 
（アート巡り） 
クールシュヴェー

ル音楽祭 
産業観光 歴史的・文化的価値のある工場等

やその遺構、機械器具、最先端の

技術を備えた工場等を対象とし

た観光で、学びや体験を伴うも

の。 

笠間発見伝 
（陶芸・石彫） 
陶炎祭 
匠のまつり 
ストーンエキシビ

ジョン 
ヘルス 
ツーリズム 

自然豊かな地域を訪れ、そこにあ

る自然、温泉や身体に優しい料理

を味わい、心身ともに癒され、健

康を回復・増進・保持する新しい

観光形態。 

笠間発見伝 
（ハイキング） 
マラソン大会 

自然資源 笠間つつじ公園（7ha、25種8500本）、佐白山麓公園（笠

間藩下屋敷跡、桜）、北山公園（桜）、あたご天狗の森（桜、

スカイロッジ）、シャクナゲ（鳳台院、17千本）、八重の

藤・大藤（笠間稲荷神社、樹齢400年）、かたくり群生地

（福原地内）、すずらん群生地（上郷地内）、ヒメハルゼ

ミ（天然記念物、片庭地内）、ホタル（駒場地区、南指原

地区） 
歴史資源 笠間稲荷神社（1350 有余年、日本 3 大稲荷神社）、西念

寺（親鸞聖人ゆかりの寺）、笠間城跡、大石邸跡（大石内

蔵助の祖父の居宅跡）、合気神社（合気道の開祖・植芝盛

平翁が合気道を完成させた地） 
芸術文化

資源 
笠間芸術の森公園（55ha、総工費150億円）、笠間工芸の

丘（体験工房、展示室、販売）、茨城県陶芸美術館（東日

本初の陶芸専門美術館）、匠工房・笠間（県窯業指導所）、

笠間日動美術館、春風萬里荘（北大路魯山人）、笠間稲荷

美術館、音楽によるまちづくり（クールシュヴェール国

際音楽アカデミー等）、笠間の芸者衆 
産業資源 笠間焼（企業数 250 社、出荷額 14 億円）、稲田みかげ石

（企業数70 社、出荷額15億円）、石の百年館（みかげ

石の歴史資料館）、笠間クラインガルテン（東日本最大規

模） 
特産品 栗、菊、梅、米、地酒、いなり寿司、常陸秋そば、自然

薯 

て済んだ。こうして全編ローマ･ロケで撮影されたのが「ローマ

の休日」である。今日でこそローマは世界屈指の観光地でファ

ッションモードの発信地であるが、1953 年当時は第二次世界大

戦で疲弊し、社会インフラの整備も遅れており、観光地として

の価値はあまり高くなかった。しかし、「ローマの休日」がアカ

デミー章を受章したことで(主演女優賞、脚本賞、衣装デザイン

賞)、この映画でとりあげられたロケ地が一躍注目を浴びた。少

なからざるアメリカの若者が戦時中にイタリア戦線に従軍した

経験があった。大西洋旅客が客船から航空機へ切り替わって海

外旅行が一部の富裕階級の特権でなくなりつつあったこともあ

って、新婚旅行やバケーションでアメリカから再びローマを訪

れる観光客が激増した。観光ばかりでない。映画で使われた

FIAT の小型車、ベスパのスクーター、ジェラートのアイスクリ

ーム、オードリー･ヘップバーンが着用したジバンシィなどの工

業製品は、この映画によって大いに有名になった。観光地とし

てのローマは映画「ローマの休日」によって作られたと云って

過言でない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 日本におけるフィルムツーリズムで、地域経済への経済波及

効果に定評があるのが 1987 年「独眼竜正宗」以降のNHK 大河

ドラマである。今年の「龍馬伝」放映開始直後の2010 年 1-3 月

期における都道府県別延べ宿泊者数伸び率で高知県は前年同期

比+15.6%で伸び率全国 2 位と観光客を大いに増やした。ところ

が、その龍馬人気を上回る+19.6%を達成したのが秋田県だ。秋

田県への観光客急増は旺盛な海外インバウンド需要に牽引され

た結果だった。同期における都道府県別外国人延べ宿泊者数伸

び率は秋田県が+156.9％(約 26 倍！) と突出していた。 
 2009 年 10 月から 12 月にかけて韓国KBS 第 2 テレビでドラ

マ「IRIS」が放映された。人気俳優イ・ビョンホン主演のスパ

イアクションで、アメリカ FOX テレビが放映した「24 
-TWENTY FOUR-」を意識した大作である。韓国で平均視聴率

30％を越えた。 
 同作品には放映権購入を前提に日本の TBS が制作委員会に

加わり、制作費の一部拠出や意見交換を行なった。TBS 系列水

曜 21 時の「水曜劇場」枠は「時間ですよ」「寺内貫太郎一家」

「ムー一族」などの所謂「久世ドラマ」を送り出した名門であ

るが、久世光彦が独立した後の 1982 年に休止となっていた。

2009 年に「水曜劇場」を復活させたTBS は、「ドラマのTBS」
の威信をかけて韓流ドラマを初めてゴールデンタイムにぶつけ

たのだった。 
制作段階から日本側が制作に加わったことで、韓国ではそれ

まで全く無名だった田沢湖温泉街を作品の主要なロケ地に採り

上げさせた。また、秋田県の観光当局と緊密に連携して「田沢

湖スキー場」「男鹿水族館」「横手城のかまくら」「なまはげ太鼓」

など県内の主要な殆どの観光地の映像をドラマの中に採り込ん

だだけでなく、「田沢湖辰子像」の前でのシーンが前半のロマン

スの山場に来るようにシリーズ構成している。韓国は大陸性の

気候のため、冬の寒冷が厳しい割に積雪は少なく、秋田の積雪

はノスタルジックな光景である。また、スキーは韓国では極め

て歴史の浅いレジャーないしスポーツであり、バブルの頃の日

本のようにスキー場は高級感のあるリゾートである。かくて劇

中に冬の秋田の情景を効果的に用いた秋田県は「あのドラマの

ロケ地に行ってみたい！」冬の観光地としてのブランド･バリュ

ーの構築に一気に成功した。韓国からの観光客にとって、「秋田」

は「ニセコ」に劣らないアジアのウィンター･リゾート･ブラン

ドとなったのである。 
 秋田空港には、2001 年 10 月から大韓航空ソウル便が定期就

航しており、現在、仁川空港との間を週 3 回往復している。

「IRIS」放映前の韓国における秋田の知名度はゼロに近く、リ

ーマン･ブラザーズ・ショック以降の景気低迷や円高ウォン安に

で旅客数が減少し続け、2010 年 3 月を以て運休が予定されてい

た。ところが、ドラマ「IRIS」のロケ地に使われたことで冬の

観光地として韓国で一躍注目を浴び、秋田便の旅客数が激増し

た。このため、大韓航空秋田便の運休は延期となって現在に至

っている。ドラマ「IRIS」に主演したイ・ビョンホン氏は、こ

の IRIS 効果の功績により、「龍馬伝」主演の福山雅治氏らとと

もに 10 月 20 日に日本の観光庁長官表彰を受ける。 
 秋田県がドラマ「IRIS」でやってのけたことを、日本一のロ

ケ地茨城県が何故出来ていないのだろうか。「大洗水族館」が「男

鹿水族館」に劣るとは思えないし、太平洋の海浜の情景には秋

田の冬景色とは別種の魅力がある。しかし、水族館にせよスキ

ー場にせよ、それ自体は今時何処にでも代替物は存在する。「あ

の水族館」「あのスキー場」というブランドバリューがなければ、

わざわざ国際便に乗ってまで訪れてみたいとは思わないだろう

し、思ってもらえない。観光資源が、それが単に存在するとい

うだけで魅力となるような事例は稀有である。重要なのは観光

資源そのものの存在如何でなく、「他処でなく其処へ行ってみた

い」と思わせる魅力の演出である。閉園の危機に立った地方の

動物園に行動展示を採り入れて「上野動物園」を上回る日本一

の来場者数をもたらした小菅正夫の「旭山動物園」の実例が、

このことを雄弁に物語っている。 
 さて、茨城フィルムツーリズムであるが、現状では茨城県の

観光に殆ど結びついていない。理由は二つある。 
 第一に、映画や TV において、秋田県と比較するまでもない

膨大なシーンが茨城県内でロケ撮影されているとはいえ、その

殆ど全てが劇中で無名の雑多なシーンとして扱われており、そ

もそも、そのドラマのどのシーンを茨城県で撮影したのか殆ど

（資料１）笠間の主な観光資源 

笠間市「笠間市観光振興基本計画」等より作成 

 
（資料２）笠間市におけるニューツーリズムへの取組み 

国土交通省「観光立国推進基本計画」より作成 

笠間における地域密着型ニューツーリズムの事例 

 

My箸作り(左右写真) 

 

 

 

 

 

 

 

体験陶芸 座禅体験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方空港活用の諸条件 
―秋田空港の成功事例と国際観光へ整備すべき諸点― 

箱山 健一 
 
 以下では二つの成功事例を紹介する。まず、フィルム･ツーリ

ズムで観光ブランド･バリューの構築に成功した秋田の事例。次

に、茨城への海外インバウンド旅客を増加させていく際に事前

に解決しておくべき課題である語学の問題の成功例として韓国

の事例である。 

 

Ⅰ．茨城フィルム･ツーリズムの可能性 

 
 観光において茨城県が他の都道府県と比較して圧倒的に勝っ

ている点の一つが映画やテレビのロケーションの多さである。

撮影所が所在する東京と京都を別格とすれば、茨城県は全国ト

ップと云って良い。茨城県の利点は、何と云っても、東京から

日帰り圏内であることだ。ロケ班自体は宿泊しても宜しいのだ

ろうが、主役級のタレントは他の出演番組等の都合があるため、

夜には東京に帰着出来るという点がロケ地としての圧倒的な魅

力となる。 
 名画のロケ地を回る観光旅行をフィルム･ツーリズムと呼ぶ。 

観光地のブランド･バリューの形成においてメディアに取り上

げられることの影響力はとても大きい。以前「冬ソナ」ブーム

の際に、韓国のとある田舎町に日本からの団体ツアー客が殺到

して大変な賑わいになったことは、記憶に新しい。 
 フィルム･ツーリズムで最も成功したのが 1953 年の「ローマ

の休日」である。当時のアメリカはレッド･パージが盛んな頃で

アメリカ国内では自由な映画製作に困難が伴った。他方、ヨー

ロッパには映画表現を芸術として寛容に受け入れる気風があり、

また、当時はドル高での固定相場制であったから、経費も安く

類型 内容 笠間市の取組み 
長期滞在型

観光 
地域との深い交流により豊かな

生活を実現するもの。 
クラインガルテン

エコ 
ツーリズム 

自然環境や歴史文化を対象とし、

それらを損なうことなく、それら

を体験し学ぶ観光のあり方。 

笠間発見伝 

グリーン 
ツーリズム 

農山漁村地域において自然、文

化、人々との交流を楽しむ滞在型

の余暇活動。 

笠間発見伝 
（そば打・洗米）

クラインガルテン

笠間ファン倶楽部

文化観光 日本の歴史、伝統といった文化的

な要素に対する知的欲求を満た

すことを目的とする観光。 

笠間発見伝 
（アート巡り） 
クールシュヴェー

ル音楽祭 
産業観光 歴史的・文化的価値のある工場等

やその遺構、機械器具、最先端の

技術を備えた工場等を対象とし

た観光で、学びや体験を伴うも

の。 

笠間発見伝 
（陶芸・石彫） 
陶炎祭 
匠のまつり 
ストーンエキシビ

ジョン 
ヘルス 
ツーリズム 

自然豊かな地域を訪れ、そこにあ

る自然、温泉や身体に優しい料理

を味わい、心身ともに癒され、健

康を回復・増進・保持する新しい

観光形態。 

笠間発見伝 
（ハイキング） 
マラソン大会 

自然資源 笠間つつじ公園（7ha、25種8500本）、佐白山麓公園（笠

間藩下屋敷跡、桜）、北山公園（桜）、あたご天狗の森（桜、

スカイロッジ）、シャクナゲ（鳳台院、17千本）、八重の

藤・大藤（笠間稲荷神社、樹齢400年）、かたくり群生地

（福原地内）、すずらん群生地（上郷地内）、ヒメハルゼ

ミ（天然記念物、片庭地内）、ホタル（駒場地区、南指原

地区） 
歴史資源 笠間稲荷神社（1350 有余年、日本 3 大稲荷神社）、西念

寺（親鸞聖人ゆかりの寺）、笠間城跡、大石邸跡（大石内

蔵助の祖父の居宅跡）、合気神社（合気道の開祖・植芝盛

平翁が合気道を完成させた地） 
芸術文化

資源 
笠間芸術の森公園（55ha、総工費150億円）、笠間工芸の

丘（体験工房、展示室、販売）、茨城県陶芸美術館（東日

本初の陶芸専門美術館）、匠工房・笠間（県窯業指導所）、

笠間日動美術館、春風萬里荘（北大路魯山人）、笠間稲荷

美術館、音楽によるまちづくり（クールシュヴェール国

際音楽アカデミー等）、笠間の芸者衆 
産業資源 笠間焼（企業数 250 社、出荷額 14 億円）、稲田みかげ石

（企業数70 社、出荷額15億円）、石の百年館（みかげ

石の歴史資料館）、笠間クラインガルテン（東日本最大規

模） 
特産品 栗、菊、梅、米、地酒、いなり寿司、常陸秋そば、自然

薯 

（資料１）笠間の主な観光資源 

笠間市「笠間市観光振興基本計画」等より作成 

 
（資料２）笠間市におけるニューツーリズムへの取組み 

国土交通省「観光立国推進基本計画」より作成 

笠間における地域密着型ニューツーリズムの事例 
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地方空港活用の諸条件 
―秋田空港の成功事例と国際観光へ整備すべき諸点― 

箱山 健一 
 
 以下では二つの成功事例を紹介する。まず、フィルム･ツーリ

ズムで観光ブランド･バリューの構築に成功した秋田の事例。次

に、茨城への海外インバウンド旅客を増加させていく際に事前

に解決しておくべき課題である語学の問題の成功例として韓国

の事例である。 

 

Ⅰ．茨城フィルム･ツーリズムの可能性 

 
 観光において茨城県が他の都道府県と比較して圧倒的に勝っ

ている点の一つが映画やテレビのロケーションの多さである。

撮影所が所在する東京と京都を別格とすれば、茨城県は全国ト

ップと云って良い。茨城県の利点は、何と云っても、東京から

日帰り圏内であることだ。ロケ班自体は宿泊しても宜しいのだ

ろうが、主役級のタレントは他の出演番組等の都合があるため、

夜には東京に帰着出来るという点がロケ地としての圧倒的な魅

力となる。 
 名画のロケ地を回る観光旅行をフィルム･ツーリズムと呼ぶ。 

観光地のブランド･バリューの形成においてメディアに取り上

げられることの影響力はとても大きい。以前「冬ソナ」ブーム

の際に、韓国のとある田舎町に日本からの団体ツアー客が殺到

して大変な賑わいになったことは、記憶に新しい。 
 フィルム･ツーリズムで最も成功したのが 1953 年の「ローマ

の休日」である。当時のアメリカはレッド･パージが盛んな頃で

アメリカ国内では自由な映画製作に困難が伴った。他方、ヨー

ロッパには映画表現を芸術として寛容に受け入れる気風があり、

また、当時はドル高での固定相場制であったから、経費も安く

類型 内容 笠間市の取組み 
長期滞在型

観光 
地域との深い交流により豊かな

生活を実現するもの。 
クラインガルテン

エコ 
ツーリズム 

自然環境や歴史文化を対象とし、

それらを損なうことなく、それら

を体験し学ぶ観光のあり方。 
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グリーン 
ツーリズム 

農山漁村地域において自然、文

化、人々との交流を楽しむ滞在型

の余暇活動。 

笠間発見伝 
（そば打・洗米）

クラインガルテン

笠間ファン倶楽部

文化観光 日本の歴史、伝統といった文化的

な要素に対する知的欲求を満た

すことを目的とする観光。 

笠間発見伝 
（アート巡り） 
クールシュヴェー

ル音楽祭 
産業観光 歴史的・文化的価値のある工場等

やその遺構、機械器具、最先端の

技術を備えた工場等を対象とし

た観光で、学びや体験を伴うも

の。 

笠間発見伝 
（陶芸・石彫） 
陶炎祭 
匠のまつり 
ストーンエキシビ

ジョン 
ヘルス 
ツーリズム 

自然豊かな地域を訪れ、そこにあ

る自然、温泉や身体に優しい料理

を味わい、心身ともに癒され、健

康を回復・増進・保持する新しい

観光形態。 

笠間発見伝 
（ハイキング） 
マラソン大会 

自然資源 笠間つつじ公園（7ha、25種8500本）、佐白山麓公園（笠

間藩下屋敷跡、桜）、北山公園（桜）、あたご天狗の森（桜、

スカイロッジ）、シャクナゲ（鳳台院、17千本）、八重の

藤・大藤（笠間稲荷神社、樹齢400年）、かたくり群生地

（福原地内）、すずらん群生地（上郷地内）、ヒメハルゼ

ミ（天然記念物、片庭地内）、ホタル（駒場地区、南指原

地区） 
歴史資源 笠間稲荷神社（1350 有余年、日本 3 大稲荷神社）、西念

寺（親鸞聖人ゆかりの寺）、笠間城跡、大石邸跡（大石内

蔵助の祖父の居宅跡）、合気神社（合気道の開祖・植芝盛

平翁が合気道を完成させた地） 
芸術文化

資源 
笠間芸術の森公園（55ha、総工費150億円）、笠間工芸の

丘（体験工房、展示室、販売）、茨城県陶芸美術館（東日

本初の陶芸専門美術館）、匠工房・笠間（県窯業指導所）、

笠間日動美術館、春風萬里荘（北大路魯山人）、笠間稲荷

美術館、音楽によるまちづくり（クールシュヴェール国

際音楽アカデミー等）、笠間の芸者衆 
産業資源 笠間焼（企業数 250 社、出荷額 14 億円）、稲田みかげ石

（企業数70 社、出荷額15億円）、石の百年館（みかげ

石の歴史資料館）、笠間クラインガルテン（東日本最大規

模） 
特産品 栗、菊、梅、米、地酒、いなり寿司、常陸秋そば、自然

薯 
笠間市「笠間市観光振興基本計画」等より作成

国土交通省「観光立国推進基本計画」より作成
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（資料１）笠間の主な観光資源 

笠間市「笠間市観光振興基本計画」等より作成 

 
（資料２）笠間市におけるニューツーリズムへの取組み 

国土交通省「観光立国推進基本計画」より作成 

笠間における地域密着型ニューツーリズムの事例 

 

My箸作り(左右写真) 

 

 

 

 

 

 

 

体験陶芸 座禅体験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方空港活用の諸条件 
―秋田空港の成功事例と国際観光へ整備すべき諸点― 

箱山 健一 
 
 以下では二つの成功事例を紹介する。まず、フィルム･ツーリ

ズムで観光ブランド･バリューの構築に成功した秋田の事例。次

に、茨城への海外インバウンド旅客を増加させていく際に事前

に解決しておくべき課題である語学の問題の成功例として韓国

の事例である。 

 

Ⅰ．茨城フィルム･ツーリズムの可能性 

 
 観光において茨城県が他の都道府県と比較して圧倒的に勝っ

ている点の一つが映画やテレビのロケーションの多さである。

撮影所が所在する東京と京都を別格とすれば、茨城県は全国ト

ップと云って良い。茨城県の利点は、何と云っても、東京から

日帰り圏内であることだ。ロケ班自体は宿泊しても宜しいのだ

ろうが、主役級のタレントは他の出演番組等の都合があるため、

夜には東京に帰着出来るという点がロケ地としての圧倒的な魅

力となる。 
 名画のロケ地を回る観光旅行をフィルム･ツーリズムと呼ぶ。 

観光地のブランド･バリューの形成においてメディアに取り上

げられることの影響力はとても大きい。以前「冬ソナ」ブーム

の際に、韓国のとある田舎町に日本からの団体ツアー客が殺到

して大変な賑わいになったことは、記憶に新しい。 
 フィルム･ツーリズムで最も成功したのが 1953 年の「ローマ

の休日」である。当時のアメリカはレッド･パージが盛んな頃で

アメリカ国内では自由な映画製作に困難が伴った。他方、ヨー

ロッパには映画表現を芸術として寛容に受け入れる気風があり、

また、当時はドル高での固定相場制であったから、経費も安く

類型 内容 笠間市の取組み 
長期滞在型

観光 
地域との深い交流により豊かな

生活を実現するもの。 
クラインガルテン

エコ 
ツーリズム 

自然環境や歴史文化を対象とし、

それらを損なうことなく、それら

を体験し学ぶ観光のあり方。 

笠間発見伝 

グリーン 
ツーリズム 

農山漁村地域において自然、文

化、人々との交流を楽しむ滞在型

の余暇活動。 

笠間発見伝 
（そば打・洗米）

クラインガルテン

笠間ファン倶楽部

文化観光 日本の歴史、伝統といった文化的

な要素に対する知的欲求を満た

すことを目的とする観光。 

笠間発見伝 
（アート巡り） 
クールシュヴェー

ル音楽祭 
産業観光 歴史的・文化的価値のある工場等

やその遺構、機械器具、最先端の

技術を備えた工場等を対象とし

た観光で、学びや体験を伴うも

の。 

笠間発見伝 
（陶芸・石彫） 
陶炎祭 
匠のまつり 
ストーンエキシビ

ジョン 
ヘルス 
ツーリズム 

自然豊かな地域を訪れ、そこにあ

る自然、温泉や身体に優しい料理

を味わい、心身ともに癒され、健

康を回復・増進・保持する新しい

観光形態。 

笠間発見伝 
（ハイキング） 
マラソン大会 

自然資源 笠間つつじ公園（7ha、25種8500本）、佐白山麓公園（笠

間藩下屋敷跡、桜）、北山公園（桜）、あたご天狗の森（桜、

スカイロッジ）、シャクナゲ（鳳台院、17千本）、八重の

藤・大藤（笠間稲荷神社、樹齢400年）、かたくり群生地

（福原地内）、すずらん群生地（上郷地内）、ヒメハルゼ

ミ（天然記念物、片庭地内）、ホタル（駒場地区、南指原

地区） 
歴史資源 笠間稲荷神社（1350 有余年、日本 3 大稲荷神社）、西念

寺（親鸞聖人ゆかりの寺）、笠間城跡、大石邸跡（大石内

蔵助の祖父の居宅跡）、合気神社（合気道の開祖・植芝盛

平翁が合気道を完成させた地） 
芸術文化

資源 
笠間芸術の森公園（55ha、総工費150億円）、笠間工芸の

丘（体験工房、展示室、販売）、茨城県陶芸美術館（東日

本初の陶芸専門美術館）、匠工房・笠間（県窯業指導所）、

笠間日動美術館、春風萬里荘（北大路魯山人）、笠間稲荷

美術館、音楽によるまちづくり（クールシュヴェール国

際音楽アカデミー等）、笠間の芸者衆 
産業資源 笠間焼（企業数 250 社、出荷額 14 億円）、稲田みかげ石

（企業数70 社、出荷額15億円）、石の百年館（みかげ

石の歴史資料館）、笠間クラインガルテン（東日本最大規

模） 
特産品 栗、菊、梅、米、地酒、いなり寿司、常陸秋そば、自然

薯 

て済んだ。こうして全編ローマ･ロケで撮影されたのが「ローマ

の休日」である。今日でこそローマは世界屈指の観光地でファ

ッションモードの発信地であるが、1953 年当時は第二次世界大

戦で疲弊し、社会インフラの整備も遅れており、観光地として

の価値はあまり高くなかった。しかし、「ローマの休日」がアカ

デミー章を受章したことで(主演女優賞、脚本賞、衣装デザイン

賞)、この映画でとりあげられたロケ地が一躍注目を浴びた。少

なからざるアメリカの若者が戦時中にイタリア戦線に従軍した

経験があった。大西洋旅客が客船から航空機へ切り替わって海

外旅行が一部の富裕階級の特権でなくなりつつあったこともあ

って、新婚旅行やバケーションでアメリカから再びローマを訪

れる観光客が激増した。観光ばかりでない。映画で使われた

FIAT の小型車、ベスパのスクーター、ジェラートのアイスクリ

ーム、オードリー･ヘップバーンが着用したジバンシィなどの工

業製品は、この映画によって大いに有名になった。観光地とし

てのローマは映画「ローマの休日」によって作られたと云って

過言でない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 日本におけるフィルムツーリズムで、地域経済への経済波及

効果に定評があるのが 1987 年「独眼竜正宗」以降のNHK 大河

ドラマである。今年の「龍馬伝」放映開始直後の2010 年 1-3 月

期における都道府県別延べ宿泊者数伸び率で高知県は前年同期

比+15.6%で伸び率全国 2 位と観光客を大いに増やした。ところ

が、その龍馬人気を上回る+19.6%を達成したのが秋田県だ。秋

田県への観光客急増は旺盛な海外インバウンド需要に牽引され

た結果だった。同期における都道府県別外国人延べ宿泊者数伸

び率は秋田県が+156.9％(約 26 倍！) と突出していた。 
 2009 年 10 月から 12 月にかけて韓国KBS 第 2 テレビでドラ

マ「IRIS」が放映された。人気俳優イ・ビョンホン主演のスパ

イアクションで、アメリカ FOX テレビが放映した「24 
-TWENTY FOUR-」を意識した大作である。韓国で平均視聴率

30％を越えた。 
 同作品には放映権購入を前提に日本の TBS が制作委員会に

加わり、制作費の一部拠出や意見交換を行なった。TBS 系列水

曜 21 時の「水曜劇場」枠は「時間ですよ」「寺内貫太郎一家」

「ムー一族」などの所謂「久世ドラマ」を送り出した名門であ

るが、久世光彦が独立した後の 1982 年に休止となっていた。

2009 年に「水曜劇場」を復活させたTBS は、「ドラマのTBS」
の威信をかけて韓流ドラマを初めてゴールデンタイムにぶつけ

たのだった。 
制作段階から日本側が制作に加わったことで、韓国ではそれ

まで全く無名だった田沢湖温泉街を作品の主要なロケ地に採り

上げさせた。また、秋田県の観光当局と緊密に連携して「田沢

湖スキー場」「男鹿水族館」「横手城のかまくら」「なまはげ太鼓」

など県内の主要な殆どの観光地の映像をドラマの中に採り込ん

だだけでなく、「田沢湖辰子像」の前でのシーンが前半のロマン

スの山場に来るようにシリーズ構成している。韓国は大陸性の

気候のため、冬の寒冷が厳しい割に積雪は少なく、秋田の積雪

はノスタルジックな光景である。また、スキーは韓国では極め

て歴史の浅いレジャーないしスポーツであり、バブルの頃の日

本のようにスキー場は高級感のあるリゾートである。かくて劇

中に冬の秋田の情景を効果的に用いた秋田県は「あのドラマの

ロケ地に行ってみたい！」冬の観光地としてのブランド･バリュ

ーの構築に一気に成功した。韓国からの観光客にとって、「秋田」

は「ニセコ」に劣らないアジアのウィンター･リゾート･ブラン

ドとなったのである。 
 秋田空港には、2001 年 10 月から大韓航空ソウル便が定期就

航しており、現在、仁川空港との間を週 3 回往復している。

「IRIS」放映前の韓国における秋田の知名度はゼロに近く、リ

ーマン･ブラザーズ・ショック以降の景気低迷や円高ウォン安に

で旅客数が減少し続け、2010 年 3 月を以て運休が予定されてい

た。ところが、ドラマ「IRIS」のロケ地に使われたことで冬の

観光地として韓国で一躍注目を浴び、秋田便の旅客数が激増し

た。このため、大韓航空秋田便の運休は延期となって現在に至

っている。ドラマ「IRIS」に主演したイ・ビョンホン氏は、こ

の IRIS 効果の功績により、「龍馬伝」主演の福山雅治氏らとと

もに 10 月 20 日に日本の観光庁長官表彰を受ける。 
 秋田県がドラマ「IRIS」でやってのけたことを、日本一のロ

ケ地茨城県が何故出来ていないのだろうか。「大洗水族館」が「男

鹿水族館」に劣るとは思えないし、太平洋の海浜の情景には秋

田の冬景色とは別種の魅力がある。しかし、水族館にせよスキ

ー場にせよ、それ自体は今時何処にでも代替物は存在する。「あ

の水族館」「あのスキー場」というブランドバリューがなければ、

わざわざ国際便に乗ってまで訪れてみたいとは思わないだろう

し、思ってもらえない。観光資源が、それが単に存在するとい

うだけで魅力となるような事例は稀有である。重要なのは観光

資源そのものの存在如何でなく、「他処でなく其処へ行ってみた

い」と思わせる魅力の演出である。閉園の危機に立った地方の

動物園に行動展示を採り入れて「上野動物園」を上回る日本一

の来場者数をもたらした小菅正夫の「旭山動物園」の実例が、

このことを雄弁に物語っている。 
 さて、茨城フィルムツーリズムであるが、現状では茨城県の

観光に殆ど結びついていない。理由は二つある。 
 第一に、映画や TV において、秋田県と比較するまでもない

膨大なシーンが茨城県内でロケ撮影されているとはいえ、その

殆ど全てが劇中で無名の雑多なシーンとして扱われており、そ

もそも、そのドラマのどのシーンを茨城県で撮影したのか殆ど
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判別出来ない。このため、折角のロケ大国でありながら、映像

が茨城県の観光･ブランド･イメージに焦点を結ばない。その理

由として、映画や TV 番組の制作会社は主に東京に所在し、都

内の撮影所では撮影し難い景観の借景のため、少なくとも主演

級の出演者が日帰り出来る圏内でロケを組み、県内のフィルム

コミッションがこのロケ隊に便宜を図る。したがって、ロケ隊

はロケ地の無名性を求め、観光地とは見ない。一方、フィルム

コミッション側はロケ件数が多いことで満足して企画段階から

介入したいとは考えない。 
 第二に、茨城空港との関連でいえば、茨城空港便就航地は神

戸･ソウル･上海であるのに、フィルム･コミッション側は東京か

らのロケ申込件数に満足しているのか、京阪神･ソウル･上海の

映像関連会社に茨城県を売り込む努力を殆ど行っていないよう

に見受けられる。ソウル･上海の映像関連会社にとって茨城県は、

IRIS 以前の秋田と同様に、未だ無名のままである。 
 
Ⅱ．語学と案内 

 
 アジア(とくに中国)からのインバウンドのファーストビジッ

トの一般的な形態は、成田から関空へ(または逆ルートで)主要

観光地を最低限の日数で通り抜ける所謂「ゴールデンルート」

の団体ツアー旅行である。このゴールデンルートの東端の一部

を成田に替わって茨城空港が担い得る可能性があるとはいえ、

これではインバウンドが秋葉原か TDL へ直に抜けてしまって

茨城県に殆どお金が落ちない。茨城空港利用の海外インバウン

ドの一部が茨城観光へ向かうとすれば、ファーストビジターは

考え難い。限られた日数内に茨城訪問まで加えたならば、ゴー

ルデンルートの主要観光地の何れかを犠牲にするかまたは滞在

日数をそれなりに増やす必要があり、最低限の日数での団体ツ

アーにはまとめ難いからだ。 
 茨城インバウンド･ツーリズムにマーケットが成り立つとす

れば、主な市場は来日リピーターである。初来日はゴールデン

ルート観光だったとして、再訪日時には「前回とは違うところ

へ行きたい」と考えるのだから。ところが、リピーターは団体

ツアーをあまり好まず、一般に個人旅行の比率が高い。ツアー

旅行は行動に時間の縛りが多く自由に行動し難いからである。

だから、茨城インバウンド･ツーリズムは、中国等からの個人旅

行客に応対出来るように準備しておかなければならない。個人

旅行で課題となるのは語学と案内である。不幸なことに日中韓

台四か国民は共通して英語が不得手だ。「茨城空港でタクシーが

中国人グループを乗せたら、あちらは誰一人として日本語が出

来ない。こちらも中国語は出来ない。そして誰一人として英語

は出来ない」ということが普通に有りうる。宿泊施設や交通機

関の関係者は当然に想定しておかなければならない。 
 売り子は速やかに片言の単語を覚えるだろうが、中国語･韓国

語の教育に泥縄式に注力しても効果的でない。韓国の事例を紹

介しよう。 
 ソウルではタクシー運転手は地方から出て来た低賃金の働き

手の代表的な職業である。ソウル･オリンピックを体験した韓国

では外国人観光客の応対が課題となった。日本ならば、タクシ

ー会社が英会話教室を用意するのだろうが、韓国では悪質業者

の排除や運転手のマナーの改善が優先課題であり、運転手の語

学教育にまではとても手が回りかねる。そこで、携帯電話の普

及が早かった国情を活か

して、案内センターで待

機している通訳者と携帯

電話を介して三者で会話

出来るシステムを用意し

た。ドアガラスに右写真

のステッカーを貼付して

あるタクシーでサービスを利用出来る。茨城空港を利用するイ

ンバウント茨城観光が増大するとき、求められるのは英語より

もむしろ中国語や韓国語による会話能力だ。即席語学教育では

とても賄えそうにない。交通機関、宿泊施設等のために、こう

したシステムを用意すべきだ。 
 街路や建物の表示の日英中韓四か国語表示化も速やかに改善

しなければならない課題である。現在、日本の主要観光地では

表示の四か国語化が進んでおり、茨城県内では空港、主要駅で

の改善が行なわれたが、市内は殆ど手つかずのままだ。日英二

か国語表記のようにみせかけた単なるローマ字表記も珍しくな

い。県当局は、空港利用者への各種優待料金の設定に用いてい

る予算の一部を県管理施設の四か国語表示化のために充当すべ

きでないか。現状のままでは、茨城県を訪れた日本語も英語も

ままならない観光客は途方に暮れてしまう。 
 引退や結婚等で職場を退職した者が観光客のための施設案内

を買って出るボランティア･ガイドを欧米ではよくみかける。か

つてそこで実際に勤務していたのだから、実に詳しい。また、

人材の有効活用の点からいっても望ましい。 
案内士は国内では極めて少ない。不幸なことに日本では案内

士制度の法規制が極めて進んでいて、ボランティアでの案内行

為は禁止されてはいないものの、無報酬を義務付けられており、

違反すれば刑罰に処せられる(通訳案内士法)。このため、ボラ

ンティア･ガイドの活動が低調なだけでなく、プロの案内士制度

の知名度もあがらない。茨城県での国際インバウンド観光客を

増加させるとして、そのためのインフラ整備が間に合わない。

したがって、観光客案内士が添乗するのが好ましいが、プロの

案内士の料金は個人観光客には高額に過ぎる。そこで、市民の

ボランティア･ガイドが張り付くしくみの拡充とその宣伝が有

効だと思われる。 
以下の諸点を再度強調して、このシンポジウムを締めくくり

たい。 
第一に、観光は現代の地域経済を支える重要産業である。グ

ローバル化の時代にあって、いつまでも製造業主体の地域経済

の感覚であっては、地域の斜陽化はまぬがれない。とくに若年

層の非団体客の取り込みが市場の将来性への鍵となる。 
第二に、茨城県の観光行政･観光事情は、現状では東京圏か

らの日帰り観光に偏っている。茨城空港を有効活用するには、

ソウルや上海からのインバウンドに活路がある。 
第三に、茨城県に観光資源がないわけでないが、国際インバ

ウンド観光客を受け入れるには諸事準備不足である。（以上） 
 

LSC(Language-specific cognitive)-system 仮説に���

池松峰男

On the working hypothesis of LSC (Language-specific cognitive)-system 

Mineo IKEMATSU

Abstract:  An experimental design is proposed for examining if LSC (Language-specific cognitive)-system restores its function 

even in adult when some factors are removed.  The LSC-system inhibitors are proposed as such a factor to consist of motivation,

culture, instruction, physiological elements, etc.  The possible results during the course of removal of LSC-system inhibitors are also 

shown for the decrease in the right-hemisphere contribution and in the language-specific functional separation in the Wernicke’s area, 

and the variation in the peak (N400) of the event-related potential (ERP). 

１．はじめに 

我々大人は一般に「その他」のコトバを話すことができない。こ

れは第一言語（L1:母国語）を当たり前のように獲得してきたこと

とは対照的である。この問題は、第2言語（L2）習得研究において、

学習者の年齢的要因が習得のメカニズムにどのように関与してい

るか、というテーマで長年議論されてきた。もし大人のL2 学習者

が母語話者の言語能力を習得不可能ならば、その原因は何か。言語

習得には単にコトバだけではなく、個人差、文化的社会的要因など、

さまざまな要因が絡んでいるため、この疑問に対する研究者の見解

は、これまでのところ統一されていない。 
言語習得は一般に、年齢を重ねるにつれて困難になるというのが

定説(1-3)である。Chomsky(4)は人間には L1 獲得を可能とする生得

的機能(Language Acquisition Device: LAD)が備わっており、言語環境

からの入力が加わることによって子供の脳内に文法が生成されて

いくという「生成文法」（Universal Grammar: UG）の考え方を提唱し

た。Felix(5)はUG と同義の言語占有の認知能力をLanguage-Specific 
Cognitive system (LSC-system) 、 一 般 的 問 題 解 決 能 力 を

Problem-Solving Cognitive system (PSC-system)と定義し、形式操作期

（Piagetによる発達第4期、おおよそ12歳）以前のL2学習者はL1
の幼児同様、LSC-systemを使って言語習得をするものの、それ以降

の学習者は、もう一方の認知能力であるPSC-systemと競合すると主

張した。

他方 Flynn(5)は UG が大人でも機能していることを示しているこ

とから、LSC-systemが大人でも消失していないと考えてよいと思わ

れる。しかしながらFlynn(5)も述べているように、大人のL2学習者

間での習得レベルの差に関しては、理由が不明のままである。

 このようにこれまでのところ L2 習得理論は未完成であり、大人

の L2 学習者は試行錯誤を余議なくされている。本論では、大人が

広く一般的に用いることができる学習法の開発を目指し、大人の

LSC-system の機能消失の原因とその原因を取り除くことによる

LSC-system顕在化を提案し、その可能性を確認するための実験計画

について述べる。

２. 仮説（LSC-system阻害要因とその除去によるLSC-system
の顕在化）

前節では LSC-system が大人でも残存していると考えることが妥

当であること、そして、とはいえ L2 習得レベルに個人差があるこ

とが認められていることについて述べてきた。では習得レベルの差

は何に起因するのだろうか。筆者自身の経験からいえるのは、「大

人」というひとつのくくりでは類別不可能なほど、学習者の特性は

様々であるため、従って原因も様々であるということである。これ

は例えば、「学習動機」の強弱、「文化的背景」の違い、「学習法」

の適性、「学習環境」の良否、あるいは生理学的要因（脳機能や感

覚機能の性能低下）などである。これらの「個人差」はたとえ最良

の学習法が存在したとしても、学習者の習得レベルに影響を及ぼす

ことは論を待たない。

L2 習得に影響を及ぼすこれらの要因を何らかの方法で除くこと

ができれば、大人においても機能していると考えられるLSC-system
がL2においてもL1獲得時と同様の働きをするのではないだろうか。

このスキームに類似の方法論を適用して成果を上げている例があ

る。トマティス・メソッドと呼ばれるその方法は、L1 の周波数範

囲に限定されてしまう聴覚器官が有する元来広い可聴周波数範囲

を特殊な訓練によって元の状態に戻す、というもので、L2 の持つ

周波数範囲への聴覚反応を向上させることで L2 習得を促している。

このトマティス・メソッドは聴覚の可聴範囲限定という生理学的要

因を「除去」することで本来の機能を顕在化させたといってよいだ

ろう。筆者は本方法に鑑み、その他の「要因」も類似の方法で除去

することができれば本来の機能をより顕在化させられると考える。
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判別出来ない。このため、折角のロケ大国でありながら、映像

が茨城県の観光･ブランド･イメージに焦点を結ばない。その理

由として、映画や TV 番組の制作会社は主に東京に所在し、都

内の撮影所では撮影し難い景観の借景のため、少なくとも主演

級の出演者が日帰り出来る圏内でロケを組み、県内のフィルム

コミッションがこのロケ隊に便宜を図る。したがって、ロケ隊

はロケ地の無名性を求め、観光地とは見ない。一方、フィルム

コミッション側はロケ件数が多いことで満足して企画段階から

介入したいとは考えない。 
 第二に、茨城空港との関連でいえば、茨城空港便就航地は神

戸･ソウル･上海であるのに、フィルム･コミッション側は東京か

らのロケ申込件数に満足しているのか、京阪神･ソウル･上海の

映像関連会社に茨城県を売り込む努力を殆ど行っていないよう

に見受けられる。ソウル･上海の映像関連会社にとって茨城県は、

IRIS 以前の秋田と同様に、未だ無名のままである。 
 
Ⅱ．語学と案内 

 
 アジア(とくに中国)からのインバウンドのファーストビジッ

トの一般的な形態は、成田から関空へ(または逆ルートで)主要

観光地を最低限の日数で通り抜ける所謂「ゴールデンルート」

の団体ツアー旅行である。このゴールデンルートの東端の一部

を成田に替わって茨城空港が担い得る可能性があるとはいえ、

これではインバウンドが秋葉原か TDL へ直に抜けてしまって

茨城県に殆どお金が落ちない。茨城空港利用の海外インバウン

ドの一部が茨城観光へ向かうとすれば、ファーストビジターは

考え難い。限られた日数内に茨城訪問まで加えたならば、ゴー

ルデンルートの主要観光地の何れかを犠牲にするかまたは滞在

日数をそれなりに増やす必要があり、最低限の日数での団体ツ

アーにはまとめ難いからだ。 
 茨城インバウンド･ツーリズムにマーケットが成り立つとす

れば、主な市場は来日リピーターである。初来日はゴールデン

ルート観光だったとして、再訪日時には「前回とは違うところ

へ行きたい」と考えるのだから。ところが、リピーターは団体

ツアーをあまり好まず、一般に個人旅行の比率が高い。ツアー

旅行は行動に時間の縛りが多く自由に行動し難いからである。

だから、茨城インバウンド･ツーリズムは、中国等からの個人旅

行客に応対出来るように準備しておかなければならない。個人

旅行で課題となるのは語学と案内である。不幸なことに日中韓

台四か国民は共通して英語が不得手だ。「茨城空港でタクシーが

中国人グループを乗せたら、あちらは誰一人として日本語が出

来ない。こちらも中国語は出来ない。そして誰一人として英語

は出来ない」ということが普通に有りうる。宿泊施設や交通機

関の関係者は当然に想定しておかなければならない。 
 売り子は速やかに片言の単語を覚えるだろうが、中国語･韓国
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手の代表的な職業である。ソウル･オリンピックを体験した韓国

では外国人観光客の応対が課題となった。日本ならば、タクシ

ー会社が英会話教室を用意するのだろうが、韓国では悪質業者

の排除や運転手のマナーの改善が優先課題であり、運転手の語

学教育にまではとても手が回りかねる。そこで、携帯電話の普

及が早かった国情を活か

して、案内センターで待

機している通訳者と携帯

電話を介して三者で会話

出来るシステムを用意し

た。ドアガラスに右写真

のステッカーを貼付して

あるタクシーでサービスを利用出来る。茨城空港を利用するイ

ンバウント茨城観光が増大するとき、求められるのは英語より

もむしろ中国語や韓国語による会話能力だ。即席語学教育では

とても賄えそうにない。交通機関、宿泊施設等のために、こう

したシステムを用意すべきだ。 
 街路や建物の表示の日英中韓四か国語表示化も速やかに改善

しなければならない課題である。現在、日本の主要観光地では

表示の四か国語化が進んでおり、茨城県内では空港、主要駅で

の改善が行なわれたが、市内は殆ど手つかずのままだ。日英二

か国語表記のようにみせかけた単なるローマ字表記も珍しくな

い。県当局は、空港利用者への各種優待料金の設定に用いてい

る予算の一部を県管理施設の四か国語表示化のために充当すべ

きでないか。現状のままでは、茨城県を訪れた日本語も英語も

ままならない観光客は途方に暮れてしまう。 
 引退や結婚等で職場を退職した者が観光客のための施設案内

を買って出るボランティア･ガイドを欧米ではよくみかける。か

つてそこで実際に勤務していたのだから、実に詳しい。また、

人材の有効活用の点からいっても望ましい。 
案内士は国内では極めて少ない。不幸なことに日本では案内

士制度の法規制が極めて進んでいて、ボランティアでの案内行

為は禁止されてはいないものの、無報酬を義務付けられており、

違反すれば刑罰に処せられる(通訳案内士法)。このため、ボラ

ンティア･ガイドの活動が低調なだけでなく、プロの案内士制度

の知名度もあがらない。茨城県での国際インバウンド観光客を

増加させるとして、そのためのインフラ整備が間に合わない。

したがって、観光客案内士が添乗するのが好ましいが、プロの

案内士の料金は個人観光客には高額に過ぎる。そこで、市民の

ボランティア･ガイドが張り付くしくみの拡充とその宣伝が有

効だと思われる。 
以下の諸点を再度強調して、このシンポジウムを締めくくり

たい。 
第一に、観光は現代の地域経済を支える重要産業である。グ

ローバル化の時代にあって、いつまでも製造業主体の地域経済

の感覚であっては、地域の斜陽化はまぬがれない。とくに若年

層の非団体客の取り込みが市場の将来性への鍵となる。 
第二に、茨城県の観光行政･観光事情は、現状では東京圏か

らの日帰り観光に偏っている。茨城空港を有効活用するには、

ソウルや上海からのインバウンドに活路がある。 
第三に、茨城県に観光資源がないわけでないが、国際インバ

ウンド観光客を受け入れるには諸事準備不足である。（以上） 
 

LSC(Language-specific cognitive)-system 仮説に���

池松峰男

On the working hypothesis of LSC (Language-specific cognitive)-system 

Mineo IKEMATSU

Abstract:  An experimental design is proposed for examining if LSC (Language-specific cognitive)-system restores its function 

even in adult when some factors are removed.  The LSC-system inhibitors are proposed as such a factor to consist of motivation,

culture, instruction, physiological elements, etc.  The possible results during the course of removal of LSC-system inhibitors are also 

shown for the decrease in the right-hemisphere contribution and in the language-specific functional separation in the Wernicke’s area, 

and the variation in the peak (N400) of the event-related potential (ERP). 

１．はじめに 

我々大人は一般に「その他」のコトバを話すことができない。こ

れは第一言語（L1:母国語）を当たり前のように獲得してきたこと

とは対照的である。この問題は、第2言語（L2）習得研究において、

学習者の年齢的要因が習得のメカニズムにどのように関与してい

るか、というテーマで長年議論されてきた。もし大人のL2 学習者

が母語話者の言語能力を習得不可能ならば、その原因は何か。言語

習得には単にコトバだけではなく、個人差、文化的社会的要因など、

さまざまな要因が絡んでいるため、この疑問に対する研究者の見解

は、これまでのところ統一されていない。 
言語習得は一般に、年齢を重ねるにつれて困難になるというのが

定説(1-3)である。Chomsky(4)は人間には L1 獲得を可能とする生得

的機能(Language Acquisition Device: LAD)が備わっており、言語環境

からの入力が加わることによって子供の脳内に文法が生成されて

いくという「生成文法」（Universal Grammar: UG）の考え方を提唱し

た。Felix(5)はUG と同義の言語占有の認知能力をLanguage-Specific 
Cognitive system (LSC-system) 、 一 般 的 問 題 解 決 能 力 を

Problem-Solving Cognitive system (PSC-system)と定義し、形式操作期

（Piagetによる発達第4期、おおよそ12歳）以前のL2学習者はL1
の幼児同様、LSC-systemを使って言語習得をするものの、それ以降

の学習者は、もう一方の認知能力であるPSC-systemと競合すると主

張した。

他方 Flynn(5)は UG が大人でも機能していることを示しているこ

とから、LSC-systemが大人でも消失していないと考えてよいと思わ

れる。しかしながらFlynn(5)も述べているように、大人のL2学習者

間での習得レベルの差に関しては、理由が不明のままである。

 このようにこれまでのところ L2 習得理論は未完成であり、大人

の L2 学習者は試行錯誤を余議なくされている。本論では、大人が

広く一般的に用いることができる学習法の開発を目指し、大人の

LSC-system の機能消失の原因とその原因を取り除くことによる

LSC-system顕在化を提案し、その可能性を確認するための実験計画

について述べる。

２. 仮説（LSC-system阻害要因とその除去によるLSC-system
の顕在化）

前節では LSC-system が大人でも残存していると考えることが妥

当であること、そして、とはいえ L2 習得レベルに個人差があるこ

とが認められていることについて述べてきた。では習得レベルの差

は何に起因するのだろうか。筆者自身の経験からいえるのは、「大

人」というひとつのくくりでは類別不可能なほど、学習者の特性は

様々であるため、従って原因も様々であるということである。これ

は例えば、「学習動機」の強弱、「文化的背景」の違い、「学習法」

の適性、「学習環境」の良否、あるいは生理学的要因（脳機能や感

覚機能の性能低下）などである。これらの「個人差」はたとえ最良

の学習法が存在したとしても、学習者の習得レベルに影響を及ぼす

ことは論を待たない。

L2 習得に影響を及ぼすこれらの要因を何らかの方法で除くこと

ができれば、大人においても機能していると考えられるLSC-system
がL2においてもL1獲得時と同様の働きをするのではないだろうか。

このスキームに類似の方法論を適用して成果を上げている例があ

る。トマティス・メソッドと呼ばれるその方法は、L1 の周波数範

囲に限定されてしまう聴覚器官が有する元来広い可聴周波数範囲

を特殊な訓練によって元の状態に戻す、というもので、L2 の持つ

周波数範囲への聴覚反応を向上させることで L2 習得を促している。

このトマティス・メソッドは聴覚の可聴範囲限定という生理学的要

因を「除去」することで本来の機能を顕在化させたといってよいだ

ろう。筆者は本方法に鑑み、その他の「要因」も類似の方法で除去

することができれば本来の機能をより顕在化させられると考える。
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そして上記のL2習得に悪影響を及ぼす要因を「LSC-system 阻害要

因」と呼び、この LSC-system 阻害要因が除去されれば見掛け上消

失したようにみえていたLSC-systemが顕在化する、との仮説（図1
および図2）を提案する。

例えば、脳機能可視化手法の一つである fMRI (functional Magnetic 
Resonance Imaging) を用いたDehaeneら (9)の研究において、バイリ

ンガルのL1はどの被験者においても脳の同じ領域を活性化するの

に対し、L2が活性化する領域は被験者によって異なるという結果が

得られている。彼らはこの結果をもとにバイリンガルのL1が左脳

の生得的言語野に依存しているのに対し、L2は左脳におけるこの言

語野とは無関係である可能性を指摘した。そしてさらにバイリンガ

ルのL2習得レベルが高くなるにつれてL2も左脳に依存するように

なる、つまりL2機能は左右に分散しているものの、その習得レベ

ルが高くなる（L1に近づく）に従って左脳に局在するようになる、

との仮説を提唱している（図3）。
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culture
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motivation
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同時期OjemannとWhitaker (10) は複数の言語を習得している被験

者への大脳皮質刺激実験によって、Broca言語野（前頭葉下前頭回

腹側部に存在する、主に発話に関わる中枢）周辺、そしてWernicke
言語野（側頭葉側頭平面から上側頭回後部にかけて存在する、主に

話し言葉の理解に関わる中枢）において、各言語（L1, L2…Ln）に

特異的に活性化する領域を見出した。そして最近になってOjimaら
(11)は子供のL2習得過程をERPにより3年間追跡した結果、L2習
得レベルが高まるにつれ脳活動がL1のものに近づいていくことを

明らかにしている。
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３. 仮説確認実験計画 以上の既往研究結果からL2脳内処理は学習過程で以下のように

進行すると考えられる。すなわち、 

① L2は一旦、Wernicke野（左側頭葉）、Broca野（前頭葉）、角回・

縁上回（頭頂葉）などの言語中枢以外の領域を使って処理される。

3.1. L2脳内表象（分散処理から機能局在へ） 

 

② その後習得が進むにつれL2はL1が局在している言語野で処理

されるようになる。その際、局在領域での各言語はそれぞれに割

り当てられた（各言語について独立の）領域で（分散）処理され

る。

LSC-system阻害要因除去の効果を確認するには、被験者（学習者）

の体調（心理状態や健康状態）に影響される出力（発話や試験結果）

よりも体調に影響されにくいと考えられる脳活動の変化を調べる

ことが適している。そのため既往の研究においても古くからL2習
得レベルと脳活動との関連が調べられてきた (6-8)。この中で

Genesee (8)によるバイリンガルを対象としたERP (Evoked Response 
Potential)を用いた研究から、L2習得時期が遅くなるほど右脳の反応

が左脳より速くなることが明らかとなり、L2習得時期と右脳の関与

との関係が実証された。そして、脳機能可視化手法の発達やERPを

用いた実験結果に対する別の解釈が提案されるにつれ、習得レベル

の差がいかに左右半球脳機能へマップされるかが明確になってき

た。

③ さらに習得が進むと局在領域での各言語分散処理もなくなり、

L1処理が行われている領域でL2も処理されるようになる。

3.2. 仮説確認実験の提案

 

L2習得に伴う脳活動は上述のように「機能分散から機能局在へ」

と変化する。従って、今回提案する仮説（3.1. ①～③）の検証に

おいては、LSC-system阻害要因の除去操作（指導）による機能局在

  

促進の有無を確認することが必要である。 

ここでは仮説検証のためのLSC-system阻害要因とLSC-system阻

害要因解除方法のそれぞれが具体的に特定されたと仮定、特に音声

言語に焦点をあて、L2処理機能局在の促進効果を評価する実験を実

施するための計画について述べる。 
 
3.2.1. 方法 
3.2.1.1. 学習 

 
（標的言語） 

実験に用いるL2としては特に指定はないが、被験者が学習した

ことのない言語を選択するのが、学習履歴の影響を避けるためにも

望ましい。被験者として、以下の4種類を対象とする。 
 
（被験者） 

Subject 1: Natives 
 実験に用いる言語（標的言語）の母語話者。 

Subject 2: Bilinguals (early and late) 
標的言語のearly learnerと late learner。Early learnerとして9歳まで

に学習を開始した者、理想的にはL1と同時に習得開始したものを

選択する。Late learnerとしては9歳以降、より正確を期するため大

人になってから学習を開始した者を選択する。 
Subject 3: Non-natives with a “LSC-system restriction factor-releaf  

program” and learning materials of the target language 
標的言語の学習経験がないものに、LSC-system限定解除プログラ

ムを施し、同時に標的言語学習教材を学習させる。 
Subject 4: Non-natives with the materialsl only 
標的言語の学習経験がないものに、Subject 3と同様の標的言語学

習をさせる。 
 
（コントロール） 

Control 1: Quantity of input 
Subject 4にはSubject 3に対するコントロールとしてSubject 3が受

けるLSC-system限定解除プログラムとは異なる内容で同等の刺激

量を与える。これは例えば一定の処理が施された聴覚刺激がプログ

ラムに含まれる場合、非処理刺激を統制刺激とする、ということで

ある。 
Control 2: Learning period of Materials 

Subject 3およびSubject 4に対して実施するMaterialsを用いた標的

言語学習内容および学習時間を統一する。具体的には、実験期間中

は同一教室で同時に学習させ、教室外での学習を可能な限り抑制す

るといったことである。 
 
3.2.1.2. 測定 

 
Check 1 (fluency): Native judges 
音声言語に関連したLSC-system限定解除プログラム（以降、本プ

ログラムとよぶ）実施による標的言語の習得成果をここでは、「流

暢さ」で判定する。 

具体的には、標的言語のスピーチサンプル10種類を被験者に読ん

でもらい録音する。被験者数x10のデータをランダムに並べ替え、

標的言語のNative speakerが発音を5段階で評価する。ただし、judge
の経験の有無によって評価が異なることがある(12)ため、実験を実

施する際は先行研究を参考に judgeを人選する必要がある。

Nativelikenessについては、Flegeら(13) の基準を用いる。 
Check 2 (proficiency：言語遂行能力): Test 
本プログラム実施による標的言語の習得成果をここでは、「言語遂

行能力」で判定する。具体的には標的言語の検定試験を用いる。 
Check 3 (syntax formed：構文の定着): ERP 
本プログラム実施による標的言語の習得成果をここでは、「構文の

定着」で評価する。 
具体的には、正常能動文と非構文的能動文を聴きとってもらい、

その際現れるERPを記録する。非構文聴取後400 msに現れるピー

ク(N400)の潜時（遅れ）および強度を測定する（図4）。 
Check 4 (right hemisphere contribution & functional division in Wernicke’s  
Area): 例えばOT (Optical Topography (14)) 
本プログラム実施による標的言語の習得成果をここでは、「音声言

語の右脳処理の割合」で評価する。これは3.1.で述べたように、音

声言語が主に左側頭葉で処理されるものの、L2学習開始時にL2は
左右両半球を使って処理がなされ、学習の進行に伴いL1同様、左

側頭葉において処理されるようになるためである。具体的には、

Check 1で用いたスピーチサンプルおよび同じ意味のL1をそれぞれ

の言語処理のNative speakerが読み、それを被験者が聴取した際の脳

活動を記録する。右脳処理割合は標的言語聴取時の脳全体の活動領

域に対する右脳活動面積の割合で評価する（図5 a）。また音声言語

処理のWernicke野における機能分担（3.1.項参照）は標的言語スピ

ーチ聴取時の活動からL1スピーチ聴取時の活動を差し引いた際の

活動をWernicke野での位置と強度で評価する（図5 b）。 
 

 
図4 L2����������ERP�� 
 

3.2.2. 予想される結果 

 

Check 1-4から得られる（と予想される）結果、すなわち学習時間

に対する1. 習得レベル、2. 右脳処理割合、3. Wernicke野機能分担

およびそれらの結果に対する考察を述べる。 

潜時

刺激

強度

(event)

(latency)
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そして上記のL2習得に悪影響を及ぼす要因を「LSC-system 阻害要

因」と呼び、この LSC-system 阻害要因が除去されれば見掛け上消

失したようにみえていたLSC-systemが顕在化する、との仮説（図1
および図2）を提案する。

例えば、脳機能可視化手法の一つである fMRI (functional Magnetic 
Resonance Imaging) を用いたDehaeneら (9)の研究において、バイリ

ンガルのL1はどの被験者においても脳の同じ領域を活性化するの

に対し、L2が活性化する領域は被験者によって異なるという結果が

得られている。彼らはこの結果をもとにバイリンガルのL1が左脳

の生得的言語野に依存しているのに対し、L2は左脳におけるこの言

語野とは無関係である可能性を指摘した。そしてさらにバイリンガ

ルのL2習得レベルが高くなるにつれてL2も左脳に依存するように

なる、つまりL2機能は左右に分散しているものの、その習得レベ

ルが高くなる（L1に近づく）に従って左脳に局在するようになる、

との仮説を提唱している（図3）。
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同時期OjemannとWhitaker (10) は複数の言語を習得している被験

者への大脳皮質刺激実験によって、Broca言語野（前頭葉下前頭回

腹側部に存在する、主に発話に関わる中枢）周辺、そしてWernicke
言語野（側頭葉側頭平面から上側頭回後部にかけて存在する、主に

話し言葉の理解に関わる中枢）において、各言語（L1, L2…Ln）に

特異的に活性化する領域を見出した。そして最近になってOjimaら
(11)は子供のL2習得過程をERPにより3年間追跡した結果、L2習
得レベルが高まるにつれ脳活動がL1のものに近づいていくことを

明らかにしている。
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３. 仮説確認実験計画 以上の既往研究結果からL2脳内処理は学習過程で以下のように

進行すると考えられる。すなわち、 

① L2は一旦、Wernicke野（左側頭葉）、Broca野（前頭葉）、角回・

縁上回（頭頂葉）などの言語中枢以外の領域を使って処理される。

3.1. L2脳内表象（分散処理から機能局在へ） 

 

② その後習得が進むにつれL2はL1が局在している言語野で処理

されるようになる。その際、局在領域での各言語はそれぞれに割

り当てられた（各言語について独立の）領域で（分散）処理され

る。

LSC-system阻害要因除去の効果を確認するには、被験者（学習者）

の体調（心理状態や健康状態）に影響される出力（発話や試験結果）

よりも体調に影響されにくいと考えられる脳活動の変化を調べる

ことが適している。そのため既往の研究においても古くからL2習
得レベルと脳活動との関連が調べられてきた (6-8)。この中で

Genesee (8)によるバイリンガルを対象としたERP (Evoked Response 
Potential)を用いた研究から、L2習得時期が遅くなるほど右脳の反応

が左脳より速くなることが明らかとなり、L2習得時期と右脳の関与

との関係が実証された。そして、脳機能可視化手法の発達やERPを

用いた実験結果に対する別の解釈が提案されるにつれ、習得レベル

の差がいかに左右半球脳機能へマップされるかが明確になってき

た。

③ さらに習得が進むと局在領域での各言語分散処理もなくなり、

L1処理が行われている領域でL2も処理されるようになる。

3.2. 仮説確認実験の提案

 

L2習得に伴う脳活動は上述のように「機能分散から機能局在へ」

と変化する。従って、今回提案する仮説（3.1. ①～③）の検証に

おいては、LSC-system阻害要因の除去操作（指導）による機能局在

  

促進の有無を確認することが必要である。 

ここでは仮説検証のためのLSC-system阻害要因とLSC-system阻

害要因解除方法のそれぞれが具体的に特定されたと仮定、特に音声

言語に焦点をあて、L2処理機能局在の促進効果を評価する実験を実

施するための計画について述べる。 
 
3.2.1. 方法 
3.2.1.1. 学習 

 
（標的言語） 

実験に用いるL2としては特に指定はないが、被験者が学習した

ことのない言語を選択するのが、学習履歴の影響を避けるためにも

望ましい。被験者として、以下の4種類を対象とする。 
 
（被験者） 

Subject 1: Natives 
 実験に用いる言語（標的言語）の母語話者。 

Subject 2: Bilinguals (early and late) 
標的言語のearly learnerと late learner。Early learnerとして9歳まで

に学習を開始した者、理想的にはL1と同時に習得開始したものを

選択する。Late learnerとしては9歳以降、より正確を期するため大

人になってから学習を開始した者を選択する。 
Subject 3: Non-natives with a “LSC-system restriction factor-releaf  

program” and learning materials of the target language 
標的言語の学習経験がないものに、LSC-system限定解除プログラ

ムを施し、同時に標的言語学習教材を学習させる。 
Subject 4: Non-natives with the materialsl only 
標的言語の学習経験がないものに、Subject 3と同様の標的言語学

習をさせる。 
 
（コントロール） 

Control 1: Quantity of input 
Subject 4にはSubject 3に対するコントロールとしてSubject 3が受

けるLSC-system限定解除プログラムとは異なる内容で同等の刺激

量を与える。これは例えば一定の処理が施された聴覚刺激がプログ

ラムに含まれる場合、非処理刺激を統制刺激とする、ということで

ある。 
Control 2: Learning period of Materials 

Subject 3およびSubject 4に対して実施するMaterialsを用いた標的

言語学習内容および学習時間を統一する。具体的には、実験期間中

は同一教室で同時に学習させ、教室外での学習を可能な限り抑制す

るといったことである。 
 
3.2.1.2. 測定 

 
Check 1 (fluency): Native judges 
音声言語に関連したLSC-system限定解除プログラム（以降、本プ

ログラムとよぶ）実施による標的言語の習得成果をここでは、「流

暢さ」で判定する。 

具体的には、標的言語のスピーチサンプル10種類を被験者に読ん

でもらい録音する。被験者数x10のデータをランダムに並べ替え、

標的言語のNative speakerが発音を5段階で評価する。ただし、judge
の経験の有無によって評価が異なることがある(12)ため、実験を実

施する際は先行研究を参考に judgeを人選する必要がある。

Nativelikenessについては、Flegeら(13) の基準を用いる。 
Check 2 (proficiency：言語遂行能力): Test 
本プログラム実施による標的言語の習得成果をここでは、「言語遂

行能力」で判定する。具体的には標的言語の検定試験を用いる。 
Check 3 (syntax formed：構文の定着): ERP 
本プログラム実施による標的言語の習得成果をここでは、「構文の

定着」で評価する。 
具体的には、正常能動文と非構文的能動文を聴きとってもらい、

その際現れるERPを記録する。非構文聴取後400 msに現れるピー

ク(N400)の潜時（遅れ）および強度を測定する（図4）。 
Check 4 (right hemisphere contribution & functional division in Wernicke’s  
Area): 例えばOT (Optical Topography (14)) 
本プログラム実施による標的言語の習得成果をここでは、「音声言

語の右脳処理の割合」で評価する。これは3.1.で述べたように、音

声言語が主に左側頭葉で処理されるものの、L2学習開始時にL2は
左右両半球を使って処理がなされ、学習の進行に伴いL1同様、左

側頭葉において処理されるようになるためである。具体的には、

Check 1で用いたスピーチサンプルおよび同じ意味のL1をそれぞれ

の言語処理のNative speakerが読み、それを被験者が聴取した際の脳

活動を記録する。右脳処理割合は標的言語聴取時の脳全体の活動領

域に対する右脳活動面積の割合で評価する（図5 a）。また音声言語

処理のWernicke野における機能分担（3.1.項参照）は標的言語スピ

ーチ聴取時の活動からL1スピーチ聴取時の活動を差し引いた際の
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3.2.2.1. 習得レベル

図6に学習時間に対する習得レベルの関係を模式的に示す。

Materialだけで学習した場合、学習時間とともに習得レベルは向上

する（実線）。但し、この関係は必ずしも線形ではなく、劇的な向

上と一時的な停滞を繰り返すのが一般的である。また、この向上と

停滞の割合および期間は学習者によって異なる上、各学習者におい
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ても学習意欲等の変化によって都度影響を受ける。本図はこれらの

特性は盛り込んでおらず、学習レベル向上の傾向を模式的に示した

に過ぎない。

実線で示した一般的な学習レベル向上に対して、LSC-system限定

解除方法による訓練によって LSC-system 阻害要因を解除された学

習者の学習レベルは、その訓練を境に大きく異なるようになってい

くと予想される。習得レベルの変化様式がLSC-system阻害要因を除

去することで影響を受けるのであれば、学習者間の習得レベルの差

がLSC-system阻害要因に起因することになる。
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図7に学習時間に対する右脳処理割合の変化を示す。Materialのみ

による学習者に対して、LSC-system限定解除方法による訓練を受け

た学習者では、右脳での言語処理割合が減少して、よりNativeに近

づいていくと予測される。これは、大人の学習者ではLSC-system阻

害を克服するために、L1処理機能が局在する左脳だけでなく、右脳

を含めた言語機能処理専用でない領域を援用していると考えられ

るためである（L2習得レベルの高い late bilingualほど、右脳処理割

合は低い（3.1.参照））。従って、LSC-system 阻害要因の一つを除去

した分だけ右脳を含めた左脳以外の領域の負担が減少し、結果的に

右脳処理割合の低下へとつながる。 
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3.2.2 3. Wernicke野機能分担

図8に学習時間に対するWernicke野の機能分担の変化を示す。

Monolingual nativesでは機能分担はなく、Early bilingualにおい

て機能分担が見られると考えられる。LSC-system限定解除方法によ

る訓練を受けていない学習者では、Monolingual natives同様、機

能分担は見られないのに対し、訓練を受けた者の機能分担は訓練を

境にEarly bilingualのレベルに近づいていくと予想される。 
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図9に学習時間に対するERP N400の潜時と極性の変化を示す。 
LSC-system限定解除方法による訓練を受けた学習者は、訓練を境に

N400ピーク強度が一段と強くなり、潜時も低下していく。他方、

訓練を受けていない学習者は、ピーク強度・潜時において、それぞ

れ学習時間に応じた増加と減少を示すと予測される。 
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3.2.3. 予想結果に対する考察

実験の結果が上述の通りになれば、第１に本研究の仮定、すなわ

ちLSC-system 阻害要因がL2 のL1 レベルに到達しない原因の一つ

であることが実証されたことになる。ただし上述の予測は理想的で

あり、実際の結果が全てこの通りになる可能性は低いと思われる。

特に最後に示した構文の構築については、たとえLSC-system限定解

よる訓練を受けたとしてもN400 がNative のものに劇的に近づくこ

とはないだろう。その理由の第１に、LSC-system阻害要因には多く

の要素がその候補として挙げられ、しかもそれらが全て排除されて

初めてL2 のL1 レベル到達度が実現すると考えられるためである。

理由の第２に、LSC-system自体が加齢とともに変化して、たとえ大

人になって維持されているとしても、その機能が子供のLSC-system
とは異質なものになっている可能性があることが挙げられるため

である。しかしながら、本稿で提案した阻害除去の中のたとえ一つ

でもその除去効果が得られれば、それは大人においてもなお

LSC-systemを活用可能であることを意味している。

４．今後の課題（限定解除方法の提案） 

いわゆる臨界期を過ぎた大人にLSC-systemが存在することを前

提にL2習得レベルの差が「LSC-system阻害要因」によって引き起

こされるという仮説を提案し、この仮説を実証するための実験計画

について述べた。今後の課題は、LSC-system阻害要因のリストアッ

プおよびそれぞれのL2学習阻害過程を、実験を通じて明らかにす

ることである。そして更にそれぞれの阻害要因について、それらの

除去方法とそれに基づくL2学習方法を提案していかなければなら

ない。
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3.2.3. 予想結果に対する考察

実験の結果が上述の通りになれば、第１に本研究の仮定、すなわ

ちLSC-system 阻害要因がL2 のL1 レベルに到達しない原因の一つ

であることが実証されたことになる。ただし上述の予測は理想的で

あり、実際の結果が全てこの通りになる可能性は低いと思われる。

特に最後に示した構文の構築については、たとえLSC-system限定解

よる訓練を受けたとしてもN400 がNative のものに劇的に近づくこ

とはないだろう。その理由の第１に、LSC-system阻害要因には多く

の要素がその候補として挙げられ、しかもそれらが全て排除されて

初めてL2 のL1 レベル到達度が実現すると考えられるためである。

理由の第２に、LSC-system自体が加齢とともに変化して、たとえ大

人になって維持されているとしても、その機能が子供のLSC-system
とは異質なものになっている可能性があることが挙げられるため

である。しかしながら、本稿で提案した阻害除去の中のたとえ一つ

でもその除去効果が得られれば、それは大人においてもなお

LSC-systemを活用可能であることを意味している。

４．今後の課題（限定解除方法の提案） 

いわゆる臨界期を過ぎた大人にLSC-systemが存在することを前

提にL2習得レベルの差が「LSC-system阻害要因」によって引き起

こされるという仮説を提案し、この仮説を実証するための実験計画

について述べた。今後の課題は、LSC-system阻害要因のリストアッ

プおよびそれぞれのL2学習阻害過程を、実験を通じて明らかにす

ることである。そして更にそれぞれの阻害要因について、それらの

除去方法とそれに基づくL2学習方法を提案していかなければなら
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池松峰男

Research on students with higher score in listening than reading on English comprehension tests (1) 

Mineo IKEMATSU

Abstract:  Students with much higher score in listening than reading on English comprehension tests are examined with regard to 

finding the reason of their listening preference since most Japanese show opposite preference.  The students are first interviewed and 

it is found that they had an experience of listening to foreign (English) music during childhood.  It is also confirmed that they do not 

feel any difficulties in listening unlike most Japanese. Although their capacity in working memory is also measured using Japanese 

version of RST (Reading Span Test), no distinguished capacity is found in those students.   

１．はじめに

筆者は企業研究員より転身し、平成 22 年 4 月から高等専門学校

において英語を教えている。現在7カ月が経過し、教えることに徐々

に慣れつつあるが、今なお消えない違和感がある。それは、学生が

英文を読む際の「意味不明な単語に出くわすたびに辞書を引くとい

う行為」を見る時に感じるものである。言葉は意思を間断なく伝え

るためにあるはずであり、音声認識および文字認識の何れにおいて

も途中でその流れが途切れれば情報の流れが寸断され、意図した意

志が伝わらない。従って、筆者の違和感は「この行為を繰り返す限

りいくら教えても英文の意味を全体像として捉えることは不可能

であると思われること」ということになる。

我 （々社会経験を積んだ人）は「意味を了解しない単語は飛ばす」

ことを普通に行っているが、学生は違う。不明単語を逐一辞書にあ

たる学生の行為は、多くの学生が英語の世界に足を踏み入れる際、

まずアルファベットの識字から学習を始めることに起因すると考

えられる。音声が逐次処理を必要とするため、不明な箇所は飛ばさ

ざるを得ないのに比べ、文字はゆっくりと意味を調べることができ

る。文章の正確な意味を理解することが学習目標である限り、「不

明箇所は飛ばす」意識付けなしでは辞書への逐次参照は不可避であ

る。そして文字という「消えない」対象をゆっくりと調べ上げて意

味をとっていくこの行為に慣れた結果、入力する先から消えてゆく

音声から意味をとる聴解は、一般の日本人にとって、読解より困難

なものとなっている (1, 2)。
この点、子どもの第一言語獲得との違いが鮮明である。子供への

最初の母国語刺激は母親の胎内にいる時に浴びる音声で、それが多

量であるため、母国語音とそれ以外の言語を聴き分けることができ

る状態で出生するとされている(3) 。出生後も、識字能力が発達す

るまでは音声刺激のみである。そして文字を習い文章を書き始める

ころには、第一言語・言語音の習得は完了しており、意味不明な文

章を聴かせた際にも正確に聴解文を口頭で再生することが可能で

ある (4)。そしてそれは、「充分な聴解訓練の後に読解訓練がある」

ことによって培われている。このような習得過程と習得結果との間

に必然的に関連があるとするのがKrashenのNatural Approach (5)の
考え方である。一方で Hammond による批判 (6)もあるため、学習

順序に関しては一概に結論を出すことはできないが、少なくとも文

章を途中で分断する習慣がついてしまう読解訓練から始まる日本

の英語教育においては、聴解力の向上を期待することには困難が伴

う。

筆者は上記英語学習法の課題に鑑み、未だ道半ばである「確立し

た」英語学習法を探るべく、元来、聴解力が乏しいと考えられる「日

本人」学生の中から英語運用能力テスト（後述）において読解力に

比し聴解力が際立って高い学生を抽出し、英語に対する彼らの取り

組みなどを調査した。具体的には２名の当該学生へのインタビュー

を実施し、その結果、両者とも幼少の頃から洋楽を継続的に聞いて

きていること、そして入力された音声リハーサルをする習慣が自然

に身に着いていることを了解した。筆者は更にこの音声リハーサル

に着目し、洋楽刺激のみでのワーキングメモリ（短期記憶の一種）

容量の増大を検証したが、残念ながらその増大は認められなかった。

本稿ではそれらの結果の詳細、およびそれらの結果を踏まえての英

語（外国語）学習法を確立するために今後なすべき課題について議

論する。
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平成 21 年 12 月に本校にて実施された英語検定試験（GTEC for 
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池松峰男

Research on students with higher score in listening than reading on English comprehension tests (1) 

Mineo IKEMATSU

Abstract:  Students with much higher score in listening than reading on English comprehension tests are examined with regard to 

finding the reason of their listening preference since most Japanese show opposite preference.  The students are first interviewed and 

it is found that they had an experience of listening to foreign (English) music during childhood.  It is also confirmed that they do not 

feel any difficulties in listening unlike most Japanese. Although their capacity in working memory is also measured using Japanese 

version of RST (Reading Span Test), no distinguished capacity is found in those students.   

１．はじめに
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う行為」を見る時に感じるものである。言葉は意思を間断なく伝え

るためにあるはずであり、音声認識および文字認識の何れにおいて
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の英語教育においては、聴解力の向上を期待することには困難が伴
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組みなどを調査した。具体的には２名の当該学生へのインタビュー

を実施し、その結果、両者とも幼少の頃から洋楽を継続的に聞いて

きていること、そして入力された音声リハーサルをする習慣が自然

に身に着いていることを了解した。筆者は更にこの音声リハーサル

に着目し、洋楽刺激のみでのワーキングメモリ（短期記憶の一種）

容量の増大を検証したが、残念ながらその増大は認められなかった。

本稿ではそれらの結果の詳細、およびそれらの結果を踏まえての英

語（外国語）学習法を確立するために今後なすべき課題について議

論する。
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はそれぞれ第 2 および 3 学年）のうち、聴解セクション(L)の順位

（L###）が読解セクション(R)の順位（R###）の 1/10 以下で、かつ

全学生200名中の(L)の順位が一桁である学生2名（学生A: L9/R163, 
学生B: L9/R119）を抽出し、インタビューを実施した。具体的には

各学生とも筆者との対面方式で行い、約1時間に渡る双方のやり取

りをボイスレコーダーを用いて録音した。インタビューで用いた質

問は表1の通りである。

表1� インタビュー������

 

1. 「聴解」に関して感じたり、意識していること

2. 生い立ち、人と違うことをした経験

3. 「読解」に対する感じ方

A. 目的の説明

B. インタビューでの質問項目

4. その他

2.2. リーディングスパンテスト (8, 9) 

リーディングスパンテスト（RST: Reading Span Test）はDaneman & 
Carpenter (10)によって開発されたもので、読みのプロセスと関連す

るワーキングメモリ容量を測定することができる。彼らは、リスニ

ングについて同様に実施したリスニングスパンテスト（LST）がRST
と高い相関を示すとしている。そこで本稿の目的であるリスニング

関連のワーキングメモリ容量の測定のために、より実施が容易な

RSTを使用することとした（RST日本語版：苧阪 & 苧阪 (8) ）。
RSTは苧阪 & 苧阪 (8) に従って行った。先ずテストに用いる短

文を、高等学校用国語教科書から160文を抽出した。文の長さも先

行例にならい、30字までの文を選択した。160文は本校第2学年一

クラス(40 名)の学生によって７段階の難易度評定（1:非常にやさし

い, 7: 非常に難しい）で評価された。実験には評定値3.0-4.0の範囲

にある70文を用い、先行例通り2文から5文条件までそれぞれ5

表2� リーディングスパンテスト�������

その他の動物は、その後になって現れてきた。

山すそを切り開いて人間はみごとな麦畑を作り出していた。

濡れたコンクリートが黄色い明りに光っていた。

わたしは、しだいに、彼が気を許し始めているのを感じていた。

4文条件

ターゲット語：現れてきた 人間 濡れた 始めている

試行行った。実験には表2に示したような短文一文を、縦15 cm, 横
21 cmのカードに一行に収まるように印刷し、文中、ターゲットと

する単語に赤線を引いたものを使用した。学生AおよびBはそれぞ

れ別々に各文を声に出して読み、１試行が終わると直ちにターゲッ

ト語を報告するというスキームを2文から5文までの各5試行に渡

って行った。評定も先行例通り、5 試行中 3 試行正解を「パス」と

みなし、2 試行正解を0.5 とした。例えば、2 文を3 試行、3 文を2
試行正解した場合は、2.5とした。

３. 結果と考察

3.1. インタビュー

インタビューの結果を表3に示す。学生AおよびBの双方ともに

幼少のころから母親が運転する車の中で、母親が好んで流していた

音楽（洋楽）を聴いていた経験を持つことが分かった。そしてこれ

も双方共通の行動として、音楽を聴きながら無意識に聴取音声のリ

ハーサルを行っていたこと、さらに聴取・リハーサルを行っていた

「一つの音」が「実際には3つの単語からできていることを後で調

べて分かった」という経験をもつことも明らかとなった。

英語学習を訳読法によって学ぶと、不明な単語に出会う度に逐一

意味を確かめたくなる弊害が発生することは前述の通りであるが、

この負の影響は音声聴取時にも及び、意味不明な音声に出会うと意

識がそこに集中するため、それ以降の音声の聴取に支障をきたした

り、音声の意味を既知の単語を（認知的に）参照しながら理解を進

めていくところから抜け出せない場合がある。つまり、意味不明な

音声を意味不明なまま記憶に蓄えることが困難であることを意味

する。この点、今回インタビューした学生AおよびBのように意味

不明な音声をそのまま記憶（リハーサル）できることとは対照的で

ある。

学生AおよびBが行っているリハーサルとは、短期記憶の一種で

あるワーキングメモリに（一時的に）保存されている内容を忘却か

ら防ぐために行う認知行為である。これは、学生AおよびBのよう

に無意識的にリハーサルを行うことは、意味不明な音声であっても、

少なくとも一時的にはワーキングメモリに蓄えられたことを意味

している。よって、学生AおよびBが示す高い聴解力が、幼少時か

らの洋楽聴取によってもたらされたと考えざるを得ない。そうであ

ると一つの可能性として考えられるのは、幼少時からの洋楽聴取に

よってワーキングメモリの容量そのものが増大（向上）するのでは

ないか、ということである。

3.2. リーディングスパンテスト (RST) 

学生AおよびBに対してワーキングメモリ容量（能力）を知るた

めにRST を実施した。結果を表 4 に示す。西崎&苧阪 (9)の研究に

より、RST の得点が 4.0 以上の高得点者が、意味的に情報を保持す

るのに対し、2.0以下の低得点者は音韻的に情報を保持するというこ

とが分っている。従って、本報告における学生AおよびBは低得点

者、すなわちワーキングメモリを主に音韻保持だけに用いていると
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2. ・母親が運転する車中、洋楽を聞き流していた経験あり。

（就学前（幼稚園の頃）より）
・洋楽の歌詞を無意識に口ずさんでいた経験あり。

3. 「読解」：憶えていないとできないことがあるため、抵抗あり。

嫌いではないが、気楽に取り組むことが困難。

1. 「聴解」：音に対して抵抗なし。テストでは点の取りどころ。

意味不明であっても記憶に残り、再生可能。
1かたまりの楽音が、実は3単語で構成されて

いることが調べてみて分った、という経験あり。
（学生Aと同様）

4. 音楽の聴き方：音声を大まかな理解→日本語確認→
再度音声の聴取

学生 B

2. ・母親が運転する車中、洋楽を聞き流していた経験あり。

（小学校低学年より）
・「きれいな英語を聴くように」と指導されてきた経験あり。

・小学校時に渡豪経験あり。英語が分からなくても意志を
伝えられることを実感。

3. 「読解」：読まなければならないため、抵抗あり。

文法・構文自体が分かっていない。訳ができない。

1. 「聴解」：テレビを見ている感じ。受け身で楽。

1かたまりの楽音が、実は3単語で構成されて
いることが調べてみて分った、という経験あり。

4. 普通は「文字」が先にあって、その上に音。

私の場合、「コミュニケーション」の上に文字。

学生 A
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学生A

学生B

2.0

2.5

高得点群： ≧ 4.0,  低得点群： ≦ 2.0  （西崎＆苧阪 (2004)）

いうことになる。そしてこれを、言語能力とRSTには相関がある、 
しかも言語能力には母国語と同時に外国語も含まれるとしている

苧阪ら (11) および Miyake ら (12)の見解に照合すれば、学生A お

よびBは、言語能力は必ずしも高くない、という結果となる。しか

しながら、今回用いたRSTは日本語によるリテンション能力を調べ

るためのものであり、従って聴解力だけではなく読解力も含めた総

合的な言語能力を測る尺度となるものと捉えることもできる。さら

に低得点者がワーキングメモリの２つの機能、すなわち意味的情報

の保持と音韻的情報の保持のうち、主に後者を用いていることも分

ってきている。よって学生A,およびBは言語能力、あるいはワーキ

ングメモリの容量を議論することは現段階では困難であり、今後、

より聴解力に特化した評価方法を検討する必要がある。 
上述のように現段階で有用とされている方法では、学生Aおよび

B のワーキングメモリ容量が乏しいと判断せざるを得なかった。聴

解に特化した方法の必要性も上述の如くであるが、学生AおよびB
のインタビュー結果（表 3）をもう少し詳細に、特に彼らが試験中

の読解を敬遠している点に注目して考察したい。 
彼らは聴解セクションについてその印象を「点の取りどころ」あ

るいは「抵抗感がない」と表わす（表3）。一方、読解セクションに

ついては「読まないと答えが分からないところ」あるいは「気楽に

できない」と表現する。筆者には、読解のように見直すことができ

ない聴解は、問題に対峙する際に「緊張が強いられる」セクション

であると感じられる。従って、聴解に対して緊張感を持たない学生

AおよびBの感覚は、特殊な環境を経験していることに、その根源

があると考えてよいのではないだろうか。そしてこの「特殊な環境」

が幼少時の洋楽聴取である、というのが筆者の見解である。彼らは

異口同音に幼少時の洋楽体験を挙げ、無意識に口ずさむこと（リハ

ーサル）も行っている。さらに両者とも聴解に対して抵抗感を示し

ていないなどがその根拠である。 
冒頭、子供が第一言語で語られる文章をたとえ意味不明であって

も正確に再生できることを述べた。意味不明であることは当然、読

解も不可能であり、仮に本稿で述べたRSTを実施したとしても得点

を得ることは不可能である。このことは今回の学生AおよびBが示

す聴解特性（意味不明のまま言語音を記憶可能であること）とRST
が低得点であることと類似している。何度も読み直しが可能な「緊

張が強いられない」読解時に意味不明な単語を逐一調べようとする

学生にとって、情報が一度ないし二度しか得られないため「緊張が

強いられる」聴解が困難であるのは当然である。従って、「聴解時

に緊張感を持たない」ということは、今後の学習を考えた場合大き

な利点であり、それを可能とする要素が幼少時の洋楽聴取にあるこ

とが明らかとなれば、より容易な方法で言語習得を可能とするプロ

グラム開発へとつながると考えられる。 
 
４．今後の課題 
 

英語検定試験における聴解セクションで読解と比較して際立った

高得点を挙げた学生2名に対するインタビューを実施し、幼少時か

らの洋楽聴取がリスニング能力と関係があり、さらに洋楽聴取が短

期記憶（ワーキングメモリ）容量の向上に寄与しているとの仮説を

提案した。短期記憶についてはRSTによって確認を試みたが、日本

語で作成されていたこともあり、容量向上は確認できなかった。よ

り簡便ながら効果的な外国語学習法を確立するために今後必要な

課題を、以下に挙げる。 
 

1. 聴解能力>読解能力を示す学生のさらなる確保 
今回は 2 人に対して調査を実施したが、今後さらなる調査を進め

るだけでなく、他校も視野に入れ可能な限り多くの学生をサンプリ

ングすることにより信頼性を向上させることが必要である。 
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はそれぞれ第 2 および 3 学年）のうち、聴解セクション(L)の順位

（L###）が読解セクション(R)の順位（R###）の 1/10 以下で、かつ
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3. 「読解」に対する感じ方
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2.2. リーディングスパンテスト (8, 9) 

リーディングスパンテスト（RST: Reading Span Test）はDaneman & 
Carpenter (10)によって開発されたもので、読みのプロセスと関連す

るワーキングメモリ容量を測定することができる。彼らは、リスニ

ングについて同様に実施したリスニングスパンテスト（LST）がRST
と高い相関を示すとしている。そこで本稿の目的であるリスニング

関連のワーキングメモリ容量の測定のために、より実施が容易な

RSTを使用することとした（RST日本語版：苧阪 & 苧阪 (8) ）。
RSTは苧阪 & 苧阪 (8) に従って行った。先ずテストに用いる短

文を、高等学校用国語教科書から160文を抽出した。文の長さも先

行例にならい、30字までの文を選択した。160文は本校第2学年一

クラス(40 名)の学生によって７段階の難易度評定（1:非常にやさし

い, 7: 非常に難しい）で評価された。実験には評定値3.0-4.0の範囲

にある70文を用い、先行例通り2文から5文条件までそれぞれ5
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その他の動物は、その後になって現れてきた。

山すそを切り開いて人間はみごとな麦畑を作り出していた。

濡れたコンクリートが黄色い明りに光っていた。

わたしは、しだいに、彼が気を許し始めているのを感じていた。

4文条件

ターゲット語：現れてきた 人間 濡れた 始めている

試行行った。実験には表2に示したような短文一文を、縦15 cm, 横
21 cmのカードに一行に収まるように印刷し、文中、ターゲットと

する単語に赤線を引いたものを使用した。学生AおよびBはそれぞ

れ別々に各文を声に出して読み、１試行が終わると直ちにターゲッ

ト語を報告するというスキームを2文から5文までの各5試行に渡

って行った。評定も先行例通り、5 試行中 3 試行正解を「パス」と

みなし、2 試行正解を0.5 とした。例えば、2 文を3 試行、3 文を2
試行正解した場合は、2.5とした。

３. 結果と考察

3.1. インタビュー

インタビューの結果を表3に示す。学生AおよびBの双方ともに

幼少のころから母親が運転する車の中で、母親が好んで流していた

音楽（洋楽）を聴いていた経験を持つことが分かった。そしてこれ

も双方共通の行動として、音楽を聴きながら無意識に聴取音声のリ

ハーサルを行っていたこと、さらに聴取・リハーサルを行っていた

「一つの音」が「実際には3つの単語からできていることを後で調

べて分かった」という経験をもつことも明らかとなった。

英語学習を訳読法によって学ぶと、不明な単語に出会う度に逐一

意味を確かめたくなる弊害が発生することは前述の通りであるが、

この負の影響は音声聴取時にも及び、意味不明な音声に出会うと意

識がそこに集中するため、それ以降の音声の聴取に支障をきたした

り、音声の意味を既知の単語を（認知的に）参照しながら理解を進

めていくところから抜け出せない場合がある。つまり、意味不明な

音声を意味不明なまま記憶に蓄えることが困難であることを意味

する。この点、今回インタビューした学生AおよびBのように意味

不明な音声をそのまま記憶（リハーサル）できることとは対照的で

ある。

学生AおよびBが行っているリハーサルとは、短期記憶の一種で

あるワーキングメモリに（一時的に）保存されている内容を忘却か

ら防ぐために行う認知行為である。これは、学生AおよびBのよう

に無意識的にリハーサルを行うことは、意味不明な音声であっても、

少なくとも一時的にはワーキングメモリに蓄えられたことを意味

している。よって、学生AおよびBが示す高い聴解力が、幼少時か

らの洋楽聴取によってもたらされたと考えざるを得ない。そうであ

ると一つの可能性として考えられるのは、幼少時からの洋楽聴取に

よってワーキングメモリの容量そのものが増大（向上）するのでは

ないか、ということである。

3.2. リーディングスパンテスト (RST) 

学生AおよびBに対してワーキングメモリ容量（能力）を知るた

めにRST を実施した。結果を表 4 に示す。西崎&苧阪 (9)の研究に

より、RST の得点が 4.0 以上の高得点者が、意味的に情報を保持す

るのに対し、2.0以下の低得点者は音韻的に情報を保持するというこ

とが分っている。従って、本報告における学生AおよびBは低得点

者、すなわちワーキングメモリを主に音韻保持だけに用いていると
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2. ・母親が運転する車中、洋楽を聞き流していた経験あり。

（就学前（幼稚園の頃）より）
・洋楽の歌詞を無意識に口ずさんでいた経験あり。

3. 「読解」：憶えていないとできないことがあるため、抵抗あり。

嫌いではないが、気楽に取り組むことが困難。

1. 「聴解」：音に対して抵抗なし。テストでは点の取りどころ。

意味不明であっても記憶に残り、再生可能。
1かたまりの楽音が、実は3単語で構成されて

いることが調べてみて分った、という経験あり。
（学生Aと同様）

4. 音楽の聴き方：音声を大まかな理解→日本語確認→
再度音声の聴取

学生 B

2. ・母親が運転する車中、洋楽を聞き流していた経験あり。

（小学校低学年より）
・「きれいな英語を聴くように」と指導されてきた経験あり。

・小学校時に渡豪経験あり。英語が分からなくても意志を
伝えられることを実感。

3. 「読解」：読まなければならないため、抵抗あり。

文法・構文自体が分かっていない。訳ができない。

1. 「聴解」：テレビを見ている感じ。受け身で楽。

1かたまりの楽音が、実は3単語で構成されて
いることが調べてみて分った、という経験あり。

4. 普通は「文字」が先にあって、その上に音。

私の場合、「コミュニケーション」の上に文字。

学生 A
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学生A

学生B

2.0

2.5

高得点群： ≧ 4.0,  低得点群： ≦ 2.0  （西崎＆苧阪 (2004)）

いうことになる。そしてこれを、言語能力とRSTには相関がある、 
しかも言語能力には母国語と同時に外国語も含まれるとしている

苧阪ら (11) および Miyake ら (12)の見解に照合すれば、学生A お

よびBは、言語能力は必ずしも高くない、という結果となる。しか

しながら、今回用いたRSTは日本語によるリテンション能力を調べ

るためのものであり、従って聴解力だけではなく読解力も含めた総

合的な言語能力を測る尺度となるものと捉えることもできる。さら

に低得点者がワーキングメモリの２つの機能、すなわち意味的情報

の保持と音韻的情報の保持のうち、主に後者を用いていることも分

ってきている。よって学生A,およびBは言語能力、あるいはワーキ

ングメモリの容量を議論することは現段階では困難であり、今後、

より聴解力に特化した評価方法を検討する必要がある。 
上述のように現段階で有用とされている方法では、学生Aおよび

B のワーキングメモリ容量が乏しいと判断せざるを得なかった。聴

解に特化した方法の必要性も上述の如くであるが、学生AおよびB
のインタビュー結果（表 3）をもう少し詳細に、特に彼らが試験中

の読解を敬遠している点に注目して考察したい。 
彼らは聴解セクションについてその印象を「点の取りどころ」あ

るいは「抵抗感がない」と表わす（表3）。一方、読解セクションに

ついては「読まないと答えが分からないところ」あるいは「気楽に

できない」と表現する。筆者には、読解のように見直すことができ

ない聴解は、問題に対峙する際に「緊張が強いられる」セクション

であると感じられる。従って、聴解に対して緊張感を持たない学生

AおよびBの感覚は、特殊な環境を経験していることに、その根源

があると考えてよいのではないだろうか。そしてこの「特殊な環境」

が幼少時の洋楽聴取である、というのが筆者の見解である。彼らは

異口同音に幼少時の洋楽体験を挙げ、無意識に口ずさむこと（リハ

ーサル）も行っている。さらに両者とも聴解に対して抵抗感を示し

ていないなどがその根拠である。 
冒頭、子供が第一言語で語られる文章をたとえ意味不明であって

も正確に再生できることを述べた。意味不明であることは当然、読

解も不可能であり、仮に本稿で述べたRSTを実施したとしても得点

を得ることは不可能である。このことは今回の学生AおよびBが示

す聴解特性（意味不明のまま言語音を記憶可能であること）とRST
が低得点であることと類似している。何度も読み直しが可能な「緊

張が強いられない」読解時に意味不明な単語を逐一調べようとする

学生にとって、情報が一度ないし二度しか得られないため「緊張が

強いられる」聴解が困難であるのは当然である。従って、「聴解時

に緊張感を持たない」ということは、今後の学習を考えた場合大き

な利点であり、それを可能とする要素が幼少時の洋楽聴取にあるこ

とが明らかとなれば、より容易な方法で言語習得を可能とするプロ

グラム開発へとつながると考えられる。 
 
４．今後の課題 
 

英語検定試験における聴解セクションで読解と比較して際立った

高得点を挙げた学生2名に対するインタビューを実施し、幼少時か

らの洋楽聴取がリスニング能力と関係があり、さらに洋楽聴取が短

期記憶（ワーキングメモリ）容量の向上に寄与しているとの仮説を

提案した。短期記憶についてはRSTによって確認を試みたが、日本

語で作成されていたこともあり、容量向上は確認できなかった。よ

り簡便ながら効果的な外国語学習法を確立するために今後必要な

課題を、以下に挙げる。 
 

1. 聴解能力>読解能力を示す学生のさらなる確保 
今回は 2 人に対して調査を実施したが、今後さらなる調査を進め

るだけでなく、他校も視野に入れ可能な限り多くの学生をサンプリ

ングすることにより信頼性を向上させることが必要である。 

19英語検定試験において高い聴解スコアを示す学生に対する調査研究 （１）



 

2. 英文リテンション能力の洋楽聴取との関連調査 
短期記憶容量の測定に用いたRSTは日本語版であったため、記憶

容量向上の有無を確認することができなかった。そもそも読解を敬

遠する学生に対して読むことを強要する RST は適切ではなかった

可能性もある。音楽トレーニング（音楽聴取ならびに楽器演奏）が

言語習得に好影響をもたらすことは知られている (13, 14)が、その

作用機序や音楽の種類、あるいは必要とされるトレーニングの質・

量については不明なままである。本稿にあるような洋楽聴取という

容易な手続きが既往の研究にある音楽トレーニングを代替可能な

らば、新しい知見を提供するだけでなく、言語習得の分野に貢献す

ることができる。今後は本研究をさらに進めるため「英語音声の短

期記憶能力」に焦点を絞り、英文を用いてリテンション能力を調べ

ることが必要である。 
3. 可聴周波数範囲と洋楽聴取との関連調査 

第一言語を獲得することと比較して外国語を習得することが困

難であるということを、各言語音声が含む周波数範囲の違いで説明

する研究(15, 16)がある。彼らは、第一言語の獲得過程でその言語特

有の周波数範囲に固定された聴覚特性を、特殊な訓練によって他の

言語が有する周波数範囲にも反応可能とすることで、外国語運用能

力を向上できる、と報告している。これらの訓練と言語習得の向上

の関連については池松 (17)の実験計画に譲るとして、本研究では今

後、洋楽聴取が可聴周波数範囲を広げる効果を有するか否かを調査

していく必要がある。 
 
以上、今後の課題として挙げた 3 点を追及することによって、従

来確立していなかった外国語習得法に一定の方向性を与えること

が可能になると期待される。今後もリスニング能力が高い学習者の

調査を継続していくことになるが、その際、Krashen のインプット

仮説へのSwainの批判（インプットのみでアウトプットをしない場

合でも名詞、動詞、形容詞などの内容語の理解のみで文法的知識な

しで内容理解が可能となってしまう、というもの）(18)を厳粛に受

け止め、本研究の主題となっている聴解力が、意味理解を経由しな

い音声言語リテンションである可能性があることを念頭に置きな

がら、研究を進めていかなければならない。 
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河原 永明、山本 茂樹、長本 良夫、五十嵐 浩、中川 英則

An Analysis of Achievement Test of Mathematics for The First and Second Year Students of Ibaraki National College 
of Technology 

Nagaaki KAWAHARA, Shigeki YAMAMOTO, Yoshio OSAMOTO, Hiroshi IGARASHI, and Hidenori NAKAGAWA 

Abstract: In 2008, a mathematical achievement test was given to the first and second year students of Ibaraki National College of 
Technology. This article includes a detailed description of the test results, and we identify and analyze the students’ weak areas as 
revealed by their test results.   

表１ 年度別・学科別平均点 

�� は��� M S E D C 全体

H20 82.4 83.5 80.2 86.4 88.3 84.1
H21 76.1 79.7 79 79.5 77 78.3
H22 77.3 76.7 77.7 74.3 78.9 77.1

 

 平成 14 年に改定された学習指導要領で学習した生徒が

入学するようになり、学生の基礎学力の低下が社会的に懸

念される時代を迎え、いろいろな高専でも低学年を中心と

した達成度調査が行われるようになった１）～５）。茨城高

専数学科の教員間でも新入生の基礎学力の低下は感じられ

てはいたが、具体的な調査は行ってはいなかった。授業や

定期試験の単なる印象のみでの議論は不毛であるので、定

量的資料が必要ではないかということになり、平成 20 年よ

り 1 年生の 4 月に数学の基礎学力調査を実施することとな

った。また平成 21 年より 2 年生に対しても 1 年生の学習内

容に関する学力調査を行っている。
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 本論文はこれらの調査の分析を行い、茨城高専 1，2 年生

の数学の学力の状態を明らかにし、茨城高専の数学教育の

改善に役立てることを目的とするものである。

 

図１ 年度別・学科別平均点 

 

そこで平成 20 年度、平成 21 年度、平成 22 年度の共通問題

の平均点を比較したものが以下の表２および図２である。
2�� 年�共通������ 表 2 年度別・学科別平均点（共通問題）
 

M S E D C 全体

H20 80 82 78.5 84.7 87.1 82.4
H21 78.7 83.6 82.2 83.4 80.1 81.6
H22 79.9 81 82.3 78.3 82.1 80.7

1 年生共通テストの出題範囲は中学 3 年間で学習する内

容からである。1 年生のテストは平成 21 年、平成 22 年が

同一問題であり、平成 20 年は関数の単元と立体図形の単元

が異なる問題になっている（点数に換算すると 20 点分）。

各年度の受験者数は平成 21 年度が 220 名、平成 21 年度が

217 名、平成 22 年度が 217 名であった。年度別・学科別平

均点は表１のようになっており、平成 21 年度と平成 22 年

度を比較すると M 科と C 科を除き平均点は下がり、学年

全体の平均点も下がっている。平成 20 年度は問題が一部異

なっている関係で平均点がやや高めになったと考えられる。

（ここで M は機械システム工学科、S は電子制御工学科、E

は電気電子システム工学科、D は電子情報工学科、C は物質

工学科の略称である。） 72
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 図 2 年度別・学科別平均点（共通問題） 
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学科別では年度ごとに多少の上下はあるが、全体の平均

点を見ると僅かながら減少している傾向がある。

次の表 3 および図 3 に単元別正解率を年度別に比較した

ものを示す。

表３ 単元別正解率

H20 H21 H22
数と式 79 78.6 77.7
関数 99.5 83.4 82.5
確率 96.1 96.3 94.2
平面図形 89.1 85 85.3
立体図形 82.5 46.5 43.1

 問題別の各年度のごとの正解率を示したものが以下の図

４、図 5、図 6 である。（問題は 1 問 5 点で計 20 題の出題

である。）
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  図４ 平成 20 年度問題別正解率 
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図 5 平成 21 年度問題別正解率 平成 20 年度と平成 21、平成 22 年度は関数と立体図形で

問題が異なっているので正解率に差があるが、その他の単

元ではほとんど差は見られない。また平成 21、平成 22 は

同一問題であるがこの 2 年間では差はないと言える。
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 1 年生の出題範囲の概要は次のとおりである。

１．（１）～（３）基本的な計算問題

（４） 式の展開

（５），（６）因数分解

（７），（８）１次方程式とその応用問題

（９） 連立方程式

（１０）２次方程式

（１１）２次方程式の文章題
 図 6 平成 22 年度問題別正解率 ２．関数

３．（１）場合の数

（２）確率
 全体的に見ると正解率は高く、本校の 1 年生については

中学校で学習する数学の基本に関する理解度は十分である

と考えられる。しかし問題１(６)，１(１１)①，１(１１)②，

５(２)は正解率が低い。これについては以下のような要因

４．（１）直線図形

（２）円

５．立体図形

が考えられる。

 問題１(６)は の因数分解であるが誤答の

多くは となっており因数 を

括りだしていなかったものである。基本的な因数分解の公

式は活用できるが、式の細かな整理という点までは注意が

いかない学生が多いという印象を受ける。

222 259 qqp −
53)(5 qpqq +− )3( pq 2q

 問題１(１１)①②は２次方程式の文章題であるが①の方

程式を立てる問題の正解率は平成 20 年度が 30.9％、平成

21 年度が 28.1％、平成 22 年度が 26.3％と他の問題の正解

率に比べて非常に低くなっている。文章から題意を読み取

り式を立てることが学生共通の弱点であることがこの数字

から読み取れる。

 平成 21 年度、平成 22 年度の問題 5(2)の正解率が平成 21
年度が 24％、平成 22 年度が 21.2％と大変低くなっている。

この問題は三角柱を切断した立体の体積を求める問題で計

算自体は難しいものではないが空間図形の把握が学生にと

って困難であったと考えられる。

 年度別・学科別得点分布を図７、図 8、図 9 に示す。平

成 20 年、21 年、22 年の 3 年間とも高得点の領域に多くの

人数が集中しており、基礎学力に関しては均一な集団であ

ることが窺われる。ただ平成 21 年度に比べると平成 22 年

度は学科ごとで多少のばらつきが見られる。

 図 7 平成 20 年度学科別得点分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 8 平成 21 年度学科別得点分布
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 以上の分析から 1 年生の 4 月時点では中学数学の基礎的

部分については本校の学生のレベルは高いと言える。また

学科間の差は認められない。この要因としては次の点が考

えられる。

 （１）本校の入学試験を突破してきた学生はもともと学

力レベルが高いと考えられる。

 （２）本校の 1 年生に対しては入学前の春休みに中学数

学の復習用の問題集を課題として課している。このことが

中学数学の復習に大きく役立っている。
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 2 年生のテストは平成 21 年度、平成 22 年度の 2 年にわ

たり同一問題で実施した。受験者数は平成 21 年度が 214
名、平成 22 年度が 210 名であった。表４、図 10 に年度別・

学科別平均点を示す。

表４ 年度別・学科別平均点

M S E D C 全体

H21 29.8 33.1 30.2 35.6 34.9 32.7
H22 25.6 35.7 29.3 34.4 29.2 31
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 1 年生の出題範囲の概要は次のとおりである。

１．（１）～（３）基本的な計算問題

（４） 式の展開

（５），（６）因数分解

（７），（８）１次方程式とその応用問題

（９） 連立方程式

（１０）２次方程式

（１１）２次方程式の文章題
 図 6 平成 22 年度問題別正解率 ２．関数

３．（１）場合の数

（２）確率
 全体的に見ると正解率は高く、本校の 1 年生については

中学校で学習する数学の基本に関する理解度は十分である

と考えられる。しかし問題１(６)，１(１１)①，１(１１)②，

５(２)は正解率が低い。これについては以下のような要因

４．（１）直線図形

（２）円

５．立体図形

が考えられる。

 問題１(６)は の因数分解であるが誤答の

多くは となっており因数 を

括りだしていなかったものである。基本的な因数分解の公

式は活用できるが、式の細かな整理という点までは注意が

いかない学生が多いという印象を受ける。

222 259 qqp −
53)(5 qpqq +− )3( pq 2q

 問題１(１１)①②は２次方程式の文章題であるが①の方

程式を立てる問題の正解率は平成 20 年度が 30.9％、平成

21 年度が 28.1％、平成 22 年度が 26.3％と他の問題の正解

率に比べて非常に低くなっている。文章から題意を読み取

り式を立てることが学生共通の弱点であることがこの数字

から読み取れる。

 平成 21 年度、平成 22 年度の問題 5(2)の正解率が平成 21
年度が 24％、平成 22 年度が 21.2％と大変低くなっている。

この問題は三角柱を切断した立体の体積を求める問題で計

算自体は難しいものではないが空間図形の把握が学生にと

って困難であったと考えられる。

 年度別・学科別得点分布を図７、図 8、図 9 に示す。平

成 20 年、21 年、22 年の 3 年間とも高得点の領域に多くの

人数が集中しており、基礎学力に関しては均一な集団であ

ることが窺われる。ただ平成 21 年度に比べると平成 22 年

度は学科ごとで多少のばらつきが見られる。

 図 7 平成 20 年度学科別得点分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 8 平成 21 年度学科別得点分布

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

1M

1S

1E

1D

1C

 

    図 9 平成 22 年度学科別得点分布 

1 年��分����� 

 

 以上の分析から 1 年生の 4 月時点では中学数学の基礎的

部分については本校の学生のレベルは高いと言える。また

学科間の差は認められない。この要因としては次の点が考

えられる。

 （１）本校の入学試験を突破してきた学生はもともと学
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 2 年生のテストは平成 21 年度、平成 22 年度の 2 年にわ

たり同一問題で実施した。受験者数は平成 21 年度が 214
名、平成 22 年度が 210 名であった。表４、図 10 に年度別・

学科別平均点を示す。

表４ 年度別・学科別平均点
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   2 年生の特徴としては、年度・学科によらず平均点が極

めて低いことである。2 年生全体の年度別得点分布を図 11
に示す。
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2 年生の出題範囲の概要は次のとおりである。
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３．２次関数の応用問題 平成 21 年度、22 年度とも 30 点付近をピークとし右下が

りの分布になっている。21 年、22 年度とも 30 点未満の学

生数が全体の 60％程度を占めており、分布の形状は両年度

とも同様の形状を示している。集団としては均一と言える

が残念ながら低いレヴェルでの同質な集団であると結論づ

けられる。 

４．円と直線の問題

５．三角比

６．指数・対数方程式

 次に問題別正解率の学科別正解率を図 14，図 15に示す。

 次に2年生の学科別得点分布を図12および図13に示す。

学科ごとの分布はサンプル数が各学科 40 数名となるので

ばらつきが学科により多少生じるが全体の傾向としては学

科間で大きな差はないと言える。年度別でみると、22 年度

の方が 21 年度に比べ若干学科間のばらつきがあるといえ
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   図 12 平成 21 年度学科別得点分布  

  

   図 15 平成 22 年度学科別問題正解率  

  

 問題別の正解率については数問の問題を除き正解率は極

めて低いが、学科間での正解率の差はほとんど見られない。

これは混合学級であるので当然ともいえるが、1 年分の学

習内容の定着という観点から見ると、クラス間や教える教

員の差の影響はあまりないということを示唆していると考

えられる。
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 2 年生では平均点も低く、得点の人数分布は低得点層に

人数が集中しており、グラフは右下がりである。問題別の

正解率に関しては、年度別・学科別ともに大きな相違は見

られない。以上のことから 2 年生については 1 年生で学習

した内容の定着率が極めて低いことが分かる。この原因と

しては次のようなことが考えられる。

（１）学生は定期試験をクリアーすればそれでよいと考え

ており、長期的視点に立ち学習を継続するという姿勢に欠

けている。高専の学生は高校 3 年で大学受験をする高校生

とは異なり学習の最終目標が明確に捉えられない。

（２）テストそのものに対するモチベーションの低さも要

因の一つである。成績評価に直接結びつかないテストに対

する取り組みの姿勢に真剣味が欠けるという点は否定でき

ない。これは 3 年生対象の全国高専到達度試験についても

同様に見られる傾向である。

（３）答案の内容から判断すると、特に既習事項の復習を

ほとんど行っていないことが分かる。学生は継続的な家庭

学習や長期休業中の自学自習を殆ど行っていないと想像さ

れる。
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（１）1 年生については継続してテストを実施し経年変化

を分析するとともに、入学後の成績との相関を調査するこ

とが必要である。 

（２）2 年生については問題の難易度をもう少しやさしい

ものにし、その代り問題数を増やし、1 年生で学習する範

囲の全体から出題するようにする。そのためには試験時間

を延ばす必要がある。 
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 1 年生については 3 年間、2 年生については 2 年間の資料

しかないので断定的な結論を得ることはできないが、次の

ようなことが言えると思われる。 

（１）1 年生入学時の基礎学力は学生間での顕著な差は見

られない。 

（２）高専入学後の学習指導に問題があり、今後の改善が

急務である。 

（３）この種の調査を継続して実施することにより、高専

に入学してくる生徒の学力の動向を把握し、高専での学習

指導に役立てることが必要である。 
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１）小鉢 暢夫：「平成 14 年度八代高専 1 年生に対する数

学試験結果の追跡調査」八代高専紀要 第 26 号 ,
p.81~p.86(2004) 
２）上原 成功ほか：「高松高専の 16 年度四国共通試験(数
学)結果の分析」 高松工業高等専門学校研究紀要 41 号，

p.45~p.51(2006) 
３）高田 功ほか：「大島商船高専における 5 年間の新入生

学力診断テスト（数学）の分析」独立行政法人国立高等専
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p.105~p.112(平成 20)
４）長岡 耕一：「1 年数学における単元ごとの理解度アン

ケートの実施とその分析」論文集「高専教育」第 32 号,
p.585~p.590(平成 21 年 3 月)
５）荒金 憲一ほか：「１・２年生を対象とした共通テスト
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p.661~p.666(平成 21 年 3 月)
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Simultaneous Separation Measurement of Principal Electrical Conductivities and Principal 

Axis Angle of Two-Dimensional Anisotropic Material Using Multi-Probe Measuring Method

Eiji NEMOTO and Aomi ONUMA

Abstract: We measured the principal electrical conductivities and the principal axis angle of a Pylolytic Graphite Sheet (PGS, 
Panasonic Corp.) has a thickness of 100–μm and a 12–μm-thick aluminum foil by the multi-probe conductivity measurement 
method. To determine its principal electrical conductivities, a sample is electrified using a point power supply touches at the 
sample surface and each of three electrified probes contact with three axes which center a point power supply on the sample 
surface and the transient voltage changes of three directions with β=120° are measured by this method. The average of the 
calculated two principal electrical conductivities of PGS are σp1=4.91×103 S/cm and σp2=4.02×103 S/cm. The geometrical mean 
of the two measured principal thermal conductivities of PGS is σ＝(σp1･σp2)1/2=4.45×103 S/cm. The anisotropic factor ξ, which 
is the ratio of σp1 to σp2, is 1.23. And the average of calculated σp1 and σp2 values of isotropic Al film are σp1=3.84×105 S/cm and 
σp2=3.69×105 S/cm. The geometrical mean of the two measured principal electrical conductivities of the Al film is σ＝(σp1･

σp2)1/2=3.76×105 S/cm. And the average of anisotropic factor of the aluminum film is ξ=1.04. So this method can measure and 
determine the electrical anisotropic factor. And there is a possibility for PGS to become a standard two-dimensional anisotropic 
material.  

1. Introduction

The materials which bring new character and are born as 
cutting-edge substance accompany development of science. 
These are used in a wide variety of applications of industrial 
product and has formed human world. But, forming things 
contains natural materials. For making the most of these 
properties, we should understand physical property parameters 
rightly and deeply. The crystal structures of these materials have 
various anisotropy properties, e.g. individual electrical 
conductivities and thermal conductivities in the different axial 
directions. These anisotropies affect electrical and thermal travel. 
Therefore, it is valuable to measure the electrical and thermal 
conductivities of these anisotropic materials when frontier 
materials and products are designed.1),2) However, to measure 
these conductivities on the principal axis of an anisotropic 
material are very difficult. There was the only trial method. So it 
takes lots of time to find the correct principal values and 
principal axis. Thereupon, we had proposed a simultaneous 
separate method of measuring principal thermal conductivity 
using multi- temperature probes from geometrical property. And 
we had considered this method utility to determine principal 
thermal conductivity and principal axis. The thermal and 
electrical physical values resemble in shape of formula. Meaning 
of physical values in formulas correspond each other. At that we 
tried to apply this method to simultaneous separate measurement 
of principal electrical conductivities and principal axis angle of 
isotropic and two-dimensional anisotropic material by using 
multi-probe electrical conductivity measurement method.

We report the measured result for the principal electrical 
conductivities and the principal axis angle of a Pyrolytic Graphite 
Sheet (PGS) of a two-dimensional anisotropic material and 
aluminum foil of an isotropic material.

2. Theory

First, we assume two-dimensional anisotropic or isotropic 
samples of thickness h to measure the principal electrical 
conductivities. Axes Li (i=1,2,3) which are measured directions 
are taken as shown in Fig.1. We defined σi (i=1,2,3) as the 
measured electrical conductivities on Axes Li (i=1,2,3) of the 
sample. The measured electrical conductivities σi (i=1,2,3) are 
expressed in the following expressions, using the well-known 
Jacobi matrix method, with the principal axis angle φσ, electrified 
probe setting angle β, and the parametric electrical conductivities
σk1 and σk2 .3),5),6)

σφσσσ 2cos211 kk +=                  ……………… (1)

)(2cos212 βφσσσ σ ++= kk           ……………… (2)

)2(2cos213 βφσσσ σ ++= kk            ……………… (3)

Solutions (4) and (5) of the electrical conductivities σk1 and σk2

and solution (6) of the principal axis angle φσ are obtained 
respectively when simultaneously equations (1)-(3).
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The following relations exist between the parametric electrical 
conductivities σk1 and σk2, and the principal electrical 
conductivities σp1 and σp2.

211 kkp σσσ +=                       ……………… (7)

212 kkp σσσ −=                         ……………… (8)

Finally, eqs. (9) and (10) can be obtained by substituting eqs. (7) 
and (8) for eqs. (4) and (5).
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3. Measurement method

3.1 Straight disposed four-probe method4)

At first, the electrical conductivity using straight disposed

Fig.1 Geometrical relation among equiangular measuring axis Li,
principal axis x (Lp1), and axis y (Lp2) on the surface of a 
two-dimensional anisotropic or isotropic material.

Fig.2 The image of straight disposed four-probe method in case 
we interpret sample as limited thickness.

four-probe method which can obtain one direction value only is 
expressed eqs. (11) and (12). The straight disposed four-probe 
method is schematically shown in Fig.2. The case in which we 
interpret sample as enough thickness and expanses, we use eq. 
(11). And the other case where sample has limited thickness like 
Fig.2, we use eq. (12). This values can be calculated using the 
electrical potential difference ΔV between inside two terminals, 
the sample thickness h, the added electrical current I by a point 
power supply, the distance of adjoining probes si (i=1,2,3).
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3.2 Multi-probe conductivity measurement method

This method order straight disposed four-probe to three 
directions. The schematic diagram of this method in case we 
interpret sample as limited thickness is shown in Fig. 3. The 
electrical conductivity using multi-probe method is expressed eqs. 
(13) and (14). The case in which we interpret sample as enough 
thickness and expanses, we use eq. (13). And the other case 
where sample has limited thickness as shown in Fig.3, we use eq. 
(14). In the experiment, these values can be calculated using the 
electrical potential difference ΔV1 between inside two terminals 
of own axis direction, the sample thickness h, the added electrical 

Fig.3 Schematic diagram of the multi-probe electrical 
conductivity measurement method in same case with Fig.2.

current I by a point power supply, the quantity of the current in 
each direction Ii (i=1,2,3), distance of adjoining probes of own 
axis direction si (i=1,2,3), distance from two terminals measure 
voltage to probes electrify out of sample other axis directions dx
and y. Eqs. (13) and (14) are used for calculate first axis direction 
electrical conductivity. Second and third direction values are 
figured similarly. Three probes in each direction are set with radii 
ri (i=1,2,3) center a supplying probe.
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The distance from two terminals measure voltage to probes 
electrify out of sample other axis directions which are used to 
measure of the first axis’s electrical conductivity are expressed
eqs. (15)-(18).

2
11

2
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2
2121

2
73 )(2cos)(2 ssssssd tt +++−=− β        ……… (16)

2
11

2
102 2cos2 ssssd tt +−=− β                 ……… (17)

Fig.4 Distance from two terminals measure voltage to probes 
electrify out of sample other axis directions dx,y.

2
2121

2
103 )(2cos)(2 ssssssd tt +++−=− β       ……… (18)

From the geometrical relationship among the three axes, we can 
show dx and y by eqs. (15)-(18). We express Eqs. (15)~(18) as d1,
d2, d3, d4 each other, Those geometrical relationship is expressed 
eqs. (19)-(22) and Fig.4.

51010545721 −−−− ==== ddddd                 ……… (19)

61010646732 −−−− ==== ddddd                 ……… (20)

481023 −− == ddd                            ……… (21)

491034 −− == ddd                           ……… (22)

3.3 The principal electrical conductivities and the principal 
axis angle3),5),6)

By using this theory, the principal electrical conductivities σp1

and σp2 are obtained the following eqs. (23) and (24) by 
substituting the angle β=120° for eqs. (9) and (10).
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Similarly, the principal axis angle φσ can be used to calculate σp1

and σp2 from eqs. (23) and (24), and σp1 and σp2 from (7) and (8), 
can substitute for eq. (6), and can be obtained using eq. (25).
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3.2 Multi-probe conductivity measurement method

This method order straight disposed four-probe to three 
directions. The schematic diagram of this method in case we 
interpret sample as limited thickness is shown in Fig. 3. The 
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voltage to probes electrify out of sample other axis directions dx
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3.3 The principal electrical conductivities and the principal 
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By using this theory, the principal electrical conductivities σp1

and σp2 are obtained the following eqs. (23) and (24) by 
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Similarly, the principal axis angle φσ can be used to calculate σp1

and σp2 from eqs. (23) and (24), and σp1 and σp2 from (7) and (8), 
can substitute for eq. (6), and can be obtained using eq. (25).
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Fig.5 Scanning electron microscopy image of surface of PGS 
(magnification ×1000).
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4. Samples

The PGS sample was made by Panasonic Corp. The sample is 
11.5×18cm2 and has a thickness h=100μm. The sample is 
lusterless silver black. The density of the sample is ρ=1232 
kg/m3),7) In Fig.5, a surface of the PGS measured by scanning 
electron microscopy with a magnification of 1000 and an applied 
voltage of 10 kV is shown. The surface of PGS is composed of 
many flat board-shaped combined with thin films. As shown in 
Fig.6, the crystal structure of PGS is α graphite structure of 
hexagonal series. The lattice parameter can be calculated to be 
c=0.6704 nm, which indicated that the PGS and a-b planes are in 
the same direction. Fig.7 shows the X-ray diffraction spectrum of 
PGS. It was examined by using Ultima Ⅳ X-ray diffraction 
meter (RIGSKU Co. Ltd). PGS is measured on condition that a 
cooper X-ray that is Cu-Kα1 ray with a wavelength of 1.5405 Å

Fig.6 Crystal structure of PGS7),8).

Fig.7 X-ray diffraction spectrum of the PGS.

and an applied voltage of 40 kV and electrical current of 40 mA. 
In Fig.7, the peak angle θ is 13.27°. It estimated that the PGS 

has impurity by the reason of this data can be observed unknown 
peak.

The aluminum foil is popular material that is used for cooking 
in home. The sample has a thickness 12μm and enough expanses 
which doesn’t affect electrification by the edge. The sample is 
lustrous silver. The density of the sample is ρ= 2699 kg/m3),7) The 
crystal grain is returned to near to sphere by annealing. So it is 
regarded as isotropic sample.

5. Experimentation

An outline of the experimental apparatus for the principal 
electrical conductivities and principal axis angle measurements is 
shown in Fig.8. The copper bars are made up into probes by 
sharpening the top. The current I of the point electricity source is 
controlled using the power supply that supplies constant current 
and voltage. Samples is set on isolated board and placed on the 
multi-probe. Changes of voltage are measured with the data 
recorder (R2M-2G3, M-systems Co., Ltd.). A supplying 
electricity probe is common. First, a point power supply touches 
at the sample surface and electrified probes contact with the 
sample surface on three axes which center a point power supply. 
Then we measure distributed current with ammeter and voltages 
of three directions by touching two probes between center and 
electrified probe in each axis direction when it enters constant 
state. Finally, we calculate electrical conductivities in each axis 
direction and the principal electrical conductivities and principal
axis angle using eqs.(14), (23)-(25).

Fig.8 Outline of the experimental apparatus for the multi-probe 
electrical conductivity measurement method. 

6. Results

An example of the typical distributed voltage of three 
directions of the PGS at room temperature T=300 K are shown 
Fig.9. At this point these are measured in a current I= 1.5 A the 
power supply. From the changes of voltage shown in Fig. 8, we 
interpret sample as limited thickness and calculated electrical 
conductivities in each axis direction σi (i=1,2,3) using eq. (14) 
and the principal electrical conductivities σp1 and σp2 using eqs. 
(23) and (24) and principal axis angle φσ using eq. (25). The 
calculated σp1 and σp2 values are σp1=4.90×103 S/cm and 
σp2=4.03×103 S/cm and φσ is 0.237 rad.

In Fig.10, we show calculated principal electrical 
conductivities σp1 and σp2 of PGS in measurement. The average 
of calculated σp1 and σp2 values are σp1=4.91×103 S/cm and

Fig.9 Voltages change of PGS obtained by multi-probe electrical 
conductivity method.

Fig.10 Calculated principal electrical conductivities σp1 and σp2

of PGS.

σp2=4.02×103 S/cm. Two principal electrical conductivities of 
PGS converge on constant values when voltages enter constant 
state. The geometrical mean of the two measured principal 
thermal conductivities of PGS is σ＝(σp1･σp2)1/2=4.45×103 S/cm. 
But the documented value is 1.00×104 S/cm offered by Panasonic 
Corp8). We say about the cause of experimental value is half of 
the documented value later. The anisotropic factor ξ is defined as 
σp2 divided by σp1. The average of anisotropic factors of PGS is 
ξ=1.23. From this value, we see PGS as a two-dimensional 
anisotropic material.

To confirm the validity of this measurement method, we 
measured the principal electrical conductivities and principal axis 
angle of an aluminum film that is considered to be isotropic
material of thickness h=12 μm. If used eqs.(23)-(25), an example 
of the typical measured principal electrical conductivities are
σp1=3.69×105 S/cm and σp2=3.52×105 S/cm, and the principal axis 
angle φσ is 0.686 rad. The average of calculated σp1 and σp2 values 
are σp1=3.84×105S/cm and σp2=3.69×105 S/cm. The geometrical 
mean of the two measured principal electrical conductivities of 
the aluminum film is σ=(σp1 ･ σp2)1/2=3.76×105 S/cm. This 
geometrical mean is close to the documented value of 3.64×105

S/cm offered by the Chronological Scientific Tables7). And the 
average of anisotropic factor of the aluminum film is ξ=1.04.
This shows that it is an isotropic material. 

In Table 1 and 2, the measured data of the principal electrical 
conductivities obtained by the multi-probe conductivity 
measurement method are shown. To ascertain that sample is 
two-dimensional anisotropic material or isotropic material, it is 
extremely effective to judge the anisotropic factor. In Table 1 and 
2, we don’t show the average of the principle axis angle because 
measured direction varies from other measurement.

40 茨城工業高等専門学校研究彙報 （第４６号）



 
Fig.5 Scanning electron microscopy image of surface of PGS 
(magnification ×1000).
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4. Samples

The PGS sample was made by Panasonic Corp. The sample is 
11.5×18cm2 and has a thickness h=100μm. The sample is 
lusterless silver black. The density of the sample is ρ=1232 
kg/m3),7) In Fig.5, a surface of the PGS measured by scanning 
electron microscopy with a magnification of 1000 and an applied 
voltage of 10 kV is shown. The surface of PGS is composed of 
many flat board-shaped combined with thin films. As shown in 
Fig.6, the crystal structure of PGS is α graphite structure of 
hexagonal series. The lattice parameter can be calculated to be 
c=0.6704 nm, which indicated that the PGS and a-b planes are in 
the same direction. Fig.7 shows the X-ray diffraction spectrum of 
PGS. It was examined by using Ultima Ⅳ X-ray diffraction 
meter (RIGSKU Co. Ltd). PGS is measured on condition that a 
cooper X-ray that is Cu-Kα1 ray with a wavelength of 1.5405 Å

Fig.6 Crystal structure of PGS7),8).

Fig.7 X-ray diffraction spectrum of the PGS.

and an applied voltage of 40 kV and electrical current of 40 mA. 
In Fig.7, the peak angle θ is 13.27°. It estimated that the PGS 

has impurity by the reason of this data can be observed unknown 
peak.

The aluminum foil is popular material that is used for cooking 
in home. The sample has a thickness 12μm and enough expanses 
which doesn’t affect electrification by the edge. The sample is 
lustrous silver. The density of the sample is ρ= 2699 kg/m3),7) The 
crystal grain is returned to near to sphere by annealing. So it is 
regarded as isotropic sample.
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An outline of the experimental apparatus for the principal 
electrical conductivities and principal axis angle measurements is 
shown in Fig.8. The copper bars are made up into probes by 
sharpening the top. The current I of the point electricity source is 
controlled using the power supply that supplies constant current 
and voltage. Samples is set on isolated board and placed on the 
multi-probe. Changes of voltage are measured with the data 
recorder (R2M-2G3, M-systems Co., Ltd.). A supplying 
electricity probe is common. First, a point power supply touches 
at the sample surface and electrified probes contact with the 
sample surface on three axes which center a point power supply. 
Then we measure distributed current with ammeter and voltages 
of three directions by touching two probes between center and 
electrified probe in each axis direction when it enters constant 
state. Finally, we calculate electrical conductivities in each axis 
direction and the principal electrical conductivities and principal
axis angle using eqs.(14), (23)-(25).

Fig.8 Outline of the experimental apparatus for the multi-probe 
electrical conductivity measurement method. 

6. Results

An example of the typical distributed voltage of three 
directions of the PGS at room temperature T=300 K are shown 
Fig.9. At this point these are measured in a current I= 1.5 A the 
power supply. From the changes of voltage shown in Fig. 8, we 
interpret sample as limited thickness and calculated electrical 
conductivities in each axis direction σi (i=1,2,3) using eq. (14) 
and the principal electrical conductivities σp1 and σp2 using eqs. 
(23) and (24) and principal axis angle φσ using eq. (25). The 
calculated σp1 and σp2 values are σp1=4.90×103 S/cm and 
σp2=4.03×103 S/cm and φσ is 0.237 rad.

In Fig.10, we show calculated principal electrical 
conductivities σp1 and σp2 of PGS in measurement. The average 
of calculated σp1 and σp2 values are σp1=4.91×103 S/cm and

Fig.9 Voltages change of PGS obtained by multi-probe electrical 
conductivity method.

Fig.10 Calculated principal electrical conductivities σp1 and σp2

of PGS.

σp2=4.02×103 S/cm. Two principal electrical conductivities of 
PGS converge on constant values when voltages enter constant 
state. The geometrical mean of the two measured principal 
thermal conductivities of PGS is σ＝(σp1･σp2)1/2=4.45×103 S/cm. 
But the documented value is 1.00×104 S/cm offered by Panasonic 
Corp8). We say about the cause of experimental value is half of 
the documented value later. The anisotropic factor ξ is defined as 
σp2 divided by σp1. The average of anisotropic factors of PGS is 
ξ=1.23. From this value, we see PGS as a two-dimensional 
anisotropic material.

To confirm the validity of this measurement method, we 
measured the principal electrical conductivities and principal axis 
angle of an aluminum film that is considered to be isotropic
material of thickness h=12 μm. If used eqs.(23)-(25), an example 
of the typical measured principal electrical conductivities are
σp1=3.69×105 S/cm and σp2=3.52×105 S/cm, and the principal axis 
angle φσ is 0.686 rad. The average of calculated σp1 and σp2 values 
are σp1=3.84×105S/cm and σp2=3.69×105 S/cm. The geometrical 
mean of the two measured principal electrical conductivities of 
the aluminum film is σ=(σp1 ･ σp2)1/2=3.76×105 S/cm. This 
geometrical mean is close to the documented value of 3.64×105

S/cm offered by the Chronological Scientific Tables7). And the 
average of anisotropic factor of the aluminum film is ξ=1.04.
This shows that it is an isotropic material. 

In Table 1 and 2, the measured data of the principal electrical 
conductivities obtained by the multi-probe conductivity 
measurement method are shown. To ascertain that sample is 
two-dimensional anisotropic material or isotropic material, it is 
extremely effective to judge the anisotropic factor. In Table 1 and 
2, we don’t show the average of the principle axis angle because 
measured direction varies from other measurement.
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Table 1 Measured principal electrical conductivities and 
anisotropic factor of PGS.
The number 
of 
measurement

Principal 
electrical 
conductivities
σ ×103 S/cm

Anisotropic 
factor
ξ

Principal 
axis angle
φσ rad

σp1 σp2

1 4.90 4.03 1.22 0.238
2 4.79 4.00 1.20 0.126
3 4.90 4.03 1.22 0.239
4 5.05 4.00 1.26 0.394
average 4.91 4.02 1.23

7. Speculation

The thickness and the degree of surface’s smoothness and the 
range of electrical conductivity are the key that whether the 
sample is possible to measure. We can measure materials which 
have µm order thickness and electrical conductivity of metal of 
class. But we can’t measure sample that has thickness of mm 
order. Measured values are nearly general value. We had 
experimented with other samples that aren’t introduced. These 
samples of electrical conductivity is lower than metal and 
sample’s surface is rough. So these samples aren’t able to 
measure of electrical conductivity. Since it exists the difference
of current distribution and formation of electric field between 
sample as enough thickness and expanses and sample has limited 
thickness when we supply point current source, we make two eqs.
(13) and (14). These values calculated by these eqs. come to
originate large remainder in sample’s thickness is more than mm 
order. To calculate the revising factor which show borderline use 
these eqs. properly, many experimental data are an absolute 
necessity.
We had proposed a simultaneous separate method of measuring

Table 2 Measured principal electrical conductivities and 
anisotropic factor of aluminum film.
The number 
of 
measurement

Principal 
electrical 
conductivities
σ ×105 S/cm

Anisotropic 
factor
ξ

Principal 
axis angle
φσ rad

σp1 σp2

1 3.63 3.58 1.01 0.401
2 3.95 3.78 1.05 0.680
3 3.69 3.52 1.05 0.685
4 3.95 3.78 1.05 0.680
average 3.84 3.69 1.04

principal thermal conductivities using multi- temperature probes 
from geometrical property by a point heat source. And we had 
considered this method utility for determine principal thermal 
conductivities and principal axis are accurate. We had measured 
the principal thermal conductivities λp1 and λp2 and the anisotropic 
factor ξ (that defined as λp2 divided by λp1) of PGS. As a result, 
we obtained λp1=746 W/(m･K) and λp2=925 W/(m･K) and ξ is 
1.24. The geometrical mean of the two measured principal 
thermal conductivities of PGS is λ＝(λp1･λp2)1/2=831 W/(m･K).3)

This geometrical mean is close to the documented value of 
600-800 W/(m･K) offered by Panasonic Corp8). The anisotropic 
factor and principal axis angle of the principal thermal 
conductivities and the principal electrical conductivities must are 
equivalent. Although there is the problem that multi-probe 
electrical conductivity measurement method gives rise to the 
error yet, we can interpret this method to be useful to determine 
the anisotropic factor. 

8. Conclusions

(1) The two principal electrical conductivities σp1 and σp2 and 
the principal axis angle φσ of the PGS made by Panasonic Corp. 
and aluminum film can be simultaneously measured and 
determined with a new methodology of the multi-probe electrical 
conductivity measurement method. 

(2) This method is useful for determine the electric anisotropy
of electric conductive material.

(3) We can measure the material which has µm order thickness.
(4) But we can’t measure the material that has rough surface and 

electrical conductivity is out of range that metallic class.
(5) We assume that the contact resistance and bad contact 

condition with rough surface, the dent of samples due to probes 
by sharpening the top and unstable conductivity by unsteady 
contact pressure set up error.

(6) The anisotropic factor of electrical conductivity are almost 
equal to the anisotropic factor calculated and measured by a
simultaneous separate method of measuring principal thermal 
conductivity using multi-temperature probes. 

(7) It’s possible to confirm that the identity of the degree of the 
anisotropic factor between electrical conductivity and thermal 
conductivity.

NOMENCLATURE

σi : electrical conductivities on Axes Li (i=1,2,3), S/cm
σk1,σk2 : parametric electrical conductivities, S/cm
σp1, σp2 : principal electrical conductivities, S/cm
σ :geometrical mean of the two measured principal 

thermal conductivities ＝(σp1･σp2)1/2, S/cm
β : angle between two measured axes,°

φσ : principal axis angle, rad
ξ : anisotropic factor
h : sample thickness, mm
I : added electrical current by a point power supply, A
Ii :quantity of electricity each direction (i=1,2,3), A
si :distance of adjoining probes (i=1,2,3), mm
dx,y :distance from two terminals measure voltage to probe

electrify out of sample other axis directions, mm
ri :radii center a supplying probe (i=1,2,3), mm
ρ :density of the sample, kg/m3

T :room temperature, K
λp1 ,λp2 : principal thermal conductivities, W/(m･K)
λ :geometrical mean of the two measured principal 

thermal conductivities＝(λp1･λp2)1/2, W/(m･K)
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range of electrical conductivity are the key that whether the 
sample is possible to measure. We can measure materials which 
have µm order thickness and electrical conductivity of metal of 
class. But we can’t measure sample that has thickness of mm 
order. Measured values are nearly general value. We had 
experimented with other samples that aren’t introduced. These 
samples of electrical conductivity is lower than metal and 
sample’s surface is rough. So these samples aren’t able to 
measure of electrical conductivity. Since it exists the difference
of current distribution and formation of electric field between 
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thickness when we supply point current source, we make two eqs.
(13) and (14). These values calculated by these eqs. come to
originate large remainder in sample’s thickness is more than mm 
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conductivities and principal axis are accurate. We had measured 
the principal thermal conductivities λp1 and λp2 and the anisotropic 
factor ξ (that defined as λp2 divided by λp1) of PGS. As a result, 
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equal to the anisotropic factor calculated and measured by a
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Sensing of alcohol molecules using Quartz Crystal Microbalance method 
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Abstract : The Quartz Crystal Microbalance (QCM) is a highly sensitive detection method for very small 

materials such as molecules. This detection method is based on a physical adsorption of molecules on the 

quartz crystals. Sensing of the absorption of alcohol molecules was demonstrated. In the experiments, an 

oscillator frequency of the quartz crystal vibrator was sensitively shifted to low frequency for the adsorption 

of alcohol molecules, which was proportional to the dropped alcohol amount. 

 

1. ���に 

 

 近年、飲酒運転による事故が社会問題となっており、飲

酒運転の取り締りなどでは、アルコールの摂取量を正確か

つ早急に知ることが重要である。 

アルコールの検出には、主にアルコールの化学反応を利

用した方式が使われている[1]。これは、重クロム塩酸の還

元反応を利用したもので、化学反応による感知剤の色の変

化によって、アルコール量を測定する。この方法は、制御

デバイスを必要としないために、安価である。しかし、使

い捨てであること、検出反応までに 10 分程度の時間を要す

ること、目視による測定のため定量的な測定が難しいこと

等の問題がある。 

そこで、アルコールの高感度測定、及び迅速な測定を行

うために、分子の物理吸着による水晶振動子発振(Quartz 

Crystal Microbalance ; QCM)法[2]に着目し、アルコール分子

の吸着による極微量の質量変化を高精度に検出した。 

QCM 法は、その高感度検出能力を利用して、従来、真空

蒸着装置の膜厚計などの超微量天秤として用いられてきた。

最近では、水晶振動子の電極表面を、有機材料などで修飾

することによって、吸着効率を向上させ、特定の化学物質 

 

1) 平成 21 年度 電気電子システム工学科 卒業生 

2) 平成 21 年度 専攻科 電気電子工学コース 修了生 

の検出に応用しようとする研究が盛んに行われている[3]。 

 

2. アルコール����法 

 

2.1. ������� (QCM) 法 

 

QCM 法は、水晶振動子面に分子等の微小粒子が付着する

と、その付着した分の質量によって発振周波数が敏感に変

化する特性を利用したものである。 

QCM 法によるアルコールの検出では、蒸発したアルコー

ル分子が、水晶振動子の電極面上の吸着分子層による質量

が微量に増加して、増加質量に比例して発振周波数が低下

する。水晶振動子の発振周波数の変化 ∆fは、次式のように

変化する。 

 

 

 

ここで、f0は水晶振動子の初期発振周波数、∆m は水晶振動

子電極面への付着質量、Sは水晶振動子の面積、ρqは水晶振動

子の密度、µqは水晶振動子水晶のせん断応力である[4]。本研究

では、f0 = 10MHz の AT カット水晶振動子を用いた。この水晶

振動子の場合 ρq = 2.648 g/cm3、µq = 2.947×1011 g/cm・s2である。 
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することによって、吸着効率を向上させ、特定の化学物質 
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の検出に応用しようとする研究が盛んに行われている[3]。 
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QCM 法は、水晶振動子面に分子等の微小粒子が付着する

と、その付着した分の質量によって発振周波数が敏感に変

化する特性を利用したものである。 
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ル分子が、水晶振動子の電極面上の吸着分子層による質量

が微量に増加して、増加質量に比例して発振周波数が低下

する。水晶振動子の発振周波数の変化 ∆fは、次式のように

変化する。 
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では、f0 = 10MHz の AT カット水晶振動子を用いた。この水晶
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2.2. 吸着膜�� 

 

アルコール分子は、水晶振動子の金属電極表面への吸着

が比較的小さい。そこで、アルコール分子が吸着し易いよ

うに、銅(Ⅱ)フタロシアニン(略称：CuPc)を吸着膜として使

用した。CuPc は、図 1 のような分子構造であり、中心に銅

原子が配置された金属錯体である[5]。この有機材料は、可

視波長域に強い吸収帯を有しており、鮮やかな青色を呈す

る。有機 EL のホール注入層として使用されている他、有機

材料の中でも高い光電変換効率で知られており、有機太陽

電池などにも広く用いられている[6]。CuPc は、アルコール

に難溶性であり、分子が比較的大きいため、水晶振動子の

アルコール吸着膜として今回の実験で採用した。 

CuPc 薄膜の作成には、図 2 に示すように抵抗加熱式の真

空蒸着装置（ULVAC 製、VPC-260）を用いて行った。水晶

振動子の電極面上に長方形に蒸着した（蒸着面積： 10 mm

×2 mm = 20 mm2）。作製した CuPc 薄膜の厚さ d は、50 nm、

100 nm、200 nm の 3 種類である。なお、CuPc は市販(東京

化成工業製)のものを使用し、昇華精製せずに用いた。 

真空蒸着する際の装置内の気圧は、4.0×10-4 Pa 程度であ

った。電極面に吸着膜(CuPc 薄膜)を蒸着した水晶振動子の

概要を図 3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3. ア����分子�着� 

  

吸着膜へのアルコール分子の付着による、単位時間当た

りの発振周波数の変化率が実験でわかれば、アルコール分

子の単位時間当たりの付着量を次式より求めることができ

る。 

 

 

 

ここで、M はエタノール（C2H5OH）の分子量 46 g / mol、

N はアボガドロ数 6.02×10 23、∆m は微小質量変化、∆t は微

小時間変化、∆A はアルコール分子数である。 

 

 

 

 

Cu

N

N N

N

N

N

N

N

図 1 銅(Ⅱ)フタロシアニン(CuPc)の分子構造 

図 3 吸着膜(CuPc 薄膜)を蒸着した水晶振動子 

(2) 
M
N

t
m

t
A

∆
∆

=
∆
∆

 

CuPc thin film 

Electrodes d 

Quartz 

Substrate 
Quartz 

Bell Jar 

Boat 

Valve 

図 2 吸着膜作製に用いた真空蒸着装置 

Crystal 
CuPc 

2.4. アルコール検出装置 

 

アルコール検出装置の概略を図 4 に示す。水晶振動子の

電極面（吸着膜）がアルコール蒸発源の方向を向け、水平

になるように、容器(60 mL)内に設置した。水晶振動子面と

アルコールとの距離は、6 cm であった。水晶振動子を外部

の発振回路（自作）に接続し、周波数カウンタ（岩通計測 

SC-7207H）を用いて発振周波数を測定した。測定値は、

RS-232C ケーブルを介して、コンピュータに 10 s 毎に取り

込み、データを記録した。 

測定は、温度 21℃一定で行い、微量のアルコールを容器

に滴下し、密閉した状態で行った。なお、アルコールの滴

下では、シリカゲルで湿度を調整した自作のグローブボッ

クス中で行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5. 水晶振動子発振回路 

 

用いた水晶振動子発振回路を図5に示す。発振回路には、

オペアンプを用いる場合もあるが、本研究では、バイポー

ラトランジスタ(2SC2644)を用いた。この発振回路は、C1 , 

C2( =39 pF)のコンデンサ 2 つが帰還コンデンサとなり、イン

ダクタンス成分を水晶振動子と C3(=22 pF)のコンデンサを

用いた、コルピッツ型発振回路である。また、R1(=22 kΩ)

と R2(=33 kΩ)の抵抗は、トランジスタのバイアス抵抗で、

C4(=0.01 µF)のコンデンサは、バイパスコンデンサ、C5(=22 

pF)は出力電圧の直流成分をカットするコンデンサである。

駆動電源 Vccは 18 V である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6. 発振����������� 

 

 水晶振動子の発振周波数の測定は、プログラムによって、

周波数カウンタで自動的に測定データがコンピュータ(PC)

に取り込めるようにした。図 6 に発振周波数自動測定プロ

グラムのフローチャートを示す。 

測定を開始すると、PC 内のタイマで 10 s カウントされ、

PC から周波数カウンタへ RS-232C ケーブルを介し、発振周

波数の値を出力するよう命令が出される。これにより、周

波数カウンタから水晶振動子の発振周波数の値が PC に出

力され、PC の画面上に表示される。この時、測定を終了す

る命令が出されていれば、プログラム動作を終了し、出さ

れていなければ、この動作を繰り返す。なお、プログラム

の作成には、Visual Basic を使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 水晶振動子発振回路 

図 4 アルコール検出装置 
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空蒸着装置（ULVAC 製、VPC-260）を用いて行った。水晶

振動子の電極面上に長方形に蒸着した（蒸着面積： 10 mm

×2 mm = 20 mm2）。作製した CuPc 薄膜の厚さ d は、50 nm、

100 nm、200 nm の 3 種類である。なお、CuPc は市販(東京

化成工業製)のものを使用し、昇華精製せずに用いた。 

真空蒸着する際の装置内の気圧は、4.0×10-4 Pa 程度であ

った。電極面に吸着膜(CuPc 薄膜)を蒸着した水晶振動子の

概要を図 3 に示す。 
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N はアボガドロ数 6.02×10 23、∆m は微小質量変化、∆t は微
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アルコール検出装置の概略を図 4 に示す。水晶振動子の

電極面（吸着膜）がアルコール蒸発源の方向を向け、水平

になるように、容器(60 mL)内に設置した。水晶振動子面と

アルコールとの距離は、6 cm であった。水晶振動子を外部

の発振回路（自作）に接続し、周波数カウンタ（岩通計測 

SC-7207H）を用いて発振周波数を測定した。測定値は、

RS-232C ケーブルを介して、コンピュータに 10 s 毎に取り

込み、データを記録した。 
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に滴下し、密閉した状態で行った。なお、アルコールの滴

下では、シリカゲルで湿度を調整した自作のグローブボッ
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3. ����� 

 

3.1. アルコール�着による発振周波数変化 

 

温度 21℃、湿度 52％一定において、水晶振動子面の CuPc

厚を 100 nm でエタノールを検出した。エタノールを 15 L

を容器内に滴下した直後に、水晶振動子の周波数を測定し

始め、測定開始後 2100 s 後に、容器のふたを開けた。その

測定結果を図 7 に示す。縦軸は発振周波数のシフト量であ

り、CuPc 膜を形成した水晶振動子の初期発振周波数 

(9.9551 MHz) と、測定中の発振周波数との差である。横軸

は測定時間である。 

測定の初期状態において、時間の経過に伴い水晶振動子

の発振周波数が低下している。蒸発したアルコール分子が

CuPc 吸着膜に付着し、その質量増加により、周波数がシフ

トした。初期の減衰過程を経て、その後(1000 s 付近から)

周波数の変化率が緩やかになる定常状態になった。これは、

水晶振動子へのアルコール分子の付着量と、吸着膜からの

再蒸発量が平衡になった結果と考えられる。 

t = 2100 s 時に容器のふたを開けたところ、低下していた発

振周波数は、急速に元の発振周波数 (初期発振周波数 : 

9.9551 MHz)まで戻った。これは、容器を開けることによっ

て、水晶振動子に付着していたアルコール分子が、急速に

蒸発したと考えられる。 

低下していた発振周波数が、急速に元の発振周波数まで戻

った後、初期発振周波数(図 7 のΔf = 0 の位置)よりも、25 Hz

だけ大きな値となった。実験では、アルコールを容器に滴

下した後、蒸発したアルコールが容器の隙間から漏れない

ようにビニールで容器蓋の部分をシールした後に、測定を

開始している。従って、測定開始に至るまでに、水晶振動

子の初期発振周波数の値が、実際には低下していたことが

原因であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2. アルコール���による発振周波数の�� 

 

次にアルコール検出の高速化を目指し、初期状態におけ

る発振周波数変化率を比較・検討する。 

水晶振動子の発振周波数がアルコール滴下量によって変

化するかどうかを測定した。湿度 52％、温度 21℃の一定に

保ち、エタノール滴下量を、5 L、10 L、15 L と変化さ

せ、初期状態における発振周波数の変化率を比較した。そ

の測定結果を図 8 に示す。また、単位時間あたりの周波数

変化率と、式(2)によって求めたアルコール分子付着量の値

を表 1 に示す。アルコールの滴下量が増加するにつれて、

発振周波数の変化率が大きくなっていることが分かる。 

また、湿度 22％の一定に保ち、同様にアルコール滴下量

を変化させて測定した。図 9 に測定結果を示す。また、単

位時間あたりの周波数変化率とアルコール分子付着量の値

を表 2 に示す。 
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 図 7 アルコール分子付着による発振周波数の時間変化 

図 6 発振周波数測定プログラムのフローチャート 
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湿度 52％一定の場合と同様に、湿度を 22％の場合もアル

コールの滴下量が増加するにつれて、発振周波数の変化率

が大きくなっている。これは、滴下アルコール量の増加に

伴い、蒸発量が増え、水晶振動子へのアルコールの付着量

が増加したことが原因であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3. 湿度の�����発振周波数の�� 

 

前節の測定結果(図 8, 図 9)を、湿度による観点から比較

する。滴下アルコール量が 5 L の場合、湿度 52％のときの

変化率が -0.212 Hz/s であったのに対し、湿度 22％の場合は、

-0.258 Hz/s と、湿度が低い方が、発振周波数の変化率が大

きくなっている。10 L、15 L の場合も、同様に湿度が低

い方が、アルコール分子の付着量が増加する傾向が見られ

た。これは、水晶振動子へのアルコール分子の付着を、容

器内の水蒸気(水分子)が妨害するため、湿度を下げることに

よって、アルコール分子が付着しやすくなり、発振周波数

の変化量が増加したものと考えられる。 

 

3.4. �着�の�����発振周波数の�� 

 

水晶振動子の電極面に作成した吸着膜（CuPc 薄膜）が、

アルコールの検出に与える影響を確かめるため、吸着膜が無

い場合と、吸着膜の厚さがそれぞれ、50 nm、100 nm、200 nm、

である場合について測定を行った。湿度 22％、温度 21℃の

一定下で、アルコールの滴下量を 10 L で行った。測定結果

を図 10 に示す。また、表 3 に、式(2)から求めた、それぞれ

の単位時間当たりの周波数変化率と算出したアルコール分

子付着量を示す。 

 吸着膜が無い場合の発振周波数の変化率は、吸着膜が形

成された場合に比べ、明らかに低い。従って、吸着膜の形

成された水晶振動子の方がアルコール分子の付着量が多く、

CuPc 薄膜が、アルコール分子の吸着膜として機能している

ことが分かる。 
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 図 8 発振周波数の時間変化（湿度 52％） 
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表 2 周波数変化率とアルコール分子付着量(湿度 22%) 

 5µL 10µL 15µL 

変化率[Hz/s] -0.258 -0.317 -0.344 

アルコール分子の 
付着量(×108 [個/s]) 4.35 5.34 5.80 

 

滴下量 

図 9 発振周波数の時間変化（湿度 22％） 

 5µL 10µL 15µL 

変化率[Hz/s] -0.212 -0.279 -0.334 

アルコール分子の 
付着量(×108 [個/s])  3.57 4.70 5.63 

 

表 1 周波数変化率とアルコール分子付着量(湿度 52%) 
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3.1. アルコール�着による発振周波数変化 

 

温度 21℃、湿度 52％一定において、水晶振動子面の CuPc

厚を 100 nm でエタノールを検出した。エタノールを 15 L

を容器内に滴下した直後に、水晶振動子の周波数を測定し

始め、測定開始後 2100 s 後に、容器のふたを開けた。その

測定結果を図 7 に示す。縦軸は発振周波数のシフト量であ
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(9.9551 MHz) と、測定中の発振周波数との差である。横軸
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トした。初期の減衰過程を経て、その後(1000 s 付近から)
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開始している。従って、測定開始に至るまでに、水晶振動

子の初期発振周波数の値が、実際には低下していたことが

原因であると考えられる。 
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次にアルコール検出の高速化を目指し、初期状態におけ
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化するかどうかを測定した。湿度 52％、温度 21℃の一定に
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せ、初期状態における発振周波数の変化率を比較した。そ

の測定結果を図 8 に示す。また、単位時間あたりの周波数

変化率と、式(2)によって求めたアルコール分子付着量の値

を表 1 に示す。アルコールの滴下量が増加するにつれて、
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を表 2 に示す。 
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 図 7 アルコール分子付着による発振周波数の時間変化 

図 6 発振周波数測定プログラムのフローチャート 
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湿度 52％一定の場合と同様に、湿度を 22％の場合もアル

コールの滴下量が増加するにつれて、発振周波数の変化率

が大きくなっている。これは、滴下アルコール量の増加に

伴い、蒸発量が増え、水晶振動子へのアルコールの付着量

が増加したことが原因であると考えられる。 
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の変化量が増加したものと考えられる。 

 

3.4. �着�の�����発振周波数の�� 

 

水晶振動子の電極面に作成した吸着膜（CuPc 薄膜）が、

アルコールの検出に与える影響を確かめるため、吸着膜が無

い場合と、吸着膜の厚さがそれぞれ、50 nm、100 nm、200 nm、

である場合について測定を行った。湿度 22％、温度 21℃の

一定下で、アルコールの滴下量を 10 L で行った。測定結果

を図 10 に示す。また、表 3 に、式(2)から求めた、それぞれ

の単位時間当たりの周波数変化率と算出したアルコール分

子付着量を示す。 

 吸着膜が無い場合の発振周波数の変化率は、吸着膜が形

成された場合に比べ、明らかに低い。従って、吸着膜の形

成された水晶振動子の方がアルコール分子の付着量が多く、

CuPc 薄膜が、アルコール分子の吸着膜として機能している

ことが分かる。 

 次に、吸着膜の膜厚の違いによる、発振周波数の変化を

比較する。膜厚による発振周波数の変化率には大きな差が

0 200 400 600 800 1000
-350

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0
 

 

O
sc

ill
at

io
n 

Fr
eq

ue
nc

y 
sh

ift
 Δ

f [
H

z]

Time t [s]

 5μL
 10μL
 15μL

 図 8 発振周波数の時間変化（湿度 52％） 

0 200 400 600 800 1000
-350

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0
 

 

O
sc

ill
at

io
n 

Fr
eq

ue
nc

y 
Sh

ift
 Δ

f [
H

z]

Time t [s]

 5μL
 10μL
 15μL

 

表 2 周波数変化率とアルコール分子付着量(湿度 22%) 

 5µL 10µL 15µL 

変化率[Hz/s] -0.258 -0.317 -0.344 

アルコール分子の 
付着量(×108 [個/s]) 4.35 5.34 5.80 

 

滴下量 

図 9 発振周波数の時間変化（湿度 22％） 

 5µL 10µL 15µL 

変化率[Hz/s] -0.212 -0.279 -0.334 

アルコール分子の 
付着量(×108 [個/s])  3.57 4.70 5.63 

 

表 1 周波数変化率とアルコール分子付着量(湿度 52%) 

滴下量 

49QCM 法によるアルコールセンシング



見られない。また、吸着膜の厚さと発振周波数の変化量の

大きさには、関係性は見られなかった。従って、水晶振動

子電極面へのアルコール分子の付着は、吸着膜表面のみで

あり、吸着膜の内部へは浸透していないものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. �と� 

 

 QCM 法は、化学反応方式に比べ、アルコール量の判定が

色ではなく、周波数の変化量で確認でき、定量的な判定が

できる。また、センサは使い捨てではなく、繰り返し測定

に使用することができる。 

 従来法による測定では、発振周波数が安定した定常状態

において行われる場合がほとんどであった[7]。それに対し

て、QCM 法は、初期の段階で発振周波数の変化によって、

アルコール量を判定できる可能性がある。 
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量子論における実在性と自由意志定理について

四王天 正臣

On Reality and The Free Will Theorem in Quantum Theory 

Masaomi SHIODEN 

Abstract: Quantum Mechanics that was formulated around 1925 can explain experimental results extremely well.  It’s leading 
faction advocates “Copenhagen interpretation”  which takes the position standing on positivism.  The possibility, however, that there 
are “hidden variables” in an underlying theory based on realism has been explored since the birth of quantum theory.  Accompanied by 
the development of experimental methods over the recent years, the possibility of the realism can now be discussed on the basis of 
experiments, not just theoretically.  Here we review the approach of realism and examine the implications of The Free Will Theorem
which was presented lately. 
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 量子力学は西暦 1900 年(以降、西暦を省略する)ドイツ

の Max Planck による作用量子の概念の導入を嚆矢とす

る前期量子論を基礎に、1925 年～1926 年頃、Werner  
Heisenberg  ( ド イ ツ ) に よ る 行 列 力 学 と  Erwin 
Schrödinger  (オーストリア) による波動力学を中心とし

て、一応の完成を見た。

 量子力学の建設に当っては、1905 年に光量子論で作用

量子の概念を積極的に活用し、この仕事が後の  Nobel  
Prize の受賞理由となった Albert  Einstein (ドイツ)、前

期量子論の頃から中心的指導者として活躍した  Niels  
Bohr  (デンマーク)、 Heisenberg の師匠で当初は行列を

知らなかった彼の発見が行列によって表現できることに

気付いた Max Born (ドイツ)、粒子の統計性を規定する排

他原理を提出した Wolfgang Pauli  (スイス)、反粒子の存

在を示唆した Paul  Adrien  Maurice  Dirac  (イギリス) 
を代表とする多くの優秀な物理学者が関与した。

 誕生して 100 年になろうとする量子力学であるが、今の

ところその理論に破綻が見られている訳ではなく、対象と

する実験結果を完全に説明できている。しかし、量子論の

生みの親の一人であった Einstein は、量子力学の成果を十

分に認めつつも、その波動関数による記述や確率法則につ

いて、それが本来の物理理論としては不完全であるという

考えを、1935 年に所謂 EPR 論文として有名な論文の中で

投げかけた[1] 。EPR 論文の議論の前提は、

「物理的実在のあらゆる要素は、その物理理論の中に必

ず一つの対応する部分をもっていなければならない。」

という「物理理論の完全性」と、

「一つの系を決して撹乱することなく、ある物理量の値

を確実に(即ち 1 に等しい確率で)予言できるならば、そ

の時、この物理量に対応する物理的実在の要素が存在し

ている。」

という「物理的実在」の条件である [1]。
 量子力学は、確率論的な意味では、それが対象とすべき

実験の全ての結果を再現することができるが、現在の量子

力学の主流とされる Bohr 達の所謂 Copenhagen 解釈では、

量子力学が現象の完全な記述になっているとみなし、実証

主義的姿勢をとっている。

 しかしながら、Einstein 達は、物理的実在と対応する古

典物理学的な決定論的理論になってこそ、完全な物理理論

であるとして、量子力学は不完全な理論であるという考え

を翻すことがなかった。

 この論文に対する議論としては、発表直後の 1935 年に

Bohr による反論、Schrödinger による所謂「シュレーディ

ンガーの猫」の論文などがあったが、1964 年になって John 
Bell が画期的な論文を提出した。その中で Bell が示した

ことは、EPR 論文で示唆されたと考えられるような、完

全性をもつ所謂「隠れた変数(hidden variable)」の理論が局

所性を持つためには、物理量の相関に対して Bell 不等式

が成り立つ必要があるということである[2]。隠れた変数

は、実在論的理論を構築するための必須の要素となるもの

である。

本稿では量子論における実在性に論点をおき、1967 年

に提出された Kochen-Specker の定理を紹介し、これをも

とに約 40 年を経た 2006 年および 2009 年、Simon Kochen
と John Conway が提唱した自由意志定理 (Free Will 
Theorem) について説明し、その妥当性についての議論と

ともに論評を加える。
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る前期量子論を基礎に、1925 年～1926 年頃、Werner  
Heisenberg  ( ド イ ツ ) に よ る 行 列 力 学 と  Erwin 
Schrödinger  (オーストリア) による波動力学を中心とし

て、一応の完成を見た。

 量子力学の建設に当っては、1905 年に光量子論で作用

量子の概念を積極的に活用し、この仕事が後の  Nobel  
Prize の受賞理由となった Albert  Einstein (ドイツ)、前

期量子論の頃から中心的指導者として活躍した  Niels  
Bohr  (デンマーク)、 Heisenberg の師匠で当初は行列を

知らなかった彼の発見が行列によって表現できることに

気付いた Max Born (ドイツ)、粒子の統計性を規定する排

他原理を提出した Wolfgang Pauli  (スイス)、反粒子の存

在を示唆した Paul  Adrien  Maurice  Dirac  (イギリス) 
を代表とする多くの優秀な物理学者が関与した。

 誕生して 100 年になろうとする量子力学であるが、今の

ところその理論に破綻が見られている訳ではなく、対象と

する実験結果を完全に説明できている。しかし、量子論の

生みの親の一人であった Einstein は、量子力学の成果を十

分に認めつつも、その波動関数による記述や確率法則につ

いて、それが本来の物理理論としては不完全であるという

考えを、1935 年に所謂 EPR 論文として有名な論文の中で

投げかけた[1] 。EPR 論文の議論の前提は、

「物理的実在のあらゆる要素は、その物理理論の中に必

ず一つの対応する部分をもっていなければならない。」

という「物理理論の完全性」と、

「一つの系を決して撹乱することなく、ある物理量の値

を確実に(即ち 1 に等しい確率で)予言できるならば、そ

の時、この物理量に対応する物理的実在の要素が存在し

ている。」

という「物理的実在」の条件である [1]。
 量子力学は、確率論的な意味では、それが対象とすべき

実験の全ての結果を再現することができるが、現在の量子

力学の主流とされる Bohr 達の所謂 Copenhagen 解釈では、

量子力学が現象の完全な記述になっているとみなし、実証

主義的姿勢をとっている。

 しかしながら、Einstein 達は、物理的実在と対応する古

典物理学的な決定論的理論になってこそ、完全な物理理論

であるとして、量子力学は不完全な理論であるという考え

を翻すことがなかった。

 この論文に対する議論としては、発表直後の 1935 年に

Bohr による反論、Schrödinger による所謂「シュレーディ

ンガーの猫」の論文などがあったが、1964 年になって John 
Bell が画期的な論文を提出した。その中で Bell が示した

ことは、EPR 論文で示唆されたと考えられるような、完

全性をもつ所謂「隠れた変数(hidden variable)」の理論が局

所性を持つためには、物理量の相関に対して Bell 不等式

が成り立つ必要があるということである[2]。隠れた変数

は、実在論的理論を構築するための必須の要素となるもの

である。

本稿では量子論における実在性に論点をおき、1967 年

に提出された Kochen-Specker の定理を紹介し、これをも

とに約 40 年を経た 2006 年および 2009 年、Simon Kochen
と John Conway が提唱した自由意志定理 (Free Will 
Theorem) について説明し、その妥当性についての議論と

ともに論評を加える。
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 本章ではまず、実験結果を全て再現している量子力学の

結果を正しいものとみなし、隠れた変数の理論が量子力学

を再現するにはどのような条件が必要か、ということにつ

いて考えることにする。

 決定論的な隠れた変数の理論には、何らかの決定因子と

いうものが存在し、その決定因子が決まれば全てが決まり、

物理量は実在していることになる。この決定因子を  で

表わすことにすると、 は一般的には変数の集合であり、

これを「隠れた変数」と呼ぶ。隠れた変数と呼ぶのは、こ

の変数が物理量の背後に在って、実験的に観測されるよう

な実証的な存在ではないからである。一方、量子力学にお

いては、これに対応するような決定因子は存在しない。

 一般的に、実験において測定対象に対応するものは「状

態」である。 これは量子力学においては、Hilbert 空間 H 
のベクトル  によって表わされる。即ち、   H で

ある。 

 隠れた変数の理論においては、状態  は決定因子の分

布関数(ensemble) に対応させることができる[3]。 隠れ

た変数の理論において、決定因子  の分布関数を )(
と書くと

       1)(  d   確率の規格化

       0)( 

という条件を満たし、量子力学と隠れた変数の理論は波動

関数 に対応する分布関数 )( を与えて関係をつける。

         )(

 量子力学と隠れた変数の理論との関係を纏めると次の

ようになる。

       量子力学     隠れた変数の理論

 決定因子  存在しない     隠れた変数
 状  態  : 波動関数      )( : 分布関数

                   : 統計集団 

 物 理 量 Â : Hermite 演算子 A : 抽象的量

 測 定 値 Â の固有値 a    aAv );(   

 以下では、 )();( AvAv   のように略記する。

 量子力学を再現するための隠れた変数の理論の可能性

は、EPR 論文が知られる前から議論されているが、John 
von Neumann の no-go 定理 (1932 年) により、量子力学

の再現は不可能だとされていた。しかしながらその後、こ

の定理は非可換で同時測定できない物理量を同時測定し

た時の関係式に対応させていて、不必要に厳しい条件を課

していることになり、妥当とは言えないことが明らかにさ

れている[4]。

 Kochen と Specker は 1967 年に発表した論文において、

新たな no-go 定理を提唱した[5]。
 その前提条件の 1 つは、同時測定可能な物理量の間の整

合性についての次の条件である。 

「同時測定可能(交換可能)な物理量、 CBA ˆ,ˆ,ˆ に対

して、 
 0),ˆ,ˆ,ˆ( CBAf が成り立つとき

量子力学の表現では、同時固有状態  に対して、

  0),,,(),ˆ,ˆ,ˆ(   cbafCBAf

となる。ここで、 cba ,, は物理量 CBA ˆ,ˆ,ˆ の固

有値である。この結果は実験的にも検証されているので、

隠れた変数の理論においても再現できなければならな

い。そこで隠れた変数の理論では、

  0)),(),(),(( CvBvAvf
 という関係式を満たさなければならない。」

 もう 1 つの前提条件は、非状況依存性(non-contextuality)
と呼ばれる次の条件である。

  物理量の組として、

    ,,,,,,,, NMLDCBA
があったとして、

    DCBA ˆ,ˆ,ˆ,ˆ   と   NMLA ˆ,ˆ,ˆ,ˆ
が、それぞれ可換な組だったとしたとき、

   )(),(),(),( DvCvBvAv
のように、物理量 DCBA ,,, を同時測定した結果で得

られた )(Av と、

   )(),(),(),( NvMvLvAv
のように、物理量 NMLA ,,, を同時測定した結果で得

られた )(Av の値は必ず一致する。

 この条件は、 A という物理量を何と一緒に測定するか

によらず測定値の値が定まるということ、すなわち測定値

の割付が状況に依存しないことを意味する。

 Kochen-Specker の定理は、上記の 2 つの前提条件を満た

すような隠れた変数の理論は、対応する量子力学系の次元

が 3 以上(dimH 3)の場合には存在しない、というもので

ある。

 その証明には、スピン 1 の粒子の例を用いる。スピン 1

の粒子に対して直交する 3 方向 zyx ,, 軸方向のスピン成

分の 2 乗
222 ˆ,ˆ,ˆ zyx sss を測定すると、常にいずれかの方向が

0 で他の 2 方向が 1、例えば、1, 0, 1 という値が得られる。

なぜなら、量子力学においては、成分の 2 乗のスピン演算

子
222 ˆ,ˆ,ˆ zyx sss は互いに交換し、それらの固有値が 0 と 1

であり、その総和は

  2ˆˆˆ 222  zyx sss

となるからである。ここで、次にあげる 3 つの性質をもつ

関数 )(wv を、1 0 1 関数と名付ける。

 (ⅰ) 3 次元の直交する 3 つの組について、1,0,1 の値が

いずれかの順序で割り当てられている。

 (ⅱ) いずれの互いに直角な 2 方向 yx, について、

   0)()(  yvxv  とすることはできない。

 (ⅲ) 反対方向を向いたいずれの組 w と w につ

いて、 )()( wvwv   となる。

 Kochen-Specker は直交する zyx ,, 軸方向をいろいろ回

転させて、回転した直交軸の中の 1 つが、既に存在してい

る直交軸のいずれかと一致するような選び方をして、各々

の軸に 1 か 0 を割り当てていくと、当初 117 番目の軸で矛

盾が出ることを見い出した。その矛盾点とは、はじめに 1
か 0 かを割り当た軸と回転後の軸が一致したような配置

において、今度は初めに割り当てた 1 または 0 と異なる数

値を当てはめないと、1 0 1 の性質が維持できない状況が

起こるということである。

Peres はこれに改良を加え、16 通りの直交軸の組に対し、

117 よりもずっと少ない 33 番目の軸で矛盾が起きること

を突き止め、1 0 1 関数は存在しないということを証明し

ている[6]。 これを、Peres 配置と呼ぶ。すなわち、上記

の 1 0 1 関数は数学的に存在しないことになる。

Kochen は、これから紹介する自由意志定理の論文の中

で、この Peres 配置で選ばれた 16 通りの直交軸の組に、

他の 24 通りの直交軸を合わせ、合計 40 通りの直交軸の組

を用いて議論を行っている。

 つまり、スピン 1 のような dimH = 3 の系では状況依

存性のないような測定値の割り当て(1 0 1 関数に対応)は
不可能であることになる。dimH > 3 の場合は、部分系と

して H の 3 次元部分空間を考えればよい。

参考のため、定理の条件をやや緩めて dimH 4 とした

場合の David Mermin による簡単な別証明を紹介してお

く[4][6][7]。

 それぞれスピン
2
1

をもつ、2 個の電子について、スピン

の各成分 zyxii
a ,,,  を測定することを考えてみる。

右上の添え字 )2,1( aa は電子の区別を表わす。す

なわち、

   1, 111 ,, zyx  と 1, 222 ,, zyx   

が、各々の電子のスピン演算子である。

このとき、同時に測定できる 3 つの物理量からなる 6
種類の組み合わせを作り、図 1 のようにそれらを 3 行、3
列に並べる。

 1
x 1   1 2

x 21
xx  

  1 2
y 1

y 1 21
yy  

21
yx   21

xy   21
zz  

        図 1 Mermin の魔方陣

  Pauli 行列の性質
2)( a

i = 1 や
a

z
a

y
a

x i  の関

係式を使えば、行や列の 3 つの組の演算子が、それぞれ可

換になつていることがわかる。ここで、行の組を掛けると、

1 1, 1 1, i 1 (－ i )1 となり、列の組を掛けると、

1 1, 1 1, i 1 i 1 となる。従って各々の組の測

定値の積は、第 3 列の－1 を除き、すべて 1 となる。 

v( 1
x 1) v (1 2

x ) v ( 21
xx   )

v( 1 2
y ) v( 1

y 1) v( 21
yy   )

v( 21
yx   ) v( 21

xy   ) v( 21
zz   )

  図 2 隠れた変数理論による物理量の値の割付

一方、隠れた変数の理論の方で各々の物理量に値を割り

付けると、図 2 のような表記になる。 測定結果を再現す

るためには、各欄にはそれぞれ 1 か －1 が入るはずであ

るが、上記の演算子の積の結果と、本章の初めに述べた整

合性条件より、行の組で同時測定した場合の測定結果を掛

けたものは、上から順番に 1, 1, 1 という値になるのに対

し、同様に列の組で同時測定した場合は、左から順番に

1, 1, －1 になることになる。しかしながら、9 つの欄の数

値を全部掛けることを考えると、行をもとにすれば 1 と

なり、列をもとにすれば －1 になり、掛け方の違いで結

果が異なることになって矛盾となる。(証明終わり)
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 本章ではまず、実験結果を全て再現している量子力学の

結果を正しいものとみなし、隠れた変数の理論が量子力学

を再現するにはどのような条件が必要か、ということにつ

いて考えることにする。

 決定論的な隠れた変数の理論には、何らかの決定因子と

いうものが存在し、その決定因子が決まれば全てが決まり、

物理量は実在していることになる。この決定因子を  で

表わすことにすると、 は一般的には変数の集合であり、

これを「隠れた変数」と呼ぶ。隠れた変数と呼ぶのは、こ

の変数が物理量の背後に在って、実験的に観測されるよう

な実証的な存在ではないからである。一方、量子力学にお

いては、これに対応するような決定因子は存在しない。

 一般的に、実験において測定対象に対応するものは「状

態」である。 これは量子力学においては、Hilbert 空間 H 
のベクトル  によって表わされる。即ち、   H で

ある。 

 隠れた変数の理論においては、状態  は決定因子の分

布関数(ensemble) に対応させることができる[3]。 隠れ

た変数の理論において、決定因子  の分布関数を )(
と書くと

       1)(  d   確率の規格化

       0)( 

という条件を満たし、量子力学と隠れた変数の理論は波動

関数 に対応する分布関数 )( を与えて関係をつける。

         )(

 量子力学と隠れた変数の理論との関係を纏めると次の

ようになる。

       量子力学     隠れた変数の理論

 決定因子  存在しない     隠れた変数
 状  態  : 波動関数      )( : 分布関数

                   : 統計集団 

 物 理 量 Â : Hermite 演算子 A : 抽象的量

 測 定 値 Â の固有値 a    aAv );(   

 以下では、 )();( AvAv   のように略記する。

 量子力学を再現するための隠れた変数の理論の可能性

は、EPR 論文が知られる前から議論されているが、John 
von Neumann の no-go 定理 (1932 年) により、量子力学

の再現は不可能だとされていた。しかしながらその後、こ

の定理は非可換で同時測定できない物理量を同時測定し

た時の関係式に対応させていて、不必要に厳しい条件を課

していることになり、妥当とは言えないことが明らかにさ

れている[4]。

 Kochen と Specker は 1967 年に発表した論文において、

新たな no-go 定理を提唱した[5]。
 その前提条件の 1 つは、同時測定可能な物理量の間の整

合性についての次の条件である。 

「同時測定可能(交換可能)な物理量、 CBA ˆ,ˆ,ˆ に対

して、 
 0),ˆ,ˆ,ˆ( CBAf が成り立つとき

量子力学の表現では、同時固有状態  に対して、

  0),,,(),ˆ,ˆ,ˆ(   cbafCBAf

となる。ここで、 cba ,, は物理量 CBA ˆ,ˆ,ˆ の固

有値である。この結果は実験的にも検証されているので、

隠れた変数の理論においても再現できなければならな

い。そこで隠れた変数の理論では、

  0)),(),(),(( CvBvAvf
 という関係式を満たさなければならない。」

 もう 1 つの前提条件は、非状況依存性(non-contextuality)
と呼ばれる次の条件である。

  物理量の組として、

    ,,,,,,,, NMLDCBA
があったとして、

    DCBA ˆ,ˆ,ˆ,ˆ   と   NMLA ˆ,ˆ,ˆ,ˆ
が、それぞれ可換な組だったとしたとき、

   )(),(),(),( DvCvBvAv
のように、物理量 DCBA ,,, を同時測定した結果で得

られた )(Av と、

   )(),(),(),( NvMvLvAv
のように、物理量 NMLA ,,, を同時測定した結果で得

られた )(Av の値は必ず一致する。

 この条件は、 A という物理量を何と一緒に測定するか

によらず測定値の値が定まるということ、すなわち測定値

の割付が状況に依存しないことを意味する。

 Kochen-Specker の定理は、上記の 2 つの前提条件を満た

すような隠れた変数の理論は、対応する量子力学系の次元

が 3 以上(dimH 3)の場合には存在しない、というもので

ある。

 その証明には、スピン 1 の粒子の例を用いる。スピン 1

の粒子に対して直交する 3 方向 zyx ,, 軸方向のスピン成

分の 2 乗
222 ˆ,ˆ,ˆ zyx sss を測定すると、常にいずれかの方向が

0 で他の 2 方向が 1、例えば、1, 0, 1 という値が得られる。

なぜなら、量子力学においては、成分の 2 乗のスピン演算

子
222 ˆ,ˆ,ˆ zyx sss は互いに交換し、それらの固有値が 0 と 1

であり、その総和は

  2ˆˆˆ 222  zyx sss

となるからである。ここで、次にあげる 3 つの性質をもつ

関数 )(wv を、1 0 1 関数と名付ける。

 (ⅰ) 3 次元の直交する 3 つの組について、1,0,1 の値が

いずれかの順序で割り当てられている。

 (ⅱ) いずれの互いに直角な 2 方向 yx, について、

   0)()(  yvxv  とすることはできない。

 (ⅲ) 反対方向を向いたいずれの組 w と w につ

いて、 )()( wvwv   となる。

 Kochen-Specker は直交する zyx ,, 軸方向をいろいろ回

転させて、回転した直交軸の中の 1 つが、既に存在してい

る直交軸のいずれかと一致するような選び方をして、各々

の軸に 1 か 0 を割り当てていくと、当初 117 番目の軸で矛

盾が出ることを見い出した。その矛盾点とは、はじめに 1
か 0 かを割り当た軸と回転後の軸が一致したような配置

において、今度は初めに割り当てた 1 または 0 と異なる数

値を当てはめないと、1 0 1 の性質が維持できない状況が

起こるということである。

Peres はこれに改良を加え、16 通りの直交軸の組に対し、

117 よりもずっと少ない 33 番目の軸で矛盾が起きること

を突き止め、1 0 1 関数は存在しないということを証明し

ている[6]。 これを、Peres 配置と呼ぶ。すなわち、上記

の 1 0 1 関数は数学的に存在しないことになる。

Kochen は、これから紹介する自由意志定理の論文の中

で、この Peres 配置で選ばれた 16 通りの直交軸の組に、

他の 24 通りの直交軸を合わせ、合計 40 通りの直交軸の組

を用いて議論を行っている。

 つまり、スピン 1 のような dimH = 3 の系では状況依

存性のないような測定値の割り当て(1 0 1 関数に対応)は
不可能であることになる。dimH > 3 の場合は、部分系と

して H の 3 次元部分空間を考えればよい。

参考のため、定理の条件をやや緩めて dimH 4 とした

場合の David Mermin による簡単な別証明を紹介してお

く[4][6][7]。

 それぞれスピン
2
1

をもつ、2 個の電子について、スピン

の各成分 zyxii
a ,,,  を測定することを考えてみる。

右上の添え字 )2,1( aa は電子の区別を表わす。す

なわち、

   1, 111 ,, zyx  と 1, 222 ,, zyx   

が、各々の電子のスピン演算子である。

このとき、同時に測定できる 3 つの物理量からなる 6
種類の組み合わせを作り、図 1 のようにそれらを 3 行、3
列に並べる。
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        図 1 Mermin の魔方陣

  Pauli 行列の性質
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z
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x i  の関

係式を使えば、行や列の 3 つの組の演算子が、それぞれ可

換になつていることがわかる。ここで、行の組を掛けると、

1 1, 1 1, i 1 (－ i )1 となり、列の組を掛けると、

1 1, 1 1, i 1 i 1 となる。従って各々の組の測

定値の積は、第 3 列の－1 を除き、すべて 1 となる。 
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  図 2 隠れた変数理論による物理量の値の割付

一方、隠れた変数の理論の方で各々の物理量に値を割り

付けると、図 2 のような表記になる。 測定結果を再現す

るためには、各欄にはそれぞれ 1 か －1 が入るはずであ

るが、上記の演算子の積の結果と、本章の初めに述べた整

合性条件より、行の組で同時測定した場合の測定結果を掛

けたものは、上から順番に 1, 1, 1 という値になるのに対

し、同様に列の組で同時測定した場合は、左から順番に

1, 1, －1 になることになる。しかしながら、9 つの欄の数

値を全部掛けることを考えると、行をもとにすれば 1 と

なり、列をもとにすれば －1 になり、掛け方の違いで結

果が異なることになって矛盾となる。(証明終わり)
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 Kochen-Specker の定理が提出されてから約 40 年後、

Kochen は John Conway と共に、自由意志定理という新た

な定理についての論文を発表した[8][9]。その前提は、以

下の 3 つである。

 

(1) SPIN の公理

    3 つの直交方向についてスピン 1 の粒子のスピン

成分の 2 乗を測定すると、必ず 1, 0, 1 という値が、

いずれかの順序で得られる。

 Kochen-Specker の定理でも用いられた、この SPIN の公

理は量子力学と実測から支持されるものであって、疑いを

挟む研究者は居ない。

(2) TWIN の公理

対をなしているスピン 1 の粒子 ba, があって、測

定者 Aは粒子 a の 3 つの直交方向 zyx ,, 軸方向

について、その成分の 2 乗を 3 つ測定し、測定者 B
は粒子b の 1 つの方向 w について測定したとする。

そのとき、もし w がたまたま zyx ,, 軸方向の 1
つと同じ方向であれば、測定者 B の測定は必然的

に測定者 A の相当する測定結果と同じ結果を与え

る。

 そのような状態は、量子力学では、 a の粒子を w 方向

に測定したときにスピンが 1 であることを 1a
wS

と書くことにすると、次の量子もつれ状態  ( entangled 
state )  
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で与えられる。

(3) MIN の公理

 測定者 A と測定者 B とによってなされた実験が、

空間的に隔てられていたとする。測定者 B が 33 の

特定の方向のどれか 1 つ w を選んだとすると、 a
という測定値はこの選択とは独立している。 

同様に、測定者 Aは w としてとりうる 40 通りの

zyx ,, という 3 つの組のいずれか 1 つを自由に選

ぶことができて、 b という測定値はこの前提とは

独立である。

 この性質の実測による完全な検証は困難であるが、情報

の伝達が真空中の光速を超えられないことは特殊相対論

の前提であり、これに反する実験的事実は今のところ見つ

かっていない。

 自由意志定理の主張は次のとおりである。

  「任意の 3 方向成分の測定に対するスピン 1 の粒子の

応答は自由である。即ち、与えられたいかなる慣性系

に関しても、その慣性系でこの応答よりも以前の宇宙

空間部分の性質の関数にはなっていない。」

 

 証明の概要は以下の通りである。

 今、図 3 のように、慣性系 F 系、G 系という 2 つの光円

錐があって、

       F 系          G 系

       a             b
zyx ,,                    w

                           

光円錐       光円錐

   図 3 2 つの系の測定粒子と光円錐の関係

空間的に離れた 2 点 ba, にある粒子についての測定を行

うことを考える。

 それぞれの光円錐内の過去の情報を  , とし、  ,
をそれぞれの 2 点 ba, で測定する軸方向以外の要因とす

る。もし、F 系における a 地点での測定結果が決定論的に

決まっているとすれば、

     )( F
a = );,,,(  wzyxF

a

のように書ける。空間的に離れているので MIN の公理に

より、情報は光速を超えて伝わらないから、 )( F
a

は w には依らない。また、 を固定してしまえば、測定

結果は zyx ,, のみに依存する。

 一方、 )( G
b についても、

     )( G
b = );,,,(  wzyxG

b

と書けるが、空間的に離れているので、この値は zyx ,, に

は依存せず、  を固定しても、MIN の公理により w は

自由に選択できる。したがって、それぞれ測定結果は、

   )( F
a =  ),,(),,,(),,,( zyxvzyxvzyxv zyx

 )( G
b =  )(wvw

の形に書くことができる。

 ここで、TWIN の公理により、もし w が zyx ,, のいず

れかと同じであれば、測定結果は同じでなければならない。

即ち、

    )(),,( wvzyxvxw wx 

    )(),,( wvzyxvyw wy 

    )(),,( wvzyxvzw wz 

となる。SPIN の公理により )( F
a は、

         0,1,1,1,0,1,1,1,0)(  F
a

のいずれかであり、このことは、 )(wvw が、1 0 1 関数で

あることを意味するが、これは Kochen－Specker の定理に

よって否定される。すなわち、決定論的に測定結果が決ま

るという仮定が誤っていることになり、定理の主張が導か

れる。

 

提唱者である Kochen と Conway は、この定理は

「測定者が、ある自由意志 ( free will ) をもって測定

装置を設置したり測定対象の物理量を選択できるのと

全く同じ意味合いで、測定される粒子達も測定結果を定

める自由を持っている。」

ことを意味していると述べている[9]。
 ”free will” を日本語に翻訳して「自由意志」と表現する

と、誤解を招き易いとも思われるが、これは、粒子のスピ

ンの値を、あたかも粒子が自分自身で決めている、という

ニュアンスで表現したに過ぎない。

 このことは、もし、 zyx ,, 軸や w 軸を選択することを

測定者ではなく擬似乱数発生装置付きのコンピューター

に置き換えても彼らの証明は有効であるだろう。2006 年

の彼らの論文[8]で指摘されているとおり、決定論者がこ

の選択は時間の始まり以来決まっていたと主張するので

あれば、乱数発生装置を選ぶために自由意志は依然として

必要であることになる。ただし、Peres 配置からある方向

を測定者が選ぶことは、完全に自由で独立な行為であるが、

粒子の持つ自由度について推定される幅は、TWIN の公理

によって制限されている。

 歴史的には、この種の相関はたいへん驚くべきものであ

って、多くの研究者は一方の粒子が他方の粒子に影響を与

える結果として説明しようとするが、Kochen 達は論文[8]
で論じたように、相関は相対論的に不変であり、そのよう

な説明は適当ではないと指摘している。

 「決定論(determinism)」に代わる物として、「ランダム

(randomness)」という表現を挙げる研究者達がいるが、認

められるようなランダムは、現実には自由意志を理解する

助けにはならない。コイン投げのような古典的確率過程が

自由意志を説明する助けにはならないことは真実である

が、加えてランダムもまた、この定理で述べられる量子力

学的効果を説明しない。正確に言えば、TWIN 公理に従う

半自由な粒子、もっと一般的に言えば量子もつれ状態の性

質に対して、古典的確率論とはかなり異なった何かが働い

ているのである。

 自由意志定理は決定論の破綻を示唆しているが、それで

も Einstein の「神は宇宙でサイコロを振らない」という主

張を認める余地を残している。現在までの知識に於いて、

粒子と人間の間の自由決定の関係を理解することは人間

の能力を超えているが、そのどちらでもない自由意志とい

うものは単にランダムとして説明される。

 人間の自由意志と物理的な決定論の間の葛藤には長い

歴史があり、多くの哲学者や科学者が決定論を採用するに

到ったのは、とりわけ現代物理学から遠く離れた分野に於

いて、決定論的古典物理学が大きな成功を収めたからであ

った。

 Kochen 達はもし決定論が正式に証明されるのであれば、

それは古典物理学が、決定論的理論ではない量子力学によ

ってとって代わられたという事実を支持するような証拠

は何も無いことになると指摘している。自由意志定理の趣

旨は、現代の量子力学のみならず世界自身が決定論的では

ないということを表わすことにある。

 以上が自由意志定理を提唱した Kochen 達の議論である。

これに対して、たとえば Nicolas Gisin は今年に入って

以下のようなコメントを寄せている[10]。
 自由意志定理を提唱した Conway と Kochen は、

○ 実験者が自由に測定装置を制御できる

○ Bell 不等式の破れを含む、既によく検証された状

況において量子論と特殊相対論は正しい予言を

する

ことを仮定をしている。そして、Conway と Kochen の主

張は 2006 年に Tumulka が提出した隠れた変数のモデルと
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つと同じ方向であれば、測定者 B の測定は必然的

に測定者 A の相当する測定結果と同じ結果を与え
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 そのような状態は、量子力学では、 a の粒子を w 方向
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(3) MIN の公理

 測定者 A と測定者 B とによってなされた実験が、

空間的に隔てられていたとする。測定者 B が 33 の

特定の方向のどれか 1 つ w を選んだとすると、 a
という測定値はこの選択とは独立している。 

同様に、測定者 Aは w としてとりうる 40 通りの

zyx ,, という 3 つの組のいずれか 1 つを自由に選

ぶことができて、 b という測定値はこの前提とは

独立である。

 この性質の実測による完全な検証は困難であるが、情報

の伝達が真空中の光速を超えられないことは特殊相対論

の前提であり、これに反する実験的事実は今のところ見つ

かっていない。

 自由意志定理の主張は次のとおりである。

  「任意の 3 方向成分の測定に対するスピン 1 の粒子の

応答は自由である。即ち、与えられたいかなる慣性系

に関しても、その慣性系でこの応答よりも以前の宇宙

空間部分の性質の関数にはなっていない。」

 

 証明の概要は以下の通りである。
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錐があって、
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空間的に離れた 2 点 ba, にある粒子についての測定を行

うことを考える。

 それぞれの光円錐内の過去の情報を  , とし、  ,
をそれぞれの 2 点 ba, で測定する軸方向以外の要因とす

る。もし、F 系における a 地点での測定結果が決定論的に
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は依存せず、  を固定しても、MIN の公理により w は

自由に選択できる。したがって、それぞれ測定結果は、

   )( F
a =  ),,(),,,(),,,( zyxvzyxvzyxv zyx

 )( G
b =  )(wvw

の形に書くことができる。

 ここで、TWIN の公理により、もし w が zyx ,, のいず
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える結果として説明しようとするが、Kochen 達は論文[8]
で論じたように、相関は相対論的に不変であり、そのよう

な説明は適当ではないと指摘している。

 「決定論(determinism)」に代わる物として、「ランダム

(randomness)」という表現を挙げる研究者達がいるが、認

められるようなランダムは、現実には自由意志を理解する

助けにはならない。コイン投げのような古典的確率過程が

自由意志を説明する助けにはならないことは真実である

が、加えてランダムもまた、この定理で述べられる量子力

学的効果を説明しない。正確に言えば、TWIN 公理に従う

半自由な粒子、もっと一般的に言えば量子もつれ状態の性

質に対して、古典的確率論とはかなり異なった何かが働い

ているのである。

 自由意志定理は決定論の破綻を示唆しているが、それで

も Einstein の「神は宇宙でサイコロを振らない」という主

張を認める余地を残している。現在までの知識に於いて、

粒子と人間の間の自由決定の関係を理解することは人間

の能力を超えているが、そのどちらでもない自由意志とい

うものは単にランダムとして説明される。

 人間の自由意志と物理的な決定論の間の葛藤には長い

歴史があり、多くの哲学者や科学者が決定論を採用するに

到ったのは、とりわけ現代物理学から遠く離れた分野に於

いて、決定論的古典物理学が大きな成功を収めたからであ

った。

 Kochen 達はもし決定論が正式に証明されるのであれば、

それは古典物理学が、決定論的理論ではない量子力学によ

ってとって代わられたという事実を支持するような証拠

は何も無いことになると指摘している。自由意志定理の趣

旨は、現代の量子力学のみならず世界自身が決定論的では

ないということを表わすことにある。

 以上が自由意志定理を提唱した Kochen 達の議論である。

これに対して、たとえば Nicolas Gisin は今年に入って

以下のようなコメントを寄せている[10]。
 自由意志定理を提唱した Conway と Kochen は、

○ 実験者が自由に測定装置を制御できる

○ Bell 不等式の破れを含む、既によく検証された状

況において量子論と特殊相対論は正しい予言を

する

ことを仮定をしている。そして、Conway と Kochen の主

張は 2006 年に Tumulka が提出した隠れた変数のモデルと
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矛盾するように見えると指摘している[11]。 Gisin は、

「共変な量子過程とはどういうことを示しているのか」

という点について、非常に異なった理解や解釈が存在し、

このことが矛盾や混乱の原因になっていると指摘する。

 しかし、確率分布は共変であるが、波動関数の収縮や実

在化(realization)は共変ではないことを認識すれば、矛盾は

なくなると議論している。

さてここで、自由意志定理の証明の際に前提とした 3
つの公理の中の MIN の公理を、

  (3－1) 情報は光速を超えて伝わらない

    (3－2) 測定者には

   「測定装置を自由に制御できる」

   「測定する物理量を自由に選択できる」

    という自由意志がある。

の二つに分けてみよう。

 自由意志定理を導く際、公理(1),(2)は疑う余地がないが、

その上で暗黙の仮定として関数仮説(決定論)を前提とし

ていた。したがって、もし決定論を否定しないとすれば、

(3－2)の測定者の自由意志の前提が破れていることにな

る[12]。すなわち、Conway と Kochen の主張は反語的な形

で、粒子の自由意志という少なからず衝撃的な表現を前面

に出しつつ、その意図するところは決定論的な実在性の否

定であると考えられる。

 Kochen-Specker の定理を基づいた、Conway と Kochen
による自由意志定理を紹介し、その結果に対する議論の一

端を提示した。自由意志定理は最近提出された定理であり、

この評価については、まだ研究者の間で議論が続けられて

いる。

 もし、宇宙が現在の主流の考え方、Big Bang によって

130 億年前頃に、非常に小さい領域から膨張を続けて形成

されてきたということが真実であれば、

基本粒子→素粒子→原子→分子→物質→宇宙

という階層の進化の方向で、その階層における物理理論が

構成されていく過程を辿ることが自然である。人類という

物質の階層に住む我々が地球の近傍に於いて、最初に物理

学を創始したため、初めに出来上がった物理学がたまたま、

現在表現するところの古典物理学になっただけである。

 仮に、基本粒子や素粒子が自ら物理学を構成できたとす

れば、おそらく現在我々が手に入れた量子場の理論や量子

力学よりも透徹したすっきりした理論体系になっていた

だろう。

 筆者は大学時代から大学院時代にかけて、基本粒子や素

粒子の行動にも何かの指導原理が働き、たとえば仮に粒子

心理学(particle psychology)というような表現が当てはま

るような考え方が可能なのではないかと模索したことが

ある。しかしながら、それを推し進める前方には、実在論

と実証論の大きく厚い鉄壁が立ち塞がり、具体化すること

は困難であった。

 大学院にて高エネルギー物理学実験の研究室に配属に

なり、TRISTAN 実験に参加して Detector Simulator の作成

や物理現象の Monte Carlo Simulation にも携わってきた。

Simulation においては、それぞれの粒子反応についての実

験結果の集積や確認されている理論、検出装置の寸法、位

置関係、検出効率、分解能などの情報が前提条件として入

力されるわけであるが、そういう点を考えてみたとき、

Simulationがある意味では筆者が思い描いた粒子心理学に

近いものではないかと考えるようになった。

 最近の実験技術の進歩によって、かつては思考実験の域

に止まっていた量子基礎論に関する実験が実施可能にな

ってきている。もし、Conway と Kochen が主張するよう

に、粒子があたかも自由意志をもつように見えるという自

由意志定理が確定されれば、従来とは異なる角度から基本

粒子や素粒子の世界が記述できる可能性があるであろう。
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EPR 論文と現在から見たその意義について(Ⅰ)

四王天 正臣

On the paper by EPR and its significance today(Ⅰ)

Masaomi SHIODEN 

Abstract: The tendency to understand more profoundly the basis of qunntum mechanics has become prominent lately along with the 
development of quantum information and computation.  Accordingly, the famous paper written by A.Einstein, B.Podolsky and 
N.Rosen (EPR) that had influenced deeply the discussion on the basis of quantum mechanics is now being cited quite frequently in the 
literature.  We review the background of the EPR paper and its significance from the viewpoint of today.

�� ���に 

 量子力学は西暦 1900 年(以降、西暦を省略する)ドイツ

の Max Planck による作用量子の概念の導入から始まっ

た前期量子論を基礎に、1925 年～1926 年頃、Werner  
Heisenberg  ( ド イ ツ ) に よ る 行 列 力 学 と  Erwin 
Schrödinger  (オーストリア) による波動力学を中心とし

て、一応の完成を見た。

 量子力学の建設に当っては、前期量子論の頃から Niels  
Bohr  (デンマーク ) が中心的指導者として活躍し、

Heisenberg 、 Wolfgang Pauli  ( スイス ) 、 Paul  Adrien  
Maurice  Dirac  (イギリス) を代表とする多くの優秀な

物理学者が関与した。

 現在、量子力学の主流と考えられているのは、Bohr が

推し進めた実証論的手法をとる、所謂 Copenhagen 解釈に

基づく理論体系である。

 一方、1905 年に光量子論で作用量子の概念を積極的に

活用し、この仕事が後の Nobel  Prize の受賞理由となっ

た Albert  Einstein (ドイツ) は、光量子論の他にも

    1907 年 比熱の量子論                 

    1917 年 輻射の量子論、量子カオス

1924 年 ボーズ・アインシュタイン凝縮

        1935 年  EPR 論文 [1] 
など、量子論関係でも第一級の業績が複数存在している

[2][3]。
このように、Einstein は量子論の建設期にあって、中心

的な役割を果たしてきたが、完成した量子力学には不満足

であって、この意向は終生変わらなかった。

EPR論文は 1935年に、Einsteinが B.Podolsky と N.Rosen 
と共に、Copenhagen 解釈における波動関数や確率法則に

従う理論体系に異を唱える形で提出されたものである。こ

れは、Einstein がもともと考えていたアイデアを、若い学

生の Rosen の発案で論文にまとめることになり、三人で議

論した結果を、Podolsky が英文の論文にして発表したのが

経緯のようである[2][4]。

 近年になって、実験技術の向上により、今までは物理実

験として実施できなかった実験が実施可能になってきた

という事情や、量子力学的発想に基づく量子情報理論や量

子コンピュ－タ－の研究が活発になってきている現在、量

子力学の基礎をしっかり解明し把握しておくことが重要

であるという認識が高まってきている[5]。
このような趨勢のため、EPR 論文は近年、引用件数が

増え、Einstein の論文の中でもその回数が最も多くなって

いるばかりでなく、すべての物理学の論文においても、最

も引用件数の多い論文の一つに数えられている[5][6][7]。
 筆者は、本彙報に掲載予定の別の論文にて、量子基礎論

の分野で最近提出され、まだ日本にはあまり紹介されてい

ない The  Free  Will  Theorem  (自由意志定理) の紹介

とそれに関する考えを述べる予定である。 それが、量子

基礎論の研究分野においてどのような位置を占めている

ものかという背景説明が必要と考えられるため、本稿によ

って、その背景の梗概を提供したい。

 筆者はまた、ここ数年来、専攻科 2 学年の「科学技術史」

の「電気・電子分野」を担当しており、20 世紀における

科学全体の基礎となっている物理学の最先端領域の発展

の状況についても重要な部分として講義の中で紹介して

いる。

  かつて Einstein は「ほとんどの科学史家は文献考証学

者であり、物理学者が何をねらいどのように思索し、い

かにその問題と格闘したかを理解しない」と言い、また、

物理学者についてはその多くが物理の歴史をみるさい

に”歴史的感覚”を欠いているということも指摘してい

る[8][9]。

このような評価は他の物理学者からも聞いたことがあ

る。そこで、この点に留意しながら、何回かに分けて、量

子基礎論に関する研究の進展の過程を紹介し、それに論評

を加えていこうと考える。 
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矛盾するように見えると指摘している[11]。 Gisin は、
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 しかし、確率分布は共変であるが、波動関数の収縮や実

在化(realization)は共変ではないことを認識すれば、矛盾は

なくなると議論している。

さてここで、自由意志定理の証明の際に前提とした 3
つの公理の中の MIN の公理を、

  (3－1) 情報は光速を超えて伝わらない

    (3－2) 測定者には

   「測定装置を自由に制御できる」

   「測定する物理量を自由に選択できる」

    という自由意志がある。

の二つに分けてみよう。

 自由意志定理を導く際、公理(1),(2)は疑う余地がないが、

その上で暗黙の仮定として関数仮説(決定論)を前提とし

ていた。したがって、もし決定論を否定しないとすれば、

(3－2)の測定者の自由意志の前提が破れていることにな

る[12]。すなわち、Conway と Kochen の主張は反語的な形

で、粒子の自由意志という少なからず衝撃的な表現を前面

に出しつつ、その意図するところは決定論的な実在性の否

定であると考えられる。

 Kochen-Specker の定理を基づいた、Conway と Kochen
による自由意志定理を紹介し、その結果に対する議論の一

端を提示した。自由意志定理は最近提出された定理であり、

この評価については、まだ研究者の間で議論が続けられて

いる。

 もし、宇宙が現在の主流の考え方、Big Bang によって
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という階層の進化の方向で、その階層における物理理論が
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物質の階層に住む我々が地球の近傍に於いて、最初に物理

学を創始したため、初めに出来上がった物理学がたまたま、

現在表現するところの古典物理学になっただけである。

 仮に、基本粒子や素粒子が自ら物理学を構成できたとす

れば、おそらく現在我々が手に入れた量子場の理論や量子

力学よりも透徹したすっきりした理論体系になっていた

だろう。

 筆者は大学時代から大学院時代にかけて、基本粒子や素

粒子の行動にも何かの指導原理が働き、たとえば仮に粒子

心理学(particle psychology)というような表現が当てはま

るような考え方が可能なのではないかと模索したことが

ある。しかしながら、それを推し進める前方には、実在論

と実証論の大きく厚い鉄壁が立ち塞がり、具体化すること

は困難であった。

 大学院にて高エネルギー物理学実験の研究室に配属に

なり、TRISTAN 実験に参加して Detector Simulator の作成

や物理現象の Monte Carlo Simulation にも携わってきた。

Simulation においては、それぞれの粒子反応についての実

験結果の集積や確認されている理論、検出装置の寸法、位

置関係、検出効率、分解能などの情報が前提条件として入

力されるわけであるが、そういう点を考えてみたとき、

Simulationがある意味では筆者が思い描いた粒子心理学に

近いものではないかと考えるようになった。

 最近の実験技術の進歩によって、かつては思考実験の域

に止まっていた量子基礎論に関する実験が実施可能にな

ってきている。もし、Conway と Kochen が主張するよう
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推し進めた実証論的手法をとる、所謂 Copenhagen 解釈に

基づく理論体系である。

 一方、1905 年に光量子論で作用量子の概念を積極的に

活用し、この仕事が後の Nobel  Prize の受賞理由となっ

た Albert  Einstein (ドイツ) は、光量子論の他にも

    1907 年 比熱の量子論                 

    1917 年 輻射の量子論、量子カオス

1924 年 ボーズ・アインシュタイン凝縮

        1935 年  EPR 論文 [1] 
など、量子論関係でも第一級の業績が複数存在している

[2][3]。
このように、Einstein は量子論の建設期にあって、中心

的な役割を果たしてきたが、完成した量子力学には不満足

であって、この意向は終生変わらなかった。

EPR論文は 1935年に、Einsteinが B.Podolsky と N.Rosen 
と共に、Copenhagen 解釈における波動関数や確率法則に

従う理論体系に異を唱える形で提出されたものである。こ

れは、Einstein がもともと考えていたアイデアを、若い学

生の Rosen の発案で論文にまとめることになり、三人で議

論した結果を、Podolsky が英文の論文にして発表したのが

経緯のようである[2][4]。

 近年になって、実験技術の向上により、今までは物理実

験として実施できなかった実験が実施可能になってきた

という事情や、量子力学的発想に基づく量子情報理論や量

子コンピュ－タ－の研究が活発になってきている現在、量

子力学の基礎をしっかり解明し把握しておくことが重要

であるという認識が高まってきている[5]。
このような趨勢のため、EPR 論文は近年、引用件数が

増え、Einstein の論文の中でもその回数が最も多くなって

いるばかりでなく、すべての物理学の論文においても、最

も引用件数の多い論文の一つに数えられている[5][6][7]。
 筆者は、本彙報に掲載予定の別の論文にて、量子基礎論

の分野で最近提出され、まだ日本にはあまり紹介されてい

ない The  Free  Will  Theorem  (自由意志定理) の紹介

とそれに関する考えを述べる予定である。 それが、量子

基礎論の研究分野においてどのような位置を占めている

ものかという背景説明が必要と考えられるため、本稿によ

って、その背景の梗概を提供したい。

 筆者はまた、ここ数年来、専攻科 2 学年の「科学技術史」

の「電気・電子分野」を担当しており、20 世紀における

科学全体の基礎となっている物理学の最先端領域の発展

の状況についても重要な部分として講義の中で紹介して

いる。

  かつて Einstein は「ほとんどの科学史家は文献考証学

者であり、物理学者が何をねらいどのように思索し、い

かにその問題と格闘したかを理解しない」と言い、また、

物理学者についてはその多くが物理の歴史をみるさい

に”歴史的感覚”を欠いているということも指摘してい

る[8][9]。

このような評価は他の物理学者からも聞いたことがあ

る。そこで、この点に留意しながら、何回かに分けて、量

子基礎論に関する研究の進展の過程を紹介し、それに論評

を加えていこうと考える。 
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 EPR 論文が発表されるまでの経緯について、文献[10]
の解説を参考にしながら辿ることにする。

 Einstein と Bohr が初めて直接に会って話を交わしたの

は、1920 年の春、Bohr がベルリンを訪れた際といわれる。

 1927 年 10 月 24 日から 29 日までブリュッセルで開催さ

れた第 5 回ソルヴェイ会議において、Einstein は会議では

公式の報告をせず、討論でも「あまり量子力学に通じてお

りませんので」と言って、確率解釈に控えめな異論を唱え

たのみであったようだが、その場に居合わせた Stern の回

想によれば、毎朝、朝食時に量子力学ではうまく説明がつ

かないような巧妙な思考実験を考えてきては、夕食時に

Bohr がそれに解答を与えるというようなことが続けられ

たとある。

 その頃のEinsteinは主に不確定性関係に対する反例を挙

げて、Copenhagen 解釈の矛盾点を突こうとしていたよう

である。

 1930 年に開催された第 6 回ソルヴェイ会議において

Einstein は光子箱の質量測定という、エネルギーと時間の

間の不確定性関係に関する思考実験を持ち出してきた。会

議に参加していた Rosenfeld の回想によると、Bohr は即座

に解答を見い出すことができず、大変なショックを受けた

ようだとある。それでも Bohr は一晩考えて、重力場中の

時計の進みの変化というEinsteinの重力理論を利用して反

論し、この会議こそは Bohr‐Einstein 論争の最大のハイラ

イトとなる。

 これ以後Einsteinは不確定性関係についての反例を挙げ

ることを諦め、量子力学の物理理論としての不完全性を指

摘する方法に方向を変えたようである。そして、1933 年

にアメリカに渡り、1935 年に所謂 EPR 論文を発表する運

びとなる。

�� EPR ����� 

 原論文およびその翻訳[1]と文献[10]の解説に基づいて、

少し長くなるが、次回以降の議論の基礎となるので、論文

の概要を纏めておくことにする。

 

  ある物理理論の成功の度合を判定しようとするとき、

(1) この理論は正しいか？

(2) この理論によって与えられる記述は完全である

か？

という疑問を提示し、この二つの疑問に 肯定的に回答

が与えられる場合に限り、この理論は満足すべき理論で

あると言えると考える。

  完全な理論にとって必要な要請は、

「物理的実在のあらゆる要素は、その物理理論の中に

必ず一つの対応する部分をもっていなければならな

い。」

という「完全性」の条件である。

 この中の「物理的実在」の要素とは、

「一つの系を決して撹乱することなく、ある物理量の

値を確実に(即ち 1 に等しい確率で)予言できるならば、

その時、この物理量に対応する物理的実在の要素が存在

している。」という規準を用いて設定する。

量子力学においては、通常、「一つの粒子の運動量が

知られているときは、その座標は決して物理的実在性を

もたない。」と結論する。もっと一般的には、交換可能

ではない二つの物理量の一方についての正確な知識が

他方についての正確な知識を排除することを示すこと

ができる。

このことから、

(1) 波動関数によって与えられる実在についての量

子力学的記述は完全でない

 か、

(2) 二つの物理量に対応する演算子は、それらが交換

可能でないときは、同時には実在性をもちえない

 かのいずれかであることが導かれる。

  いま、二つの系ⅠとⅡとがあって、時刻 0t から

Tt  までの間、相互作用があり、その後はなんら相互

作用がないものとする。 0t における二つの系の状態

を知っていると仮定すると、 0t の任意の時刻、特に

Tt  の任意の時刻における、この合成系Ⅰ+Ⅱの状態

は、Schrödinger 方程式を使って計算することができる。

その状態に対応する波動関数を ),( 21 xx で表わすこ

とにする。

  系 Ⅰ に 属 し た あ る 物 理 量 A の 固 有 値 を

,,, 321 aaa とし、それに対応する固有関数を

),(),(),( 131211 xuxuxu とする。そうすると、 1x
の関数であるとみなしたときの ),( 21 xx は

   )()(),( 12
1

21 xuxxx n
n

n




       (1)

 のように展開できる。

  同様に系Ⅰに属した別の物理量 B の固有値を

,,, 321 bbb とし、それに対応する固有関数を

),(),(),( 131211 xvxvxv とする。そうすると、 1x の

関数であるとみなしたときの ),( 21 xx は同様に

   )()(),( 12
1

21 xvxxx s
s

s




            (2) 

 となる。

  いま、系Ⅰの物理量 A を測定して、その値が ma であ

ったとすると、二つの系Ⅰ＋Ⅱの波動関数は

   )()(),( 1221 xuxxx mm              (3) 

 に収縮する。 同様に、系Ⅰの物理量 B を測定して、

その値が rb であったとすると、二つの系Ⅰ＋Ⅱの波動

関数は

   )()(),( 1221 xvxxx rr              (4) 

 に収縮する。したがって、系Ⅱの状態は、物理量 A を

測定した場合は関数 )( 2xm で表わされ、物理量 B を

測定して場合では関数 )( 2xr で表わされる。

  このことは、系Ⅰに対して行われた異なる二つの測定

の結果、系Ⅱにおいては二つの異なった波動関数をもっ

た状態になる。ところが、 Tt  では二つの系は、もは

や相互作用していないので、系Ⅰにたいして、いかなる

 測定をしたとしても、系Ⅱにはなんら影響がないはずで

ある。このことは、系Ⅱにおける同一の実在に対し、異

なった波動関数を対応させることができたことを意味

する。  

  EPR 論文でとりあげられている波動関数は

pdpxxx
h

ixx )exp()2exp(),( 02121  




                            

( 0x は定数)    (5) 

で、A が第一粒子の運動量であれば、その固有関数は、

固有値 p に対して

  11 )2exp()( px
h

ixu p


         (6)

となる。ここでは連続スペクトルの場合を考えているか

ら、式(1)は次のように書くことができる。

  dpxuxxx pp )()(),( 1221 



      (7) 

ただし、

  pxx
h

ixp ))(2exp()( 022 
    (8) 

であるとする。しかも、この p は、第ニ粒子の運動量

演算子

  

2

)2(
xh

iP






            (9) 

の固有値 p に対応する固有関数になっている。

 他方、 B が第一粒子の座標であるとすると、固有値

x に対応する固有関数として Dirac の 関数を用いて、

)()( 11 xxxvx             (10) 

をもっている。この場合、式(2)は、

   dxxvxxx xx )()(),( 1221 



     (11) 

ただし、

   
pdpxxx

h
ixx ))(2exp()( 022  







       )( 02 xxxh              (12) 

となる。さらに、この x は、第二粒子の座標演算子

   2xQ                 (13) 

の固有値 0xx  に対する固有関数になっている。

  交換関係

   
i

hQPPQ
2

                    (14) 

であるから、一般に k と r が、それぞれ固有値が kp  

と rq に対応する二つの交換可能でない演算子 P とQ

の固有関数になりうることが示されたことになる。

 したがって、Ⅰの系において、 Aか B かのどちらか

を測定することにより、Ⅱの系における物理量 P の値

(すなわち kp )か、物理量Q の値(すなわち rq )か、どち

らかをⅡの系を撹乱することなしに確実に予言できる

ことになる。

そして、

波動関数が物理的実在の完全な記述を与えるという

仮定から出発して、交換可能でない演算子をもつ二つの

物理量が、同時に実在性をもつことができるという結論

に達したのだから、波動関数によって与えられる実在に

ついての量子力学的記述は不完全である。

という主張を導いている。

ただし、その後で次のようなコメントを付している。

 この結論に対して、実在についての我々の規準が十分

厳密でないという理由でもって、反論できるであろう。

事実、二つまたはそれ以上の物理量が、それらが同時に

測定できるか、または、予言できるとき、そのときにの

み限って同時的な実在の要素であると見なすことかで
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 EPR 論文が発表されるまでの経緯について、文献[10]
の解説を参考にしながら辿ることにする。

 Einstein と Bohr が初めて直接に会って話を交わしたの

は、1920 年の春、Bohr がベルリンを訪れた際といわれる。

 1927 年 10 月 24 日から 29 日までブリュッセルで開催さ

れた第 5 回ソルヴェイ会議において、Einstein は会議では

公式の報告をせず、討論でも「あまり量子力学に通じてお

りませんので」と言って、確率解釈に控えめな異論を唱え

たのみであったようだが、その場に居合わせた Stern の回

想によれば、毎朝、朝食時に量子力学ではうまく説明がつ

かないような巧妙な思考実験を考えてきては、夕食時に

Bohr がそれに解答を与えるというようなことが続けられ

たとある。

 その頃のEinsteinは主に不確定性関係に対する反例を挙

げて、Copenhagen 解釈の矛盾点を突こうとしていたよう

である。

 1930 年に開催された第 6 回ソルヴェイ会議において

Einstein は光子箱の質量測定という、エネルギーと時間の

間の不確定性関係に関する思考実験を持ち出してきた。会

議に参加していた Rosenfeld の回想によると、Bohr は即座

に解答を見い出すことができず、大変なショックを受けた

ようだとある。それでも Bohr は一晩考えて、重力場中の

時計の進みの変化というEinsteinの重力理論を利用して反

論し、この会議こそは Bohr‐Einstein 論争の最大のハイラ

イトとなる。

 これ以後Einsteinは不確定性関係についての反例を挙げ

ることを諦め、量子力学の物理理論としての不完全性を指

摘する方法に方向を変えたようである。そして、1933 年

にアメリカに渡り、1935 年に所謂 EPR 論文を発表する運

びとなる。
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 原論文およびその翻訳[1]と文献[10]の解説に基づいて、

少し長くなるが、次回以降の議論の基礎となるので、論文

の概要を纏めておくことにする。

 

  ある物理理論の成功の度合を判定しようとするとき、

(1) この理論は正しいか？

(2) この理論によって与えられる記述は完全である

か？

という疑問を提示し、この二つの疑問に 肯定的に回答

が与えられる場合に限り、この理論は満足すべき理論で

あると言えると考える。

  完全な理論にとって必要な要請は、

「物理的実在のあらゆる要素は、その物理理論の中に

必ず一つの対応する部分をもっていなければならな

い。」

という「完全性」の条件である。

 この中の「物理的実在」の要素とは、

「一つの系を決して撹乱することなく、ある物理量の

値を確実に(即ち 1 に等しい確率で)予言できるならば、

その時、この物理量に対応する物理的実在の要素が存在

している。」という規準を用いて設定する。

量子力学においては、通常、「一つの粒子の運動量が

知られているときは、その座標は決して物理的実在性を

もたない。」と結論する。もっと一般的には、交換可能

ではない二つの物理量の一方についての正確な知識が

他方についての正確な知識を排除することを示すこと

ができる。

このことから、

(1) 波動関数によって与えられる実在についての量

子力学的記述は完全でない

 か、

(2) 二つの物理量に対応する演算子は、それらが交換

可能でないときは、同時には実在性をもちえない

 かのいずれかであることが導かれる。

  いま、二つの系ⅠとⅡとがあって、時刻 0t から

Tt  までの間、相互作用があり、その後はなんら相互

作用がないものとする。 0t における二つの系の状態

を知っていると仮定すると、 0t の任意の時刻、特に

Tt  の任意の時刻における、この合成系Ⅰ+Ⅱの状態

は、Schrödinger 方程式を使って計算することができる。

その状態に対応する波動関数を ),( 21 xx で表わすこ

とにする。

  系 Ⅰ に 属 し た あ る 物 理 量 A の 固 有 値 を

,,, 321 aaa とし、それに対応する固有関数を

),(),(),( 131211 xuxuxu とする。そうすると、 1x
の関数であるとみなしたときの ),( 21 xx は

   )()(),( 12
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21 xuxxx n
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


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 のように展開できる。

  同様に系Ⅰに属した別の物理量 B の固有値を

,,, 321 bbb とし、それに対応する固有関数を

),(),(),( 131211 xvxvxv とする。そうすると、 1x の

関数であるとみなしたときの ),( 21 xx は同様に

   )()(),( 12
1

21 xvxxx s
s

s




            (2) 

 となる。

  いま、系Ⅰの物理量 A を測定して、その値が ma であ

ったとすると、二つの系Ⅰ＋Ⅱの波動関数は

   )()(),( 1221 xuxxx mm              (3) 

 に収縮する。 同様に、系Ⅰの物理量 B を測定して、

その値が rb であったとすると、二つの系Ⅰ＋Ⅱの波動

関数は

   )()(),( 1221 xvxxx rr              (4) 

 に収縮する。したがって、系Ⅱの状態は、物理量 A を

測定した場合は関数 )( 2xm で表わされ、物理量 B を

測定して場合では関数 )( 2xr で表わされる。

  このことは、系Ⅰに対して行われた異なる二つの測定

の結果、系Ⅱにおいては二つの異なった波動関数をもっ

た状態になる。ところが、 Tt  では二つの系は、もは

や相互作用していないので、系Ⅰにたいして、いかなる

 測定をしたとしても、系Ⅱにはなんら影響がないはずで

ある。このことは、系Ⅱにおける同一の実在に対し、異

なった波動関数を対応させることができたことを意味

する。  

  EPR 論文でとりあげられている波動関数は

pdpxxx
h

ixx )exp()2exp(),( 02121  




                            

( 0x は定数)    (5) 

で、A が第一粒子の運動量であれば、その固有関数は、

固有値 p に対して

  11 )2exp()( px
h

ixu p


         (6)

となる。ここでは連続スペクトルの場合を考えているか

ら、式(1)は次のように書くことができる。

  dpxuxxx pp )()(),( 1221 
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      (7) 

ただし、
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であるとする。しかも、この p は、第ニ粒子の運動量

演算子
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            (9) 

の固有値 p に対応する固有関数になっている。

 他方、 B が第一粒子の座標であるとすると、固有値

x に対応する固有関数として Dirac の 関数を用いて、

)()( 11 xxxvx             (10) 

をもっている。この場合、式(2)は、

   dxxvxxx xx )()(),( 1221 



     (11) 

ただし、

   
pdpxxx

h
ixx ))(2exp()( 022  







       )( 02 xxxh              (12) 

となる。さらに、この x は、第二粒子の座標演算子

   2xQ                 (13) 

の固有値 0xx  に対する固有関数になっている。

  交換関係

   
i

hQPPQ
2

                    (14) 

であるから、一般に k と r が、それぞれ固有値が kp  

と rq に対応する二つの交換可能でない演算子 P とQ

の固有関数になりうることが示されたことになる。

 したがって、Ⅰの系において、 Aか B かのどちらか

を測定することにより、Ⅱの系における物理量 P の値

(すなわち kp )か、物理量Q の値(すなわち rq )か、どち

らかをⅡの系を撹乱することなしに確実に予言できる

ことになる。

そして、

波動関数が物理的実在の完全な記述を与えるという

仮定から出発して、交換可能でない演算子をもつ二つの

物理量が、同時に実在性をもつことができるという結論

に達したのだから、波動関数によって与えられる実在に

ついての量子力学的記述は不完全である。

という主張を導いている。

ただし、その後で次のようなコメントを付している。

 この結論に対して、実在についての我々の規準が十分

厳密でないという理由でもって、反論できるであろう。

事実、二つまたはそれ以上の物理量が、それらが同時に

測定できるか、または、予言できるとき、そのときにの

み限って同時的な実在の要素であると見なすことかで
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きるという主張をするならば、我々の上の結論には到達

しないであろう。この見地からは、量 P とQのどちら

か一つだけが予言でき、同時に両方は予言できないので

あるから、それらは同時に実在的でない。このことは、

P とQの実在性を、第二の系を決して撹乱しないよう

に第一の系に対して行なわれる測定の方法に依存させ

ることになる。納得できるような実在の定義であるかぎ

り、そんなことを認めるわけにはゆかない[1]。

 EPR 論文の主張を要約すれば、それぞれの系において、

たとえば運動量と座標のように非可換で同時測定不可能

な物理量を測定する場合、「量子もつれ状態 (entangled
state)」という現象があるので、Ⅰの系で粒子の運動量を

測定すればⅡの系で、これと量子もつれ状態にある粒子の

運動量は決まるし、座標を測定しても同じく決まるので、

Ⅱの系の粒子の運動量も座標もその値は予め決まってい

ると考えられ、それを表現できない量子力学は不完全であ

るということである。

 EPR 論文が Bohr に与えた衝撃はかなり強かったようで、

他の仕事を止めてこれに対する反論の作業に全勢力を注

ぎ込んだ[10]。その反論を纏めるためには、本稿の 2.で紹

介した、第 5 回ソルヴェイ会議の際の食卓での議論のよう

な訳にはいかず何週間もかかったが、EPR 論文が 1935 年

5 月 15 日号の Physical Review に掲載され、1935 年 6 月

22 日号の Nature に紹介されたのに対し、Bohr の反論は、

1935 年 7 月 13 日号の Nature に短信として、また、1935
年 10 月 10 日号の Physical Review に本批判として掲載さ

れた。

 その論旨は以下のようなものである。

  1p の測定と 1x の測定とは、相互に排他的であり、相

互作用した後の Tt  に 1p の測定を選択するならば、

確かに 1p の値と同時に 2p の値も決まるが、その時に

は 1x の値は決まらない。逆に、 1x の測定を選択すれば、

1x の値と同時に 2x の値は決まるが、その時には 2p の

値は決まらない。この場合でも、Einstein の主張する意

味で、ある粒子の運動量と座標が同時に実在性をもつわ

けではない[10]。

  Bohr によれば、(5)の波動関数によってあたえられる

状態で、第一粒子の位置の測定によって第二粒子の位置

が決定できるためには、距離 0x の間隔をもった二つの

スリットのある衝立が必要で、これが空間的にしっかり

と固定されていなければならない。しかし、この場合、

運動量が不確定になってしまう[1－訳者注]。

 運動量測定について考えても同様な議論が可能である。

したがって、量子力学的測定を詳しく検討してみると、そ

の過程は、Einstein が考えているようにはなっていないと

いうふうに結論づけられる。

 Schrödinger も EPR 論文が出るとすぐに影響を受け、所

謂「シュレーディンガーの猫」として有名な論文を発表し

た[11]。これは、ミクロの世界を記述する理論をマクロレ

ベルにまで外挿して論じたもので、量子力学による表現が、

如何にマクロな世界で生活している我々の常識にそぐわ

ない内容をもっているかということを際立たせたものと

なっている。スケール的にみて、量子力学の適応限界が何

処にあるかということは、それだけでも重要な研究テーマ

になりうると考えられる。

 また、Louis de Broglie は、Einstein 達の量子力学批判に

対する Bohr の反論を支持しながらも、量子力学の対象に

関する測定において、常にマクロな測定装置を用いなけれ

ばならないとする Bohr の考え方に疑問を呈していたとい

われている。特に、運動量測定については、運動量保存則

を利用して、ミクロな測定法が可能なのではないかと考え

ていたようである[1－訳者注]。
 ずっと下って 1964 年に、John Bell が画期的な論文を提

出した。その中で Bell が示したことは、EPR 論文で示唆

されたと考えられるような、完全性をもつ所謂「隠れた変

数(hidden variable)」の理論が局所性を持つためには、物理

量の相関に対して Bell 不等式が成り立つ必要があるとい

うことである[12]。
  Bohr－Einstein 論争が繰り広げられていた時代は、思考

実験に頼らざるを得ない状況下にあり、とりあえず

Copenhagen 解釈によって原子核や素粒子の振る舞いを説

明することができていたので、正統派と認められてきたと

いうところがあると思われる。ところが、20 世紀も終わ

りに近づくと、実験技術が非常に進歩してきて、それまで

は思考実験しか出来なかった量子力学の基礎に関する実

験が、物理実験として実施可能になった。その一例として、

1982 年に行われた Aspect 達の Bell 不等式の検証実験が有

名である。このような検証実験については、別の機会に触

れることにする。

 EPR 論文も含め、それまでに Einstein によってなされた

量子力学に対する疑問の提出は、その主張自身は誤りだと

されたが、その御蔭で量子力学の基礎をしっかりしたもの

にし、Bohr が Copenhagen 解釈を練り上げていく上で、非

常に大きな貢献をしたというのが、現在まで待つことなく、

その当時から認識されていた標準的評価であると考えら

れる。

第 5 回ソルヴェイ会議の折、Einstein が提出した疑問に

対し、Pauli や Heisenberg は Bohr 程、深く注意を払わなか

った。彼らの興味は、量子力学を使って原子核内部の研究

を行う方へ向かっていたのではないかという指摘がなさ

れている。Einstein は Bohr が「相対性原理」に対比させる

意識で持ち込んだ「相補性原理」を同レベルでの認識原理

と認めることが出来なかったようであるが、Bohr に対す

る評価としては、次のような表現をしていたという[10]。

「私の知っている正統派量子論の理論家の中では、

Niels Bohr が問題の正しい扱いにもっとも近い地点に

いるように思われます。」

現在から見たとき、EPR 論文の議論の中で最も重要な

指摘は、3.の概要で紹介した最後のコメントであると考え

られ、そこではそのような反論が許されるような実在の定

義を認める訳にはいかないと強調しているが、Bohr にし

てみれば、それは矛盾でも何でもないということであった。

 EPR論文に到るまでの量子力学に対するEinsteinの執拗

な疑問の提示がなされなかったとしたら、量子力学は今程

の完成度は達成されていなかったであろう。現在、量子情

報科学や量子コンピュ－タの開発といった分野が開拓さ

れつつあり、ここにも影響は及んでいると見なすことが出

来るだろう。その一例としては、1991 年に Artur Ekert が
発表した量子暗号の体系が、EPR 論文の Bohm による手法

に基礎をおいていることが挙げられる [13]。

 1974 年、筆者が受講していた大学 4 年次の前期科目「素

粒子論」の講義の中で、

「物質の究極粒子は、どこまで小さくなっているのだろ

うか？」

という、ギリシア以来の知的疑問が話題に上った。

 その講義の担当教官は、超対称性理論の先駆的業績を上

げられた宮沢弘成教授であったが、そこで黒板に示された

選択肢は、

(1) 電子、陽子、中性子など、現在、素粒子とよばれ

ている階層が最小単位。

(2) u, d, s といった quark の階層が最小単位。

(3) 階層の理論により、どこまでも、より小さい階層

が続いている。

という、3 つを提示されて、

「案外(3)かも知れませんね」というコメントをされた。

筆者はその時、4 番目の選択肢があるものと思っていた。

それは、

(4) 何回かはより小さい階層まで進むことがあって

も、どこかで最小の階層が存在する。

というものである。それは、かなり単純な考え方であるが、

無限小の物質要素が有限個集まっても、有限大の物質が構

成されるわけはない、と思っていたからである。その上で、

その階層は quark のレベルかも知れないし、sub quark な
どと表現されているレベルかも知れないと考えていた。

因みに、c-quark が Samuel Ting 率いるグループと Burton 
Richter 率いるグループによって別々の方法で発見され確

認されたのは、その年の秋、11 月のことで、これにより

停滞気味であった素粒子論が quark model の完成に向か

って一気呵成に進んだことは記憶に新しい。(素粒子物理

学の 11 月革命)
 ところが、後期になって、木原太郎教授のもとで一緒に

理論演習を行っていた東 義文氏(大学院を経て島津製作

所へ進む)、西口 裕氏、および別の研究室所属だった檜

尾守昭氏(大学院を経て気象庁に進む)の 4 人で話をしてい

た時、筆者がこの話題を出すと、確か西口氏が最初に発言

したように記憶しているが、

 「微小な世界において、われわれの周囲と同じ幾何学が

成立しているものだろうか？」という疑問を投げかけた。

筆者は、かっての多くの科学者がそう考えてきたように、

微小な世界であろうが、巨大な世界であろうが、その空間

はわれわれの周囲の空間を相似形で縮小・拡大した性質を

持つものと、漠然と、しかし当然のように考えていた。

 しかし、宇宙空間が Riemann 空間で表わされるように、

われわれの周囲の空間の性質は、どこまでも外挿できるわ

けではないと考えた方が自然である。すなわち、有効な物

理理論というものは、それぞれの空間において、その空間

の性質に適した性格と理論構成を持つべきであると考え

る方が自然で自由ではないのかということである。

 Einstein が、本来の物理理論は古典物理学的な決定論的

理論でなければならないと考えていたとすれば、過去の古

典物理学の諸理論の輝かしい成功という事実に、いささか

引っ張られていたのではあるまいか。

 しかしながら、文献[10]の 392 ページに見られるように、

EPR 論文発表直後に Einstein が Schrödinger に宛てた手紙

で、次のようなことが書かれていたという。引用すると、

  「これは(EPR 論文を示す)何回も議論を重ねた上で、

言語上の理由からポドルスキーによって執筆された。

しかしそれは、私が望んだほどよくできていない。ど
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きるという主張をするならば、我々の上の結論には到達

しないであろう。この見地からは、量 P とQのどちら

か一つだけが予言でき、同時に両方は予言できないので

あるから、それらは同時に実在的でない。このことは、

P とQの実在性を、第二の系を決して撹乱しないよう

に第一の系に対して行なわれる測定の方法に依存させ

ることになる。納得できるような実在の定義であるかぎ

り、そんなことを認めるわけにはゆかない[1]。

 EPR 論文の主張を要約すれば、それぞれの系において、

たとえば運動量と座標のように非可換で同時測定不可能

な物理量を測定する場合、「量子もつれ状態 (entangled
state)」という現象があるので、Ⅰの系で粒子の運動量を

測定すればⅡの系で、これと量子もつれ状態にある粒子の

運動量は決まるし、座標を測定しても同じく決まるので、

Ⅱの系の粒子の運動量も座標もその値は予め決まってい

ると考えられ、それを表現できない量子力学は不完全であ

るということである。

 EPR 論文が Bohr に与えた衝撃はかなり強かったようで、

他の仕事を止めてこれに対する反論の作業に全勢力を注

ぎ込んだ[10]。その反論を纏めるためには、本稿の 2.で紹

介した、第 5 回ソルヴェイ会議の際の食卓での議論のよう

な訳にはいかず何週間もかかったが、EPR 論文が 1935 年

5 月 15 日号の Physical Review に掲載され、1935 年 6 月

22 日号の Nature に紹介されたのに対し、Bohr の反論は、

1935 年 7 月 13 日号の Nature に短信として、また、1935
年 10 月 10 日号の Physical Review に本批判として掲載さ

れた。

 その論旨は以下のようなものである。

  1p の測定と 1x の測定とは、相互に排他的であり、相

互作用した後の Tt  に 1p の測定を選択するならば、

確かに 1p の値と同時に 2p の値も決まるが、その時に

は 1x の値は決まらない。逆に、 1x の測定を選択すれば、

1x の値と同時に 2x の値は決まるが、その時には 2p の

値は決まらない。この場合でも、Einstein の主張する意

味で、ある粒子の運動量と座標が同時に実在性をもつわ

けではない[10]。

  Bohr によれば、(5)の波動関数によってあたえられる

状態で、第一粒子の位置の測定によって第二粒子の位置

が決定できるためには、距離 0x の間隔をもった二つの

スリットのある衝立が必要で、これが空間的にしっかり

と固定されていなければならない。しかし、この場合、

運動量が不確定になってしまう[1－訳者注]。

 運動量測定について考えても同様な議論が可能である。

したがって、量子力学的測定を詳しく検討してみると、そ

の過程は、Einstein が考えているようにはなっていないと

いうふうに結論づけられる。

 Schrödinger も EPR 論文が出るとすぐに影響を受け、所

謂「シュレーディンガーの猫」として有名な論文を発表し

た[11]。これは、ミクロの世界を記述する理論をマクロレ

ベルにまで外挿して論じたもので、量子力学による表現が、

如何にマクロな世界で生活している我々の常識にそぐわ

ない内容をもっているかということを際立たせたものと

なっている。スケール的にみて、量子力学の適応限界が何

処にあるかということは、それだけでも重要な研究テーマ

になりうると考えられる。

 また、Louis de Broglie は、Einstein 達の量子力学批判に

対する Bohr の反論を支持しながらも、量子力学の対象に

関する測定において、常にマクロな測定装置を用いなけれ

ばならないとする Bohr の考え方に疑問を呈していたとい

われている。特に、運動量測定については、運動量保存則

を利用して、ミクロな測定法が可能なのではないかと考え

ていたようである[1－訳者注]。
 ずっと下って 1964 年に、John Bell が画期的な論文を提

出した。その中で Bell が示したことは、EPR 論文で示唆

されたと考えられるような、完全性をもつ所謂「隠れた変

数(hidden variable)」の理論が局所性を持つためには、物理

量の相関に対して Bell 不等式が成り立つ必要があるとい

うことである[12]。
  Bohr－Einstein 論争が繰り広げられていた時代は、思考

実験に頼らざるを得ない状況下にあり、とりあえず

Copenhagen 解釈によって原子核や素粒子の振る舞いを説

明することができていたので、正統派と認められてきたと

いうところがあると思われる。ところが、20 世紀も終わ

りに近づくと、実験技術が非常に進歩してきて、それまで

は思考実験しか出来なかった量子力学の基礎に関する実

験が、物理実験として実施可能になった。その一例として、

1982 年に行われた Aspect 達の Bell 不等式の検証実験が有

名である。このような検証実験については、別の機会に触

れることにする。

 EPR 論文も含め、それまでに Einstein によってなされた

量子力学に対する疑問の提出は、その主張自身は誤りだと

されたが、その御蔭で量子力学の基礎をしっかりしたもの

にし、Bohr が Copenhagen 解釈を練り上げていく上で、非

常に大きな貢献をしたというのが、現在まで待つことなく、

その当時から認識されていた標準的評価であると考えら

れる。

第 5 回ソルヴェイ会議の折、Einstein が提出した疑問に

対し、Pauli や Heisenberg は Bohr 程、深く注意を払わなか

った。彼らの興味は、量子力学を使って原子核内部の研究

を行う方へ向かっていたのではないかという指摘がなさ

れている。Einstein は Bohr が「相対性原理」に対比させる

意識で持ち込んだ「相補性原理」を同レベルでの認識原理

と認めることが出来なかったようであるが、Bohr に対す

る評価としては、次のような表現をしていたという[10]。

「私の知っている正統派量子論の理論家の中では、

Niels Bohr が問題の正しい扱いにもっとも近い地点に

いるように思われます。」

現在から見たとき、EPR 論文の議論の中で最も重要な

指摘は、3.の概要で紹介した最後のコメントであると考え

られ、そこではそのような反論が許されるような実在の定

義を認める訳にはいかないと強調しているが、Bohr にし

てみれば、それは矛盾でも何でもないということであった。

 EPR論文に到るまでの量子力学に対するEinsteinの執拗

な疑問の提示がなされなかったとしたら、量子力学は今程

の完成度は達成されていなかったであろう。現在、量子情

報科学や量子コンピュ－タの開発といった分野が開拓さ
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引っ張られていたのではあるまいか。

 しかしながら、文献[10]の 392 ページに見られるように、

EPR 論文発表直後に Einstein が Schrödinger に宛てた手紙

で、次のようなことが書かれていたという。引用すると、

  「これは(EPR 論文を示す)何回も議論を重ねた上で、
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しかしそれは、私が望んだほどよくできていない。ど
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ちらかというと本質的な事柄が、博識のなかに埋もれ

てしまった。」[14] 

 理論物理学教程を著して有名な万能の理論物理学者

Lev Davidovich Landau が対数表を使って物理学者を分類

していたことは有名であるが、そこでは、

0.5 級 Einstein
1.0 級 Bohr, Schrödinger, Heisenberg, Dirac, Fermi  

など

そして、当初、自分のことは 2.5 級に分類し、ある仕事に

満足してから、

「これで、やっと私も 2.0 級になった。」と言ったそうで

あるが[15]、Landau からみても勿論のこと、Bohr や他の

一流の物理学者から見ても、Einstein はやはり群を抜いて

いたのであろう。だからこそ、Bohrは必死になってEinstein
の説得を試みたのではないか。

 しかし、Schrödinger に宛てた手紙の内容を見ると、

Einstein が真に解決したかったことを、他の物理学者が把

握しきれていなかったのかも知れない。

 最後に余談であるが、2010 年 10 月 28 日(木)の朝日新聞

朝刊に、「米経済誌フォーブスが、昨年 10 月からの 1 年間

の著作やレコード売り上げなどの推定収入が多かった著

名な故人ランキングを発表した」という記事が掲載された。

  1 位  マイケル・ジャクソン    27500 万ドル

  2 位  エルビス・プレスリー         6000 万ドル

  3 位  J.R.R. トールキン       5000 万ドル

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

8 位  アルバート・アインシュタイン 1000 万ドル

という結果である。10 位までは、殆どが歌手、音楽家、

作家などで、アインシュタインが唯一の科学者である。10
位までの中で没年は、アインシュタインが最も古く、この

ような結果は、死後 55 年を経ても、アインシュタインの

スーパースター振りを発揮していると言えるのではある

まいか。
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１．はじめに 

 

 近年、インターネットの急速な普及に伴い World Wide 

Web(WWW)上に存在する情報量も著しい増加の一途をたどっ

ており、現在では１兆を超える Web ページが存在するとさ

れている。WWW とはハイパーテキスト・システムとインタ

ーネットを結びつけて 1989 年に誕生したアプリケーショ

ンであり、その歴史はまだ浅い。しかし、WWW は最早ひと

つの巨大なメディアとして文書や画像、音声などの多様な

情報を発信し、社会に大きな影響を与えていることは既知

の事実である。また WWW はその性質上、情報の変化が速く

情報量も膨大である為、現在も検索手法などについて様々

な議論や研究が行われている。 

 WWW は、HTML によって記述されたテキストを送受信し、

ユーザインターフェースであるウェブブラウザを介するこ

とによって成り立っている。HTML は記述形式が決まってお

り、構造的であるという特徴を持っている。この特徴を利

用して有益な情報を取得する、というシステムも数多く存

在する。 

現在の多くの商用検索システムは、大規模かつ高性能な

システムを要して膨大な情報を取得している。例えば、世

界で最も普及している検索エンジンである Google は、大規

模な分散型システムにより負荷分散を行いながらデータの

処理を行っている。 

以上のような現状において、今後その目的に沿った小規

模ないし中規模の検索システムへの需要が個人や企業のレ

ベルで高まってくるものと考えられる。また、そういった

規模でのシステムならば、家庭などに普及しているパーソ

ナルコンピュータ(PC)といった低スペックのものを計算媒

体として確立可能であると考えられる。 
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計算機を用いて如何に高速に収集するかという観点から、

PC を計算媒体として MPI(Message Passing Interface)や

DBMS(Database Management System)などを駆使し、検索機

能を提供するシステムの開発と、その性能評価を報告する。 
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 クライアントが HTTP サーバに検索ワードの要求を出し、

これを MPI ホストマシンが HTTP サーバから取得する。取得

した検索ワードを各 MPI ノードマシンに渡し、WWW から必

要なデータを取得しホストマシンに渡す。ホストマシンが

データを Database サーバにアップロードすることによっ

て、クライアントがデータを閲覧することが可能となる。 

 

２．２ システムの特徴 

（１）動的負荷分散 

 本システムでは動的負荷分散を採用している。量的に

時々刻々と変化するネットワーク上の情報を、プログラム

実行前に各プロセッサに均等に割り振ることは非常に困難

であり、また計算資源の有効活用の面からも動的負荷分散

が適しているものと判断した。 
（２）集中制御 

 本システムでは、データベースへのアクセスが検索ワー

ドの取得時及び検索結果のアップロード時の計２回ある。

分散制御を用いてシステムを構築した場合は、この２回の

アクセスにおいて全てのプロセッサがデータベースへアク

セスすることになり、アクセス競合が発生してしまう。プ

ロセッサを多くすればするほど検索時間は短くなるが、ア

クセス競合により大幅な時間のロスにつながるという背反

問題が発生することになる。そこで本システムでは、集中

制御を採用しホストとノードを区別し、それぞれに個別の

仕事を割り当てることにした。 

 

３．実験と結果 

 

３．１ 実験 

（１）実験環境 

 システムに用いたコンピュータの性能を表１に示す。な

お、ホストマシンとノードマシンの性能面での区別はない。

データベースサーバ及び HTTP サーバに使用したコンピュ

ータの性能を表２に示す。 

 

表１ 検索用マシンの性能 

CPU Pentium4 2.8[GHz] 

Memory 1024[MB] 

NIC 100[Mbps] 

OS Vine Linux 2.6.1 

Tool Windows XP Home 

表２ サーバ用マシンの性能 

CPU Pentium4 2.4[GHz] 

Memory 512[MB] 

NIC 100[Mbps] 

OS Vine Linux 2.6.1 

Tool MPICH 

（２）実験方法 

 実験では、QUICK のウェブサーバ上にある株式に関する

データの中から、検索ワード 100 件にヒットした分のデー

タを取得し、データベースを構築するまでに要した処理時

間を以下の条件のもとで測定した。 

 条件１：コンピュータ数を１～10 台、コンピュータ１台

当たりのプロセス数を１～５まで変化させ測定。 

 条件２：検索ワードに 100 個の企業名を使用した。これ

らは、プロキシサーバのキャッシュの影響が少

なくなるように作為的に選出したものである。 

 

３．２ 結果 

 測定結果を示すにあたり、使用する用語の意味は次のと

おりである。 

 ・処理時間：プログラムの起動からデータベース構築ま

でに要する時間 

 ・台数効果：１プロセスでの処理時間／Ｎプロセスでの

処理時間 

 ・NET_TIME：Web にアクセスしてからデータを取得する

までに要する時間 

 ・DB_TIME：データベースにアクセスしている時間 

 ・READ_TIME：取得した HTML テキストから必要な情報を

得るまでに要する時間 

 ・IDLE_TIME：ノードマシンのアイドル時間 

 システムの処理時間に関する結果を図２に示す。図２よ

り、PC 数、プロセス数の増加に伴いシステムの処理時間が

短くなっていることが読み取れる。本システムではプロセ

スが最低２つないと動作しないため、PC 数＝１、プロセス

数＝１のときの値は２プロセスで稼動しているときからプ

ロセス間の通信時間を引いた理論値である。この値と PC 数

＝10、各マシンのプロセス数＝５（総プロセス数＝50）の

時の値では、約 8.5 倍の差がある。しかし、総プロセス数

が 15 を超えた辺りから処理時間に殆ど差が見られないこ

とが判る。最短の処理時間は約 33.5 秒であった。 

図２ PC とプロセス数に対する処理時間の変化 

 

 台数効果に関する結果を図３に示す。図３より、PC 数、

プロセス数の増加に伴い台数効果の値も増加していること
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が読み取れる。総プロセス数がおよそ 15 以上では、平均し

ておよそ８～９倍の台数効果が得られているが、それ以上

の伸びは見られず、台数効果に上限があることが判る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ PC とプロセス数に対する台数効果の変化 

 

 全体の処理時間の内訳に関する結果を図４～図６に示す。

処理時間としては、Web にアクセスしてからデータを取得

するまでの時間(NET_TIME)の割合が高く、次いでデータベ

ースへのアクセス時間(DB_TIME)となっている。取得した

HTMLテキストから必要な情報を探るのには殆ど時間を費や

していないことが判る。また、プロセッサ数が増加すると

NET_TIME の割合が小さくなることも判る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ プロセス数２における処理時間の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ プロセス数 20 における処理時間の内訳 

図６ プロセス数 50 における処理時間の内訳 

 

 ノードマシンのアイドル時間に関する結果を図７に示す。 

図７より、ノードマシンのアイドル時間についてはどのプ

ロセス数においても殆ど違いは見られず、比較的安定して

いることが判る。全体的に５秒前後のアイドル時間がある

ことが読み取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ PC とプロセス数に対するアイドル時間 
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 プロセス数を増加させることによって約 8.5 倍の処理時

間の短縮に成功し、Web 上のデータを高速に収集するとい

う観点においては評価できる。また、最高で約 9.5 倍の台

数効果を得ることができた。しかしながら、プロセス数を

増加させても 15 以上では殆ど差異が見られなかった。これ

は Web から情報を取得する際に要するサーバ側のレスポン

スや回線速度などに応じた絶対的な処理時間と、プロキシ

サーバを経由していることによるアクセス競合に依存して

いるものである。これらにより大きく処理効率が低下して

しまう。また、15 以上のプロセスの増加はホストマシンへ

の負荷を増大させるものであり、プロセス間の結合方式に

ついても対策が必要となってくる。 

 並列効率は、処理時間や台数効果とは逆にプロセス数が

増加する程低下していく傾向にあった。本研究の目的がデ

ータの高速収集という点にある以上、重要度はさほど高く
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 クライアントが HTTP サーバに検索ワードの要求を出し、

これを MPI ホストマシンが HTTP サーバから取得する。取得

した検索ワードを各 MPI ノードマシンに渡し、WWW から必

要なデータを取得しホストマシンに渡す。ホストマシンが

データを Database サーバにアップロードすることによっ

て、クライアントがデータを閲覧することが可能となる。 

 

２．２ システムの特徴 

（１）動的負荷分散 

 本システムでは動的負荷分散を採用している。量的に

時々刻々と変化するネットワーク上の情報を、プログラム

実行前に各プロセッサに均等に割り振ることは非常に困難

であり、また計算資源の有効活用の面からも動的負荷分散

が適しているものと判断した。 
（２）集中制御 

 本システムでは、データベースへのアクセスが検索ワー

ドの取得時及び検索結果のアップロード時の計２回ある。

分散制御を用いてシステムを構築した場合は、この２回の

アクセスにおいて全てのプロセッサがデータベースへアク

セスすることになり、アクセス競合が発生してしまう。プ

ロセッサを多くすればするほど検索時間は短くなるが、ア

クセス競合により大幅な時間のロスにつながるという背反

問題が発生することになる。そこで本システムでは、集中

制御を採用しホストとノードを区別し、それぞれに個別の

仕事を割り当てることにした。 

 

３．実験と結果 

 

３．１ 実験 

（１）実験環境 

 システムに用いたコンピュータの性能を表１に示す。な

お、ホストマシンとノードマシンの性能面での区別はない。

データベースサーバ及び HTTP サーバに使用したコンピュ

ータの性能を表２に示す。 

 

表１ 検索用マシンの性能 

CPU Pentium4 2.8[GHz] 

Memory 1024[MB] 

NIC 100[Mbps] 

OS Vine Linux 2.6.1 

Tool Windows XP Home 

表２ サーバ用マシンの性能 

CPU Pentium4 2.4[GHz] 

Memory 512[MB] 

NIC 100[Mbps] 

OS Vine Linux 2.6.1 

Tool MPICH 

（２）実験方法 

 実験では、QUICK のウェブサーバ上にある株式に関する

データの中から、検索ワード 100 件にヒットした分のデー

タを取得し、データベースを構築するまでに要した処理時

間を以下の条件のもとで測定した。 

 条件１：コンピュータ数を１～10 台、コンピュータ１台

当たりのプロセス数を１～５まで変化させ測定。 

 条件２：検索ワードに 100 個の企業名を使用した。これ

らは、プロキシサーバのキャッシュの影響が少

なくなるように作為的に選出したものである。 

 

３．２ 結果 

 測定結果を示すにあたり、使用する用語の意味は次のと

おりである。 

 ・処理時間：プログラムの起動からデータベース構築ま

でに要する時間 

 ・台数効果：１プロセスでの処理時間／Ｎプロセスでの

処理時間 

 ・NET_TIME：Web にアクセスしてからデータを取得する

までに要する時間 

 ・DB_TIME：データベースにアクセスしている時間 

 ・READ_TIME：取得した HTML テキストから必要な情報を

得るまでに要する時間 

 ・IDLE_TIME：ノードマシンのアイドル時間 

 システムの処理時間に関する結果を図２に示す。図２よ

り、PC 数、プロセス数の増加に伴いシステムの処理時間が

短くなっていることが読み取れる。本システムではプロセ

スが最低２つないと動作しないため、PC 数＝１、プロセス

数＝１のときの値は２プロセスで稼動しているときからプ

ロセス間の通信時間を引いた理論値である。この値と PC 数

＝10、各マシンのプロセス数＝５（総プロセス数＝50）の

時の値では、約 8.5 倍の差がある。しかし、総プロセス数

が 15 を超えた辺りから処理時間に殆ど差が見られないこ

とが判る。最短の処理時間は約 33.5 秒であった。 

図２ PC とプロセス数に対する処理時間の変化 

 

 台数効果に関する結果を図３に示す。図３より、PC 数、

プロセス数の増加に伴い台数効果の値も増加していること
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が読み取れる。総プロセス数がおよそ 15 以上では、平均し

ておよそ８～９倍の台数効果が得られているが、それ以上
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図３ PC とプロセス数に対する台数効果の変化 

 

 全体の処理時間の内訳に関する結果を図４～図６に示す。

処理時間としては、Web にアクセスしてからデータを取得

するまでの時間(NET_TIME)の割合が高く、次いでデータベ

ースへのアクセス時間(DB_TIME)となっている。取得した

HTMLテキストから必要な情報を探るのには殆ど時間を費や

していないことが判る。また、プロセッサ数が増加すると

NET_TIME の割合が小さくなることも判る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ プロセス数２における処理時間の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ プロセス数 20 における処理時間の内訳 

図６ プロセス数 50 における処理時間の内訳 

 

 ノードマシンのアイドル時間に関する結果を図７に示す。 

図７より、ノードマシンのアイドル時間についてはどのプ

ロセス数においても殆ど違いは見られず、比較的安定して

いることが判る。全体的に５秒前後のアイドル時間がある

ことが読み取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ PC とプロセス数に対するアイドル時間 
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はないが、計算資源の有効活用の観点からは問題が残る結

果となった。 

 処理時間の内訳の結果を見ると、プロセスの数を増加さ

せると NET_TIME の割合が減少している。データベースへの

アクセスはホストマシンのみが行っており、プロセス数に

は依存しない。取得した HTML テキストからの情報の抜き取

りには殆ど時間はかからない。従ってプロセス数の増加が

Web にアクセスしている時間の大幅な短縮に貢献している

ことが分かる。また本システムにおいて最もネックとなる

のは、Web へのアクセスだということが判った。今回の実

験では検索ワードが 100 件であったが、これを増加させた

時には１プロセスで処理を行う時に比べて、さらなる時間

の短縮が期待できることになる。 

 アイドル時間については、かなり安定した結果を得るこ

とができた。全体的に５秒前後の待ち時間があるが、これ

の殆どはホストマシンがデータベースへアクセスしている

時間であり、それを除くとほぼ常時稼動していることにな

り、計算資源の有効活用ができていると考えられる。この

ことは、Web 上のデータを取得するのに動的負荷分散を用

いることの妥当性が証明できたことになる。 

 今後の課題としては、処理時間の短縮、管理プロセッサ

の負担を軽減するための結合方式の検討、システムの汎用

性、安定性の向上などが挙げられる。 
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独立成分分析による音源分離に関する検討 

 

芝野 恭章＊ 市毛 勝正 

 

Examination of Source Separation by Independent Component Analysis
 

Yasuaki SHIBANO* and Katsumasa ICHIGE

Abstract: Blind source separation is a technique of sound source separation. The technique for presuming an 
independent component by non-Gauss maximum is examined in this study. The algorithm for the fixed-point approach  
is examined.

 

１．はじめに 

音声認識システムを搭載したカーナビゲーションや携帯

電話などの電気機器が普及してきている。使用環境下では

他人の会話音声など様々な雑音が飛び交っていることが多

くみられる。そのような状況下では、認識対象ではない音

声が認識されてしまったり、雑音によって音声がかき消さ

れたりして、音声認識システムの本来の性能を十分に引き

出してやれないということになる。 

 雑音と混合された認識対象音声を、混合される前の音源

に分離し、認識すべき音声のみを抽出することで、音声認

識システムの認識率が向上すると考えられる。音源分離を

実現するには様々な手法がある。あらかじめ音源の位置を

特定しておき、その情報を元に目的の音源方向の音のみを

抽出する手法や、目的の音が鳴っていない状態を無音区間

として学習させておき、雑音とともに入力された音から、

その無音区間の情報を差し引いて目的の音を抽出する手法

などである。 

 今回、音源を分離する過程の手段として、ブラインド信

号源分離(Blind Source Separation)を用いる。本研究ではブ

ラインド信号源分離の手法のひとつである独立成分分析

(Independent Component Analysis)を用いる。尖度を非ガウ

ス性の尺度に用いた不動点法の手法の検討を行った。 

 

２．ブラインド信号源分離 

 
ブラインド信号源分離とは、複数の未知の信号系列を未

知の線形混合系で混合した複数の測定値系列から、それぞ

れの信号を分離することである。図１にブラインド信号源

分離のモデルを示す。まず、複数の隠れた信号源があり、

その信号源が混合された複数の観測信号があるとする。 
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図１ ブラインド信号源分離のモデル 
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となる。ここで、 ija を要素とする混合行列 A を式(2)とす
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



















=

nnnn

n

n

aaa

aaa
aaa

A









21

22221

11211

            (2) 

Asx =                   (3) 
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はないが、計算資源の有効活用の観点からは問題が残る結

果となった。 

 処理時間の内訳の結果を見ると、プロセスの数を増加さ

せると NET_TIME の割合が減少している。データベースへの

アクセスはホストマシンのみが行っており、プロセス数に

は依存しない。取得した HTML テキストからの情報の抜き取

りには殆ど時間はかからない。従ってプロセス数の増加が

Web にアクセスしている時間の大幅な短縮に貢献している

ことが分かる。また本システムにおいて最もネックとなる

のは、Web へのアクセスだということが判った。今回の実

験では検索ワードが 100 件であったが、これを増加させた

時には１プロセスで処理を行う時に比べて、さらなる時間

の短縮が期待できることになる。 

 アイドル時間については、かなり安定した結果を得るこ

とができた。全体的に５秒前後の待ち時間があるが、これ

の殆どはホストマシンがデータベースへアクセスしている

時間であり、それを除くとほぼ常時稼動していることにな

り、計算資源の有効活用ができていると考えられる。この

ことは、Web 上のデータを取得するのに動的負荷分散を用

いることの妥当性が証明できたことになる。 

 今後の課題としては、処理時間の短縮、管理プロセッサ

の負担を軽減するための結合方式の検討、システムの汎用

性、安定性の向上などが挙げられる。 
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独立成分分析による音源分離に関する検討 

 

芝野 恭章＊ 市毛 勝正 

 

Examination of Source Separation by Independent Component Analysis
 

Yasuaki SHIBANO* and Katsumasa ICHIGE

Abstract: Blind source separation is a technique of sound source separation. The technique for presuming an 
independent component by non-Gauss maximum is examined in this study. The algorithm for the fixed-point approach  
is examined.

 

１．はじめに 

音声認識システムを搭載したカーナビゲーションや携帯

電話などの電気機器が普及してきている。使用環境下では

他人の会話音声など様々な雑音が飛び交っていることが多

くみられる。そのような状況下では、認識対象ではない音

声が認識されてしまったり、雑音によって音声がかき消さ

れたりして、音声認識システムの本来の性能を十分に引き

出してやれないということになる。 

 雑音と混合された認識対象音声を、混合される前の音源

に分離し、認識すべき音声のみを抽出することで、音声認

識システムの認識率が向上すると考えられる。音源分離を

実現するには様々な手法がある。あらかじめ音源の位置を

特定しておき、その情報を元に目的の音源方向の音のみを

抽出する手法や、目的の音が鳴っていない状態を無音区間

として学習させておき、雑音とともに入力された音から、

その無音区間の情報を差し引いて目的の音を抽出する手法

などである。 

 今回、音源を分離する過程の手段として、ブラインド信

号源分離(Blind Source Separation)を用いる。本研究ではブ

ラインド信号源分離の手法のひとつである独立成分分析

(Independent Component Analysis)を用いる。尖度を非ガウ

ス性の尺度に用いた不動点法の手法の検討を行った。 

 

２．ブラインド信号源分離 

 
ブラインド信号源分離とは、複数の未知の信号系列を未

知の線形混合系で混合した複数の測定値系列から、それぞ

れの信号を分離することである。図１にブラインド信号源

分離のモデルを示す。まず、複数の隠れた信号源があり、

その信号源が混合された複数の観測信号があるとする。 

 

＊茨城高専専攻科電気電子工学コース２学年 

 

 

Analog to digital conversion

MIC1

MIC2

MICn

Processing by
Blind Source
Separation

1x

2x

nx

・
・
・

・
・
・

2s

・
・
・

Sound source Mixture signal Original signal

1s

ns

2s

・
・
・

1s

ns

 

図１ ブラインド信号源分離のモデル 

観測信号を )(,),(),( 21 txtxtx n 、未知の信号源を

)(,),(),( 21 tststs n とする。ここで観測信号 )(tx は信号源

)(ts の荷重和とする。ここで、荷重係数 ija は信号源と観

測するセンサの距離に依存し、信号源とセンサ間の時間遅

延はないものとすると、 

)()()()(

)()()()(
)()()()(

2211

22221212

12121111

tsatsatsatx

tsatsatsatx
tsatsatsatx

nnnnnn

nn

nn

+++=

+++=
+++=









  (1) 

となる。ここで、 ija を要素とする混合行列 A を式(2)とす

ると、観測信号 x は式(3)によって表せる。 
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混合係数 ija は互いに十分異なっていて、混合行列 A は正

則であるとする。ここで A の逆行列W を式(4)とすると、

信号源 s は式(5)によって表せる。 
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となる。 

 

３．独立成分分析 

 

独立成分分析とは、多変量の信号の中に隠れている統計

的に独立な成分を求める計算手法である。観測信号から未

知の信号源を分離するには、混合行列 A の逆行列W を求

めることになる。まず、信号源は統計的に互いに独立であ

るとする。さらにその信号が非ガウス的であると仮定する。

この手法は、中心極限定理をもとにしている。2つの独立

な信号が混合された信号から非ガウス性が極大となる成分

を特定すれば独立成分を求めることができる。非ガウス性

の尺度には尖度を用いる。平均値が 0であるとき、 x の尖

度 )(xk は 

{ } { }[ ]224 3)( xExExk −=    (7) 

で定義される。 

独立成分分析において観測されたデータベクトルを白色

化すると、信号源の推定が非常に簡単化される。確率ベク

トル
T

nzzzz ),,,( 21 = を考えたとき、 ijji zzE δ=}{ であれば

白色であると定義される。これは確率ベクトルの要素 iz が

無相関で分散が 1ということである。すなわち、式(7)の第

2項の { }2xE が 1となる。 

ここで、n 個の要素をもつ確率ベクトル x が与えられ、x
の線形変換を z とした場合を考える。x を白色化するには、

Vxz = の z が白色となればよい。この行列V には 

TEDV 2
1−=     (8) 

を用いる。 E は共分散行列 xC の固有ベクトルからなる直

交行列であり、 D はその固有値からなる対角行列 

),,,( 21 ndiagD λλλ = )( 21 nλλλ >>>  である。 E は xC の固

有ベクトルを並べたものであるので、 

IEEEE TT ==     (9) 

を満足し、対応する固有値からなる行列 D を用いると、共

分散行列 xC は 

 
T

x EDEC =     (10) 

で表される。ここで、 

{ } { } IVxxVEzzE TTT ==       (11) 

となるので、z の共分散行列が単位行列となることから、z
は白色であるということがわかる。 

 

４．独立成分分析による音源分離 

 

4.1 アルゴリズム 

独立成分を求めるためには、尖度の極大となる部分を探

し出す必要がある。そのために、制約条件の元で、尖度の

絶対値の最大化を行う。まず、白色化されたベクトルを z
とし、任意のベクトル w を定め、 zwx T= の尖度の絶対値

が急激に増大する方向を探し、その方向を新しいベクトル

w とする。尖度は、 

{ }[ ]224 )(3}){()( zwEzwEzwk TTT −=
  

(12) 

で与えられる。白色化されたベクトル z に対して、 
22})({ wzwE T = が成り立つので、 

44 3}){()( wzwEzwk TT −=   (13) 

となる。つまり、 )( zwk T が最小化したい関数となる。こ

こで制約条件から、制約方程式は、 

01)( 2
=−= wwH    (14) 

となる。ラグランジュの未定乗数法は最適化問題の最小化

の解を求めるものである。そのため尖度が最大となるため

に評価関数 ),( λwL は、 

( ))1(3}){(),( 244 −+−−= wwzwEwL T λλ
  

(15) 

となり、 ),( λwL を w で偏微分し、 0),( =∂∂ wwL λ とおく

と、 

]3}){([2 23 wwzzwEw T −=
λ  

 (16) 

となる。ここで、重要となるのは w の方向であるので、w
の分散を 1とすることで、 λ2 は無視してもよい。 

アルゴリズムを以下に示す。 

1.観測されたデータを白色化し、それによって得られたデ

ータをベクトル z とする。 

2.初期値 0w を乱数によって定め、 0=k とする。さらに、

10 =w とする。 

3. k
T

kk wzzwEw 3}){( 3
1 −=+ を用いて、w の方向を動かす。 

4.新しく得られたベクトル 1+kw を、 11 =+kw とする。 

5. k
T

k ww 1+ が 1 に収束していなければ、 1+= kk として、

3へ戻る。 

6. k
T

k ww 1+ が 1に収束すれば終了。 

本研究では、以上のアルゴリズムをもとに C言語を用いて

プログラムを作成し、シミュレーションを行った。 

 

4.2 シミュレーション結果と検討 

音源分離をする信号は、図２に示す 1000Hzと 2000Hzの

正弦波を加算した波形 1s と図３に示す白色雑音 2s とする。 

 

図２ 信号源 1s  

 

図３ 信号源 2s  

1s と 2s をそれぞれ確率ベクトルとし、 ( )Tsss 21= する。

式(17)の混合行列 A によって信号を混合させ混合信号

( )Txxx 21= を生成する。 
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生成された混合信号波形 1x
、 2x を図４、５に示す。 

 

図４ 混合信号 1x  

 

図５ 混合信号 2x  

まず、混合波形 x を白色化する。共分散行列 xC を数値

計算によって求め、得られた行列より共分散行列の固有値

からなる対角行列 D 、共分散行列の固有ベクトルからなる

直交行列 E を求める。得られた白色化行列V を以下に示す。 
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この行列を用いて混合信号 x を白色化し、ベクトルを

( )Tzzz 21= とする。ここで、 Vxz = である。 

次に、任意に定めたベクトル ( )Twww 21= をもとに zwT

の非ガウス性が極大となる成分を探す。 

初期値は乱数を用いて決定し、 10 =w としなるように正

規化し、 
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となった。ベクトル w を求めると、 
Tw )268561.0963263.0(−= が得られた。ここで、ベク

トル z は、 VAsz = である。これより、 

{ } TTTT VAVAVAssEVAzzE ))(()}({)( ==
  

(19) 

である。 { }TzzE は単位行列であるので、 TVAVA ))(( も単位

行列となり、 )(VA は直交行列となる。 

これより、 zVAs T)(= が求められる。ここで、次の行列 w′
を考える。 
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先に求めた w による線形結合 zwT は、混合波形の尖度が

最大となる成分、つまり独立成分のひとつであるので、信

号 源 が zws ′= に よ っ て 求 め ら れ る と す る と 、

( )Twww 21= となる。これより、 

( ) ( )963263.0268561.043 =ww と求められる。この結果

から、 zwx T′=′ として求めた波形が図６、７である。独

立成分分析によって、混合信号から未知の信号源を抽出で

きていることがわかる。 

 

 

図６ 独立成分分析によって求められた信号 1x′  
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混合係数 ija は互いに十分異なっていて、混合行列 A は正
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4.1 アルゴリズム 

独立成分を求めるためには、尖度の極大となる部分を探

し出す必要がある。そのために、制約条件の元で、尖度の

絶対値の最大化を行う。まず、白色化されたベクトルを z
とし、任意のベクトル w を定め、 zwx T= の尖度の絶対値

が急激に増大する方向を探し、その方向を新しいベクトル

w とする。尖度は、 

{ }[ ]224 )(3}){()( zwEzwEzwk TTT −=
  

(12) 

で与えられる。白色化されたベクトル z に対して、 
22})({ wzwE T = が成り立つので、 

44 3}){()( wzwEzwk TT −=   (13) 

となる。つまり、 )( zwk T が最小化したい関数となる。こ

こで制約条件から、制約方程式は、 

01)( 2
=−= wwH    (14) 

となる。ラグランジュの未定乗数法は最適化問題の最小化

の解を求めるものである。そのため尖度が最大となるため

に評価関数 ),( λwL は、 

( ))1(3}){(),( 244 −+−−= wwzwEwL T λλ
  

(15) 

となり、 ),( λwL を w で偏微分し、 0),( =∂∂ wwL λ とおく

と、 

]3}){([2 23 wwzzwEw T −=
λ  

 (16) 

となる。ここで、重要となるのは w の方向であるので、w
の分散を 1とすることで、 λ2 は無視してもよい。 

アルゴリズムを以下に示す。 
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2.初期値 0w を乱数によって定め、 0=k とする。さらに、

10 =w とする。 

3. k
T

kk wzzwEw 3}){( 3
1 −=+ を用いて、w の方向を動かす。 

4.新しく得られたベクトル 1+kw を、 11 =+kw とする。 

5. k
T

k ww 1+ が 1 に収束していなければ、 1+= kk として、

3へ戻る。 

6. k
T

k ww 1+ が 1に収束すれば終了。 

本研究では、以上のアルゴリズムをもとに C言語を用いて

プログラムを作成し、シミュレーションを行った。 

 

4.2 シミュレーション結果と検討 
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図２ 信号源 1s  

 

図３ 信号源 2s  

1s と 2s をそれぞれ確率ベクトルとし、 ( )Tsss 21= する。
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生成された混合信号波形 1x
、 2x を図４、５に示す。 

 

図４ 混合信号 1x  

 

図５ 混合信号 2x  
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直交行列 E を求める。得られた白色化行列V を以下に示す。 
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この行列を用いて混合信号 x を白色化し、ベクトルを

( )Tzzz 21= とする。ここで、 Vxz = である。 

次に、任意に定めたベクトル ( )Twww 21= をもとに zwT

の非ガウス性が極大となる成分を探す。 

初期値は乱数を用いて決定し、 10 =w としなるように正

規化し、 
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となった。ベクトル w を求めると、 
Tw )268561.0963263.0(−= が得られた。ここで、ベク

トル z は、 VAsz = である。これより、 

{ } TTTT VAVAVAssEVAzzE ))(()}({)( ==
  

(19) 

である。 { }TzzE は単位行列であるので、 TVAVA ))(( も単位

行列となり、 )(VA は直交行列となる。 

これより、 zVAs T)(= が求められる。ここで、次の行列 w′
を考える。 
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先に求めた w による線形結合 zwT は、混合波形の尖度が

最大となる成分、つまり独立成分のひとつであるので、信

号 源 が zws ′= に よ っ て 求 め ら れ る と す る と 、

( )Twww 21= となる。これより、 

( ) ( )963263.0268561.043 =ww と求められる。この結果

から、 zwx T′=′ として求めた波形が図６、７である。独

立成分分析によって、混合信号から未知の信号源を抽出で

きていることがわかる。 

 

 

図６ 独立成分分析によって求められた信号 1x′  
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図７ 独立成分分析によって求められた信号 2x′  

 

５．まとめ 

 

混合された波形から元の信号に分離するシミュレーショ

ンを行い、尖度が極大となるような成分を見つけ出すこと

で独立な信号の音源分離が可能であることを確認できた。

今回は反響等の観測環境による要素は考慮していないので、

実環境下での音源分離を実現するために反響等を考慮した

アルゴリズムの構築が今後の課題である。 
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than standard ASrank. 

 

n 都市における巡回路の総数は(n-1)!/2 である。つまり，

都市数に応じて指数関数的に増加していく。32 都市の TSP
を考えた場合，巡回路の総数は約 4.11×1033 通りとなる。

厳密解法で最適解を求めることは可能だが，計算コストが

膨大となり，実用的な時間で解くことが困難となる。そこ

で近似算法やメタヒューリスティクスといった，厳密に最

適解を求めることを諦める代わりに，短い時間で質の良い

解を出す手法が研究されている。近似算法には，都市が与

えられた状態から巡回路を作成する構築法，何らかの方法

で得た巡回路に対して変更を加えることでコストを小さ

くする改善法がある。構築法，改善法の例を図 2, 3 に示す。

メタヒューリスティクスでは，今回用いる ACO や，焼き

なまし法 (Simulated Annealing)や遺伝的アルゴリズム

(Genetic Algorithm)，タブーサーチ(Tabu Search)といった手

法が提案されている。 

 

 
巡回セールスマン問題(Traveling Salesman Problem, TSP)

とは組み合わせ最適化問題の一つである。TSP を解くメタ

ヒューリスティクスとして，アントコロニー最適化(Ant 
Colony Optimization, ACO)が有効な結果を得ている。ACO
は群知能とよばれる人工知能技術の一つである。ACO の

基礎となる Ant System が Dorigo らによって提案されてか

ら，これまでに数々の改良型アルゴリズムが提案されてい

る。本研究では，その手法の一つである Rank-based Ant 
System (ASrank)を改良し，従来の ASrank と比較することで

その有効性を検証することを目的とする。 
 

 

 

TSP とは，n 個の都市集合 V ={1, 2, …, n}と，V に含まれ

る二つの都市 i，j（i，j∈V，i≠j）間の距離 d(i,j)が与えられ

たとき、最短のハミルトン閉路を求める問題である。例を

図 1 に示す。都市間の距離が対称，つまり d(i,j)= d(j,i)を満

たすものを対称 TSP と呼び，そうでないものを非対称 TSP
と呼ぶ。 

 

 

 

  TSP
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図７ 独立成分分析によって求められた信号 2x′  
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ACO は人工アリエージェントとフェロモンの相互作用

に基づいて組合せ最適化問題を解くアルゴリズムの総称

である。 
 
３�� ������������� 

ACO は自然界のアリの食料収集における行動をモデル

としている。アリはフェロモンという物質を介して他のア

リとコミュニケーションをとる。食料を見つけると，アリ

は道しるべフェロモンとよばれるフェロモンを地面に残

しながら巣に戻る。他のアリは道しるべフェロモンを辿る

ことにより食料を見つけ，同様に道しるべフェロモンを残

しながら巣に戻る。フェロモンは揮発性の物質で徐々に蒸

発していく。また，アリがフェロモンを分泌する度，フェ

ロモンの濃度は濃くなる。 
図 4 のように分岐する経路があるとする。アリの移動す

る速度は一定とすると，下の短い経路が上の長い経路より

早くフェロモンが強化される。フェロモンは時間とともに

蒸発するが，短い経路はそれよりも早くフェロモンが強化

されるため，後からきたアリは濃度の高い短い経路を選ぶ

可能性が高くなる。長い経路に置かれたフェロモンは蒸発

し，やがて選ばれなくなる。このように，1 匹のアリは単

純な行動しかしないが，集団になることで高い知能を持っ

ているかのように振舞う。 
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３�� Ant System (AS) 
AS は Dorigo らによって提案された最初の ACO に基づ

くアルゴリズムである。AS のアルゴリズムを以下に示す。

t は反復回数を表す。 

１. t := 0，フェロモンの初期化 
２. エージェントを都市に配置 
３. 終了条件 tmax に達するまで 

3.1. 各エージェントについて，巡回路を生成する

まで都市選択を繰り返す 
3.2. フェロモン情報を更新 

3.3. t:= t+1 

４. 最良解を出力 

アリを模したエージェントは都市間の距離とフェロモン

の量から，確率的に次の移動先を選択する。エージェント

k が都市 i にいるとき，都市 j に移動する確率 pk は次のよう

に定義される。図 5 にイメージ図を示す。 
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τ(i,j)は都市 i,j 間のフェロモン量，η(i,j)はヒューリスティッ

ク情報と呼ばれる問題固有の情報を表す。TSP の場合距離

の逆数 η(i,j)=1/d(i,j)が用いられる。α，β は正の実数で，フ

ェロモン情報，ヒューリスティック情報をどの程度重要視

するかを決定するパラメータである。Nk はエージェント k

の未訪問都市集合である。 
各エージェントが巡回路を生成した後，次のようにフェ

ロモン情報が更新される。 

 

 
ρはフェロモンの蒸発率を表すパラメータで，0<ρ<1 の

値をとる。m はエージェントの総数である。τk はエージェ

ント k によって置かれるフェロモンの値である。Tk はエー

ジェントが生成した巡回路で，Lk はその経路長を表す。つ

まり，巡回路の距離が短いほど経路に置かれるフェロモン

の量が多くなる。また，選択されない経路に対してフェロ

モンの量は減少していく。このような処理を終了条件を満

たすまで繰り返す。 
 

３.３ Rank-based Ant System (ASrank)
ASrankは ASの改良型で Bullnheimer らによって提案され

た。ASrank では，AS と同様に各エージェントが巡回路の

生成を行い，フェロモン情報を更新する。その際，巡回路

を経路長が短い順にソートを行う。このとき，μ番目の巡

回路を Tμ，その経路長を Lμとする。ASrank におけるフェロ

モン情報の更新ルールは次のように定義される。 

 

 

 

T +はこれまでに得られた最良の巡回路，L+はその経路長で

ある。σ は上位何位までフェロモンを置くことを許すかを

決めるパラメータである。つまり，最良解に対して最も多

くのフェロモンが置かれ，さらにそのステップの上位 σ-1
位までフェロモンが置くことができる。これにより探索の

集中化の度合いが強化される。ASrank は AS より優れてい

ることが報告されている。[1] 
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エージェント数は都市数と同じ 100，初期配置はそれぞ

れの都市に 1 エージェントとする。実験に用いたパラメー

タは α=1.0，β=5.0，ρ=0.9 とし，終了条件は tmax=10000 と

する。ASrank について，σ=5 と σ=101 の場合について行い，

それぞれ ASrank5，ASrank101 とする。ASrank は σ=5 程度の

値が用いられるが，比較のためσ=101 についても行うこ

とにする。提案 ASrank については σ=5 とする。各手法につ

いて 20 回試行を行う。 
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ACO やその他のヒューリスティクスで重要となるのが

探索における集中化と多様化のバランスである。局所最適

解に陥ることを避けるため，良さそうな領域を集中的に探

索しつつ，他の領域の情報を得ることが必要である。ASrank

では，良い結果が得られた巡回路にしかフェロモンが置か

れないため，局所最適解に陥ると抜け出すことが困難であ

ると考えられる。そこで，結果の悪かった巡回路にもフェ

ロモン更新を行う ASrank を提案し，従来の ASrank の改善を

図る。従来の ASrank のフェロモン情報更新ルールを以下の

ように変更する。 

実験環境を以下に示す。 
開発環境：Visual C++ 2008 Express Edition 
OS：Windows XP Home Edition 
CPU：Atom N280 1.66GHz 
メモリ：1GB 

 

 

 
そのステップで得られた上位の巡回路と同じ数だけ悪い

巡回路のフェロモン更新を行う。悪い巡回路は Lm-σ+2 位か

ら Lm位の巡回路，つまりワースト σ-1 までの巡回路に対し

てフェロモンを置くことになる。 
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各手法について試行し，得られた巡回路の経路長の最小

値，最大値，平均値をまとめたものを表 1 に示す。括内の

数値は最適解の経路長である 21282 に比べてどの程度長

いかを示している。この表より，最大値では ASrank5 より

悪い値が出ているものの提案 ASrank が一番良い結果を得

ていることが分かる。 
次に，ステップごとに得られた最良解の一例を図 7.1 か

ら図 7.3 に示す。AS は最良解の値はステップごとにバラ

バラである。これは，探索における集中化と多様化のバラ

ンスが多様化のほうに偏っているためであると考えられ

る。ASrank101 ではフェロモン情報更新の際，AS と同様に

全てのエージェントが生成した経路に対して行われ，AS
より，良い巡回路に対して置かれるフェロモンの量は多く

なっているものの，まだ集中化の度合いは低い。ASrank5，
提案 ASrank はそのステップでの最良解がそのステップま

での最良解と等しくなった。この 2 つの手法は探索の集中

化がよくなっていると考えられる。ASrank5 と提案 ASrank

を比較すると，解が改善されていく速度が異なる。図 7.3
の例では ASrank5 が 23000 から 22000 まで数百ステップで

改善されているが，提案 ASrank の場合 3000 ステップ以上

かかっている。これは提案 ASrank の探索する領域が ASrank5

AS，ASrank， 提案 ASrank について，TSPLIB の 100 都市

のベンチマーク問題 (kroA100)を適用させる。図 6 に

kroA100 の都市配置及び最適解を示す。kroA100 の最適解

の経路長は 21282 である。[2] 
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ACO は人工アリエージェントとフェロモンの相互作用

に基づいて組合せ最適化問題を解くアルゴリズムの総称

である。 
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ACO は自然界のアリの食料収集における行動をモデル

としている。アリはフェロモンという物質を介して他のア

リとコミュニケーションをとる。食料を見つけると，アリ

は道しるべフェロモンとよばれるフェロモンを地面に残

しながら巣に戻る。他のアリは道しるべフェロモンを辿る

ことにより食料を見つけ，同様に道しるべフェロモンを残

しながら巣に戻る。フェロモンは揮発性の物質で徐々に蒸

発していく。また，アリがフェロモンを分泌する度，フェ

ロモンの濃度は濃くなる。 
図 4 のように分岐する経路があるとする。アリの移動す

る速度は一定とすると，下の短い経路が上の長い経路より

早くフェロモンが強化される。フェロモンは時間とともに

蒸発するが，短い経路はそれよりも早くフェロモンが強化

されるため，後からきたアリは濃度の高い短い経路を選ぶ

可能性が高くなる。長い経路に置かれたフェロモンは蒸発

し，やがて選ばれなくなる。このように，1 匹のアリは単

純な行動しかしないが，集団になることで高い知能を持っ

ているかのように振舞う。 
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３�� Ant System (AS) 
AS は Dorigo らによって提案された最初の ACO に基づ

くアルゴリズムである。AS のアルゴリズムを以下に示す。

t は反復回数を表す。 

１. t := 0，フェロモンの初期化 
２. エージェントを都市に配置 
３. 終了条件 tmax に達するまで 

3.1. 各エージェントについて，巡回路を生成する

まで都市選択を繰り返す 
3.2. フェロモン情報を更新 

3.3. t:= t+1 

４. 最良解を出力 

アリを模したエージェントは都市間の距離とフェロモン

の量から，確率的に次の移動先を選択する。エージェント

k が都市 i にいるとき，都市 j に移動する確率 pk は次のよう

に定義される。図 5 にイメージ図を示す。 
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τ(i,j)は都市 i,j 間のフェロモン量，η(i,j)はヒューリスティッ

ク情報と呼ばれる問題固有の情報を表す。TSP の場合距離

の逆数 η(i,j)=1/d(i,j)が用いられる。α，β は正の実数で，フ

ェロモン情報，ヒューリスティック情報をどの程度重要視

するかを決定するパラメータである。Nk はエージェント k

の未訪問都市集合である。 
各エージェントが巡回路を生成した後，次のようにフェ

ロモン情報が更新される。 

 

 
ρはフェロモンの蒸発率を表すパラメータで，0<ρ<1 の

値をとる。m はエージェントの総数である。τk はエージェ

ント k によって置かれるフェロモンの値である。Tk はエー

ジェントが生成した巡回路で，Lk はその経路長を表す。つ

まり，巡回路の距離が短いほど経路に置かれるフェロモン

の量が多くなる。また，選択されない経路に対してフェロ

モンの量は減少していく。このような処理を終了条件を満

たすまで繰り返す。 
 

３.３ Rank-based Ant System (ASrank)
ASrankは ASの改良型で Bullnheimer らによって提案され

た。ASrank では，AS と同様に各エージェントが巡回路の

生成を行い，フェロモン情報を更新する。その際，巡回路

を経路長が短い順にソートを行う。このとき，μ番目の巡

回路を Tμ，その経路長を Lμとする。ASrank におけるフェロ

モン情報の更新ルールは次のように定義される。 

 

 

 

T +はこれまでに得られた最良の巡回路，L+はその経路長で

ある。σ は上位何位までフェロモンを置くことを許すかを

決めるパラメータである。つまり，最良解に対して最も多

くのフェロモンが置かれ，さらにそのステップの上位 σ-1
位までフェロモンが置くことができる。これにより探索の

集中化の度合いが強化される。ASrank は AS より優れてい

ることが報告されている。[1] 
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エージェント数は都市数と同じ 100，初期配置はそれぞ

れの都市に 1 エージェントとする。実験に用いたパラメー

タは α=1.0，β=5.0，ρ=0.9 とし，終了条件は tmax=10000 と

する。ASrank について，σ=5 と σ=101 の場合について行い，

それぞれ ASrank5，ASrank101 とする。ASrank は σ=5 程度の

値が用いられるが，比較のためσ=101 についても行うこ

とにする。提案 ASrank については σ=5 とする。各手法につ

いて 20 回試行を行う。 
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ACO やその他のヒューリスティクスで重要となるのが

探索における集中化と多様化のバランスである。局所最適

解に陥ることを避けるため，良さそうな領域を集中的に探

索しつつ，他の領域の情報を得ることが必要である。ASrank

では，良い結果が得られた巡回路にしかフェロモンが置か

れないため，局所最適解に陥ると抜け出すことが困難であ

ると考えられる。そこで，結果の悪かった巡回路にもフェ

ロモン更新を行う ASrank を提案し，従来の ASrank の改善を

図る。従来の ASrank のフェロモン情報更新ルールを以下の

ように変更する。 

実験環境を以下に示す。 
開発環境：Visual C++ 2008 Express Edition 
OS：Windows XP Home Edition 
CPU：Atom N280 1.66GHz 
メモリ：1GB 

 

 

 
そのステップで得られた上位の巡回路と同じ数だけ悪い

巡回路のフェロモン更新を行う。悪い巡回路は Lm-σ+2 位か

ら Lm位の巡回路，つまりワースト σ-1 までの巡回路に対し

てフェロモンを置くことになる。 
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各手法について試行し，得られた巡回路の経路長の最小

値，最大値，平均値をまとめたものを表 1 に示す。括内の

数値は最適解の経路長である 21282 に比べてどの程度長

いかを示している。この表より，最大値では ASrank5 より

悪い値が出ているものの提案 ASrank が一番良い結果を得

ていることが分かる。 
次に，ステップごとに得られた最良解の一例を図 7.1 か

ら図 7.3 に示す。AS は最良解の値はステップごとにバラ

バラである。これは，探索における集中化と多様化のバラ

ンスが多様化のほうに偏っているためであると考えられ

る。ASrank101 ではフェロモン情報更新の際，AS と同様に

全てのエージェントが生成した経路に対して行われ，AS
より，良い巡回路に対して置かれるフェロモンの量は多く

なっているものの，まだ集中化の度合いは低い。ASrank5，
提案 ASrank はそのステップでの最良解がそのステップま

での最良解と等しくなった。この 2 つの手法は探索の集中

化がよくなっていると考えられる。ASrank5 と提案 ASrank

を比較すると，解が改善されていく速度が異なる。図 7.3
の例では ASrank5 が 23000 から 22000 まで数百ステップで

改善されているが，提案 ASrank の場合 3000 ステップ以上

かかっている。これは提案 ASrank の探索する領域が ASrank5

AS，ASrank， 提案 ASrank について，TSPLIB の 100 都市

のベンチマーク問題 (kroA100)を適用させる。図 6 に

kroA100 の都市配置及び最適解を示す。kroA100 の最適解

の経路長は 21282 である。[2] 
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に比べて広くなっているためである。この結果より，フェ

ロモンを置く巡回路をある程度限定させるとよいことが

分かった。 

 

ASrank5 と提案 ASrank が生成する解の質について比較す

る。2 つの手法で得られた 20 個の解を最適解(21282)と比

較してどの程度の長さであるか 4 段階に分け，その割合を

図 8 に示す。これにより提案 ASrank は，最適解より 1%以

内の解を見つけやすいことが分かる。これまでの結果から，

提案 ASrankは従来の ASrankと比べ探索の集中化と多様化の

バランスがよくなり，探索能力が上がったと考えられる。 � ��� ���������(ASrank5� �� ASrank)
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ASrank5

提案ASrank

試行回数

100～101%

101～103%

103～105%

105%～

 

 最小値 最大値 平均値 

AS 22572 
(106.06%) 

23771 
(111.70%) 

23228.7 
(109.15%)

ASrank5 21406 
(100.58%) 

22755 
(106.92%) 

21944.3 
(103.11%) 

ASrank101 22117 
(103.92%) 

23200 
(109.01%) 

22436.9 
(105.43%)

提案 ASrank 21375
(100.44%)

22997 
(108.06%) 

21854.1 
(102.69%)
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本研究では，上位と下位の巡回路に対してフェロモン情

報の更新を行う ASrank を提案し，従来の ASrank に比べて優

れた結果を得ることができた。下位の巡回路を含める際，

ASrank101 のように全てのエージェントが生成した巡回路

に対してフェロモンを置くのではなく，範囲を限定させる

ことにより，探索における集中化と多様化のバランスがよ

くなることが分かった。しかし，従来の ASrank より悪い解

を出すことがあったため，改善していく必要がある。今回

は最下位から σ-1 分の巡回路を用いたが，どの部分の巡回

路に対してフェロモン情報の更新を行うかによって探索

の精度や速度が変わってくると考えられる。よって，今後

はどの部分の巡回路を用いることで有効な結果を得られ

るか検証していきたい。また、他のベンチマーク問題に対

して適用し、今回提案した方法が有効であるか検証するこ

とが課題として挙げられる。 

� ��� ���������(AS) 
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ことにより，探索における集中化と多様化のバランスがよ

くなることが分かった。しかし，従来の ASrank より悪い解

を出すことがあったため，改善していく必要がある。今回

は最下位から σ-1 分の巡回路を用いたが，どの部分の巡回

路に対してフェロモン情報の更新を行うかによって探索

の精度や速度が変わってくると考えられる。よって，今後
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Ronald J. GOULD*, Paul HORN*, 弘畑 和秀 

 

On the Existence of Vertex Disjoint Cycles in Graphs 

 

Ronald J. GOULD*, Paul HORN*, and Kazuhide HIROHATA 

 

Abstract: In 2005, Faudree and Gould proved that if G is a graph of order at least 3k such that |NG(x)UNG(y)|≥3k for all non-adjacent 

pairs of vertices x and y, then G contains k vertex disjoint cycles. Also, they conjectured it might be possible to replace their 

neighborhood condition by one of the form 2k+c. We show some lemmas to prove their conjecture under the large order of G. 

 

������ この結果は 1989 年、Justesen によって非隣接 2 頂点の

最小次数和に改良された。  

 G をグラフとする。ここで扱うグラフはすべてループや

多重辺を持たない有限無向グラフである。G の頂点集合を

V(G)、辺集合を E(G)で表す。G の頂点 x に対して、G にお

ける x の近傍とは G の中で x に隣接している頂点集合で、

NG(x)と表す。Gにおける xの次数とは xに隣接している頂

点の個数で、dG(x)=|NG(x)|と表す。G の部分グラフ H に対

して、G-H は V(G)-V(H)によって誘導される部分グラフとす

る。頂点数が nの完全グラフを Knで表し、グラフ Gに対し

て G の m 個のコピーからなるグラフを mG と表す。グラフ

G1と G2に対して G1と G2の結びを G1+ G2で表す。他の用語

や表記については[1]を参照のこと。 

 

�� � ��������� ���� 

グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上でσ2(G)≥4k とする。この

とき Gには k 個の点素な閉路が存在する。 

 

さらに、この結果は 1998 年に Enomoto、1999 年に Wang

によって独立に非隣接 2 頂点の最小次数和が最良の値に改

善された。 
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グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上でσ2(G)≥4k-1 とする。こ

のとき Gには k個の点素な閉路が存在する。  

 次に以下の定義を行う。  

定理3のσ2(G)の下限4k-1は G=K2k-1+mK1を考えることに

より最良の値であることがわかる。すなわちσ2(G)≥4k-2

では Gに k個の点素な閉路は存在しない。 

 

G の最小次数 

δ(G)=min{dG(x)|x∊V(G)} 

  

G の非隣接 2頂点の最小次数和 定理 2,3 は非隣接 2 頂点の最小次数和σ2(G)に関する結

果であるが、非隣接 2 頂点が共通の隣接点を持つ場合、σ

2(G)ではこれらを重複して数えることになり、隣接点の個

数を正確に表したものでなくなる。この点を改善するため、

本研究では近傍和の概念を導入する。近傍和に関する結果

として、2005 年、Faudree と Gould によって次の定理が証

明された。 

σ2(G)=min{dG(x)+dG(y)|x,y∊V(G),x≠y,xy∉E(G)} 

 

G の部分グラフを H とし、x∊V(G)-V(H)とするとき、

NH(x)=NG(x)∩V(H)で表す。 

 

 次にこれまでに得られているいくつかの結果を紹介する。

1963 年、Corrádi と Hajnal は Erdös の予想である点素な閉

路の存在に関する次の定理を証明した。 
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 グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上で、Gのすべての非隣接 2

頂点 x,y に対して|NG(x)UNG(y)|≥3k とする。このとき G に

は k個の点素な閉路が存在する。 
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グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上でδ(G)≥2k とする。 

 このとき Gには k個の点素な閉路が存在する。 

[6]の中で、Faudree と Gould は近傍和の下限 3k が下げ

られるのではないかと予想している。 
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Abstract: In 2005, Faudree and Gould proved that if G is a graph of order at least 3k such that |NG(x)UNG(y)|≥3k for all non-adjacent 

pairs of vertices x and y, then G contains k vertex disjoint cycles. Also, they conjectured it might be possible to replace their 

neighborhood condition by one of the form 2k+c. We show some lemmas to prove their conjecture under the large order of G. 

 

������ この結果は 1989 年、Justesen によって非隣接 2 頂点の

最小次数和に改良された。  

 G をグラフとする。ここで扱うグラフはすべてループや

多重辺を持たない有限無向グラフである。G の頂点集合を

V(G)、辺集合を E(G)で表す。G の頂点 x に対して、G にお

ける x の近傍とは G の中で x に隣接している頂点集合で、

NG(x)と表す。Gにおける xの次数とは xに隣接している頂

点の個数で、dG(x)=|NG(x)|と表す。G の部分グラフ H に対

して、G-H は V(G)-V(H)によって誘導される部分グラフとす

る。頂点数が nの完全グラフを Knで表し、グラフ Gに対し

て G の m 個のコピーからなるグラフを mG と表す。グラフ

G1と G2に対して G1と G2の結びを G1+ G2で表す。他の用語

や表記については[1]を参照のこと。 

 

�� � ��������� ���� 

グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上でσ2(G)≥4k とする。この

とき Gには k 個の点素な閉路が存在する。 

 

さらに、この結果は 1998 年に Enomoto、1999 年に Wang

によって独立に非隣接 2 頂点の最小次数和が最良の値に改

善された。 
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グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上でσ2(G)≥4k-1 とする。こ

のとき Gには k個の点素な閉路が存在する。  

 次に以下の定義を行う。  

定理3のσ2(G)の下限4k-1は G=K2k-1+mK1を考えることに

より最良の値であることがわかる。すなわちσ2(G)≥4k-2

では Gに k個の点素な閉路は存在しない。 

 

G の最小次数 

δ(G)=min{dG(x)|x∊V(G)} 

  

G の非隣接 2頂点の最小次数和 定理 2,3 は非隣接 2 頂点の最小次数和σ2(G)に関する結

果であるが、非隣接 2 頂点が共通の隣接点を持つ場合、σ

2(G)ではこれらを重複して数えることになり、隣接点の個

数を正確に表したものでなくなる。この点を改善するため、

本研究では近傍和の概念を導入する。近傍和に関する結果

として、2005 年、Faudree と Gould によって次の定理が証

明された。 

σ2(G)=min{dG(x)+dG(y)|x,y∊V(G),x≠y,xy∉E(G)} 

 

G の部分グラフを H とし、x∊V(G)-V(H)とするとき、

NH(x)=NG(x)∩V(H)で表す。 

 

 次にこれまでに得られているいくつかの結果を紹介する。

1963 年、Corrádi と Hajnal は Erdös の予想である点素な閉

路の存在に関する次の定理を証明した。 
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 グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上で、Gのすべての非隣接 2

頂点 x,y に対して|NG(x)UNG(y)|≥3k とする。このとき G に

は k個の点素な閉路が存在する。 
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グラフ Gは頂点数が 3k(k≥1)以上でδ(G)≥2k とする。 

 このとき Gには k個の点素な閉路が存在する。 

[6]の中で、Faudree と Gould は近傍和の下限 3k が下げ

られるのではないかと予想している。 
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グラフ Gは頂点数が 4k(k≥1)以上で、Gのすべての非隣接 2

頂点 x,y に対して|NG(x)UNG(y)|≥2k+c,(c は定数)とする。

このとき Gには k個の点素な閉路が存在する。 

 

本研究では予想 1 において G の頂点数が大きい場合の予

想 2 を証明する際に使われるいくつかの補助定理を得るこ

とができた。 

 

グラフ G は頂点数が 30k(k≥1)以上で、G のすべての非隣接

2頂点 x,y に対して|NG(x)UNG(y)|≥2k+1 とする。このとき G

には k個の点素な閉路が存在する。 

 

予想 2が証明できれば、近傍和の下限 2k+1 は最良の値で

あることが次のグラフを考えることによりわかる。

|NG(x)UNG(y)|≥2k とすると、 k=1 のとき点素な辺からなる

グラフは近傍和条件を満たすが 1個の閉路も持たない。k=2

のときホイールグラフ（閉路の領域内に 1 点を置き、その

点と閉路上のすべての点を結んでできるグラフ）は近傍和

条件を満たすが 2個の点素な閉路を持たない。 

 

 

予想 2 を証明するために、k に関する数学的帰納法を用

いる。k=1のときグラフGの最小次数δ(G)が2以上ならば、

G には一つの閉路が存在するので、δ(G)≤1 としてよい。

このとき Gには次数 1以下の点 xが存在し、予想 2の近傍

和条件より、Gから xとその近傍を除いたグラフ G'の最小

次数が 2以上とわかる。よって G'には一つの閉路が存在す

るので、k≥2 としてよい。 

 

ここで k-1 個の点素な閉路 C1,C2,…,Ck-1の存在を仮定す

る。ℂ=C1⋃C2⋃…⋃Ck-1とし、頂点数が最小のℂを選ぶ。また H=G-

ℂとし、連結成分の個数が最小である Hを考える。Hが閉路

をもてば k 個の点素な閉路を構成できるので、H は閉路を

持たないとしてよい。すなわち Hは forest(林)である。次

に閉路の取り替えを行う補助定理を準備する。 
 

グラフ H は|NH(xi)|≤1,(1≤i≤3)を満たし相互に非隣接な

3点 x1,x2,x3を持つとする。このとき、k-1 個の点素な閉

路の中で次の取り替えを行うことができる閉路 Cmと点 z

∊V(Cm)、及び i,j∊{1,2,3},(i≠j)が存在する。 

[取り替え] (Cm-{z})⋃{xi}は閉路（zxj∊E(G)） 

さらに、|NH'(z)|=1,(H'=H-{xi})である。 

 

補助定理 1を証明するために、|ℂ|の最小性から容易に導

かれる次の命題 1を必要とする。 

 

閉路C∊ℂに対してx∊V(H)が|NC(x)|≥2を満たすとき|C|≤4で

ある。また、|NC(x)|=3 ならば|C|=3 である。 

 

[補助定理 1の証明] 

条件より、 

|Nℂ(x1)UNℂ(x2)|+|Nℂ(x1)UNℂ(x3)|+|Nℂ(x2)UNℂ(x3)| 

≥3(2k-1)=6k-3 

であるから、 

|NC(x1)UNC(x2)|+|NC(x1)UNC(x3)|+|NC(x2)UNC(x3)| 

≥7 … (1) 

を満たす閉路 C∊ℂが存在する。 

これより、(x1,x2),(x1,x3),(x2,x3)の中で近傍和が 3以上と

なるものが存在することがわかる。一般性を失うことなく

(x1,x2)がこれに該当するものとしてよい。すなわち

|NC(x1)UNC(x2)|≥3 を満たす。さらにこれより、|NC(x1)|≥2

としてよいので、命題 1 の前半より|C|≤4 であることがわ

かる。よって 2≤|NC(x1)|≤4 である。 

 

|NC(x1)|=2 のとき 

xi=x1, xj=x2 とおく。|NC(x1)UNC(x2)|≥3 であるから、xj は

xiの C 上にある近傍とは異なる点 z と隣接していることに

なる。このとき明らかに補助定理 1 の前半の主張は成り立

っている。また|NH'(z)|≥2 とすると、連結成分数の最小性

に矛盾するか、新たに閉路が 1 個できて k 個の点素な閉路

が構成される。よって補助定理 1 の後半の主張についても

成り立つ。 

 

|NC(x1)|=3 のとき 

このとき命題 1 の後半より、|C|=3 であることがわかる。

(1)より x2,x3の少なくとも一方は Cに近傍を持たなければ

いけない。ここでそのような点を x2 とし、xi=x1, xj=x2 と

おくと補助定理 1 の前半の主張は成り立ち、後半の主張に

ついても同様に成り立つ。 

 

|NC(x1)|=4 のとき 

このとき|C|=4 で、x1が C のすべての点と隣接しているこ

とになる。よって triangle（長さ 3 の閉路）ができ、|ℂ|

の最小性に矛盾する。 

 

以上より、補助定理 1が証明された。□ 

 

補助定理 1を使えば次の命題 2が得られる。 

 

H は孤立点を持っても高々2個である。 

 

[証明] 

H が孤立点を 3 個以上持つとする。このとき補助定理 1 を

使えば、連結成分数を少なくすることができ、H の連結成

分数が最小であることに矛盾する。よって命題 2 は成り立

つ。□ 

ここで補助定理 2 を証明するために次の補助定理 3 が必要

になってくる。 

  

ここでグラフ G の path(道)で non-branching path と呼

ばれる新しい概念を導入する。non-branching path とは

path v1v2…vp で|NG(vi)|≤2,(1≤i≤p)を満たすものである。

また、Gが木であるとき次数 1の頂点を leaf と呼ぶ。 

H が頂点数 4 以上である 2 本の点素な non-branching path

（ただし 1本は Hの leaf を端点に持つ）を部分グラフとし

て持たないとき、|V(H)|≥40 である。 

  

H での次数が 3 以上である H の頂点集合を Jとし、j=|J|と

する。また、Hの連結成分数を cとおく。J の点は Hを Hは頂点数が4以上である2本の点素なnon-branching path

（ただし 1 本は H の leaf を端点に持つ）、または頂点数が

8の non-branching path のどちらかを部分グラフとして持

つ。 
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[証明] 

H に leaf を端点とする頂点数 8 の non-branching path が

存在するならば補助定理 2 の主張を満たすので、H にはそ

のような path は存在しないと仮定してよい。 

個の切片、すなわち non-branching path に分離する。ただ

し、J の点で隣接しているものがある場合には、

non-branching path は空となる。  

 ℓをpathからなる連結成分に含まれないHのleafの数とし、

p を path からなる連結成分の数とする。|ℂ|と H の連結成

分数が最小であるという条件のもとで、ℓ+p が最小になる H

を選ぶ。ここで L を H の leaf の集合とし、path からなる

連結成分からは 1個の leaf を集めてきたものとする。この

とき、|L|= ℓ+p である。ここで、任意の leaf を端点に持

つ non-branching path が存在することに注意する。 

この j+ℓ-c 個の切片の中で、ℓ+p 個は L の点に接続してお

り、それらの切片を構成している点の総数は∑iiviである。

よって残りの点は|V(H)|-2-j-∑iivi個以上となり、これら

は j+ℓ-c-(ℓ+p)=j-c-p 個の切片に含まれる。 

 

∑i≥4vi=1 のとき 

このときℓ≤7で∑iivi≤19 である。補助定理 3より|V(H)|≥40

であるから H には頂点数が 

 

v は(v1,v2,…,v|G|)を成分に持つベクトルで、viが頂点数 i

の non-branching path に接続している L の leaf の数を表

すものとする。このとき vi=0,(i≥8)である。ここで v の重

さを次のように定義する。 
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また、wt(v)が最小になるような Hを選ぶ。 

 

次に任意の i に対して vi≤2 であることを示す。 

vi≥3 であるならば、頂点数 iの 3本の non-branching path

の端点に補助定理 1 を適用する。このとき、H'=(H-{xi})

∪{z}とℂ'ができ、wt(v')< wt(v)となる。これは wt(v)の

最小性に矛盾する。よって vi≤2 である。 

以上であるnon-branching pathが存在しなければならない。

∑i≥4vi=1 の場合を考えているから、H には頂点数が 4 以上

で2本の点素なnon-branching path（ただし1本はHのleaf

を端点に持つ）が存在する。  

∑i≥4vi≥2 なら補助定理 2は成り立つ。∑i≥4vi=1 なら vi≤2 で

あるから、H には高々7 個の leaf が存在することになり、

∑iivi≤19 である。∑i≥4vi=0 なら上と同様な議論により、H

には高々6 個の leaf が存在することになり、∑iivi≤12 で

ある。 

 

∑i≥4vi=0 のとき 

このときℓ≤6で∑iivi≤12 である。補助定理 3より|V(H)|≥40

であるから H には頂点数が 
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グラフ Gは頂点数が 4k(k≥1)以上で、Gのすべての非隣接 2

頂点 x,y に対して|NG(x)UNG(y)|≥2k+c,(c は定数)とする。

このとき Gには k個の点素な閉路が存在する。 

 

本研究では予想 1 において G の頂点数が大きい場合の予

想 2 を証明する際に使われるいくつかの補助定理を得るこ

とができた。 

 

グラフ G は頂点数が 30k(k≥1)以上で、G のすべての非隣接

2頂点 x,y に対して|NG(x)UNG(y)|≥2k+1 とする。このとき G

には k個の点素な閉路が存在する。 

 

予想 2が証明できれば、近傍和の下限 2k+1 は最良の値で

あることが次のグラフを考えることによりわかる。

|NG(x)UNG(y)|≥2k とすると、 k=1 のとき点素な辺からなる

グラフは近傍和条件を満たすが 1個の閉路も持たない。k=2

のときホイールグラフ（閉路の領域内に 1 点を置き、その

点と閉路上のすべての点を結んでできるグラフ）は近傍和

条件を満たすが 2個の点素な閉路を持たない。 

 

 

予想 2 を証明するために、k に関する数学的帰納法を用

いる。k=1のときグラフGの最小次数δ(G)が2以上ならば、

G には一つの閉路が存在するので、δ(G)≤1 としてよい。

このとき Gには次数 1以下の点 xが存在し、予想 2の近傍

和条件より、Gから xとその近傍を除いたグラフ G'の最小

次数が 2以上とわかる。よって G'には一つの閉路が存在す

るので、k≥2 としてよい。 

 

ここで k-1 個の点素な閉路 C1,C2,…,Ck-1の存在を仮定す

る。ℂ=C1⋃C2⋃…⋃Ck-1とし、頂点数が最小のℂを選ぶ。また H=G-

ℂとし、連結成分の個数が最小である Hを考える。Hが閉路

をもてば k 個の点素な閉路を構成できるので、H は閉路を

持たないとしてよい。すなわち Hは forest(林)である。次

に閉路の取り替えを行う補助定理を準備する。 
 

グラフ H は|NH(xi)|≤1,(1≤i≤3)を満たし相互に非隣接な

3点 x1,x2,x3を持つとする。このとき、k-1 個の点素な閉

路の中で次の取り替えを行うことができる閉路 Cmと点 z

∊V(Cm)、及び i,j∊{1,2,3},(i≠j)が存在する。 

[取り替え] (Cm-{z})⋃{xi}は閉路（zxj∊E(G)） 

さらに、|NH'(z)|=1,(H'=H-{xi})である。 

 

補助定理 1を証明するために、|ℂ|の最小性から容易に導

かれる次の命題 1を必要とする。 

 

閉路C∊ℂに対してx∊V(H)が|NC(x)|≥2を満たすとき|C|≤4で

ある。また、|NC(x)|=3 ならば|C|=3 である。 

 

[補助定理 1の証明] 

条件より、 

|Nℂ(x1)UNℂ(x2)|+|Nℂ(x1)UNℂ(x3)|+|Nℂ(x2)UNℂ(x3)| 

≥3(2k-1)=6k-3 

であるから、 

|NC(x1)UNC(x2)|+|NC(x1)UNC(x3)|+|NC(x2)UNC(x3)| 

≥7 … (1) 

を満たす閉路 C∊ℂが存在する。 

これより、(x1,x2),(x1,x3),(x2,x3)の中で近傍和が 3以上と

なるものが存在することがわかる。一般性を失うことなく

(x1,x2)がこれに該当するものとしてよい。すなわち

|NC(x1)UNC(x2)|≥3 を満たす。さらにこれより、|NC(x1)|≥2

としてよいので、命題 1 の前半より|C|≤4 であることがわ

かる。よって 2≤|NC(x1)|≤4 である。 

 

|NC(x1)|=2 のとき 

xi=x1, xj=x2 とおく。|NC(x1)UNC(x2)|≥3 であるから、xj は

xiの C 上にある近傍とは異なる点 z と隣接していることに

なる。このとき明らかに補助定理 1 の前半の主張は成り立

っている。また|NH'(z)|≥2 とすると、連結成分数の最小性

に矛盾するか、新たに閉路が 1 個できて k 個の点素な閉路

が構成される。よって補助定理 1 の後半の主張についても

成り立つ。 

 

|NC(x1)|=3 のとき 

このとき命題 1 の後半より、|C|=3 であることがわかる。

(1)より x2,x3の少なくとも一方は Cに近傍を持たなければ

いけない。ここでそのような点を x2 とし、xi=x1, xj=x2 と

おくと補助定理 1 の前半の主張は成り立ち、後半の主張に

ついても同様に成り立つ。 

 

|NC(x1)|=4 のとき 

このとき|C|=4 で、x1が C のすべての点と隣接しているこ

とになる。よって triangle（長さ 3 の閉路）ができ、|ℂ|

の最小性に矛盾する。 

 

以上より、補助定理 1が証明された。□ 

 

補助定理 1を使えば次の命題 2が得られる。 

 

H は孤立点を持っても高々2個である。 

 

[証明] 

H が孤立点を 3 個以上持つとする。このとき補助定理 1 を

使えば、連結成分数を少なくすることができ、H の連結成

分数が最小であることに矛盾する。よって命題 2 は成り立

つ。□ 

ここで補助定理 2 を証明するために次の補助定理 3 が必要

になってくる。 

  

ここでグラフ G の path(道)で non-branching path と呼

ばれる新しい概念を導入する。non-branching path とは

path v1v2…vp で|NG(vi)|≤2,(1≤i≤p)を満たすものである。

また、Gが木であるとき次数 1の頂点を leaf と呼ぶ。 

H が頂点数 4 以上である 2 本の点素な non-branching path

（ただし 1本は Hの leaf を端点に持つ）を部分グラフとし

て持たないとき、|V(H)|≥40 である。 

  

H での次数が 3 以上である H の頂点集合を Jとし、j=|J|と

する。また、Hの連結成分数を cとおく。J の点は Hを Hは頂点数が4以上である2本の点素なnon-branching path

（ただし 1 本は H の leaf を端点に持つ）、または頂点数が

8の non-branching path のどちらかを部分グラフとして持
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[証明] 

H に leaf を端点とする頂点数 8 の non-branching path が
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また、wt(v)が最小になるような Hを選ぶ。 
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つことがわかったので、これをもとに Gには k 個の点素な

閉路が存在することを証明する。 以上であるnon-branching pathが存在しなければならない。

従って、Hには頂点数が 8の non-branching path が存在す

る。 
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閉路 C1,C2は|C1|+|C2|≥7 を満たし、C1と C2を結んでいる辺

の集合を e(C1,C2)とする。|e(C1,C2)|≥9 ならば、ある媒介

変 数 c,(c ∊ {1,2}),d に 対 し て C1 ∪ C2 ∪ e(C1,C2) ⊆

G(|C1|,|C2|,c,d)、または二つの点素な閉路で、長さがよ

り短い閉路が存在する。 

 

[証明] 

|e(C1,C2)|>9 ならばちょうど 9 本からなる辺集合を考えれ

ばよいので、|e(C1,C2)|=9 としてよい。v∊V(C1)とするとき、

|e(v,C2)|≥8 を示せばよい。ここで C2に向きをつける。 

 

|e(v,C2)|=7 のとき 

C2 の向きに沿って v の C2 上の近傍を x1,x2,…,x7 とし、

x1<x2<…<x7とする。|e(C1,C2)|=9 であるから C1-{v}から C2

へ2本の辺が出ており、C2上の近傍をa1,a2,(a1≤a2)とする。

このときx1,x2,…,x7の中の3点以上が[a1,a2]の内外に存在

する。どちららの場合においても、長さがより短い二つの

点素な閉路を構成でき、|ℂ|の最小性に矛盾する。 
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Study to Methodology for Software Development by a Group Composed of Experts in Various Fields 

Yozo TAKIZAWA and Kei KOGAI

Abstract: In this paper, authors show their study for a software development methodology, which to solve a problem that consumers or 
users can not require nor hold their responsible for a system development appropriately. Authors quote results of their problem-based 
learning subject of curriculum to analysis the above problem. They propose a methodology to resolve the problem and further themes 
for a requirement analysis by a group composed of experts in various fields. 

１．はじめに

 ソフトウェア工学分野の長年の懸案事項のひとつに，コンピ

ュータの専門家ではない顧客や業務担当者が，ソフトウェアも

しくはコンピュータのシステム開発に適切な要望や責任を提供

できないまま開発が進められてしまうことが多い，という問題

がある。本稿は，本校専攻科学生対象の特別実験（プロジェク

ト実験）の成果を用いて，この問題を解決するための事例分析

や開発手法の検討を報告する。

２．プロジェクト実験の概要

 本校専攻科のカリキュラムには，平成 15 年から 2 年次の特別

実験として『プロジェクト実験』が設けられている。これは，4
つのコース（機械工学コース，電気電子工学コース，情報工学

コース，応用化学コース）の学生による混成チームがひとつの

実験に取り組み，プロジェクトとして協力しながら体験的に進

めるものである。いわゆるProblem Based Learning（PBL）の一

種であり，グループで課題を分析し，解決策を導き，報告書を

まとめていく。PBL 型学習は 3 年前より順次本科にも取り入れ

られている。

筆者らは平成 16 年よりプロジェクト実験を担当し，今年で 7
年目である。筆者らが提示している課題は一貫して『コンピュ

ータ演習室システム開発演習』であり，演習室システムの提案・

設計・検証をグループで進めていくものである。情報工学（コ

ンピュータ）分野そのものを扱うテーマ設定はプログラミング

を伴うものがあるため，他分野コースの学生にも関心がありア

イデアや調査・検討を行いやすく，かつ，実社会で経験するこ

とが多くなってきた，コンピュータシステムの仕様策定をテー

マに選んだ。また，情報工学コースの学生においても，ソフト

ウェア開発やコンピュータのシステムセットアップ（パーソナ

ルコンピュータ）は本科で一通り講義・演習で学んでいるもの

の，システム全体の仕様策定の経験は模擬的にもなく，広い視

点を養うためにも導入した次第である。

なお，プロジェクト実験の進捗としては，5～6 人で構成され

るひとつのグループが前期で 3 つのテーマを行い，ひとつのテ

ーマを 4 週×5 時間で進める。また，3 つ目のテーマについては

他のグループを交えた報告会において発表を行い，質疑応答が

行われる。

３．コンピュータ演習室システム開発演習の内容

 筆者らの実施するテーマは，本校で導入・運用されているク

ラス規模のコンピュータ演習室と同等のシステムについて技術

仕様を策定し，仕様書としてまとめることである。ただし実際

には，どのような演習室を構築するべきかといった，『要求者』

側の立場での要求仕様策定も行う。

 当初，このテーマを導入した初年度の際には，基本的な趣旨

のみ学生グループに伝え，技術仕様書および進捗状況の報告を

示す発表資料のみを最終成果物として提出することとしていた。

したがって，グループでどのような形で進めるかは学生ら自身

が決め，指導教員としての筆者らはアドバイスのみに留めてい

た。これは，PBL もしくはプロジェクト実験としては標準的な

スタイルである。

 ところが，前章で述べたように，情報工学分野はプログラミ

ングや離散数学，コンピュータアーキテクチャなど，通常の工

学分野とは基礎から異なる形式数学・数理科学の要素が多い。

このため，他分野コースの学生は，コンピュータや演習室の利

用経験はあるものの，演習室やコンピュータシステムがどのよ

うな原理で成り立っているか見当がつかない場合がある。グル

ープによっては，プログラミング以前に，プログラムないしは

ソフトウェアの存在そのものが未知，という学生の方が多数派

という状況も見られた。この場合，グループを構成する学生の

うち 1～2 名のみが進行・発言・策定を進め，他の学生は実験時
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Hは頂点数が4以上である2本の点素なnon-branching path

（ただし 1 本は H の leaf を端点に持つ）、または頂点数が

8の non-branching path のどちらかを部分グラフとして持

つことがわかったので、これをもとに Gには k 個の点素な

閉路が存在することを証明する。 以上であるnon-branching pathが存在しなければならない。

従って、Hには頂点数が 8の non-branching path が存在す
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G(|C1|,|C2|,c,d)、または二つの点素な閉路で、長さがよ

り短い閉路が存在する。 
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ばよいので、|e(C1,C2)|=9 としてよい。v∊V(C1)とするとき、

|e(v,C2)|≥8 を示せばよい。ここで C2に向きをつける。 
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C2 の向きに沿って v の C2 上の近傍を x1,x2,…,x7 とし、

x1<x2<…<x7とする。|e(C1,C2)|=9 であるから C1-{v}から C2
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仕様を策定し，仕様書としてまとめることである。ただし実際

には，どのような演習室を構築するべきかといった，『要求者』

側の立場での要求仕様策定も行う。

 当初，このテーマを導入した初年度の際には，基本的な趣旨

のみ学生グループに伝え，技術仕様書および進捗状況の報告を

示す発表資料のみを最終成果物として提出することとしていた。

したがって，グループでどのような形で進めるかは学生ら自身

が決め，指導教員としての筆者らはアドバイスのみに留めてい

た。これは，PBL もしくはプロジェクト実験としては標準的な

スタイルである。

 ところが，前章で述べたように，情報工学分野はプログラミ

ングや離散数学，コンピュータアーキテクチャなど，通常の工

学分野とは基礎から異なる形式数学・数理科学の要素が多い。

このため，他分野コースの学生は，コンピュータや演習室の利

用経験はあるものの，演習室やコンピュータシステムがどのよ

うな原理で成り立っているか見当がつかない場合がある。グル

ープによっては，プログラミング以前に，プログラムないしは

ソフトウェアの存在そのものが未知，という学生の方が多数派

という状況も見られた。この場合，グループを構成する学生の

うち 1～2 名のみが進行・発言・策定を進め，他の学生は実験時
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間中何もしないに等しい，という結果を招く。評価の都合もあ

り，筆者らがアドバイス等で他の学生に演習への参加を促すが，

上記の理由から，本格的な参加というわけにはいかないのが現

状だった。結果，グループの成果物としては非常に技術的では

あるものの，システム全体としての統合性・有用性は大きく欠

けたものとなる。すなわち，選定 PC やOS，アプリケーション

ソフトウェアなどの個々のレベルは非常に具体的な技術や構成

を提案する一方，システム全体の目的や意図などは不明確のま

まとなった。

 この問題は，ソフトウェア工学分野において長年の懸案事項

である『顧客や業務担当者がコンピュータのシステム開発に十

分な要望を反映させることができず，開発者側の推測のみで開

発が進められてしまう』ケースが多い問題と同質である。他の

工学分野は歴史が長いこともあり，その分野の技術に根ざした

システムや製品は，普及が高ければ高いほど，専門家以外にも

原理や本質に関する理解が広まっている。しかし，コンピュー

タを代表とした情報工学分野は歴史が浅い一方，応用システ

ム・製品は急速に進んだため，日常生活や社会維持に深く関わ

っているにも関わらず，多くの人々にとってそれらの原理や本

質が見えないという状況に陥っている。結果として，利用・活

用の場面でトラブルが絶えないだけでなく，開発現場において

も利用者の要求と実現可能性が全く一致しない，というシーン

がしばしば見られる。

 このようなプロジェクト進行を改善するため，筆者らはグル

ープ学生に実験開始冒頭で，次のような体制で進めることを提

案し，実施させることにした。

・演習全体を 3 段階（要求定義，仕様策定，評価・修正）およ

び報告書作成に分ける。成果物として，報告書の他，書記に

よる議事録も提出する。

・各段階開始前に司会と書記を明確に決定すると共に，段階ご

とに司会および書記を変更する（したがって，学生のいずれ

かは司会もしくは書記を経験する）。報告書作成は全員で行う。

・上記提案の後に，校内 7 か所の演習・PC 設備を見学する。筆

者らによる特徴の解説等も各演習室にて行い，演習室システ

ムへの理解を深める。

 上記の体制で進めた結果，完全ではないものの，ほとんどの

グループにおいて，学生のほぼ全員が議論や資料作成に自ら関

わるようになった。また，演習結果として策定される仕様等も

統一がとれ，システムの意義や目的が見えやすいものとなった。

いくつか課題が残っているものの，初期のグループ開発として

の諸問題は解決されていると考えている。

４．演習結果の分析および議論

 本章では，演習の実施体制および結果について，ソフトウェ

ア開発方法論の観点で分析を行う。

４．１ 手法・手順の分析・議論 

 前章で述べた演習の実施体制は，従来のウォーターフォール

モデルを踏まえたものである。ウォーターフォールモデルは原

則として各段階から前段階に戻ることはなく，いわゆるベルト

コンベアを用いた製品の製造過程と同じ形で進められる。この

ウォーターフォールモデルの利点は，後の段階の担当者が前段

階に含まれた不具合を解消する責任をもたないことが前提であ

るため，結果として各段階の担当者の責任が増し，最終成果物

はより厳密なものとなる。欠点は，各段階の成果物に完全性が

求められるため，開発全体の時間がかかることである。また，

各段階で仕様や設計が確定すると後の段階での変更は一切ない

ため，開発途中で発見された新技術を積極的に取り入れること

が不可能に近い。これらの特徴から，ウォーターフォールモデ

ルの開発体制は，（宇宙開発事業などの）大規模かつ安全性を求

められるシステムの分野で採用される傾向がある。

 演習室システムは，仕様策定の段階において考慮すべきシス

テム的・技術的事柄が多く，一般的には大規模なものとなる。

したがって，ウォーターフォールモデルに沿った策定を進める

ことが有用である。しかし，学生としては個々のPC としての利

用経験しかないことが多く，演習室システムはその単なる集合

体として見てしまいがちである。このままの認識では，ウォー

ターフォールモデルに沿った開発の必要性が感じられず，個人

的な活動としての仕様策定に陥り，具体的な技術や構成のみを

提案すると考えられる（その結果の一例として，ハブなどのネ

ットワーク機器の存在に気づかないまま，ファイル共有機能を

提案するといったことが見られた）。このことから，事前の設備

見学と，各段階の責任分担は，大規模システムの開発に対する

ウォーターフォールモデルの必要性を認識する大きな助けとな

っていると考えられる。

 逆に，上記の事柄は，顧客や利用者が要望を反映できない・

しにくい背景とも考えられる。学生による開発演習の結果を踏

まえた提案として，設備見学や各段階の責任分担に相当する部

分も，開発工程の一部として確立する必要があると思われる。

具体的には，一般的に個別かつ任意の活動として捉えられてい

る，顧客や利用者などによる既存設備等の事前の視察や研修内

容を，分野ごとに整理・体系付けた上で，特定業務のシステム

仕様策定にダイレクトに結び付けるモデルおよび事例データの

蓄積手法の開発が考えられる。特定業務の既存システムの開放

が求められるため，最新技術を用いる業務に対しては実現が難

しいが，今回のような演習室システムや，Web サーバを用いた

アプリケーションサーバの構築といった事例は広く知られてお

り 1)，そのような分野からの整理・確立が可能と思われる。

４．２ 演習結果の分析・議論 

 ここでは，最近の演習結果として，平成 18 年度から平成 21
年度までの 4 年間×3 グループの計 12 の例を基に整理を試み，

傾向や性質を概観する。なお，演習結果は，報告書・発表資料

としてプレゼンテーション（スライド）形式のもの（図 1）が提

出される他，筆者らによって指定した形式によって記載する議

事録（図 2）が別途存在する。特別実験の評価対象資料としては

この 2 つを共に用いており，報告書・発表資料をレポートの内

容評価として，議事録を取り組み状況とグループディスカッシ

ョンでの発言状況の評価の一部として扱っている。ただし，司

会を担当したか議事録を担当したかによって学生個別の評価は

変えておらず，個別評価は主に，プロジェクトへの参加状況の

直接観察によって行っている。

図 1 報告書・発表資料の例（学生の氏名は黒塗り）

図 2 議事録の例（学生の氏名は黒塗り）

議事録については，大まかな形式を指摘していることもあり，

どの班も概ね同様の内容・記述量となっている（各段階A4 で 1
～2 ページ程度）。この議事録は，最終的な報告書・発表資料の

基ともなっており，前節の実施体制を維持するための手法とし

ても効果的であると判断される。

報告書・発表資料については，各班で内容の傾向や記載量に

大きな違いが見られた。特に，内容の傾向として『どの段階を

特に注目しているか』を整理したところ，初期提案段階は 6 例

（50%），設計段階は 3 例（25%），評価・修正段階は 3（25%）

という結果となった。いかに要望を適切に認識して取り入れた

か，という観点では，初期提案段階に重点を置くべきであり，

この傾向自体は問題ないと思われる。

報告・発表内容として具体的な設計や評価・修正を強調する

場合，最初の設備見学の結果の整理を簡易にまとめすぎており，

演習室を自明なものとして捉えている感がある。また，筆者ら

は必ず『システム名』を付けるようアドバイスしているが，こ

の際にも安易なネーミングを行う様子が見られる。これらは，

先入観による設計・開発をもたらすことがあるため，前節の議

論も踏まえ，見学結果の整理に時間をかけるよう誘導する必要

があると思われる。

評価・修正段階を強調するケースは，費用規模の算出に時間

をかけ過ぎている様子が見られる。筆者らは，評価の基準のひ

とつとして，設計結果に基づいた各種備品の大まかな価格調査

を行い，費用規模を算出するよう指示している。評価の基準と

しては，策定システムが初期提案段階の結果にどの程度即して

いるかも提示しているが，Web 等を用いて調査を行う費用規模

算出は手間がかかることから，より強く意識してしまう班が出

てしまったと考えられる。費用の算出は，現実的な理由で重要

な要素ではあるが，費用規模を意識してシステム設計の段階か

ら縮小傾向となり，初期提案を無理に修正するような例も見ら

れた。プロジェクトとして進める上での今後の大きな課題のひ

とつとなるだろう。

４．３ その他 

 筆者のひとりが別の高専に在籍している間に，本実験と同様

の内容を，週 1 時間×15 週で実施した経験がある。しかしこの

ケースは，プロジェクトの進捗状況が出席率と大きく連動して

しまい，班によっては，プロジェクトそのものが破たんしてし

まっている。プロジェクトの規模と，かける時間の分配の問題

についても，今後の課題のひとつである。

 なお，最近の情報工学分野についても大きな変化があり，そ

の変化に伴う対応も必要と考えられる。これは，たとえば情報

工学コースの学生であっても，具体的な技術や原理ではなく，

業界の製品トレンドを中心としたコンピュータ観，システム観

をもっているケースがある。このような場合，他分野の学生と

共に，表面的なシステム提案のみを行うことがあり，開発演習

の本質を損なう可能性が高い。現時点では筆者らのアドバイス

で『軌道修正』を行っているが，このような状況をカバーする

手法も開発しなければならないだろう。

５．まとめ

 筆者らのプロジェクト実験の結果を基に，より効果的なシス

テム開発方法論を考察・見当した。課題がいくつか残されてお

り，更なる分析・議論を進める必要がある。また，今回紹介・

提案した方法論を更に整理した上で，別の開発事例に試用する
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間中何もしないに等しい，という結果を招く。評価の都合もあ

り，筆者らがアドバイス等で他の学生に演習への参加を促すが，

上記の理由から，本格的な参加というわけにはいかないのが現

状だった。結果，グループの成果物としては非常に技術的では

あるものの，システム全体としての統合性・有用性は大きく欠

けたものとなる。すなわち，選定 PC やOS，アプリケーション

ソフトウェアなどの個々のレベルは非常に具体的な技術や構成

を提案する一方，システム全体の目的や意図などは不明確のま

まとなった。

 この問題は，ソフトウェア工学分野において長年の懸案事項

である『顧客や業務担当者がコンピュータのシステム開発に十

分な要望を反映させることができず，開発者側の推測のみで開

発が進められてしまう』ケースが多い問題と同質である。他の

工学分野は歴史が長いこともあり，その分野の技術に根ざした

システムや製品は，普及が高ければ高いほど，専門家以外にも

原理や本質に関する理解が広まっている。しかし，コンピュー

タを代表とした情報工学分野は歴史が浅い一方，応用システ

ム・製品は急速に進んだため，日常生活や社会維持に深く関わ

っているにも関わらず，多くの人々にとってそれらの原理や本

質が見えないという状況に陥っている。結果として，利用・活

用の場面でトラブルが絶えないだけでなく，開発現場において

も利用者の要求と実現可能性が全く一致しない，というシーン

がしばしば見られる。

 このようなプロジェクト進行を改善するため，筆者らはグル

ープ学生に実験開始冒頭で，次のような体制で進めることを提

案し，実施させることにした。

・演習全体を 3 段階（要求定義，仕様策定，評価・修正）およ

び報告書作成に分ける。成果物として，報告書の他，書記に

よる議事録も提出する。

・各段階開始前に司会と書記を明確に決定すると共に，段階ご

とに司会および書記を変更する（したがって，学生のいずれ

かは司会もしくは書記を経験する）。報告書作成は全員で行う。

・上記提案の後に，校内 7 か所の演習・PC 設備を見学する。筆

者らによる特徴の解説等も各演習室にて行い，演習室システ

ムへの理解を深める。

 上記の体制で進めた結果，完全ではないものの，ほとんどの

グループにおいて，学生のほぼ全員が議論や資料作成に自ら関

わるようになった。また，演習結果として策定される仕様等も

統一がとれ，システムの意義や目的が見えやすいものとなった。

いくつか課題が残っているものの，初期のグループ開発として

の諸問題は解決されていると考えている。

４．演習結果の分析および議論

 本章では，演習の実施体制および結果について，ソフトウェ

ア開発方法論の観点で分析を行う。

４．１ 手法・手順の分析・議論 

 前章で述べた演習の実施体制は，従来のウォーターフォール

モデルを踏まえたものである。ウォーターフォールモデルは原

則として各段階から前段階に戻ることはなく，いわゆるベルト

コンベアを用いた製品の製造過程と同じ形で進められる。この

ウォーターフォールモデルの利点は，後の段階の担当者が前段

階に含まれた不具合を解消する責任をもたないことが前提であ

るため，結果として各段階の担当者の責任が増し，最終成果物

はより厳密なものとなる。欠点は，各段階の成果物に完全性が

求められるため，開発全体の時間がかかることである。また，

各段階で仕様や設計が確定すると後の段階での変更は一切ない

ため，開発途中で発見された新技術を積極的に取り入れること

が不可能に近い。これらの特徴から，ウォーターフォールモデ

ルの開発体制は，（宇宙開発事業などの）大規模かつ安全性を求

められるシステムの分野で採用される傾向がある。

 演習室システムは，仕様策定の段階において考慮すべきシス

テム的・技術的事柄が多く，一般的には大規模なものとなる。

したがって，ウォーターフォールモデルに沿った策定を進める

ことが有用である。しかし，学生としては個々のPC としての利

用経験しかないことが多く，演習室システムはその単なる集合

体として見てしまいがちである。このままの認識では，ウォー

ターフォールモデルに沿った開発の必要性が感じられず，個人

的な活動としての仕様策定に陥り，具体的な技術や構成のみを

提案すると考えられる（その結果の一例として，ハブなどのネ

ットワーク機器の存在に気づかないまま，ファイル共有機能を

提案するといったことが見られた）。このことから，事前の設備

見学と，各段階の責任分担は，大規模システムの開発に対する

ウォーターフォールモデルの必要性を認識する大きな助けとな

っていると考えられる。

 逆に，上記の事柄は，顧客や利用者が要望を反映できない・

しにくい背景とも考えられる。学生による開発演習の結果を踏

まえた提案として，設備見学や各段階の責任分担に相当する部

分も，開発工程の一部として確立する必要があると思われる。

具体的には，一般的に個別かつ任意の活動として捉えられてい

る，顧客や利用者などによる既存設備等の事前の視察や研修内

容を，分野ごとに整理・体系付けた上で，特定業務のシステム

仕様策定にダイレクトに結び付けるモデルおよび事例データの

蓄積手法の開発が考えられる。特定業務の既存システムの開放

が求められるため，最新技術を用いる業務に対しては実現が難

しいが，今回のような演習室システムや，Web サーバを用いた

アプリケーションサーバの構築といった事例は広く知られてお

り 1)，そのような分野からの整理・確立が可能と思われる。

４．２ 演習結果の分析・議論 

 ここでは，最近の演習結果として，平成 18 年度から平成 21
年度までの 4 年間×3 グループの計 12 の例を基に整理を試み，

傾向や性質を概観する。なお，演習結果は，報告書・発表資料

としてプレゼンテーション（スライド）形式のもの（図 1）が提

出される他，筆者らによって指定した形式によって記載する議

事録（図 2）が別途存在する。特別実験の評価対象資料としては

この 2 つを共に用いており，報告書・発表資料をレポートの内

容評価として，議事録を取り組み状況とグループディスカッシ

ョンでの発言状況の評価の一部として扱っている。ただし，司

会を担当したか議事録を担当したかによって学生個別の評価は

変えておらず，個別評価は主に，プロジェクトへの参加状況の

直接観察によって行っている。

図 1 報告書・発表資料の例（学生の氏名は黒塗り）

図 2 議事録の例（学生の氏名は黒塗り）

議事録については，大まかな形式を指摘していることもあり，

どの班も概ね同様の内容・記述量となっている（各段階A4 で 1
～2 ページ程度）。この議事録は，最終的な報告書・発表資料の

基ともなっており，前節の実施体制を維持するための手法とし

ても効果的であると判断される。

報告書・発表資料については，各班で内容の傾向や記載量に

大きな違いが見られた。特に，内容の傾向として『どの段階を

特に注目しているか』を整理したところ，初期提案段階は 6 例

（50%），設計段階は 3 例（25%），評価・修正段階は 3（25%）

という結果となった。いかに要望を適切に認識して取り入れた

か，という観点では，初期提案段階に重点を置くべきであり，

この傾向自体は問題ないと思われる。

報告・発表内容として具体的な設計や評価・修正を強調する

場合，最初の設備見学の結果の整理を簡易にまとめすぎており，

演習室を自明なものとして捉えている感がある。また，筆者ら

は必ず『システム名』を付けるようアドバイスしているが，こ

の際にも安易なネーミングを行う様子が見られる。これらは，

先入観による設計・開発をもたらすことがあるため，前節の議

論も踏まえ，見学結果の整理に時間をかけるよう誘導する必要

があると思われる。

評価・修正段階を強調するケースは，費用規模の算出に時間

をかけ過ぎている様子が見られる。筆者らは，評価の基準のひ

とつとして，設計結果に基づいた各種備品の大まかな価格調査

を行い，費用規模を算出するよう指示している。評価の基準と

しては，策定システムが初期提案段階の結果にどの程度即して

いるかも提示しているが，Web 等を用いて調査を行う費用規模

算出は手間がかかることから，より強く意識してしまう班が出

てしまったと考えられる。費用の算出は，現実的な理由で重要

な要素ではあるが，費用規模を意識してシステム設計の段階か

ら縮小傾向となり，初期提案を無理に修正するような例も見ら

れた。プロジェクトとして進める上での今後の大きな課題のひ

とつとなるだろう。

４．３ その他 

 筆者のひとりが別の高専に在籍している間に，本実験と同様

の内容を，週 1 時間×15 週で実施した経験がある。しかしこの

ケースは，プロジェクトの進捗状況が出席率と大きく連動して

しまい，班によっては，プロジェクトそのものが破たんしてし

まっている。プロジェクトの規模と，かける時間の分配の問題

についても，今後の課題のひとつである。

 なお，最近の情報工学分野についても大きな変化があり，そ

の変化に伴う対応も必要と考えられる。これは，たとえば情報

工学コースの学生であっても，具体的な技術や原理ではなく，

業界の製品トレンドを中心としたコンピュータ観，システム観

をもっているケースがある。このような場合，他分野の学生と

共に，表面的なシステム提案のみを行うことがあり，開発演習

の本質を損なう可能性が高い。現時点では筆者らのアドバイス

で『軌道修正』を行っているが，このような状況をカバーする

手法も開発しなければならないだろう。

５．まとめ

 筆者らのプロジェクト実験の結果を基に，より効果的なシス

テム開発方法論を考察・見当した。課題がいくつか残されてお

り，更なる分析・議論を進める必要がある。また，今回紹介・

提案した方法論を更に整理した上で，別の開発事例に試用する
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ことで，実用性の確認等も行わなければならないだろう。
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ディスクレスによるプログラミング演習室システムの構築
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Abstract: Authors has constructed a sample diskless system for one of laboratories of the Information Processing Center at 2009. In this
paper, they describe about introducing a practical system based on the sample system to the laboratory at 2010, keeping both of
maintainability and augmentability. Firstly outlines of the sample system are described with history of the laboratory. Secondly policies 
and designs of the system are showed. Thirdly they report some problems of the new system and show solutions for them. Finally 
perspectives of further maintainability are described. 

１．はじめに

 筆者らは平成２１年度において，ディスクレスシステムの技

術を用いて試作したプログラミング演習室（情報工学演習室）

システムについて，試作の経緯やシステム運用に関する諸問題

について報告・議論した 2)3)。本論文では，この試作結果を基に

進めた導入結果を報告する。導入の方針や構成の詳細 1)をあらた

めて述べると共に，導入後に行った調整や課題についても併せ

て報告・議論する。

２．情報工学演習室システムの更新経緯

 本校情報処理センター管轄演習室のひとつである情報工学演

習室は，導入当初より一貫してプログラミング演習の目的に特

化している。基盤ソフトウェアであるオペレーティングシステ

ム（OS）においても，教育・研究用として長らく利用されてい

る UNIX 系 OS を用いている。平成 9 年頃より，カーネルや主

要アプリケーションプログラムの多くがフリーソフトウェアと

して提供されているLinux 系OS を導入しており，予算削減につ

ながると同時に，演習や実験に即したカスタマイズも適宜行っ

てきた。

 平成 15 年度より，クライアントマシンがOS の全てをネット

ワーク共有するディスクレスシステムを採用している。これは，

個々のクライアントマシンがハードディスクにインストールさ

れたソフトウェアに依存させないようにすることで，ディスク

障害や利用者による操作ミスによる不具合のほとんどを解消す

る仕組みである。これにより，アプリケーションソフトウェア

の追加も容易となった。

ディスクレスシステムの問題点としては，メモリ上に仮想デ

ィスクを用意する必要があるため，各クライアントマシンは相

応のメモリ容量が必要とされていることである。また，当然な

がら，ソフトウェア機能のほとんどをネットワーク共有するた

め，クライアント・サーバマシンはもちろん，それらをつなぐ

ハブなどのネットワーク機器も，十分なネットワーク容量と機

能を有していなければならない。なお，ソフトウェアは全てネ

ットワーク共有可能なライセンスでなければならないが，全て

フリーソフトウェア（オープンソースソフトウェア）であるこ

とを確認しており，この問題は発生していない。

平成 15 年度に導入されたシステムは，業者によって製作・販

売されたシン・クライアントを用いていた（図１）。シン・クラ

イアントは通常，必要最低限の機能のみを処理するものとして

提供されているが，このシステムにおいては，一般的なPC ハー

ドウェアにハードディスクが備わっていない，ネットブート機

能を有したものとして利用していた。Windows をベースとした

ディスクレスシステムにおける利用も想定していたものだった

ため，Windows に比べて軽量である当時の UNIX 系 OS
（VineLinux）は極めて快適に稼働していた。

 

図 1 業者製シン・クライアント（旧システム）
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ことで，実用性の確認等も行わなければならないだろう。
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Abstract: Authors has constructed a sample diskless system for one of laboratories of the Information Processing Center at 2009. In this
paper, they describe about introducing a practical system based on the sample system to the laboratory at 2010, keeping both of
maintainability and augmentability. Firstly outlines of the sample system are described with history of the laboratory. Secondly policies 
and designs of the system are showed. Thirdly they report some problems of the new system and show solutions for them. Finally 
perspectives of further maintainability are described. 

１．はじめに

 筆者らは平成２１年度において，ディスクレスシステムの技

術を用いて試作したプログラミング演習室（情報工学演習室）

システムについて，試作の経緯やシステム運用に関する諸問題

について報告・議論した 2)3)。本論文では，この試作結果を基に

進めた導入結果を報告する。導入の方針や構成の詳細 1)をあらた

めて述べると共に，導入後に行った調整や課題についても併せ

て報告・議論する。

２．情報工学演習室システムの更新経緯

 本校情報処理センター管轄演習室のひとつである情報工学演

習室は，導入当初より一貫してプログラミング演習の目的に特

化している。基盤ソフトウェアであるオペレーティングシステ

ム（OS）においても，教育・研究用として長らく利用されてい

る UNIX 系 OS を用いている。平成 9 年頃より，カーネルや主

要アプリケーションプログラムの多くがフリーソフトウェアと

して提供されているLinux 系OS を導入しており，予算削減につ

ながると同時に，演習や実験に即したカスタマイズも適宜行っ

てきた。

 平成 15 年度より，クライアントマシンがOS の全てをネット

ワーク共有するディスクレスシステムを採用している。これは，

個々のクライアントマシンがハードディスクにインストールさ

れたソフトウェアに依存させないようにすることで，ディスク

障害や利用者による操作ミスによる不具合のほとんどを解消す

る仕組みである。これにより，アプリケーションソフトウェア

の追加も容易となった。

ディスクレスシステムの問題点としては，メモリ上に仮想デ

ィスクを用意する必要があるため，各クライアントマシンは相

応のメモリ容量が必要とされていることである。また，当然な

がら，ソフトウェア機能のほとんどをネットワーク共有するた

め，クライアント・サーバマシンはもちろん，それらをつなぐ

ハブなどのネットワーク機器も，十分なネットワーク容量と機

能を有していなければならない。なお，ソフトウェアは全てネ

ットワーク共有可能なライセンスでなければならないが，全て

フリーソフトウェア（オープンソースソフトウェア）であるこ

とを確認しており，この問題は発生していない。

平成 15 年度に導入されたシステムは，業者によって製作・販

売されたシン・クライアントを用いていた（図１）。シン・クラ

イアントは通常，必要最低限の機能のみを処理するものとして

提供されているが，このシステムにおいては，一般的なPC ハー

ドウェアにハードディスクが備わっていない，ネットブート機

能を有したものとして利用していた。Windows をベースとした

ディスクレスシステムにおける利用も想定していたものだった

ため，Windows に比べて軽量である当時の UNIX 系 OS
（VineLinux）は極めて快適に稼働していた。

 

図 1 業者製シン・クライアント（旧システム）
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上記システムには機能面・性能面の問題はなかったが，クラ

イアント側のシステム機能（カーネルなど）を含めて業者によ

る一括導入だったため，5 年のリース期間においてOS のバージ

ョンアップ等が難しく，特に，変化の激しいネットワーク分野

への対応（Web ブラウザなどのメジャーバージョンアップなど）

が問題となっていた。そこで，次期システムは安価な汎用PC ハ

ードウェアを導入し，ソフトウェア部分は本校の教職員で独自

に構築することにした。これにより，更なる予算の削減も期待

された。

表1 新システムのハードウェアスペック概要 

サーバマシン（ブートサーバ，ファイルサーバ）

FUJITSU PRIMERGY ECONEL 100 S2 

CPU Intel Xeon 3GHz 

メモリ 2GB

HDD 500GB

そ

の

他

100BASE-TX 
1000BASE-T 
Ethernet 

クライアントマシン（47 台，予備機除く）

FUJITSU FMV ESPRIMO D5270 

CPU Intel Celeron 1.8GHz 

メモリ 1GB

HDD

そ

の

他

100BASE-TX 
Ethernet 
(PXE 対応)

 

まず，クライアント用 OS として Linux 系 OS の Ubuntu 9.10 
Desktop を用いた。これは，LiveCD と呼ばれる，CD からのOS
起動が可能なシステムが，ネットワーク経由のブートにも比較

的容易に対応できるためである。この試作システムでは，クラ

イアントマシン全台数がネットワーク経由で LiveCD イメージ

を起動・稼働させることができるかの検証を主目的とした。

次にサーバ側は，通常のネットワークブートと同様の仕組み

を用意した。すなわち，次のような機能である。

・DHCP/TFTP サーバ機能：クライアントマシンのネットワーク

ブート機能であるPXEからの要求に従い，IPアドレスの割当と，

初期ブートプログラムである PXELinux を転送する機能を提供

する。PXELinux は，読み込まれた後にあらためてDHCP により

IP アドレスを取得し，TFTP によってLinux カーネルと初期メモ

リディスクイメージ（initrd）を読み込み，Linux カーネルに制御

を移す。

 

 

・NFS機能：制御を移されたLinuxカーネルは，あらためてDHCP
サーバを参照して IP アドレスを取得し，PXELinux 起動時に指

定された情報に従い，ファイルシステム全体を参照する。ここ

では，ファイルシステムのネットワーク機能であるNFS によっ

て，LiveCD イメージ全体をファイルシステムとして共有する。

なお，LiveCD イメージは SquashFS と呼ばれる読込専用の圧縮

ファイルシステムで提供されており，これをシステムファイル

として参照する。図2 新システムのクライアントマシン(上)および 

 ここまでの構築および設定を行って稼働させたところ，デス

クトップ環境が利用できるまでの起動時間や，起動後の操作に

関しては問題ないことが確認できた。一方，この時のネットワ

ーク機能は，従来の 100Mbps の Ethernet およびスイッチングハ

ブをそのまま使用した。

サーバマシン(下)の外観 

 
３．試作システムの概要

 旧システムのリース終了に合わせ，新システムのハードウェ

アは平成 20 年度中に行われた。導入したクライアントおよびサ

ーバマシンの外観およびスペック概要をそれぞれ図 2，表１に示

す。

４．新システムの構築

４．１ 初期の構築システム  上記システムにより，平成 21 年度中に試作を行った。試作の

方針・概要は次の通りである。  試作システムの確認を踏まえ，平成 21 年度末に新システムの

構築を行った。その内容は次の通り。 

・DHCP/TFTP サーバ機能は，試作システムのブートサーバをそ

のまま用いた。

・ユーザ認証およびファイル共有システムは，旧システムの

NIS/NFS サーバをそのまま用いた。NIS は，UNIX 系OS で従来

から利用されているユーザ認証のネットワーク共有システムで

ある。NFS サーバとしては各ユーザのホームディレクトリや

/usr/local/などの共有ファイルディレクトリがあった。したがっ

て，ユーザ固有の情報やデータは，旧システムに特に手を加え

ず移行することとした。

・ファイルシステムイメージは，ブートサーバ上で稼働する仮

想マシンVMware Player にあらためてUbuntu Desktop をインス

トールしたものから，モデルマシンとして生成した。LiveCD と

異なり，NIS によるユーザ認証が必要なため，NIS クライアント

を組み込むと共に，起動時にはログイン画面を表示させるよう

にした。

 なお，ファイルシステムイメージを VMware 上で作成したの

は，ブートサーバ上で必要に応じて仮想マシンを起動し，パッ

ケージや諸設定の追加・削除を行った後，SquashFS イメージフ

ァイルを作り直してそのまま共有させることが可能なためであ

る。このことも想定し，ブートサーバは試作システムの段階か

ら，クライアントOS と同じUbuntu を用いている。

４．２ システムイメージ共有サーバの再構築 

 前節のように構築したシステムだったが，デスクトップ環境

を中心に OS 全体の規模が試作システムや旧システムよりも大

きくなったため，ネットワーク負荷が増大し，実用的な利用に

耐えられない状況となった。具体的には，一定台数（およそ 15
台）以上のクライアントマシンを一斉起動すると，ログイン画

面が表示されるまで 10 分以上かかる事態となった。

 この問題を解消するため，Ubuntu を用いたNFS サーバを別途

用意し，ファイルシステムイメージを共有する専用サーバとし

た。また，このNFS サーバを，スイッチングハブの 1000BASE-T
ポートに接続し，各クライアントマシンには同じスイッチング

ハブの 100BASE-TX 経由で利用するようにした。これにより，

旧システムとほぼ同じ起動時間を実現した（全台数を同時に起

動してもログイン画面が出るまで 1 分程度）。なお，演習室で使

用しているスイッチングハブは，校内情報ネットワーク（校内

LAN）の一部として機能するギガビットネットワークのエッジ

スイッチであり，1000BASE-T または 1000BASE-SX のどちらか

を利用できるポート 4 つが備わっている。そのうち 2 つはセン

タースイッチへのアップリンク用として 1000BASE-SX で使用

しており，今回，残りの 2 つを演習室と同セグメントに属すよ

うVLAN の設定を変更した。

ブートプログラム起動のための DHCP/TFTP サーバは，カー

ネルおよび初期メモリディスクイメージ読み込み時の負荷がほ

とんどかからないことを確認できたため，試作システムのまま

としている。

４．３ ファイル共有サーバの新規構築 

 前節までの調整で，C 言語プログラミングの演習を行う程度

であれば，特に問題なく利用できるようになった。しかし，Web
ブラウザやGUI をもつ統合開発環境などを一斉起動すると，各

ユーザのホームディレクトリへの設定情報およびキャッシュの

読み書きが頻繁に行われることになり，ファイル共有サーバに

多大な負荷がかかる現象が見られた。特に，大きな負荷がかか

った後のNFSサーバプログラムは使用後もファイル情報をある

程度保持しつづけるため，利用が続くにつれて処理が滞るよう

になった。この場合，初期ブート時にも不具合を起こしてしま

う状況となる。旧システムでもWeb ブラウザ（Mozilla）は利用

していたが，Flash Player にも未対応の 6 年以上前のシステムで

あり，ファイルシステムへの負荷は少なかったとみられる。

 そこで，ファイル共有サーバも新規に構築すると共に，前節

の NFS サーバと同様に，1000BASE-T ポートに接続して利用す

ることにした。なお，OS は NetBSD/i386 を使用した。これは，

Linux系パッケージに比べてOSの基本パッケージを必要最低限

のみインストールすることが比較的楽であり，負荷が集中する

単機能サーバには適していると判断したためである。なお，念

のため，NFS サーバプログラムは夜間などに自動的に再起動す

ることにより，ファイル情報保持に関して定期的にリセットを

かけるようにしている。また，旧システムのファイル共有サー

バで稼働させていた NIS サーバ機能はブートサーバで稼働・共

有させることとした。

 新規ファイル共有サーバの外観を図 3 に，ハードウェアスペ

ックの概要を表 2 に示す。また，システムの最終構成を図 4 に

示す。なお，図4 中の各サーバの jokoXX はホスト名，NIS サブ

ドメイン名およびNIS ドメイン名は jk.ibaraki-ct.ac.jp，IP アドレ

スは 172.16.206.0/24 の 8 ビットセグメント空間を用いている。

 

４．４ その他の調整 

 各ユーザによるWebブラウザのキャッシュ機能およびファイ

ルダウンロードの一時保存は，ファイル共有サーバに多大な負

荷をかけるため，メモリディスク上に保存するようにし，OS の

シャットダウン時に消去されるようにした。具体的には，Ubuntu
の/tmp 以下が標準でメモリディスク上に割り当てられるように

なっているため，Mozilla Firefox などのWeb ブラウザのシステム

設定において，キャッシュ等が/tmp 以下に保存されるようにし

た。

 なお，軽快な動作で知られる Google Chrome も試用した。し

かし，ひとつのタブごとにひとつのプロセスを作るなど，CPU
およびメモリを効率良く活用するよう設計されており，結果と

して，ホームディレクトリに複数の種類のキャッシュ処理等を

行うことが確認された。メモリディスク上でキャッシュ処理等

を行わせるにはユーザ個々の設定が必要なこともあり，標準ブ

ラウザとしての採用は見送っている。

86 茨城工業高等専門学校研究彙報 （第４６号）



上記システムには機能面・性能面の問題はなかったが，クラ

イアント側のシステム機能（カーネルなど）を含めて業者によ

る一括導入だったため，5 年のリース期間においてOS のバージ

ョンアップ等が難しく，特に，変化の激しいネットワーク分野

への対応（Web ブラウザなどのメジャーバージョンアップなど）

が問題となっていた。そこで，次期システムは安価な汎用PC ハ

ードウェアを導入し，ソフトウェア部分は本校の教職員で独自

に構築することにした。これにより，更なる予算の削減も期待

された。

表1 新システムのハードウェアスペック概要 

サーバマシン（ブートサーバ，ファイルサーバ）

FUJITSU PRIMERGY ECONEL 100 S2 

CPU Intel Xeon 3GHz 

メモリ 2GB

HDD 500GB

そ

の

他

100BASE-TX 
1000BASE-T 
Ethernet 

クライアントマシン（47 台，予備機除く）

FUJITSU FMV ESPRIMO D5270 

CPU Intel Celeron 1.8GHz 

メモリ 1GB

HDD

そ

の

他

100BASE-TX 
Ethernet 
(PXE 対応)

 

まず，クライアント用 OS として Linux 系 OS の Ubuntu 9.10 
Desktop を用いた。これは，LiveCD と呼ばれる，CD からのOS
起動が可能なシステムが，ネットワーク経由のブートにも比較

的容易に対応できるためである。この試作システムでは，クラ

イアントマシン全台数がネットワーク経由で LiveCD イメージ

を起動・稼働させることができるかの検証を主目的とした。

次にサーバ側は，通常のネットワークブートと同様の仕組み

を用意した。すなわち，次のような機能である。

・DHCP/TFTP サーバ機能：クライアントマシンのネットワーク

ブート機能であるPXEからの要求に従い，IPアドレスの割当と，

初期ブートプログラムである PXELinux を転送する機能を提供

する。PXELinux は，読み込まれた後にあらためてDHCP により

IP アドレスを取得し，TFTP によってLinux カーネルと初期メモ

リディスクイメージ（initrd）を読み込み，Linux カーネルに制御

を移す。

 

 

・NFS機能：制御を移されたLinuxカーネルは，あらためてDHCP
サーバを参照して IP アドレスを取得し，PXELinux 起動時に指

定された情報に従い，ファイルシステム全体を参照する。ここ

では，ファイルシステムのネットワーク機能であるNFS によっ

て，LiveCD イメージ全体をファイルシステムとして共有する。

なお，LiveCD イメージは SquashFS と呼ばれる読込専用の圧縮

ファイルシステムで提供されており，これをシステムファイル

として参照する。図2 新システムのクライアントマシン(上)および 

 ここまでの構築および設定を行って稼働させたところ，デス

クトップ環境が利用できるまでの起動時間や，起動後の操作に

関しては問題ないことが確認できた。一方，この時のネットワ

ーク機能は，従来の 100Mbps の Ethernet およびスイッチングハ

ブをそのまま使用した。

サーバマシン(下)の外観 

 
３．試作システムの概要

 旧システムのリース終了に合わせ，新システムのハードウェ

アは平成 20 年度中に行われた。導入したクライアントおよびサ

ーバマシンの外観およびスペック概要をそれぞれ図 2，表１に示

す。

４．新システムの構築

４．１ 初期の構築システム  上記システムにより，平成 21 年度中に試作を行った。試作の

方針・概要は次の通りである。  試作システムの確認を踏まえ，平成 21 年度末に新システムの

構築を行った。その内容は次の通り。 

・DHCP/TFTP サーバ機能は，試作システムのブートサーバをそ

のまま用いた。

・ユーザ認証およびファイル共有システムは，旧システムの

NIS/NFS サーバをそのまま用いた。NIS は，UNIX 系OS で従来

から利用されているユーザ認証のネットワーク共有システムで

ある。NFS サーバとしては各ユーザのホームディレクトリや

/usr/local/などの共有ファイルディレクトリがあった。したがっ

て，ユーザ固有の情報やデータは，旧システムに特に手を加え

ず移行することとした。

・ファイルシステムイメージは，ブートサーバ上で稼働する仮

想マシンVMware Player にあらためてUbuntu Desktop をインス

トールしたものから，モデルマシンとして生成した。LiveCD と

異なり，NIS によるユーザ認証が必要なため，NIS クライアント

を組み込むと共に，起動時にはログイン画面を表示させるよう

にした。

 なお，ファイルシステムイメージを VMware 上で作成したの

は，ブートサーバ上で必要に応じて仮想マシンを起動し，パッ

ケージや諸設定の追加・削除を行った後，SquashFS イメージフ

ァイルを作り直してそのまま共有させることが可能なためであ

る。このことも想定し，ブートサーバは試作システムの段階か

ら，クライアントOS と同じUbuntu を用いている。

４．２ システムイメージ共有サーバの再構築 

 前節のように構築したシステムだったが，デスクトップ環境

を中心に OS 全体の規模が試作システムや旧システムよりも大

きくなったため，ネットワーク負荷が増大し，実用的な利用に

耐えられない状況となった。具体的には，一定台数（およそ 15
台）以上のクライアントマシンを一斉起動すると，ログイン画

面が表示されるまで 10 分以上かかる事態となった。

 この問題を解消するため，Ubuntu を用いたNFS サーバを別途

用意し，ファイルシステムイメージを共有する専用サーバとし

た。また，このNFS サーバを，スイッチングハブの 1000BASE-T
ポートに接続し，各クライアントマシンには同じスイッチング

ハブの 100BASE-TX 経由で利用するようにした。これにより，

旧システムとほぼ同じ起動時間を実現した（全台数を同時に起

動してもログイン画面が出るまで 1 分程度）。なお，演習室で使

用しているスイッチングハブは，校内情報ネットワーク（校内

LAN）の一部として機能するギガビットネットワークのエッジ

スイッチであり，1000BASE-T または 1000BASE-SX のどちらか

を利用できるポート 4 つが備わっている。そのうち 2 つはセン

タースイッチへのアップリンク用として 1000BASE-SX で使用

しており，今回，残りの 2 つを演習室と同セグメントに属すよ

うVLAN の設定を変更した。

ブートプログラム起動のための DHCP/TFTP サーバは，カー

ネルおよび初期メモリディスクイメージ読み込み時の負荷がほ

とんどかからないことを確認できたため，試作システムのまま

としている。

４．３ ファイル共有サーバの新規構築 

 前節までの調整で，C 言語プログラミングの演習を行う程度

であれば，特に問題なく利用できるようになった。しかし，Web
ブラウザやGUI をもつ統合開発環境などを一斉起動すると，各

ユーザのホームディレクトリへの設定情報およびキャッシュの

読み書きが頻繁に行われることになり，ファイル共有サーバに

多大な負荷がかかる現象が見られた。特に，大きな負荷がかか

った後のNFSサーバプログラムは使用後もファイル情報をある

程度保持しつづけるため，利用が続くにつれて処理が滞るよう

になった。この場合，初期ブート時にも不具合を起こしてしま

う状況となる。旧システムでもWeb ブラウザ（Mozilla）は利用

していたが，Flash Player にも未対応の 6 年以上前のシステムで

あり，ファイルシステムへの負荷は少なかったとみられる。

 そこで，ファイル共有サーバも新規に構築すると共に，前節

の NFS サーバと同様に，1000BASE-T ポートに接続して利用す

ることにした。なお，OS は NetBSD/i386 を使用した。これは，

Linux系パッケージに比べてOSの基本パッケージを必要最低限

のみインストールすることが比較的楽であり，負荷が集中する

単機能サーバには適していると判断したためである。なお，念

のため，NFS サーバプログラムは夜間などに自動的に再起動す

ることにより，ファイル情報保持に関して定期的にリセットを

かけるようにしている。また，旧システムのファイル共有サー

バで稼働させていた NIS サーバ機能はブートサーバで稼働・共

有させることとした。

 新規ファイル共有サーバの外観を図 3 に，ハードウェアスペ

ックの概要を表 2 に示す。また，システムの最終構成を図 4 に

示す。なお，図 4 中の各サーバの jokoXX はホスト名，NIS サブ

ドメイン名およびNIS ドメイン名は jk.ibaraki-ct.ac.jp，IP アドレ

スは 172.16.206.0/24 の 8 ビットセグメント空間を用いている。

 

４．４ その他の調整 

 各ユーザによるWebブラウザのキャッシュ機能およびファイ

ルダウンロードの一時保存は，ファイル共有サーバに多大な負

荷をかけるため，メモリディスク上に保存するようにし，OS の

シャットダウン時に消去されるようにした。具体的には，Ubuntu
の/tmp 以下が標準でメモリディスク上に割り当てられるように

なっているため，Mozilla Firefox などのWeb ブラウザのシステム

設定において，キャッシュ等が/tmp 以下に保存されるようにし

た。

 なお，軽快な動作で知られる Google Chrome も試用した。し

かし，ひとつのタブごとにひとつのプロセスを作るなど，CPU
およびメモリを効率良く活用するよう設計されており，結果と

して，ホームディレクトリに複数の種類のキャッシュ処理等を

行うことが確認された。メモリディスク上でキャッシュ処理等

を行わせるにはユーザ個々の設定が必要なこともあり，標準ブ

ラウザとしての採用は見送っている。
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 クライアントOS として利用したUbuntu は，Windows と同様

の高機能なユーザインタフェースと操作環境をもつため，Web
ブラウザ同様，各ユーザのホームディレクトリに設定ファイル

変更やキャッシュ情報のための読み書きを頻繁に行う。操作環

境に関連する様々なツールも自動インストールされるため，結

果としてシステムイメージファイルを巨大にしている（執筆時

点での SquashFS の大きさが約 1.2GB）。LiveCD 用が 680MB で

あることから，アプリケーションのインストール内容の大幅な

見直しが必要と考えられる。あるいは，ネットワークブートお

よびSquashFSによるシステム共有はどのLinuxパッケージでも

利用できることから，Debian GNU/Linux（Ubuntu の基盤となっ

ている Linux パッケージ）などの，より軽量なパッケージを利

用した再構築が挙げられる。

 また，今後のパッケージ規模の拡大は避けられないものと捉

え，クライアントマシンに対してもギガビットイーサネットの

環境を提供することを考えていかなければならないと思われる。

この問題は，今後の校内情報ネットワークの更新状況に併せて

検討していきたい。
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図4 構築システムの構成概観

５．今後の課題

アミン・BF３付加物の熱分解をキーステップとしたポルフィンの新規合成法の開拓 
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The New Approach to Porphine Synthesis Using the Pyrolysis of Amine-BF3 Adducts as Key Step  

Fujio EBINA, Keita SEDA, Minoru SATOH, Hidehito KOMATSUZAKI, Susumu KANAYA, Koji IINO, Tatsu-roh ICHIGE, 
 and Naomi WATANABE 

Abstract:  Three new approaches have been developed for the porphine synthesis.   The first one is the modification 
of Lindsey method, in which 1:1:1 mixture of pyrrole, Schiff ’s base of formaldehyde, and BF3 diethyl etherate was 
refluxed in chloroform under Ar atmosphere for 6 hrs, then the reaction mixture was oxidized by chloranil, and the 
final purification was carried out with silica gel chromatograph.   The porphine yield was 4 ~ 5 %.   In the second 
one, mono-functional Mannich base of pyrrole and the BF3 etherate were used as the starting materials, and by the 
same treatment as in the first one, 5 ~ 6 % of porphine yield was obtained after the reaction for 48 hrs.   The third 
one is the reaction among di-functional Mannich base, pyrrole, and the BF3 etherate, and gave 5 ~ 6 % of porphine 
yield, the shortening of the reaction time to 24 hrs being observed.   These three approaches seem to involve the 
same pyrolysis process of amine-BF3 adduct as key step. 
 
１．はじめに 

 

１－１ ポルフィン及びその合成法の概要 

 ポルフィンは、生体機能性化合物であるポルフィリン類

の基本骨格であるポルフィリン環そのものであり、無置換

のポルフィリン、すなわち最

も単純なポルフィリンである。

しかしながら、その合成は、

構造が単純であるにもかかわ

らず、ポルフィリン合成の中

でも最も難しいものの１つに

数えられている。恐らく、こ

れは、反応の途中過程で、所

望の反応とは別の副反応や重合反応が多くの無置換部を起

点に進行しやすいといったことが考えられる。 
 これまでに報告されているポルフィン合成法をまとめる

と、ポルフィンの合成に初めて成功したのは、ヘミンとク

ロロフィルの構造に関する研究でノーベル化学賞を受けた

Fischer である。彼らは、2-ホルミルピロールをギ酸中で加

熱還流して0.026%の収率でポルフィンを得ている 1）。同年、

Rothemund は、ピロールとホルムアルデヒドのメタノール

溶液を少量のピリジンとともに封管中で加熱して 0.021%
の収率でポルフィンを合成している 2）。その後、Krol や

Longo らにより、α 位にヒドロキシメチル基やジメチルア

ミノメチル基を持ったピロールを原料とする合成法がいく

つか報告されているが、収率は数%前後のようである 3、4）。

それから数十年後の 1993 年に根矢らは、ピロールとホルム

アルデヒドから収率はわずか 0.9%であるけれども、一度に

ポルフィンを 100 mg 以上合成できる方法を報告している
5）。また、谷口らは、トリピランと 2,5-ビス(ヒドロキシメ

チル)ピロールから 30%の高収率でポルフィンを得る精巧

な合成法を考案している 6）。しかしながら、出発物質であ

る 2,5-ビス(ヒドロキシメチル)ピロールは非常に不安定な

物質であり、取り扱いに高度な技術を要するので、簡便な
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ているため、総収率はやはり低収率になってしまい、やは

り実用的な合成法とは言い難い。 
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 クライアントOS として利用したUbuntu は，Windows と同様

の高機能なユーザインタフェースと操作環境をもつため，Web
ブラウザ同様，各ユーザのホームディレクトリに設定ファイル

変更やキャッシュ情報のための読み書きを頻繁に行う。操作環

境に関連する様々なツールも自動インストールされるため，結

果としてシステムイメージファイルを巨大にしている（執筆時

点での SquashFS の大きさが約 1.2GB）。LiveCD 用が 680MB で

あることから，アプリケーションのインストール内容の大幅な

見直しが必要と考えられる。あるいは，ネットワークブートお

よびSquashFSによるシステム共有はどのLinuxパッケージでも

利用できることから，Debian GNU/Linux（Ubuntu の基盤となっ

ている Linux パッケージ）などの，より軽量なパッケージを利

用した再構築が挙げられる。

 また，今後のパッケージ規模の拡大は避けられないものと捉

え，クライアントマシンに対してもギガビットイーサネットの

環境を提供することを考えていかなければならないと思われる。

この問題は，今後の校内情報ネットワークの更新状況に併せて

検討していきたい。
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The New Approach to Porphine Synthesis Using the Pyrolysis of Amine-BF3 Adducts as Key Step  

Fujio EBINA, Keita SEDA, Minoru SATOH, Hidehito KOMATSUZAKI, Susumu KANAYA, Koji IINO, Tatsu-roh ICHIGE, 
 and Naomi WATANABE 

Abstract:  Three new approaches have been developed for the porphine synthesis.   The first one is the modification 
of Lindsey method, in which 1:1:1 mixture of pyrrole, Schiff ’s base of formaldehyde, and BF3 diethyl etherate was 
refluxed in chloroform under Ar atmosphere for 6 hrs, then the reaction mixture was oxidized by chloranil, and the 
final purification was carried out with silica gel chromatograph.   The porphine yield was 4 ~ 5 %.   In the second 
one, mono-functional Mannich base of pyrrole and the BF3 etherate were used as the starting materials, and by the 
same treatment as in the first one, 5 ~ 6 % of porphine yield was obtained after the reaction for 48 hrs.   The third 
one is the reaction among di-functional Mannich base, pyrrole, and the BF3 etherate, and gave 5 ~ 6 % of porphine 
yield, the shortening of the reaction time to 24 hrs being observed.   These three approaches seem to involve the 
same pyrolysis process of amine-BF3 adduct as key step. 
 
１．はじめに 
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の基本骨格であるポルフィリン環そのものであり、無置換

のポルフィリン、すなわち最

も単純なポルフィリンである。

しかしながら、その合成は、

構造が単純であるにもかかわ

らず、ポルフィリン合成の中

でも最も難しいものの１つに

数えられている。恐らく、こ

れは、反応の途中過程で、所

望の反応とは別の副反応や重合反応が多くの無置換部を起
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 これまでに報告されているポルフィン合成法をまとめる

と、ポルフィンの合成に初めて成功したのは、ヘミンとク

ロロフィルの構造に関する研究でノーベル化学賞を受けた

Fischer である。彼らは、2-ホルミルピロールをギ酸中で加
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Rothemund は、ピロールとホルムアルデヒドのメタノール

溶液を少量のピリジンとともに封管中で加熱して 0.021%
の収率でポルフィンを合成している 2）。その後、Krol や

Longo らにより、α 位にヒドロキシメチル基やジメチルア

ミノメチル基を持ったピロールを原料とする合成法がいく

つか報告されているが、収率は数%前後のようである 3、4）。

それから数十年後の 1993 年に根矢らは、ピロールとホルム

アルデヒドから収率はわずか 0.9%であるけれども、一度に

ポルフィンを 100 mg 以上合成できる方法を報告している
5）。また、谷口らは、トリピランと 2,5-ビス(ヒドロキシメ
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した後、パラジウム触媒の存在下で、アリールボロン酸ま

たはヘテロアリールボロン酸を用いて鈴木・宮浦クロスカ

ップリング反応 9）を行うことで、5,10,15,20-テトラアリー

ル（またはヘテロアリール）ポルフィリンが高収率で合 
成可能であることを報告している。 

また、Senge らは、－78℃の条件下でポルフィンに有機

リチウム試薬の求核付加、水による加水分解ならびに 2,3-
ジクロロ-5,6-ジシアノ-p-ベンゾキノン(DDQ)による酸化と

いうプロセスで 5,10-二置換ポルフィリンを高収率で合成

可能であることを報告している 10）。この反応（Scheme 1）
では、初めに有機リチウム試薬の求核攻撃により、向かい

側の meso-位が負電荷に帯電したポルフィリンアニオン中

間体が生成する(1)。次いで、水による加水分解で 5,15-ジ
ヒドロポルフィリンとなり(2)、最後に DDQ により meso-
位（5 および 15-位）が酸化されて、5-一置換ポルフィリン

を与える(3)。また、同様の反応をもう一度繰り返すと、目

的の 5,10-二置換ポルフィリンが得られる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、最近ではポルフィンを出発とするポルフィ

リン合成法も報告され出し、ポルフィリン合成の未開拓分

野にも徐々に手が付けられ始めたが、依然として残る問題

は出発物質であるポルフィンの簡便な合成法の確立である。 

そこで、本研究では、ポルフィリン化学のさらなる発展

を目指し、新たなポルフィンの簡便・高効率な合成法の開

拓を試みたので、その結果を報告する。 

 

 

２．実験及び結果と考察 

 

２－１ ホルムアルデヒドの Schiff 塩基を用いたポルフィ

ン合成（合成系Ⅰ） 
ポルフィンはピロールとホルムアルデヒドが縮合・環化

したものであるので、単純に考えると、テトラフェニルポ

ルフィリン(TPP)合成（Adler-Longo 法 11））のようにピロー

ルとホルムアルデヒドを酸触媒下で反応させれば得られる

はずである。実際、根矢らはこの観点から合成を試みてい

るが、結果は 0.9%と低収率であった 5）。 
一方、Lindsey らは、1986 年より立体障害の大きなフェ

ニル側鎖を有する TPP 誘導体の新たな合成法を考案し、報

告している 12）。これは、室温でピロールと芳香族アルデヒ

ドをジクロロメタンに溶かし、これに不活性ガス雰囲気下

で酸触媒として三フッ化ホウ素を加えてポルフィリノーゲ

ンをつくり、次に p-クロラニルのような穏やかな酸化剤を

加えて TPP 誘導体を得るものである。この方法は、低濃度

合成ながら、従来の TPP 合成法では無理であった立体障害

の大きい置換基を有するTPP誘導体を比較的良好な収率で

合成可能にし、Adler-Longo 法の欠点を補うものであった。

そこで、この Lindsey 法をポルフィン合成に応用できない

か検討することにした。 
 ポルフィン合成に Lindsey 法を適用する場合、深刻な問

題になるのがアルデヒド源であるホルムアルデヒド自体の

ことである。ホルムアルデヒドは室温で刺激性の気体であ

り、通常はホルマリンとして水溶液で市販されている。し

かしながら、その水溶液のまま反応に使用すると、水と三

フッ化ホウ素が反応して H+を放出し、単なるプロトン酸に

よる反応になってしまう。また、ホルムアルデヒドは重合

してパラホルムアルデヒドになりやすく、気体のままでの

使用にも難がある。残る解決策は、ホルムアルデヒドを脂

溶性の等価体に変換することである。それ故、脂溶性の等 
価体としてホルムアルデヒドのアセタールや Schiff 塩基を

候補に上げ、Lindsey 法の手法により、ポルフィン合成を試

みた。しかしながら、この時点では、まったくポルフィン

の生成は確認されなかったので、室温ではなく、高温での

反応を試みるために反応溶媒をクロロホルムに変え、クロ

ロホルム還流下で再度反応を試みた。その結果、Schiff 塩

基を用いた場合にポルフィンの生成を確認したので、この

反応系を合成系�として、本格的に検討することにした。 
Schiff 塩基を用いたポルフィン合成の手順は次のとおり

である。まず、出発物質の Schiff 塩基の調製（Scheme 2）
は、37%ホルムアルデヒド水溶液（ホルマリン）と各種ア

ミンを直接反応させ、生成した Schiff 塩基をクロロホルム

で抽出し、精製することにより行った。また、目的物の同

定は 1H NMR（90 MHz, CDCl3）で行った。 
 
 
 
 
 

次にポルフィン合成であるが、主管に流動パラフィンシ

ールとつないだジムロート冷却管を、一方の側管にアルゴ

ンガス導入管を、もう一方の側管にゴムセプタムを装備し

た三口フラスコに、市販のクロロホルム(含 1%エタノール)、
撹拌子、先に合成した各種 Schiff 塩基を入れ、約１時間ア

ルゴン置換した。次に、オイルバスの温度を上げて反応溶

液を還流状態にし、BF3-OEt2、ピロールの順にマイクロシ

リンジでゴムセプタムから注入した。その後、反応の全容

を明らかにするために反応の経時変化を追跡した。一定時

間毎に、シリンジで反応溶液を一定量採取し、それに p-ク
ロラニルを加え、70℃で約 30 分間還流し、図 2 に示した

ような後処理を行って、吸収スペクトルによりポルフィン

収率を見積った。 
表 1 に各種 Schiff 塩基を用いたポルフィン合成の結果を 
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示す。�１からわかるように、N-ベンジルメタンイミンを

用いた合成系が反応完結時間も短く、良好なポルフィン収

率を示すのに対し、N-tert-ブチルメタンイミンを用いた合

成系は、反応中間体がフラスコの内壁に析出してしまうな

どの問題が発生した上に、収率も低く、反応完結時間が長

いことが判明した。これは Schiff 塩基側鎖にフェニル基の

ような電子吸引基を有すると、収率も良く、反応完結時間

も短いことを示している。また、N-ベンズヒドリルメタン

イミンは、好結果を示した N-ベンジルメタンイミンにフェ

ニル基が１つ多くついた構造をしているので、ポルフィン

収率の増加を期待したが、結果は 2～3%と低収率であった。

これは Schiff 塩基側鎖に電子吸引基であるフェニル基を２

つ有するために、窒素原子上の非共有電子対の電子密度が

減少し、Lewis 酸である三フッ化ホウ素へと配位しにくく

なったためであると考えられる。したがって、合成系Ⅰで

は N-ベンジルメタンイミンを用いた合成系が最も良好な

ポルフィン合成系であることが判明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
次に、推定した合成系Ⅰの反応機構を Scheme 3 に示す。

反応の第１段は、Schiff 塩基における窒素原子の非共有電

子対と三フッ化ホウ素の酸・塩基中和反応であることは容

易に想像される。第２段は、実際にポルフィリノーゲンが

生成してポルフィンができることから、ピロイルメチルカ

チオンの生成は確実であり、その前駆体ができる反応と思

われる。恐らく、第１段で生成したイミン・三フッ化ホウ

素付加体が両性イオンであり、共鳴混成体としてメチルカ

チオン誘導体を生じることから、これにピロールの α位が

求核攻撃して、ピロイルメチルアミン・三フッ化ホウ素付

加体が生成すると思われる。第３段は、本反応が室温で起

こらないことから、何らかの熱分解反応を包含しているこ

とが予想され、ピロイルメチルアミン・三フッ化ホウ素付

加体が熱分解して、ピロイルメチルカチオンを生成する過

程と思われる。そして、第４段では、それらが重合して四

量体を形成し、最後に環化してポル

フィリノーゲンに至ると思われる。 
 本反応は、Lindsey 法をポルフィン

合成に応用することを念頭に試みて

きたが、反応機構から推定すると、

これまでに知られていないアミン・

三フッ化ホウ素付加体の熱分解によ

るカルボカチオンの生成を含む新規

の有機化学反応であることが確実で

ある。 
 合成系Ⅰの特徴をまとめると、①

出発物質の Schiff 塩基は調製が容易

で、比較的安定で結晶として取り出

しやすい、②反応はアミン・三フッ

化ホウ素付加体（両性イオン）の新

規の熱分解反応を経由するらしい、

③N-ベンジルメタンイミンを用いた

図 2 合成系Ⅰの後処理プロセス 

表 1 各種 Schiff 塩基を用いたポルフィン合成の結果 

Schiff 塩基 
［試薬濃度 1×10-2 mol/l］

反応完結 
時間（hr） 

ポルフィン

収率（%） 

 6 4 ~ 5 

 6 2 ~ 3 

 24 3 ~ 4 
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した後、パラジウム触媒の存在下で、アリールボロン酸ま

たはヘテロアリールボロン酸を用いて鈴木・宮浦クロスカ

ップリング反応 9）を行うことで、5,10,15,20-テトラアリー

ル（またはヘテロアリール）ポルフィリンが高収率で合 
成可能であることを報告している。 

また、Senge らは、－78℃の条件下でポルフィンに有機

リチウム試薬の求核付加、水による加水分解ならびに 2,3-
ジクロロ-5,6-ジシアノ-p-ベンゾキノン(DDQ)による酸化と

いうプロセスで 5,10-二置換ポルフィリンを高収率で合成

可能であることを報告している 10）。この反応（Scheme 1）
では、初めに有機リチウム試薬の求核攻撃により、向かい

側の meso-位が負電荷に帯電したポルフィリンアニオン中

間体が生成する(1)。次いで、水による加水分解で 5,15-ジ
ヒドロポルフィリンとなり(2)、最後に DDQ により meso-
位（5 および 15-位）が酸化されて、5-一置換ポルフィリン

を与える(3)。また、同様の反応をもう一度繰り返すと、目

的の 5,10-二置換ポルフィリンが得られる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、最近ではポルフィンを出発とするポルフィ

リン合成法も報告され出し、ポルフィリン合成の未開拓分

野にも徐々に手が付けられ始めたが、依然として残る問題

は出発物質であるポルフィンの簡便な合成法の確立である。 

そこで、本研究では、ポルフィリン化学のさらなる発展

を目指し、新たなポルフィンの簡便・高効率な合成法の開

拓を試みたので、その結果を報告する。 

 

 

２．実験及び結果と考察 

 

２－１ ホルムアルデヒドの Schiff 塩基を用いたポルフィ

ン合成（合成系Ⅰ） 
ポルフィンはピロールとホルムアルデヒドが縮合・環化

したものであるので、単純に考えると、テトラフェニルポ

ルフィリン(TPP)合成（Adler-Longo 法 11））のようにピロー

ルとホルムアルデヒドを酸触媒下で反応させれば得られる

はずである。実際、根矢らはこの観点から合成を試みてい

るが、結果は 0.9%と低収率であった 5）。 
一方、Lindsey らは、1986 年より立体障害の大きなフェ

ニル側鎖を有する TPP 誘導体の新たな合成法を考案し、報

告している 12）。これは、室温でピロールと芳香族アルデヒ

ドをジクロロメタンに溶かし、これに不活性ガス雰囲気下

で酸触媒として三フッ化ホウ素を加えてポルフィリノーゲ

ンをつくり、次に p-クロラニルのような穏やかな酸化剤を

加えて TPP 誘導体を得るものである。この方法は、低濃度

合成ながら、従来の TPP 合成法では無理であった立体障害

の大きい置換基を有するTPP誘導体を比較的良好な収率で

合成可能にし、Adler-Longo 法の欠点を補うものであった。

そこで、この Lindsey 法をポルフィン合成に応用できない

か検討することにした。 
 ポルフィン合成に Lindsey 法を適用する場合、深刻な問

題になるのがアルデヒド源であるホルムアルデヒド自体の

ことである。ホルムアルデヒドは室温で刺激性の気体であ

り、通常はホルマリンとして水溶液で市販されている。し

かしながら、その水溶液のまま反応に使用すると、水と三

フッ化ホウ素が反応して H+を放出し、単なるプロトン酸に

よる反応になってしまう。また、ホルムアルデヒドは重合

してパラホルムアルデヒドになりやすく、気体のままでの

使用にも難がある。残る解決策は、ホルムアルデヒドを脂

溶性の等価体に変換することである。それ故、脂溶性の等 
価体としてホルムアルデヒドのアセタールや Schiff 塩基を

候補に上げ、Lindsey 法の手法により、ポルフィン合成を試

みた。しかしながら、この時点では、まったくポルフィン

の生成は確認されなかったので、室温ではなく、高温での

反応を試みるために反応溶媒をクロロホルムに変え、クロ

ロホルム還流下で再度反応を試みた。その結果、Schiff 塩

基を用いた場合にポルフィンの生成を確認したので、この

反応系を合成系�として、本格的に検討することにした。 
Schiff 塩基を用いたポルフィン合成の手順は次のとおり

である。まず、出発物質の Schiff 塩基の調製（Scheme 2）
は、37%ホルムアルデヒド水溶液（ホルマリン）と各種ア

ミンを直接反応させ、生成した Schiff 塩基をクロロホルム

で抽出し、精製することにより行った。また、目的物の同

定は 1H NMR（90 MHz, CDCl3）で行った。 
 
 
 
 
 

次にポルフィン合成であるが、主管に流動パラフィンシ

ールとつないだジムロート冷却管を、一方の側管にアルゴ

ンガス導入管を、もう一方の側管にゴムセプタムを装備し

た三口フラスコに、市販のクロロホルム(含 1%エタノール)、
撹拌子、先に合成した各種 Schiff 塩基を入れ、約１時間ア

ルゴン置換した。次に、オイルバスの温度を上げて反応溶

液を還流状態にし、BF3-OEt2、ピロールの順にマイクロシ

リンジでゴムセプタムから注入した。その後、反応の全容

を明らかにするために反応の経時変化を追跡した。一定時

間毎に、シリンジで反応溶液を一定量採取し、それに p-ク
ロラニルを加え、70℃で約 30 分間還流し、図 2 に示した

ような後処理を行って、吸収スペクトルによりポルフィン

収率を見積った。 
表 1 に各種 Schiff 塩基を用いたポルフィン合成の結果を 

Scheme 1 ポルフィンを出発とする新規ポルフィリン 
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示す。�１からわかるように、N-ベンジルメタンイミンを

用いた合成系が反応完結時間も短く、良好なポルフィン収

率を示すのに対し、N-tert-ブチルメタンイミンを用いた合

成系は、反応中間体がフラスコの内壁に析出してしまうな

どの問題が発生した上に、収率も低く、反応完結時間が長

いことが判明した。これは Schiff 塩基側鎖にフェニル基の

ような電子吸引基を有すると、収率も良く、反応完結時間

も短いことを示している。また、N-ベンズヒドリルメタン

イミンは、好結果を示した N-ベンジルメタンイミンにフェ

ニル基が１つ多くついた構造をしているので、ポルフィン

収率の増加を期待したが、結果は 2～3%と低収率であった。

これは Schiff 塩基側鎖に電子吸引基であるフェニル基を２

つ有するために、窒素原子上の非共有電子対の電子密度が

減少し、Lewis 酸である三フッ化ホウ素へと配位しにくく

なったためであると考えられる。したがって、合成系Ⅰで

は N-ベンジルメタンイミンを用いた合成系が最も良好な

ポルフィン合成系であることが判明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
次に、推定した合成系Ⅰの反応機構を Scheme 3 に示す。

反応の第１段は、Schiff 塩基における窒素原子の非共有電

子対と三フッ化ホウ素の酸・塩基中和反応であることは容

易に想像される。第２段は、実際にポルフィリノーゲンが

生成してポルフィンができることから、ピロイルメチルカ

チオンの生成は確実であり、その前駆体ができる反応と思

われる。恐らく、第１段で生成したイミン・三フッ化ホウ

素付加体が両性イオンであり、共鳴混成体としてメチルカ

チオン誘導体を生じることから、これにピロールの α位が

求核攻撃して、ピロイルメチルアミン・三フッ化ホウ素付

加体が生成すると思われる。第３段は、本反応が室温で起

こらないことから、何らかの熱分解反応を包含しているこ

とが予想され、ピロイルメチルアミン・三フッ化ホウ素付

加体が熱分解して、ピロイルメチルカチオンを生成する過

程と思われる。そして、第４段では、それらが重合して四

量体を形成し、最後に環化してポル

フィリノーゲンに至ると思われる。 
 本反応は、Lindsey 法をポルフィン

合成に応用することを念頭に試みて

きたが、反応機構から推定すると、

これまでに知られていないアミン・

三フッ化ホウ素付加体の熱分解によ

るカルボカチオンの生成を含む新規

の有機化学反応であることが確実で

ある。 
 合成系Ⅰの特徴をまとめると、①

出発物質の Schiff 塩基は調製が容易

で、比較的安定で結晶として取り出

しやすい、②反応はアミン・三フッ

化ホウ素付加体（両性イオン）の新

規の熱分解反応を経由するらしい、

③N-ベンジルメタンイミンを用いた

図 2 合成系Ⅰの後処理プロセス 
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 合成系が、Schiff 塩基側鎖のフェニル基の電子吸引性と疎

水性により、短い反応完結時間と良好なポルフィン収率を

示す、④試薬濃度は 1×10-2 mol/l が最適である、⑤反応溶媒

は市販の 1%エタノール含有クロロホルムが最適であり、

他の溶媒は不適である、などが挙げられる。 
 
２－２ ピロールの一官能性 Mannich 塩基を用いたポル

フィン合成（合成系Ⅱ） 
 これまで述べてきた合成系Ⅰの結果から、合成系Ⅰはア

ミン・三フッ化ホウ素付加体の新規の熱分解反応をキース

テップとする反応機構で進行することが予想される。もし、

この反応機構が正しいならば、同じ骨格を持つ両性イオン

を生成する化合物は全て合成系Ⅰと同様の反応機構を経由

してポルフィンを生成するものと考えられる。そこで、次

に Herz らの報告 13）を参考に、Mannich 反応を用いてピロ

ールの一置換誘導体（ピロールの α-一官能性 Mannich 塩基）

を合成し（Scheme 4）、それを用いたポルフィン合成を試

みることにした（合成系Ⅱ）。合成系Ⅱの予想反応機構を

Scheme 5 に示す。 
まず、出発物質のピロールの一官能性 Mannich 塩基の調

製は、二置換体（ピロールの二官能性 Mannich 塩基）の生

成を防ぐため、メタノール溶媒中にピロール：ホルマリン：

第二級アミンをモル比 10：１：１というピロール過剰条件

下において３日間室温で撹拌を行った。その後、反応溶液

をロータリーエバポレーターで濃縮し、真空蒸留あるいは

シリカゲルカラムクロマトグラフィー（展開溶媒；ジクロ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2 各種一官能性 Mannich 塩基を用いた 

ポルフィン合成の結果 

反応完結 
時間（hr） 

一官能性 Mannich 塩基 ポルフィン

［試薬濃度 1×10-2 mol/l］ 収率（%）

   
 
 
 

 
 

 
ロメタン）により分離・精製し、目的物は 1H NMR（90 MHz, 
CDCl3）で同定した。この合成法は、比較的簡便であるこ

と、いずれも目的物が 80%以上の収率で得られること、生

成物が安定であることなどが特徴である。なお、問題点を

挙げるならば、ピロール過剰雰囲気下で合成を行っても、

若干量の二置換体の生成を避けることができず、分離・精

製に多少の手間がかかることである。 
また、ポルフィン合成は、合成系Ⅰと同様に冷却管等を

装備した三口フラスコに、市販のクロロホルム(含 1% エタ

ノール)、撹拌子、先に合成した各種一官能性 Mannich 塩基

を入れ、約１時間アルゴン置換した。

次に、オイルバスの温度を 70℃以上に

して反応溶液を還流状態し、BF3-OEt2

をマイクロシリンジでゴムセプタムか

ら注入した。その後、反応の全容を明

らかにするために反応の経時変化を合

成系Ⅰと同様に追跡した。 
表 2 に各種一官能性 Mannich 塩基を

用いたポルフィン合成の結果を示す。

表 2 からわかるように、いずれの合成

系も 5～6%程度のポルフィン収率で得

られた。ただし、反応完結時間に着目

すると、一官能性 Mannich 塩基側鎖に

電子吸引基であるフェニル基を有する

合成系の方が、電子供与基であるメチ
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ル基を有する合成系と比べて反応完結時間が短縮されると

いう特徴があり、これは合成系Ⅰにも見られた傾向と同じ

である。また、合成系Ⅰと同様に、反応中間体がフラスコ

の内壁に析出する問題が合成系Ⅱにもみられ、これは特に

2-ジメチルアミノメチルピロールを用いた合成系で顕著で

あり、2-ジベンジルアミノメチルピロールを用いた合成系

ではほとんど反応中間体の析出はなかった。これらのこと

から、合成系Ⅰと同様に、やはりフェニル基の存在は溶媒

に対する反応中間体の溶解度を上げ、反応中間体の熱分解

速度を増大させる効果があることが判明した。したがって、

合成系Ⅱでは、フェニル基を１つ有する 2-ベンジルメチル

アミノメチルピロールやフェニル基を２つ有する 2-ジベン

ジルアミノメチルピロールを用いた合成系が良好な反応完

結時間と反応収率を示すポルフィン合成系となることがわ

かった。 
合成系Ⅱの特徴をまとめると、①出発物質の一官能性

Mannich 塩基は調製が容易で、比較的安定かついずれも

80%以上の収率で得られる、②反応は合成系Ⅰと同様にア

ミン・三フッ化ホウ素付加体の新規の熱分解反応を経由す

るらしい、③合成系Ⅰと比べ、反応完結時間は長いものの、

良好なポルフィン収率を示す、④試薬濃度は 1～5×10-2 
mol/l と、合成系Ⅰに比べて５倍濃度まで適用できる、⑤最

適反応溶媒はやはり市販クロロホルムである、などが挙げ

られる。

 
２－３ ピロールの二官能性 Mannich 塩基を用いたポル

フィン合成（合成系Ⅲ） 
 合成系Ⅱでは、出発物質であるピロールの一官能性

Mannich 塩基の調製の際に、ピロール過剰条件下で行って

も二置換体（ピロールの二官能性 Mannich 塩基）の生成を

避けることができず、分離・精製に多少の手間がかかると

いう問題点があった。しかしながら、ピロールの二官能性

Mannich 塩基もポルフィン合

成の出発物質としての潜在力

を有しており、無視できない

存在である。そこで、さらに

ピロールの二官能性 Mannich
塩基とピロールを出発物質と

するポルフィン合成を試みる

ことにした（合成系Ⅲ）。 
予想される反応機構は

Scheme 6 に示すとおりであ

る。合成系Ⅲも合成系Ⅰ、Ⅱ

と同様にアミン・三フッ化ホ

ウ素付加体の新規の熱分解反

応を経由してポルフィンを生

成することが予想される。 
出発物質のピロールの二官

能性 Mannich 塩基の調製は、

メタノール溶媒中にピロール、

ホルムアルデヒド、第二級アミンを１：２：２のモル比で

加え、室温で三日間撹拌して行った。その後、反応溶液を

ロータリーエバポレーターで濃縮し、真空蒸留あるいはシ

リカゲルカラムクロマトグラフィー（展開溶媒；ジクロロ

メタン）により α,β-および α,N-二置換体と所望の α,α-二置

換体を分離した。α,α-二置換体の同定は 1H NMR（90 MHz, 
CDCl3）で行った。また、ポルフィン合成手法ならびに反

応の追跡方法は、試薬として合成した各種二官能性

Mannich 塩基とピロールを１：１で用いる以外は合成法Ⅰ、

Ⅱと同じである。 
表 3 に各種二官能性 Mannich 塩基を用いたポルフィン合

成の結果を示す。表 3 からわかるように、収率はいずれの

合成系も 5～7%程度であり、合成系Ⅱよりも多少改善され

ていることがわかった。また、反応完結時間に着目すると、

合成系Ⅱよりも短縮されるが、傾向はほぼ同じであった。

また、反応中間体がフラスコの内壁に析出する問題が合成

系Ⅲにもみられ、これは特に 2,5-ビス(ジメチルアミノメチ

ル)ピロールを用いた合成系での析出が顕著であり、2,5-ビ
ス(ジベンジルアミノメチル)ピロールを用いた合成系では

ほとんど反応中間体の析出はなかった。これらのことから、

やはりフェニル基の存在は溶媒に対する反応中間体の溶解

度を上げる効果があり、反応中間体の熱分解速度を増大さ

せ、合成系Ⅰ、Ⅱと同様にポルフィン収率の改善に寄与し

ていると思われる。したがって、合成系Ⅲでも側鎖にフェ

ニル基を有する二官能性 Mannich 塩基を用いた合成系が良

好な反応完結時間と反応収率を示すポルフィン合成系であ

ることがわかった。 
合成系Ⅲの特徴をまとめると、①出発物質の二官能性

Mannich 塩基は調製が容易で、比較的安定かついずれも

70%以上の収率で得られる、②反応は合成系Ⅰ、Ⅱと同様

にアミン・三フッ化ホウ素付加体の新規の熱分解反応を経

由するらしい、③合成系Ⅱより反応完結時間が短く、良好 
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 合成系が、Schiff 塩基側鎖のフェニル基の電子吸引性と疎

水性により、短い反応完結時間と良好なポルフィン収率を

示す、④試薬濃度は 1×10-2 mol/l が最適である、⑤反応溶媒

は市販の 1%エタノール含有クロロホルムが最適であり、

他の溶媒は不適である、などが挙げられる。 
 
２－２ ピロールの一官能性 Mannich 塩基を用いたポル

フィン合成（合成系Ⅱ） 
 これまで述べてきた合成系Ⅰの結果から、合成系Ⅰはア

ミン・三フッ化ホウ素付加体の新規の熱分解反応をキース

テップとする反応機構で進行することが予想される。もし、

この反応機構が正しいならば、同じ骨格を持つ両性イオン

を生成する化合物は全て合成系Ⅰと同様の反応機構を経由

してポルフィンを生成するものと考えられる。そこで、次

に Herz らの報告 13）を参考に、Mannich 反応を用いてピロ

ールの一置換誘導体（ピロールの α-一官能性 Mannich 塩基）

を合成し（Scheme 4）、それを用いたポルフィン合成を試

みることにした（合成系Ⅱ）。合成系Ⅱの予想反応機構を

Scheme 5 に示す。 
まず、出発物質のピロールの一官能性 Mannich 塩基の調

製は、二置換体（ピロールの二官能性 Mannich 塩基）の生

成を防ぐため、メタノール溶媒中にピロール：ホルマリン：

第二級アミンをモル比 10：１：１というピロール過剰条件

下において３日間室温で撹拌を行った。その後、反応溶液

をロータリーエバポレーターで濃縮し、真空蒸留あるいは

シリカゲルカラムクロマトグラフィー（展開溶媒；ジクロ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2 各種一官能性 Mannich 塩基を用いた 

ポルフィン合成の結果 

反応完結 
時間（hr） 

一官能性 Mannich 塩基 ポルフィン

［試薬濃度 1×10-2 mol/l］ 収率（%）

   
 
 
 

 
 

 
ロメタン）により分離・精製し、目的物は 1H NMR（90 MHz, 
CDCl3）で同定した。この合成法は、比較的簡便であるこ

と、いずれも目的物が 80%以上の収率で得られること、生

成物が安定であることなどが特徴である。なお、問題点を

挙げるならば、ピロール過剰雰囲気下で合成を行っても、

若干量の二置換体の生成を避けることができず、分離・精

製に多少の手間がかかることである。 
また、ポルフィン合成は、合成系Ⅰと同様に冷却管等を

装備した三口フラスコに、市販のクロロホルム(含 1% エタ

ノール)、撹拌子、先に合成した各種一官能性 Mannich 塩基

を入れ、約１時間アルゴン置換した。

次に、オイルバスの温度を 70℃以上に

して反応溶液を還流状態し、BF3-OEt2

をマイクロシリンジでゴムセプタムか

ら注入した。その後、反応の全容を明

らかにするために反応の経時変化を合

成系Ⅰと同様に追跡した。 
表 2 に各種一官能性 Mannich 塩基を

用いたポルフィン合成の結果を示す。

表 2 からわかるように、いずれの合成

系も 5～6%程度のポルフィン収率で得

られた。ただし、反応完結時間に着目

すると、一官能性 Mannich 塩基側鎖に

電子吸引基であるフェニル基を有する

合成系の方が、電子供与基であるメチ
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ル基を有する合成系と比べて反応完結時間が短縮されると

いう特徴があり、これは合成系Ⅰにも見られた傾向と同じ

である。また、合成系Ⅰと同様に、反応中間体がフラスコ

の内壁に析出する問題が合成系Ⅱにもみられ、これは特に

2-ジメチルアミノメチルピロールを用いた合成系で顕著で

あり、2-ジベンジルアミノメチルピロールを用いた合成系

ではほとんど反応中間体の析出はなかった。これらのこと

から、合成系Ⅰと同様に、やはりフェニル基の存在は溶媒

に対する反応中間体の溶解度を上げ、反応中間体の熱分解

速度を増大させる効果があることが判明した。したがって、

合成系Ⅱでは、フェニル基を１つ有する 2-ベンジルメチル

アミノメチルピロールやフェニル基を２つ有する 2-ジベン

ジルアミノメチルピロールを用いた合成系が良好な反応完

結時間と反応収率を示すポルフィン合成系となることがわ

かった。 
合成系Ⅱの特徴をまとめると、①出発物質の一官能性

Mannich 塩基は調製が容易で、比較的安定かついずれも

80%以上の収率で得られる、②反応は合成系Ⅰと同様にア

ミン・三フッ化ホウ素付加体の新規の熱分解反応を経由す

るらしい、③合成系Ⅰと比べ、反応完結時間は長いものの、

良好なポルフィン収率を示す、④試薬濃度は 1～5×10-2 
mol/l と、合成系Ⅰに比べて５倍濃度まで適用できる、⑤最

適反応溶媒はやはり市販クロロホルムである、などが挙げ

られる。

 
２－３ ピロールの二官能性 Mannich 塩基を用いたポル

フィン合成（合成系Ⅲ） 
 合成系Ⅱでは、出発物質であるピロールの一官能性

Mannich 塩基の調製の際に、ピロール過剰条件下で行って

も二置換体（ピロールの二官能性 Mannich 塩基）の生成を

避けることができず、分離・精製に多少の手間がかかると

いう問題点があった。しかしながら、ピロールの二官能性

Mannich 塩基もポルフィン合

成の出発物質としての潜在力

を有しており、無視できない

存在である。そこで、さらに

ピロールの二官能性 Mannich
塩基とピロールを出発物質と

するポルフィン合成を試みる

ことにした（合成系Ⅲ）。 
予想される反応機構は

Scheme 6 に示すとおりであ

る。合成系Ⅲも合成系Ⅰ、Ⅱ

と同様にアミン・三フッ化ホ

ウ素付加体の新規の熱分解反

応を経由してポルフィンを生

成することが予想される。 
出発物質のピロールの二官

能性 Mannich 塩基の調製は、

メタノール溶媒中にピロール、

ホルムアルデヒド、第二級アミンを１：２：２のモル比で

加え、室温で三日間撹拌して行った。その後、反応溶液を

ロータリーエバポレーターで濃縮し、真空蒸留あるいはシ

リカゲルカラムクロマトグラフィー（展開溶媒；ジクロロ

メタン）により α,β-および α,N-二置換体と所望の α,α-二置

換体を分離した。α,α-二置換体の同定は 1H NMR（90 MHz, 
CDCl3）で行った。また、ポルフィン合成手法ならびに反

応の追跡方法は、試薬として合成した各種二官能性

Mannich 塩基とピロールを１：１で用いる以外は合成法Ⅰ、

Ⅱと同じである。 
表 3 に各種二官能性 Mannich 塩基を用いたポルフィン合

成の結果を示す。表 3 からわかるように、収率はいずれの

合成系も 5～7%程度であり、合成系Ⅱよりも多少改善され

ていることがわかった。また、反応完結時間に着目すると、

合成系Ⅱよりも短縮されるが、傾向はほぼ同じであった。

また、反応中間体がフラスコの内壁に析出する問題が合成

系Ⅲにもみられ、これは特に 2,5-ビス(ジメチルアミノメチ

ル)ピロールを用いた合成系での析出が顕著であり、2,5-ビ
ス(ジベンジルアミノメチル)ピロールを用いた合成系では

ほとんど反応中間体の析出はなかった。これらのことから、

やはりフェニル基の存在は溶媒に対する反応中間体の溶解

度を上げる効果があり、反応中間体の熱分解速度を増大さ

せ、合成系Ⅰ、Ⅱと同様にポルフィン収率の改善に寄与し

ていると思われる。したがって、合成系Ⅲでも側鎖にフェ

ニル基を有する二官能性 Mannich 塩基を用いた合成系が良

好な反応完結時間と反応収率を示すポルフィン合成系であ

ることがわかった。 
合成系Ⅲの特徴をまとめると、①出発物質の二官能性

Mannich 塩基は調製が容易で、比較的安定かついずれも

70%以上の収率で得られる、②反応は合成系Ⅰ、Ⅱと同様

にアミン・三フッ化ホウ素付加体の新規の熱分解反応を経

由するらしい、③合成系Ⅱより反応完結時間が短く、良好 
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なポルフィン収率を示す、④試薬濃度は、1×10-2 mol/l が最

適である、⑤反応溶媒は、やはり市販クロロホルムが良好

である、などが挙げられる。 

 
２－４ 合成系Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの比較と評価 

合成系Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに共通した特徴は、中間体であるピロ

イルメチルアミン・三フッ化ホウ素付加体の熱分解により

ピロイルメチルカチオン（親電子試薬）が生じ、これが他

のピロールの α位を求核攻撃している点であろう。親電子

試薬は、芳香族有機反応で必須な存在であり、通常は無水

AlCl3 のような強力なルイス酸を用いて酸性条件下で調製

するが、この条件下ではピロールのような電子過剰化合物

は重合反応を起こしてしまうので、中性・塩基性条件下で

親電子攻撃剤の調製が要求される。しかしながら、このよ

うな調製法は、Mannich 反応などの限られたものしか知ら

れておらず、芳香族有機化学の未開拓分野である。今回、

見出された熱分解反応は、アミンと三フッ化ホウ素が中和

した中性条件下でカルボニウムカチオンを発生する反応で

あり、合成有機化学的に注目に値するものと思われる。 
また、ポルフィン合成という本来の目的からすると、ど

の合成系も二段階ワンポット合成で 4～5%の収率を示し、

これまでに報告された合成法と大差なく、非常に簡便なポ

ルフィン合成法を開拓したという点で評価されよう。ただ

し、三者を比べると、出発物質の調製の簡便さと反応完結

時間の短さで言えば、ホルムアルデヒドの Schiff 塩基を用

いる合成系Ⅰが一番優れていた。ポルフィン収率の良さで

言えば、ピロールの二官能性 Mannich 塩基を用いる合成系 

Ⅲがやや優れていたが、一度に多くのポルフィンを得る

高濃度合成という観点からは、反応完結時間がかかるが、

ピロールの一官能性 Mannich 塩基を用いる合成系Ⅱが優

れていた。さらに、どの合成系も、反応中間体であるピ

ロイルメチルアミン・三フッ化ホウ素付加体（両性イオ

ン）の析出問題があり、アルコール添加等により極性の

強い溶媒系にすれば、三フッ化ホウ素が溶媒に付加しや

すくなり、両性イオンそのものの生成が阻害される結果

となった。この点において、両性イオンの溶解度がある

程度確保されるように、フェニル側鎖を有する出発物質

の使用が不可欠であることも判明した。 
結局、三者三様であるが、ポルフィン収率を多少犠牲

にしても、迅速に大量合成が必要な場合は、上記のよう

に出発物質の調製の簡便さと反応完結時間の短さから、

合成系Ⅰが一番優れているように思われる。 
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表 3 各種二官能性Mannich塩基を用いた 

ポルフィン合成の結果 
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［試薬濃度 1×10-2 mol/l］ 

反応 
完結 
時間 
（hr） 

ポルフィン

収率（%）
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Preparation and Characterization of Zinc Oxide and Zirconium Oxide Fibers  
 

Takashi ISAGO, Takahiro FUJI, Satoshi KUROSAWA, and Kazumasa FUKUDA 
 
Abstract:      Fibrous materials of zinc oxide (ZnO) and zirconium oxide (ZrO2) were prepared by impregnating sewing threads 
with Zn and Zr solutions, prepared from alkoxides of zinc and zirconium, respectively, and then heat-treating the threads in the 
atmosphere or in a nitrogen gas (500~1000°C).  With the use of cotton fibers for the sewing threads, ZnO and ZrO2 fibers having 
relatively high strengths could be prepared.  The crystallinities of the prepared ZnO and ZrO2 fibers were identified by the 
determination of their X-ray diffraction patterns.  Generally, the fibers heat-treated in the atmosphere and in the surrounding nitrogen 
gas had white and black colors, respectively.  The fibers heat-treated in the surrounding nitrogen gas had higher strengths than those 
heat-treated in the atmosphere.  ZnO or ZrO2 only was observed in the fibers heat-treated in the atmosphere, while it was observed in 
the fibers heat-treated in the surrounding nitrogen gas that ZnO or ZrO2 was evenly dispersed in carbon fibers. 

 
 

1． 緒言 
 

酸化亜鉛（ZnO）は、ゴムの添加剤、紫外線吸収剤、白

色顔料、触媒、蛍光体、電子写真用感光体等に利用され、

また、透明電極、光触媒、太陽電池、透明磁性体等として

も期待されている。一方、酸化ジルコニウム（ZrO2）は、

白色顔料、坩堝、包丁やハサミ、宝石、触媒、酸素センサ

ー、燃料電池の固体電解質等にも利用される重要なセラミ

ックス材料である 1)～3)。この ZnO や ZrO2 は通常粉末とし

て市販されているが、その結晶形状によっては様々な新た

な用途開拓が可能となると考えられる。例えば、これらを

光触媒のような触媒として使用する場合には、繊維は、気

相、液相どちらの反応に使う場合にも扱いやすく表面積も

大きくすることができる。しかし、繊維状の ZnO と ZrO2

についての研究は非常に少ない。一般に、これまでに報告

されている繊維状の金属酸化物は高価な特殊な装置を用い

て作製されていた 4)～6)。 
我々は、最近、繊維状の二酸化チタン（TiO2）をミシン

糸に Ti の溶液を含浸させた後、熱処理することで光触媒能

を有する TiO2 繊維ができることを報告した 7)。本研究では、

繊維状の ZnO と ZrO2をミシン糸に Zn 溶液または Zr 系溶

液を含浸させた後、大気中または窒素中で熱処理（500～
1000℃）することで作製することを試みた。そして、得ら

れた繊維状の物質については、Ｘ線回折パターンの測定を

行うことでその結晶性を評価した。 

 
２．実験 
 
２．１ 試 薬 
 ジエトキシ亜鉛（Zn(OC2H5)2 , 99.99%, 高純度化学研究

所）、テトライソプロポキシジルコニウム（Zr(O-i-C3H7)4 , 
99.99%, 高純度化学研究所）、ジエタノールアミン

（HN(CH2CH2OH)2, 特級, 関東化学）、硝酸イットリウム

六水和物（Y(NO3)3・6H2O, 関東化学）、エタノール（C2H5OH, 
特級, 関東化学）は精製しないでそのまま用いた。 
 
２．２ 含浸溶液の調製 
(1) Zn 溶液 

Zn(OC2H5)2 1.94g(0.0125mol)を C2H5OH 25ml(19.75g)
に懸濁させ、これに HN(CH2CH2OH)2 2.63g(0.0250mol)
を加え、室温で 10 時間撹拌することにより、透明な溶液

を得た 8)。 
(2) Zr 溶液 

C2H5OH 25ml(19.75g)に Zr(O-i-C3H7)4 4.10g(0.0125 
mol)、HN(CH2CH2OH)2 2.63g(0.0250mol)を加え、室温で

5 時間撹拌することにより、透明な溶液を得た。 
(3) Zr-Y 溶液 
 上記 Zr 溶液に Y(NO3)3・6H2O 0.946g(0.00247mol)を加

え、24 時間間撹拌を続けることにより、均一な懸濁溶液を

得た。 
 
２．３ 用いた糸 
  Ti 溶液を含浸させるミシン糸として、天然繊維 1 種（木

綿）、化学繊維１種（ポリエステル）を用いた。糸は 15cm
の長さに切り、上記溶液に 1 分間浸した。 
 
２．４ ZnO、ZrO2 系繊維の作製 

ミシン糸に各溶液を含浸させ、乾燥した後、電気炉を用

いて大気中または窒素中で 500～1000℃まで一定速度で

昇温し、その温度で 30 分間焼結することで ZnO と ZrO2

系繊維を作製した。 
 
２．５ 測 定 
 繊維の結晶性は、粉末Ｘ線回折装置（理学電機；
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なポルフィン収率を示す、④試薬濃度は、1×10-2 mol/l が最

適である、⑤反応溶媒は、やはり市販クロロホルムが良好

である、などが挙げられる。 

 
２－４ 合成系Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの比較と評価 

合成系Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに共通した特徴は、中間体であるピロ

イルメチルアミン・三フッ化ホウ素付加体の熱分解により

ピロイルメチルカチオン（親電子試薬）が生じ、これが他

のピロールの α位を求核攻撃している点であろう。親電子

試薬は、芳香族有機反応で必須な存在であり、通常は無水

AlCl3 のような強力なルイス酸を用いて酸性条件下で調製

するが、この条件下ではピロールのような電子過剰化合物

は重合反応を起こしてしまうので、中性・塩基性条件下で

親電子攻撃剤の調製が要求される。しかしながら、このよ

うな調製法は、Mannich 反応などの限られたものしか知ら

れておらず、芳香族有機化学の未開拓分野である。今回、

見出された熱分解反応は、アミンと三フッ化ホウ素が中和

した中性条件下でカルボニウムカチオンを発生する反応で

あり、合成有機化学的に注目に値するものと思われる。 
また、ポルフィン合成という本来の目的からすると、ど

の合成系も二段階ワンポット合成で 4～5%の収率を示し、

これまでに報告された合成法と大差なく、非常に簡便なポ

ルフィン合成法を開拓したという点で評価されよう。ただ

し、三者を比べると、出発物質の調製の簡便さと反応完結

時間の短さで言えば、ホルムアルデヒドの Schiff 塩基を用

いる合成系Ⅰが一番優れていた。ポルフィン収率の良さで

言えば、ピロールの二官能性 Mannich 塩基を用いる合成系 

Ⅲがやや優れていたが、一度に多くのポルフィンを得る

高濃度合成という観点からは、反応完結時間がかかるが、

ピロールの一官能性 Mannich 塩基を用いる合成系Ⅱが優

れていた。さらに、どの合成系も、反応中間体であるピ

ロイルメチルアミン・三フッ化ホウ素付加体（両性イオ

ン）の析出問題があり、アルコール添加等により極性の

強い溶媒系にすれば、三フッ化ホウ素が溶媒に付加しや

すくなり、両性イオンそのものの生成が阻害される結果

となった。この点において、両性イオンの溶解度がある

程度確保されるように、フェニル側鎖を有する出発物質

の使用が不可欠であることも判明した。 
結局、三者三様であるが、ポルフィン収率を多少犠牲

にしても、迅速に大量合成が必要な場合は、上記のよう

に出発物質の調製の簡便さと反応完結時間の短さから、

合成系Ⅰが一番優れているように思われる。 
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れた繊維状の物質については、Ｘ線回折パターンの測定を

行うことでその結晶性を評価した。 

 
２．実験 
 
２．１ 試 薬 
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六水和物（Y(NO3)3・6H2O, 関東化学）、エタノール（C2H5OH, 
特級, 関東化学）は精製しないでそのまま用いた。 
 
２．２ 含浸溶液の調製 
(1) Zn 溶液 

Zn(OC2H5)2 1.94g(0.0125mol)を C2H5OH 25ml(19.75g)
に懸濁させ、これに HN(CH2CH2OH)2 2.63g(0.0250mol)
を加え、室温で 10 時間撹拌することにより、透明な溶液

を得た 8)。 
(2) Zr 溶液 

C2H5OH 25ml(19.75g)に Zr(O-i-C3H7)4 4.10g(0.0125 
mol)、HN(CH2CH2OH)2 2.63g(0.0250mol)を加え、室温で

5 時間撹拌することにより、透明な溶液を得た。 
(3) Zr-Y 溶液 
 上記 Zr 溶液に Y(NO3)3・6H2O 0.946g(0.00247mol)を加

え、24 時間間撹拌を続けることにより、均一な懸濁溶液を

得た。 
 
２．３ 用いた糸 
  Ti 溶液を含浸させるミシン糸として、天然繊維 1 種（木

綿）、化学繊維１種（ポリエステル）を用いた。糸は 15cm
の長さに切り、上記溶液に 1 分間浸した。 
 
２．４ ZnO、ZrO2 系繊維の作製 

ミシン糸に各溶液を含浸させ、乾燥した後、電気炉を用

いて大気中または窒素中で 500～1000℃まで一定速度で

昇温し、その温度で 30 分間焼結することで ZnO と ZrO2

系繊維を作製した。 
 
２．５ 測 定 
 繊維の結晶性は、粉末Ｘ線回折装置（理学電機；
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RINT,2000PV）を用いて評価し、繊維の外観は光学顕微鏡

で観察した。 
 
 

 
Sewing threads  

 
Immersion  

 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1  Methods for preparing ZnO and ZrO2 fibers. 
 
３．実験結果と考察 
 
３．１ 繊維の様子 
 天然繊維である木綿のミシン糸を使用して作製した

ZnO と ZrO2 繊維は、大気中、窒素雰囲気中どちらの場合

でも糸の形がはっきりと残っており、ある程度の強度を有

した繊維となった。一方、ポリエステルの化学繊維を使用

して作製したものは、どちらも形が崩れて塊となってしま

った。これは、ポリエステルは融点を持ち、その温度が低

いため ZnO や ZrO2 の焼結、糸の炭化が起こる前に繊維の

形が崩れてしまって塊になってしまうと考えられる。その

ため、糸としては木綿を用いることにした。 
 
Table 1 Colors and strengths of ZnO and ZrO2 fibers 

prepared in the atmosphere and in a nitrogen gas. 

Zn 溶液から作製した繊維は、大気中で熱処理した場合に

は全て白色の繊維となったが、窒素雰囲気中で作製したも

のは黒色の繊維となった。強度については、大気中の熱処

理で得られた繊維はピンセットで摘める程度の強さで、そ

れ程強くはなかった。一方、窒素中の熱処理で得られた繊

維は、大気中から得られた繊維よりも柔軟性があり強かっ

た。Zr 溶液から作製した繊維については、大気中 500℃の

熱処理では褐色の繊維が、700℃以上では白色の繊維が得 

Zn solution or 
Zr (Zr-Y) solution 

Heat treatment, 500-1000 ℃ 

Fig. 2  Photographs of ZnO and ZrO2 fibers. 
  (a) ZnO fibers (500℃, atmosphere) 

     (b) ZnO fibers (1000℃, atmosphere) 

  (c) ZrO2 fibers (500℃, atmosphere) 

(d) ZrO2 fibers (1000℃, atmosphere) 

(e) ZnO fibers (500℃, N2)

(f) ZnO fibers (700℃, N2)

Fibers 
Heat treatment 

temperature(℃) 

Color 

atmosphere(N2) 

Strength 

atmosphere(N2)

500  brown(black) △(○) 

700  white(black) △(○) ZnO 

1000  white(black) △(○) 

500  white(black) △(○) 

700  white(black) △(○) ZrO2 

1000  white(black) △(◎) 
ZrO2-Y2O3 1000 white(black) △(◎) 

     (g) ZrO2 fibers (500℃, N2)

     (h) ZrO2 fibers (1000℃, N2)

Fig. 3  Photographs(×100) of ZnO and ZrO2 fibers. 
  (a) ZnO fiber (700℃, atmosphere) 

     (b) ZnO fiber (700℃, N2 ) 

  (c) ZrO2 fiber (1000℃, atmosphere) 

(d) ZrO2 fiber (1000℃, N2)

 

ZnOZnOZnO

ZnOZnOZnO

ZrO2ZrO2

ZrO2ZrO2

られた。有色の原因としては、有機物が完全に焼失しなか

ったことが考えられる。窒素中の熱処理で得られた繊維は

すべて黒色であった。強度については、窒素中の熱処理で

得られた繊維は大気中から得られた繊維よりも柔軟性があ

って強かった。Zr 溶液から得られた繊維は大気中、窒素中

どちらから得られた繊維も Zn 溶液から得られた繊維に比

べると強度はそれぞれ少し大きかった。Fig.2 と Fig.3 に得

られた繊維の写真を示す。 
 
３．２ 結晶性 
 Fig.4にZn溶液から得られた繊維のＸ線回折パターンを

示す。大気中の熱処理で得られた繊維は、どの熱処理温度

でもウルツ鉱型 ZnO 構造のみが観測された。また、温度が

高いほど結晶粒の成長が見られ、この繊維が ZnO の多結晶

体で出来ていることがわかる。窒素雰囲気中で得られた繊

維は、700℃までの熱処理では、ウルツ鉱型 ZnO 構造への

成長が見られたが、1000℃の熱処理ではウルツ鉱型 ZnO 
は見られなくなった。これは 1000℃では析出した炭素によ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4  X-ray diffraction patterns of ZnO fibers prepared in 

the atmosphere (a) and in a nitrogen gas (b). 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5  X-ray diffraction patterns of ZrO2 fibers prepared 

in the atmosphere (a) and in a nitrogen gas (b). 
 
り ZnO が還元され Zn 金属になり、それが蒸発しているの

ではないかと考えられる。黒色の原因は炭素ができている

ためと考えられる。 
 Fig.5 に Zr 溶液と Zr-Y 溶液から得られた繊維のＸ線回

折パターンを示す。Zr 溶液から大気中の熱処理で得られた

繊維は、500℃の温度では主に立方晶系と見られる ZrO2

が成長し、700℃ではこれに単斜晶系が少し混じり、1000℃
では更に単斜晶系 ZrO2 の割合が増加した。Zr-Y 溶液から

大気中 1000℃で得られた繊維は、主に立方晶系と見られる

安定化 ZrO2 になっていると考えられる。また、これらの

繊維が ZrO2 の多結晶体で出来ていることがわかる。窒素

雰囲気中で得られた繊維は、大気中での熱処理と同じよう

に 700℃までの熱処理では、主に立方晶系と見られる ZrO2

の成長が見られ、1000℃では単斜晶系の ZrO2 の成長が見

られた。黒色の原因は炭素ができているためと考えられる。

窒素雰囲気中から得られた繊維が強い強度を持っていたの
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RINT,2000PV）を用いて評価し、繊維の外観は光学顕微鏡

で観察した。 
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Fig. 1  Methods for preparing ZnO and ZrO2 fibers. 
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Zn 溶液から作製した繊維は、大気中で熱処理した場合に
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Heat treatment, 500-1000 ℃ 

Fig. 2  Photographs of ZnO and ZrO2 fibers. 
  (a) ZnO fibers (500℃, atmosphere) 

     (b) ZnO fibers (1000℃, atmosphere) 

  (c) ZrO2 fibers (500℃, atmosphere) 

(d) ZrO2 fibers (1000℃, atmosphere) 

(e) ZnO fibers (500℃, N2)

(f) ZnO fibers (700℃, N2)
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     (g) ZrO2 fibers (500℃, N2)

     (h) ZrO2 fibers (1000℃, N2)

Fig. 3  Photographs(×100) of ZnO and ZrO2 fibers. 
  (a) ZnO fiber (700℃, atmosphere) 

     (b) ZnO fiber (700℃, N2 ) 

  (c) ZrO2 fiber (1000℃, atmosphere) 

(d) ZrO2 fiber (1000℃, N2)

 

ZnOZnOZnO

ZnOZnOZnO

ZrO2ZrO2

ZrO2ZrO2
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in the atmosphere (a) and in a nitrogen gas (b). 
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は、炭素の繊維の中に ZnO または ZrO2 が均一に分散され

ているためと考えられる。 
 
４．総括 
 

天然繊維である木綿のミシン糸を Zn のアルコキシドや

Zr のアルコキシドから調製した溶液に浸け、大気中または

窒素雰囲気中で熱処理することにより、ZnO と ZrO2 から

なる繊維状物質を作製することができた。一般に繊維の色

は大気中で熱処理したものは白色で、その強度はあまり大

きくはなかったが、窒素雰囲気中で熱処理したものは黒色

で、柔軟性もありその強度も大きかった。大気中の熱処理

で得られた繊維は、ZnO または ZrO2 のみからなる多結晶

体からなり、窒素雰囲気中で熱処理したものは、炭素の繊

維の中に ZnO または ZrO2 が均一に分散されていることが

推測された。 

今後は、大気中の熱処理で得られる炭素のない ZnO と

ZrO2 繊維については、より強い繊維を目指して焼結助剤の

添加を含めた焼結条件の検討を行いたい。また、SEM 等

によるこれら繊維のより詳細な構造の解析、触媒としての

性質、特に ZnO 繊維については光触媒としての性質につい

て検討する予定である。 
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Abstract: Legionella strains are known as microorganism which causes pneumonia. Especially, when Legionella grew in the hot 
spring facilities, there were some accidents in which infected human died. One of the sterilization methods of Legionella in the 
facilities, chlorine sterilization is shown by the law of Japanese government. However, there is no amenity in the hot spring facilities, 
because the chlorine has the peculiar smell.  On the other hand, the metal bearing material has been used as antimicrobe and 
sterilization material. For example, we know that the copper has the sterilization effect, but copper oxide is toxic metal for human 
body. And the silver complex is well known as an antimicrobe material, however, not only the silver is expensive, but also the 
toxicity is very high. Therefore, the silver complex has to make an attention to be integration to the material. The titanium is a cheap 
metal, and the application such as photocatalyst and synthetic catalyst are applied in widly. Antibacterial material which contains the 
titanium has made to combine with the chemical substance, but the effect of the material is not so effective. And, there is no example 
of applying to the antibacterial of Legionella strains, too. Then, we prepared the complexes 1-3 from titanium (IV) ion and 
alkyl-substituted tris(pyrazolyl)borate ligands (TpR) which are constructed by three nitrogen donors, and examined the antibacterial 
action. Legionella erythra JCM 7564 strain was distuributred from Japan Collection of Microorganisms RIKEN BioResource Cente. 
The complexes 1-3 were prepared by the reaction of titanium (IV) tetraisopropoxide and TpR ligands (R=1-3), in which Tp1 and Tp3 
are introduced an electron-donating alkyl substituent such as isopropyl and tert-butyl groups into the pyrazoles.  On the contrary, 
Tp2 has electron-attracting CF3 groups. In Ti complex 3, the sterilization effect was shown even in 0.05mg quantity, and it showed 
the highest sterilization effect. It was indicated that the complex was very effective as the disinfectant which affected Legionella 
strain. Ti complex 3 was equivalently effective at 1/10 quantities of the chlorine, and it expects that is applied by the industry field in 
the future. 

 
1�はじめに 

数年前、温泉でレジオネラ菌に感染した人が死に至ると

いう事故が報道された。これは、温泉のお湯を循環させて

いたために、その装置内でレジオネラ菌が発生し、それに

感染したことが原因とされている。レジオネラ菌はごく普

通の自然界に存在しているため、例えば公衆浴場などの不

特定多数の人が利用する施設などで、それを持ち込ませな

いようにすることは、まず不可能である。レジオネラ菌の

殺菌方法の１つに塩素剤の使用が挙げられるが、風呂・温

泉という環境ではその塩素臭のため快適性が失われている。

平成14年10月に改訂された公衆浴場法並びに旅館業法では、

掛け流しではなく温泉等を循環使用する浴槽では、0.2～
0.4ppmの残留塩素量が得られるようにすることが求められ

たが、それと同等の効果が得られる他の手段を選択するこ

とも可能とされている1)。したがって、温泉の循環装置など、

レジオネラ菌の繁殖が予想されうるさまざまな箇所に使用

でき、尚且つ、人体に影響の及ぼさない塩素使用以外の実

用的な殺菌剤が強く望まれている。 
抗菌・殺菌材料として調製を考案する際、その効果を持

続させるために、水溶性液体成分よりは、脂溶性液体成分

か、粉末成分の方が利便性は高い。これは、水溶性液体で

あれば抗菌効果が低下し、さらに誤飲等により体内に取り

込まれる可能性が非常に高く、人体を危険に曝すことにな

る。それを解決できる抗菌、殺菌材料として金属含有物質

が用いられてきた。例えば、銅は殺菌効果を有することが

知られているが、酸化銅（緑青）などは人体に有害である。

また銀を主体とした錯体による抗菌材料もよく知られてい

るが、銀は高価であるだけでなく、その劇物性は極めて高

く、材料への組み込みをしっかりと行わなければならない。

一方、チタンは安価な金属であり、光触媒や合成触媒等、

その用途は多岐に及んでいる。また、チタンを含有する抗

菌性材料には、別の化学物質と錯体化させて使用されてい

るものもあるが、その効果は満足のいくものではない上、

レジオネラ菌の抗菌性へと展開した例もない。これは、チ

タン塩自身では、殺菌力が非常に弱く、何らかの手法で殺

菌性の高い物質へと変換しなければならないという問題点

があった。そこで本論文では、チタン塩を簡単な含窒素配

位子と作用させて錯体へと変換し、レジオネラ菌をはじめ

とする細菌に対して抗菌性を有し、人体に安全で、さらに

は抗菌剤としての使用に際して形態の自由度が大きい、チ
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は、炭素の繊維の中に ZnO または ZrO2 が均一に分散され

ているためと考えられる。 
 
４．総括 
 

天然繊維である木綿のミシン糸を Zn のアルコキシドや

Zr のアルコキシドから調製した溶液に浸け、大気中または

窒素雰囲気中で熱処理することにより、ZnO と ZrO2 から

なる繊維状物質を作製することができた。一般に繊維の色

は大気中で熱処理したものは白色で、その強度はあまり大

きくはなかったが、窒素雰囲気中で熱処理したものは黒色

で、柔軟性もありその強度も大きかった。大気中の熱処理

で得られた繊維は、ZnO または ZrO2 のみからなる多結晶

体からなり、窒素雰囲気中で熱処理したものは、炭素の繊

維の中に ZnO または ZrO2 が均一に分散されていることが

推測された。 

今後は、大気中の熱処理で得られる炭素のない ZnO と

ZrO2 繊維については、より強い繊維を目指して焼結助剤の

添加を含めた焼結条件の検討を行いたい。また、SEM 等

によるこれら繊維のより詳細な構造の解析、触媒としての

性質、特に ZnO 繊維については光触媒としての性質につい

て検討する予定である。 
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その用途は多岐に及んでいる。また、チタンを含有する抗
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タン塩自身では、殺菌力が非常に弱く、何らかの手法で殺
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があった。そこで本論文では、チタン塩を簡単な含窒素配

位子と作用させて錯体へと変換し、レジオネラ菌をはじめ

とする細菌に対して抗菌性を有し、人体に安全で、さらに

は抗菌剤としての使用に際して形態の自由度が大きい、チ
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タン系抗菌剤の調製とその抗菌作用について検討をした。

この錯体は、先の問題点を解決できる画期的な材料として

の応用が期待され、また、レジオネラ菌だけでなく数種の

菌に対しても抗菌性を示したとするならば、お風呂に限ら

ず医療現場、日常品、建築物、多数の人が利用する乗り物

などの抗菌材料としての利用価値も大きいと考えられる。 
 
2．実験方法 

2-1 チタン系錯体（1～3）の調製法 
本研究で調製するチタン系錯体には、含窒素配位子とし

て、種々のアルキル置換基を有するトリスピラゾリルボレ

ート配位子（TpR；図１）を用いることにした。この配位

子は、①簡便に合成することができる、②ピラゾールの 3、
4、5 位にさまざまなアルキル基やハロゲンを導入するこ

とできる、③種々の金属イオンと錯形成をしやすい、とい

う利点がある。さらに、その置換基を変化させることで、

有機溶媒への溶解性も変化させることが可能となる。また、

チタン源には、廉価なチタン（IV）テトライソプロポキサ

イド溶液を用いることにした。 
まず、本研究で使用する 3 種の TpR配位子であるが、Tp1

配位子と Tp3 配位子は電子供与性のイソプロピル基（iPr
基）および tert-ブチル基（tBu 基）を導入し、Tp2 ではピ

ラゾールの 3 位（R3の位置）に電子吸引性のトリフルオロ

メチル（CF3）基を導入している。また、Tp2配位子につい

ては歯科材料でフッ素（F）が特異的な作用を示している

ことも考慮して CF3基を導入することにした。3 種の TpR

配位子（図１；R=1～3 は配位子上の置換基の違いを示す）

は既報 2-7）に基づき合成を行い、IR および 1H NMR により

その生成を確認した。また、各錯体の調製はシュレンク管

を用い、不活性アルゴンガス下にて行った。 

 チタン（IV）イソプロポキサイドのテトラヒドロフラン

（THF）溶液に、Tp1配位子のカリウム塩（KTp1）の THF
溶液をゆっくりと滴下し、その反応溶液を 10 分間撹拌し

た。 
 THFを留去した後、アセトニトリルを加えて2時間撹拌熟

成を行うことで淡黄色を呈するTi錯体1を得た。また、Ti錯
体2では、Tp2配位子のナトリウム塩（NaTp2）を用い、反応

溶液の撹拌は10時間行い、アセトニトリルによる熟成にも

約18時間を要した。同様に、Tp3配位子を有するTi錯体3も
同様の合成操作で行ったが、その際、反応溶液の撹拌時間

を10分、そして熟成時間を24時間とした。 
 
2-2 使用菌   
 抗菌活性の検定に用いた菌は、理化学研究所から

Legionella erythra JCM 7564を購入し使用した。Escherihia 
coli W3110 株は、国立遺伝学研究所から分与を受けた。な

お、レジオネラ属微生物は、レベル２（微生物、きのこ類

及び寄生虫のうち、哺乳動物等に対する病原性が低いもの

であって、文部科学大臣が定めるもの）微生物に該当する。

よってカルタヘナ法で規定されているバイオハザード対

策（クラス 2a 安全キャビネット使用等）を施し実験した。 
 
2-3 培地組成 
 L.erytra の培養は BCYE 培地 8)を pH7.0 に調製し使用し

た（表 1）。ここで使用する活性炭は、Legionella に有毒な

代謝産物の過酸化水素を分解し、CO2を吸着して培地表面

の電位を調製する目的で用いた。E.coli の培養は市販の

BHI(Brain Heart Infusion:Oxoid 社製)培地を使用した。接触

培養法に用いた N 培地は市販の培地を使用した。寒天培

地の場合は、更に寒天を 1.7%加えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2-4 培養方法 
 殺菌作用を調べる実験は、図２に示した接触培養法で行

った。 
① 液体培地（2.5ml）に目的の菌を植え、一昼夜、37℃

で撹拌しながら培養して菌を生育させる。 
② 滅菌した液体 N 培地（2.5ml）に対して抗菌剤を 0

から 10mg の範囲で適宜添加し、十分撹拌する。そ

こに、①で生育させた菌数が概ね 10７から 10８とな

るように調製し 37℃で撹拌しながら24hr培養する。 
③ 培養後、0.9％生理食塩水（900μl）で適宜希釈する。 
④ 希釈液より 100μl 採り、寒天培地に塗布して 37℃

で L.erytra では約 3日、E.coli では一昼夜培養する。 

表１ BCYE 培地の組成 8) 

酵母エキス 1.0% 

L―システイン塩酸塩 0.04% 
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⑤ BCYE 寒天培地あるいは BHI 寒天培地で生育した

コロニーを数える。 
この接触培養法で、生育したコロニーが少ないほど添加

したサンプルの殺菌作用が高いことを意味する。なお、結

果は、横軸を抗菌剤の添加量、縦軸を菌の生育コロニー数

を対数パーセントに変換した値として図示した。 
 

2-5 使用した抗菌剤 
 殺菌作用を調べるために用いた抗菌剤は、2-1 で示した

3 種の TpR配位子と 3 種の Ti 錯体 1～3 である。比較実験

のために、Ti 化合物（チタン源として用いたチタン(IV)テ
トライソプロポキサイド）、Cu 粉末（75-150µm）、TiO2（ア

ナターゼ型：0.1-0.3µm）、高度さらし粉（Ca(OCl)2：有効

塩素 60％）についても同様の実験を行った。TiO2 は、光

触媒として殺菌効果があるので、タングステンランプにて

光照射（距離約 80cn）を行って接触培養を行った。 
 
3. 結果�び考� 
3-1 チタン錯体の調製および収量 

各チタン錯体 1～3 については、熟成後に得られた反応

物を減圧下で加熱して、余分なピラゾール成分や溶媒成分

を除去した。3 種の錯体については、主に IR スペクトル

による分析を行い、TpR配位子を示す B-H 伸縮振動が観測

されていることからチタン（IV）との相互作用が示唆され

た。各錯体調製における TpR 配位子の使用量および Ti 錯
体の収量は、次の通りである。 
・Ti 錯体 1 では Tp1配位子（140.8mg）、1 の収量（205.8mg）。 
・Ti 錯体 2 では Tp2配位子（104.8mg）、2 の収量（116.6mg）。 
・Ti 錯体 3 では Tp3配位子（111.1mg）、3 の収量（133.4mg）。 

チタン（IV）テトライソプロポキサイド溶液の抗菌活性

が錯体1～3の活性とは異なるため（後述）、錯体1～3でチタ

ン（IV）はTpR配位子と相互作用しているものと考えられる。 
この結果から、現時点で、錯体1～3は図３のような組成

であるものと推測している。しかしながら、本錯体の同定

については、他の成分の存在（水、溶媒など）、TpR配位子

がTi（IV）に二座で結合している可能性（TpR配位子のBH
伸縮振動値より9,10）、TpR配位子分解に伴うピラゾールの存

在（錯体調製や熟成の際に副生）、も考慮する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
3-2  Legionella erythraにおける配位子と錯体の殺菌効果  
接触培養法で調べた 3 種の TpR配位子と Ti 錯体 1～3 に

おける L. erythra 生育菌数の変化を表２に示す。比較実験

として Ti、Cu を添加したサンプルも示した。 
表２で示されたように、サンプル無添加のものにおいて

概ね10７～10８オーダーの菌が生育するように調製して実

験を行った。また生育菌数は、殺菌剤の効果によって指数

単位で減少していく。よって菌数をlog値で求めた後、無添

加のものの1og値を100％とした値として計算したlog％を

表の（ ）に示し、その％で図を作成した。比較実験とし

て用いた錯体のチタン源であるTiだけの添加では、殺菌効

果は認められず生育菌数の変化はほとんどなかった。TpR

配位子サンプル量における生育菌数の変化グラフを図４に、

Ti錯体サンプル量における生育菌数の変化グラフを図５に

示した。これら図からもわかるように、TpR配位子のみでも

殺菌効果を示し、Tp1配位子でCuと同等の効果があった。更

にTp2配位子はより殺菌効果が高いことがわかる。Tp3配位

子はあまり殺菌効果が見られなかったが、その錯体である

Ti錯体3においては、最も高い殺菌効果を示し、1mg添加で

完全に殺菌できることがわかった。このTi錯体3がどの程度

まで殺菌効果があるのかを示したのが図６である。このよ

うに、0.05mgという量でも33.2%の殺菌効果を示し、レジオ

ネラ菌における殺菌剤として非常に有効なものであること

がわかった。 
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を10分、そして熟成時間を24時間とした。 
 
2-2 使用菌   
 抗菌活性の検定に用いた菌は、理化学研究所から

Legionella erythra JCM 7564を購入し使用した。Escherihia 
coli W3110 株は、国立遺伝学研究所から分与を受けた。な

お、レジオネラ属微生物は、レベル２（微生物、きのこ類
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⑤ BCYE 寒天培地あるいは BHI 寒天培地で生育した

コロニーを数える。 
この接触培養法で、生育したコロニーが少ないほど添加

したサンプルの殺菌作用が高いことを意味する。なお、結

果は、横軸を抗菌剤の添加量、縦軸を菌の生育コロニー数

を対数パーセントに変換した値として図示した。 
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のために、Ti 化合物（チタン源として用いたチタン(IV)テ
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塩素 60％）についても同様の実験を行った。TiO2 は、光

触媒として殺菌効果があるので、タングステンランプにて

光照射（距離約 80cn）を行って接触培養を行った。 
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されていることからチタン（IV）との相互作用が示唆され
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体の収量は、次の通りである。 
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が錯体1～3の活性とは異なるため（後述）、錯体1～3でチタ

ン（IV）はTpR配位子と相互作用しているものと考えられる。 
この結果から、現時点で、錯体1～3は図３のような組成
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在（錯体調製や熟成の際に副生）、も考慮する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
3-2  Legionella erythraにおける配位子と錯体の殺菌効果  
接触培養法で調べた 3 種の TpR配位子と Ti 錯体 1～3 に

おける L. erythra 生育菌数の変化を表２に示す。比較実験

として Ti、Cu を添加したサンプルも示した。 
表２で示されたように、サンプル無添加のものにおいて

概ね10７～10８オーダーの菌が生育するように調製して実
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果は認められず生育菌数の変化はほとんどなかった。TpR
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Ti錯体サンプル量における生育菌数の変化グラフを図５に
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Ti錯体3においては、最も高い殺菌効果を示し、1mg添加で

完全に殺菌できることがわかった。このTi錯体3がどの程度
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うに、0.05mgという量でも33.2%の殺菌効果を示し、レジオ

ネラ菌における殺菌剤として非常に有効なものであること

がわかった。 
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3-3  Legionella erythra における Ti 錯体(3)と既知抗菌剤

との比較 
 3-2において、Cuと各種配位子・錯体との比較をおこなっ

たが、更に抗菌剤として広く使われているさらし粉、酸化

チタンとの比較も行った（図７）。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 既知抗菌剤の中では高度さらし粉が最も良い効果を示

したが、Ti 錯体 3 はその 1/10 の使用量でも同等の殺菌効

果を有している。また TiO2 では、添加量が増加するに従

い、逆に菌数が増える傾向が見られた。雑菌混入の可能性

も考えられたため殺菌した TiO2 を使用した実験も行った

が同様に増加した。光照射を行わない TiO2 の実験を行っ

サンプル量 0mg 1mg 4mg 10mg 

Ti 
1.51×10４ 

(100) 
1.45×10４ 

(99.5) 
1.23×10４ 

(97.8) 
1.51×10４ 

(100) 

Cu 
3.67×10８ 

(100) 
1.31×10６ 

(71.4) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Tp1配位子 
3.10×10７ 

(100) 
5.20×10５ 

(76.4) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Tp2配位子 
1.58×10７ 

(100) 
１.00×10 

(13.9) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Tp3配位子 
3.67×10８ 

(100) 
8.00×10７ 

(92.3) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Ti 錯体 1 
3.09×10７ 

(100) 
1.20×10６ 

(81.2) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Ti 錯体 2 
1.58×10７ 

(100) 
4.17×10３ 

(50.3) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Ti 錯体 3 
1.12×10８ 

(100) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 

表２ 各配位子と錯体の L. erythra 生育菌数の変化 
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た場合は、10mg 添加まででは生育菌数の増加も減少もな

く、効果が認められなかった。この原因については不明で

ある。 
 
3-4  Escherihia coli W3110 �における Ti 錯体の効果 
 このようにレジオネラ菌において、Ti 錯体は高い殺菌作

用を示したので、一般的な細菌である大腸菌における効果

を調べた（図８）。比較実験として Cu を添加したサンプル

を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このように大腸菌において殺菌効果が知られている銅

では、10mg 添加で生育 90%という殺菌効果があった。Ti
錯体１においては、4mg 添加で完全殺菌効果が得られた。

データは示していないが配位子だけではこの濃度ではあ

まり効果がない。またレジオネラ菌に非常に効果があった

Ti 錯体 3 は、銅以上の効果はあったが顕著なものではなか

った。 
以上、本研究の目的であったレジオネラ菌に効果的な錯

体として、嵩高いアルキル置換基を有する Ti 錯体 3 が最

も優れている殺菌剤であることが確かめられた。特にさら

し粉の 1/10 量で同等の殺菌効果が得られることが確かめ

られ、今後多方面での応用が期待される。また Ti 錯体１

でも大腸菌に多大な効果が確認されこちらも殺菌剤とし

ての応用が可能であると思われる。 
次に、錯体 1、2、3 を構造的に比較する。電子供与性の

アルキル置換基を導入した Tp1および Tp3配位子からなる

錯体 1、3 の方がレジオネラ菌への抗菌活性が高いことが

分かった。一方、電子吸引性の CF3置換基を導入した Tp2

配位子からなる錯体 2 では抗菌活性が落ち、歯科材料と同

傾向にないことが伺えた。今後、Ti 錯体による抗菌活性を

検討する際には、電子供与性基を有する TpR配位子を設計

することが、１つの重要点であると考えられる。また、3-1
にも示したように 3 種の錯体については、未だ推定組成の

段階であるため、各種分光機器を用いて同定を行うことも

今後の検討課題として挙げられる。 
本成果について、知的財産調査を行ったところ、特許取

得が可能であると判断され JST（独立法人科学技術振興機

構）の支援のもと特許出願を行った（特願 2003-316577）。

その後審査請求を行い、平成 22 年 1 月 15 日に特許権（特

許第 4438984 号）を取得した。今後は本錯体の有効性をア

ピールし、企業化を目指していきたい。 
 

謝� 
 
 本実験の遂行において、茨城高専物質工学科卒業生の木

本憲氏、高橋早樹博士、佐々木香里氏に多大なるご協力を

頂きましたことに感謝申しあげます。 
 

�考�� 
 
1) 公衆浴場法第３条第２項並びに旅館業法第４条第２項

及び同法施行令第１条に基づく条例等にレジオネラ症

発生防止対策を追加する際の指針について 
  厚生労働省健康局長 健発第 1029004 号  平成 14 年 

10 月公示 http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/ 
legionella/021029-1.html 

2) S. Trofimenko, Chem. Rev. 1993, 93, 943-980.  
3) N. Kitajima; W. B. Tolmann, Prog. Inorg Chem. 1995,  

43,419.  
4) N. Kitajima; T. Koda; S. Hashimoto; T. Kitagawa;  

Y. Moro-oka, J. Am. Chem. Soc. 1991, 113, 5664-5671.  
5) K. Fujisawa; M. Tanaka; Y. Moro-oka; N. Kitajima,  

J. Am. Chem. Soc. 1994, 116, 12079-12080.  
6) C. K. Gosh; J. K. Hoyano; R. Krentz; W. A. G. Graham, 
 J. Am. Chem. Soc. 1989, 111, 5480. 

7) S. M. Gorun; Z. Hu; R. T. Stibrany; G. Carpenter,  
Inorg. Chim. Acta. 2000, 297, 383-388. 

8) Vickers, Brown and Garrity. 
 J. Clin. Microbiol.1981,13:714-719. 

9) M. Akita; M. Hashimoto; S. Hikichi; Y. Moro-oka,  
Organometallics 2000, 19, 3744-3747.  

10) M. Akita; S. Hikichi, Bull. Chem. Soc. Jpn., 2002, 75, 
 1657-1679.   
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したが、Ti 錯体 3 はその 1/10 の使用量でも同等の殺菌効

果を有している。また TiO2 では、添加量が増加するに従

い、逆に菌数が増える傾向が見られた。雑菌混入の可能性

も考えられたため殺菌した TiO2 を使用した実験も行った

が同様に増加した。光照射を行わない TiO2 の実験を行っ

サンプル量 0mg 1mg 4mg 10mg 

Ti 
1.51×10４ 

(100) 
1.45×10４ 

(99.5) 
1.23×10４ 

(97.8) 
1.51×10４ 

(100) 

Cu 
3.67×10８ 

(100) 
1.31×10６ 

(71.4) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Tp1配位子 
3.10×10７ 

(100) 
5.20×10５ 

(76.4) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Tp2配位子 
1.58×10７ 

(100) 
１.00×10 

(13.9) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Tp3配位子 
3.67×10８ 

(100) 
8.00×10７ 

(92.3) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Ti 錯体 1 
3.09×10７ 

(100) 
1.20×10６ 

(81.2) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Ti 錯体 2 
1.58×10７ 

(100) 
4.17×10３ 

(50.3) 
0 

(0) 
0 

(0) 

Ti 錯体 3 
1.12×10８ 

(100) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
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
 陸上競技の走幅跳は助走の後に片脚踏切を行い，そこで

獲得される跳躍距離が競われる．走幅跳は助走で獲得した

水平速度を踏切局面中に（減速を伴いながら）上向きに方

向転換して身体を投射する運動である．そのため，多くの

研究で走幅跳には助走速度が大きな影響を及ぼすことが

報告されている（，；，；
；，；；；
，；小山，；太田ほか，）．
 走幅跳の助走は任意の距離（歩数）を用いることが可能

なため，選手は十分な助走速度を獲得できるような助走歩

数を選択して競技会に臨んでいる．この際，岡野（）
は疾走能力以上に長い助走を用いないよう，能力に見合っ

た適切な長さの助走の利用を薦めている．また，
（）は選手の疾走能力に応じた助走歩数の目安を提示

している．また，体育授業においても適切な助走歩数（距

離）を見つけることを学習目標とした教材が含まれている

（高橋ほか，；大修館書店編集部編，）．
 加えて，走幅跳では助走速度の獲得だけでなく，踏切局

面中にできる限り少ない水平速度の減速で大きな鉛直速

度を獲得しなければならない（    ；
  ，）．そのため，走幅跳では助

走と踏切を効果的に組み合わせる必要がある．
 この助走と踏切を組み合わせるための専門的トレーニ

ングとして，試合よりも少ない助走歩数を用いた走幅跳が

一般的に行われている（村木ほか，；岡野，）．
これによって，助走で獲得する水平速度の大きさを調節し，

助走と踏切の組み合わせに意識を集中することができる．

その際，（）はそれぞれの助走歩数における跳

躍距離の目安を提示している．
 しかし，実践現場では助走歩数を増やして獲得した高い

助走速度に見合った跳躍距離の獲得が行われない場合が

ある（村木，）．
また，走幅跳と同様に助走つきの片脚踏切を用いる走高

跳においても，高い助走速度が跳躍高を改善すると信じら

れている（）が，実際には個々の選手に

最適な助走スピードの存在が示されている（，）．
そして，助走速度が増加するほど，選手には踏切脚に高い

筋力が要求される（）．そのため，過度な助

走速度は，踏切脚の関節の過度な屈曲や、踏切局面の前半

中に“くずれ”を招き、踏切局面後半の脚の伸展が弱まる

だろう（ ）．つまり，高い助走速度を利

用するには高い動的筋力が要求される．これは走幅跳でも

同様で，高い助走速度を獲得できるからと言って踏切を阻

害するほど過度な速度の助走を用いるべきではないと考

えられる．
高い助走速度の利用には踏切動作や動的筋力が重要と

なり，短助走から助走歩数を増加させた際の跳躍距離の推

移には，これらの要因が影響を及ぼすと考えられる．
また，踏切時間は助走速度が高まるほど短くなり（

，；  ），走幅跳の記録と
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







         






 緒言 


 陸上競技の走幅跳は助走の後に片脚踏切を行い，そこで

獲得される跳躍距離が競われる．走幅跳は助走で獲得した

水平速度を踏切局面中に（減速を伴いながら）上向きに方

向転換して身体を投射する運動である．そのため，多くの

研究で走幅跳には助走速度が大きな影響を及ぼすことが

報告されている（，；，；
；，；；；
，；小山，；太田ほか，）．
 走幅跳の助走は任意の距離（歩数）を用いることが可能

なため，選手は十分な助走速度を獲得できるような助走歩

数を選択して競技会に臨んでいる．この際，岡野（）
は疾走能力以上に長い助走を用いないよう，能力に見合っ

た適切な長さの助走の利用を薦めている．また，
（）は選手の疾走能力に応じた助走歩数の目安を提示

している．また，体育授業においても適切な助走歩数（距

離）を見つけることを学習目標とした教材が含まれている

（高橋ほか，；大修館書店編集部編，）．
 加えて，走幅跳では助走速度の獲得だけでなく，踏切局

面中にできる限り少ない水平速度の減速で大きな鉛直速

度を獲得しなければならない（    ；
  ，）．そのため，走幅跳では助

走と踏切を効果的に組み合わせる必要がある．
 この助走と踏切を組み合わせるための専門的トレーニ

ングとして，試合よりも少ない助走歩数を用いた走幅跳が

一般的に行われている（村木ほか，；岡野，）．
これによって，助走で獲得する水平速度の大きさを調節し，

助走と踏切の組み合わせに意識を集中することができる．

その際，（）はそれぞれの助走歩数における跳

躍距離の目安を提示している．
 しかし，実践現場では助走歩数を増やして獲得した高い

助走速度に見合った跳躍距離の獲得が行われない場合が

ある（村木，）．
また，走幅跳と同様に助走つきの片脚踏切を用いる走高

跳においても，高い助走速度が跳躍高を改善すると信じら

れている（）が，実際には個々の選手に

最適な助走スピードの存在が示されている（，）．
そして，助走速度が増加するほど，選手には踏切脚に高い

筋力が要求される（）．そのため，過度な助

走速度は，踏切脚の関節の過度な屈曲や、踏切局面の前半

中に“くずれ”を招き、踏切局面後半の脚の伸展が弱まる

だろう（ ）．つまり，高い助走速度を利

用するには高い動的筋力が要求される．これは走幅跳でも

同様で，高い助走速度を獲得できるからと言って踏切を阻

害するほど過度な速度の助走を用いるべきではないと考

えられる．
高い助走速度の利用には踏切動作や動的筋力が重要と

なり，短助走から助走歩数を増加させた際の跳躍距離の推

移には，これらの要因が影響を及ぼすと考えられる．
また，踏切時間は助走速度が高まるほど短くなり（

，；  ），走幅跳の記録と
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

の間に負の相関関係が認められる（   ）．助

走速度が増加すると踏切時間が短くなり，短時間でのバリ

スティックな力発揮が必要となる．短時間でのバリスティ

ックな力発揮を行う能力が乏しい選手は，高い助走速度で

の踏切りに対応できないため，踏切時間が短縮せず，跳躍

距離の増加が小さくなる可能性がある．そのため，踏切時

間の推移もあわせて考察する．
しかし，現在のところ，（）のように，

助走歩数ごとに助走速度や跳躍距離の目安を示している

だけである．また，中学校および高校の体育においても，

本研究のような助走歩数を変えた走幅跳を教材として用

いるよう教科書に記載されている（高橋ほか 大修

館書店編集部編 ）が，「助走距離を徐々に長くして，

最高スピード近くまで加速した地点で踏み切りができる

ように，スタート地点を決める。」（高橋ほか，）や，

「くらいから始め，歩ずつ助走を増やしていき，適

切な距離を見つける」（大修館書店編集部，）と記載

されているのみである．そのため，助走速度と踏切時間を

基にして，選手や生徒が取り組むべき課題の評価や，最

適な助走歩数を選択する方法に関する示唆を得ることは，

走幅跳のトレーニングや授業において有益であろう．
そこで本研究では走幅跳において助走歩数を増加させ

ていった時の，跳躍距離，助走速度，踏切時間の推移を検

討し，各選手に今後のトレーニング課題を提示し，また助

走歩数を設定する際の示唆を提供することを目的とした．

 方法


対象者

 高専陸上競技部員 名（身長 ±ｍ，体重 ±
，年齢 ± 歳，走幅跳の自己最高記録±
ｍ）が本研究に参加した．なお，本研究の目的と実験

条件は実験前に選手に説明され，危険を感じた場合にはい

つでも中止できる旨を説明し，任意参加の同意を得た．な

お，対象者のプロフィールの詳細を表 に示した．


データの収集と分析

 実験試技には，セットスタート方式による走幅跳を 
歩助走から 歩ずつ増加させていき，跳躍距離が低下する

まで助走を伸ばしていった．試技は  歩まで行った対象

者が 名，歩が 名，歩までを 名の対象者が行っ

た．各試技に際しては，疲労の影響のないように試技間に

十分な休息をとらせた．各助走歩数の試技を 本行った後，

さらにその助走歩数の試技を行うことを希望した対象者

は，任意の本数（， 本）を行った．その際，本研究で

は踏切位置に関する指定は行わず，任意の地点からの踏切

を許可した．
跳躍距離は（踏切板からではなく）選手の踏切足のつま

先と砂場の着地地点の間の水平距離とし，各助走歩数にお

ける跳躍の中で最も記録の良かった  試技を分析対象と

した．
 助走速度は踏切接地時の身体重心の水平速度とし，後述

する方法で身体重心の 次元座標を算出し，時間微分して

求めた．
身体重心の  次元座標算出用にデジタルカメラ（‐

， 社製）により毎秒  フレームで踏切板側

方から踏切動作を撮影した．得られた画像について，ビデ

オ動作解析システム（Ⅱ：社製）を用い

て身体  点（両上肢の中手骨・手首・肘・肩峰突起，両

下肢の足先・母指球・踵・外果・腓骨頭・大転子，頭頂部，

耳珠点および胸骨上縁）と助走路の両側に 間隔で設置

した較正マーク（対象者の周囲  点）をデジタイズした．

その際，身体  点の座標は較正マークをもとに実長換算

した後，残差分析法（，）によって最

適遮断周波数 ～ を決定し， 
 を用いて平滑化した．身体重心の  次元座標は，阿

江（）の日本人競技者による身体セグメントパラメー

タを用いて算出された．
踏切時間を算出するためにデジタルカメラ（‐

社製）により毎秒フレームで踏切板の側方から踏切

足を撮影した．踏切時間は踏切時に選手が最初に地面と接

したコマから最後に地面と接したコマとし，画像から読み

取った．

統計

 相関分析にピアソンの積率相関係数を用い，有意水準は

％未満とした．

 結果

 表  に各助走歩数の試技における，跳躍距離，助走速

度および踏切時間の平均値を示した．さらに表 には，跳

躍距離，助走速度，踏切時間および助走歩数の相関行列を

示した．助走歩数の増加とともに跳躍距離は増加し（ 
，  ），全対象者が参加した 歩助走までの

試技では  歩， 歩助走の試技がピークとなっている．

また，助走速度も同様に増加し（，），全

対象者が参加した  歩助走の試技まで増加し続けている．

踏切時間の平均値は から の間で推移し助走

歩数との間には有意な関係は認められなかったが（  
，），助走速度（，）およ

対象者 身長(cm) 体重（kg） 年齢(歳) 自己記録（m）

    
    
    
    
    

表表表表     対象者のプロフィール対象者のプロフィール対象者のプロフィール対象者のプロフィール



び跳躍距離（，）と有意な負の相関関係

が認められた．

 考察

跳躍距離，助走速度，踏切時間の推移の全体傾向
本研究では  歩助走から助走を伸ばしていったときの

跳躍距離，助走速度，踏切時間を調査した．助走歩数が増

加すると，跳躍距離および助走速度が増加した（表 ）．
また，踏切時間は助走歩数が増加しても減少しなか

ったが，助走速度と有意な負の相関関係（，
），跳躍距離と有意な正の相関関係が認めら

れた（，）（表 ）．
跳躍距離は ， 歩助走をピークにしており，助走速

度も  歩あたりからピークを迎えた．このことは，助走

歩数の増加によって加速区間が延長することで高い助走

速度を獲得できたために，跳躍距離が増加したことを示す

が，対象者の疾走能力から  歩以上の助走では助走速度

の獲得が有効に行われなかったことを示す．なお， 歩

および  歩における跳躍距離，助走速度の増加および踏

切時間の減少は，競技力の高い対象者のみが行ったためで

ある．
 本研究で得られた，助走歩数を増加させた時の跳

躍距離，助走速度，踏切時間の推移は先行研究（例

えば ）の結果を支持するものであり，跳躍

距離の獲得のためには，水平速度の獲得し短時間での踏切

ることが有効である．そこで，これらの全体傾向での関係

を個人内で検討することとした．

個人内の跳躍距離，助走速度，踏切時間の推移
図および に助走速度と跳躍距離および助走速度と踏

切時間の関係を示した（回帰直線は全体傾向を示してい

る）．全体傾向として，これらの関係には相関関係が認め

られた．しかし，個別には，前節で示した関係が適切に現

れない対象者（例えば，高い助走速度の利用が困難な対象

者など）がいることが想定された（そして，トレーニング

課題を示す可能性がある）．そこで，表  に個人内におけ

る助走速度と跳躍距離，踏切時間の間の回帰分析を行った

際の相関係数を示し，危険率 未満の場合には回帰直線

式を示した．
 助走速度と跳躍距離との間の有意な正の相関関係は全

ての対象者に認められたが，回帰係数は全体傾向より小さ

な値となった（表 ）．これは，対象者間における動的筋

力の違い（  ，）や踏切動作（村木，

）などに起因すると考えられており，一般的な傾向で

ある．しかし，対象者  の回帰係数は他の対象者よりも

とくに小さな値である．対象者  は助走速度を他の対象

者よりも効果的に利用できていないことが示唆される．
 助走速度と踏切時間の間の負の相関関係は対象者  と

 のみに認められ，対象者 ，， には認められなかっ

た（表 ）．走幅跳の踏切は，踏切脚の足部支持点と身体

重心を結んだ仮想の線分が前方回転（しながら縮伸）して

離地するモデルで表わせる（，）．
モデルから踏切時間を説明すると，踏切局面中に支持点の

回りを回転する角度と，その角速度で決定されることにな

る．つまり，モデルの回転する角度を小さくし，その角速

度を高めると踏切時間が短縮される．その中で，身体の角

速度は助走速度との関係が強いと考えられる．したがって，

助走速度の増加は，踏切時間の短縮を導くはずである．た

だし，助走速度が増加しても，接地時の身体を過度に後傾

し，踏切局面中の減速が大きくなる（）
と，踏切時間が短縮されない可能性があり，太田ほか

（）は踏切局面中の減速と跳躍距離との間に負の相関

表表表表     各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間

助走歩数 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩

          

跳躍距離（） 平均値          

          

助走速度 平均値          

          

踏切時間（） 平均値          

          

表表表表     跳躍距離，助跳躍距離，助跳躍距離，助跳躍距離，助走速度，踏切時間および助走歩数走速度，踏切時間および助走歩数走速度，踏切時間および助走歩数走速度，踏切時間および助走歩数のののの

跳躍距離 助走速度 踏切時間 助走歩数

跳躍距離
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

助走速度
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

踏切時間
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

助走歩数
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

  



 

 

 

現在のところ，助走歩数の決定に関する知見は Popov
（1987, 1996）のように，助走歩数ごとに助走速度や跳躍距

離の目安を示しているだけである．また，中学校および高

校の体育においても，助走歩数を変えた走幅跳を教材とし

て用いるよう教科書に記載されている（高橋ほか 2001, 大
修館書店編集部編 2008）が，「助走距離を徐々に長くして，

最高スピード近くまで加速した地点で踏み切りができるよ

うに，スタート地点を決める。」（高橋ほか，2001,）や，「15m
くらいから始め，2 歩ずつ助走を増やしていき適切な距離

を見つける」（大修館書店編集部，2008）と記載されている

のみである．そのため，助走速度と踏切時間を基にして， 
選手や生徒が取り組むべき課題の評価や，最適な助走歩数

を選択する方法に関する示唆を得ることは，走幅跳のトレ

ーニングや授業において有益であろう．

そこで本研究では走幅跳において助走歩数を増加させ

ていった時の，跳躍距離，助走速度，踏切時間の推移を検

討し，各選手に今後のトレーニング課題を提示し，また助

走歩数を設定する際の示唆を提供することを目的とした．
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

の間に負の相関関係が認められる（   ）．助

走速度が増加すると踏切時間が短くなり，短時間でのバリ

スティックな力発揮が必要となる．短時間でのバリスティ

ックな力発揮を行う能力が乏しい選手は，高い助走速度で

の踏切りに対応できないため，踏切時間が短縮せず，跳躍

距離の増加が小さくなる可能性がある．そのため，踏切時

間の推移もあわせて考察する．
しかし，現在のところ，（）のように，

助走歩数ごとに助走速度や跳躍距離の目安を示している

だけである．また，中学校および高校の体育においても，

本研究のような助走歩数を変えた走幅跳を教材として用

いるよう教科書に記載されている（高橋ほか 大修

館書店編集部編 ）が，「助走距離を徐々に長くして，

最高スピード近くまで加速した地点で踏み切りができる

ように，スタート地点を決める。」（高橋ほか，）や，

「くらいから始め，歩ずつ助走を増やしていき，適

切な距離を見つける」（大修館書店編集部，）と記載

されているのみである．そのため，助走速度と踏切時間を

基にして，選手や生徒が取り組むべき課題の評価や，最

適な助走歩数を選択する方法に関する示唆を得ることは，

走幅跳のトレーニングや授業において有益であろう．
そこで本研究では走幅跳において助走歩数を増加させ

ていった時の，跳躍距離，助走速度，踏切時間の推移を検

討し，各選手に今後のトレーニング課題を提示し，また助

走歩数を設定する際の示唆を提供することを目的とした．

 方法


対象者

 高専陸上競技部員 名（身長 ±ｍ，体重 ±
，年齢 ± 歳，走幅跳の自己最高記録±
ｍ）が本研究に参加した．なお，本研究の目的と実験

条件は実験前に選手に説明され，危険を感じた場合にはい

つでも中止できる旨を説明し，任意参加の同意を得た．な

お，対象者のプロフィールの詳細を表 に示した．


データの収集と分析

 実験試技には，セットスタート方式による走幅跳を 
歩助走から 歩ずつ増加させていき，跳躍距離が低下する

まで助走を伸ばしていった．試技は  歩まで行った対象

者が 名，歩が 名，歩までを 名の対象者が行っ

た．各試技に際しては，疲労の影響のないように試技間に

十分な休息をとらせた．各助走歩数の試技を 本行った後，

さらにその助走歩数の試技を行うことを希望した対象者

は，任意の本数（， 本）を行った．その際，本研究で

は踏切位置に関する指定は行わず，任意の地点からの踏切

を許可した．
跳躍距離は（踏切板からではなく）選手の踏切足のつま

先と砂場の着地地点の間の水平距離とし，各助走歩数にお

ける跳躍の中で最も記録の良かった  試技を分析対象と

した．
 助走速度は踏切接地時の身体重心の水平速度とし，後述

する方法で身体重心の 次元座標を算出し，時間微分して

求めた．
身体重心の  次元座標算出用にデジタルカメラ（‐

， 社製）により毎秒  フレームで踏切板側

方から踏切動作を撮影した．得られた画像について，ビデ

オ動作解析システム（Ⅱ：社製）を用い

て身体  点（両上肢の中手骨・手首・肘・肩峰突起，両

下肢の足先・母指球・踵・外果・腓骨頭・大転子，頭頂部，

耳珠点および胸骨上縁）と助走路の両側に 間隔で設置

した較正マーク（対象者の周囲  点）をデジタイズした．

その際，身体  点の座標は較正マークをもとに実長換算

した後，残差分析法（，）によって最

適遮断周波数 ～ を決定し， 
 を用いて平滑化した．身体重心の  次元座標は，阿

江（）の日本人競技者による身体セグメントパラメー

タを用いて算出された．
踏切時間を算出するためにデジタルカメラ（‐

社製）により毎秒フレームで踏切板の側方から踏切

足を撮影した．踏切時間は踏切時に選手が最初に地面と接

したコマから最後に地面と接したコマとし，画像から読み

取った．

統計

 相関分析にピアソンの積率相関係数を用い，有意水準は

％未満とした．

 結果

 表  に各助走歩数の試技における，跳躍距離，助走速

度および踏切時間の平均値を示した．さらに表 には，跳

躍距離，助走速度，踏切時間および助走歩数の相関行列を

示した．助走歩数の増加とともに跳躍距離は増加し（ 
，  ），全対象者が参加した 歩助走までの

試技では  歩， 歩助走の試技がピークとなっている．

また，助走速度も同様に増加し（，），全

対象者が参加した  歩助走の試技まで増加し続けている．

踏切時間の平均値は から の間で推移し助走

歩数との間には有意な関係は認められなかったが（  
，），助走速度（，）およ

対象者 身長(cm) 体重（kg） 年齢(歳) 自己記録（m）

    
    
    
    
    

表表表表     対象者のプロフィール対象者のプロフィール対象者のプロフィール対象者のプロフィール



び跳躍距離（，）と有意な負の相関関係

が認められた．

 考察

跳躍距離，助走速度，踏切時間の推移の全体傾向
本研究では  歩助走から助走を伸ばしていったときの

跳躍距離，助走速度，踏切時間を調査した．助走歩数が増

加すると，跳躍距離および助走速度が増加した（表 ）．
また，踏切時間は助走歩数が増加しても減少しなか

ったが，助走速度と有意な負の相関関係（，
），跳躍距離と有意な正の相関関係が認めら

れた（，）（表 ）．
跳躍距離は ， 歩助走をピークにしており，助走速

度も  歩あたりからピークを迎えた．このことは，助走

歩数の増加によって加速区間が延長することで高い助走

速度を獲得できたために，跳躍距離が増加したことを示す

が，対象者の疾走能力から  歩以上の助走では助走速度

の獲得が有効に行われなかったことを示す．なお， 歩

および  歩における跳躍距離，助走速度の増加および踏

切時間の減少は，競技力の高い対象者のみが行ったためで

ある．
 本研究で得られた，助走歩数を増加させた時の跳

躍距離，助走速度，踏切時間の推移は先行研究（例

えば ）の結果を支持するものであり，跳躍

距離の獲得のためには，水平速度の獲得し短時間での踏切

ることが有効である．そこで，これらの全体傾向での関係

を個人内で検討することとした．

個人内の跳躍距離，助走速度，踏切時間の推移
図および に助走速度と跳躍距離および助走速度と踏

切時間の関係を示した（回帰直線は全体傾向を示してい

る）．全体傾向として，これらの関係には相関関係が認め

られた．しかし，個別には，前節で示した関係が適切に現

れない対象者（例えば，高い助走速度の利用が困難な対象

者など）がいることが想定された（そして，トレーニング

課題を示す可能性がある）．そこで，表  に個人内におけ

る助走速度と跳躍距離，踏切時間の間の回帰分析を行った

際の相関係数を示し，危険率 未満の場合には回帰直線

式を示した．
 助走速度と跳躍距離との間の有意な正の相関関係は全

ての対象者に認められたが，回帰係数は全体傾向より小さ

な値となった（表 ）．これは，対象者間における動的筋

力の違い（  ，）や踏切動作（村木，

）などに起因すると考えられており，一般的な傾向で

ある．しかし，対象者  の回帰係数は他の対象者よりも

とくに小さな値である．対象者  は助走速度を他の対象

者よりも効果的に利用できていないことが示唆される．
 助走速度と踏切時間の間の負の相関関係は対象者  と

 のみに認められ，対象者 ，， には認められなかっ

た（表 ）．走幅跳の踏切は，踏切脚の足部支持点と身体

重心を結んだ仮想の線分が前方回転（しながら縮伸）して

離地するモデルで表わせる（，）．
モデルから踏切時間を説明すると，踏切局面中に支持点の

回りを回転する角度と，その角速度で決定されることにな

る．つまり，モデルの回転する角度を小さくし，その角速

度を高めると踏切時間が短縮される．その中で，身体の角

速度は助走速度との関係が強いと考えられる．したがって，

助走速度の増加は，踏切時間の短縮を導くはずである．た

だし，助走速度が増加しても，接地時の身体を過度に後傾

し，踏切局面中の減速が大きくなる（）
と，踏切時間が短縮されない可能性があり，太田ほか

（）は踏切局面中の減速と跳躍距離との間に負の相関

表表表表     各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間各助走歩数の試技における跳躍距離，助走速度，踏切時間

助走歩数 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩 歩

          

跳躍距離（） 平均値          

          

助走速度 平均値          

          

踏切時間（） 平均値          

          

表表表表     跳躍距離，助跳躍距離，助跳躍距離，助跳躍距離，助走速度，踏切時間および助走歩数走速度，踏切時間および助走歩数走速度，踏切時間および助走歩数走速度，踏切時間および助走歩数のののの

跳躍距離 助走速度 踏切時間 助走歩数

跳躍距離
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

助走速度
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

踏切時間
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

助走歩数
の
相関係数

   

有意確率
(片側)

  

  



 

 

 

各パラメータの相関行列

距離の獲得のためには，水平速度を獲得し短時間で踏切る

ことが有効である．そこで，これらの全体傾向での関係を

個人内で検討することとした． 
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

関係を報告している．しかし，本研究では踏切動作の分析

を行っていないため，今後詳細に検討する必要がある．
 跳躍距離と踏切時間の間の負の相関関係は対象者 ，
において認められ，対象者 ，，には認められなかっ

た（表 ）．助走歩数が増加すると助走速度が増加し，踏

切時間が減少する．踏切時間が減少するため，踏切局面に

おいて短時間の力発揮を行えなければ，効果的な鉛直速度

の獲得が行われず跳躍距離が増加しない可能性がある．

（）と （）は助走つきの片

脚跳躍の踏切時間は，助走速度が増加するほど短くなり，

さらに弾性エネルギーの再利用の重要性も増していくと

述べている．つまり，走幅跳では地面との短い接地時間中

に効果的にパワーを発揮する必要がある．そのため，

（）は，助走速度増加時の短い踏切時間に

特異的な専門的力発揮をする必要があると述べている．図

子ほか（）は の台上から落下し，即座に跳びあ

がるリバウンドドロップジャンプ（）を，田内（）
はその場での連続  回ジャンプであるリバウンドジャン

プ（）を評価し，跳躍選手が短い接地時間で高く跳ぶこ

とができたことから，短時間での力発揮能力に優れること

を報告し，この能力はプライオメトリックトレーニングの

ような専門的トレーニングによって向上すると示唆して

いる．さらに，小学生の走幅跳においては，大宮ほか（）
や木越（）は，短時間での力発揮の指標である 
（その場での の跳躍高を接地時間で割ったもの）（田

内，）と走幅跳の記録との間に正の相関関係を報告し

ている．これらの知見から，高速の助走に特異的なバリス

ティックな力発揮の遂行能力を向上させることが短い踏

切時間の中で大きな跳躍距離を獲得するのに必須であり，

プライオメトリックトレーニングのような専門的トレー

ニングによってこの能力を高めることの重要性を示唆し

ている．
興味深いことに，対象者  の踏切時間は助走速度との

間に負の相関関係が認められなかったにもかかわらず，跳

躍距離との間には負の相関関係が認められている．これは，

踏切時間が短いときに，短時間で効果的なパワー発揮が行

うことができたため跳躍距離が獲得できたことを示しそ

うである．ただし，助走速度と跳躍距離の回帰係数が小さ

く助走速度を効果的に利用できなかったと考えられる．こ

れらの結果は，踏切時間は助走速度からの影響を受けるが，

助走速度と踏切時間が，ある程度独立して跳躍距離に影響

を及ぼすこと示している．
 本研究では，跳躍距離，助走速度，踏切時間の個人内

の関係は全体傾向と異なる傾向を示した．効果的な踏切を

行い，大きな跳躍距離を獲得するための課題がこれらの分

析によって検討できる可能性が示された．

各選手のトレーニング課題と助走歩数を設定する際

の留意点
トレーニング（や授業）においては，選手（や学生）の
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表表表表     各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係

対象者 独立変数 従属変数   回帰式 対象者 独立変数 従属変数   回帰式

 助走速度  跳躍距離     助走速度  跳躍距離   

 助走速度  踏切時間    助走速度  踏切時間  

踏切時間  跳躍距離   踏切時間  跳躍距離  

 助走速度  跳躍距離     助走速度  跳躍距離   

 助走速度  踏切時間     助走速度  踏切時間   

踏切時間  跳躍距離   踏切時間  跳躍距離   

 助走速度  跳躍距離    全体 助走速度  跳躍距離   

 助走速度  踏切時間    助走速度  踏切時間   

踏切時間  跳躍距離    踏切時間  跳躍距離   



パフォーマンスを分析する．良いトレーニングにはトレー

ニング課題の検討が必須となり，最適な助走歩数の設定に

関する情報は有益であろう．そのため （，）
や木越（）は各助走歩数における跳躍距離の目安，疾

走速度と助走歩数の目安を提示した．しかし，これらの目

安だけでは，選手のパフォーマンスが適切でなかった場合

のトレーニング課題の検討が行えない．
そこで，本研究では，対象者の跳躍距離が減少傾向を示

すまで助走歩数を増加させ続け，助走歩数ごとのこれらの

推移を個人内で検討した．図 に個人ごとに跳躍距離，助

走速度および踏切時間の推移を示した．なお，それぞれの

パラメータは 歩助走の値を とした相対値で示した．
各対象者の助走速度の推移を見ると，対象者  以外は

助走速度の頭打ちや低下が起こる歩数が分かる．対象者 ，
は 歩，対象者 は 歩，対象者 は 歩助走にお

いて最も高い助走速度を達成し，現状の疾走能力ではこれ

以上の助走歩数を用いることの利点が少なそうである．対

象者  と  はこの歩数で最も大きな跳躍距離を獲得し，

その後に停滞した．ただし，対象者 は 歩助走まで踏

切時間が減少しており，助走速度の増加とともに踏切時間

を減少させていたが，対象者  の踏切時間にはほとんど

減少が認められない．対象者  は今後さらに疾走能力を
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

関係を報告している．しかし，本研究では踏切動作の分析

を行っていないため，今後詳細に検討する必要がある．
 跳躍距離と踏切時間の間の負の相関関係は対象者 ，
において認められ，対象者 ，，には認められなかっ

た（表 ）．助走歩数が増加すると助走速度が増加し，踏

切時間が減少する．踏切時間が減少するため，踏切局面に

おいて短時間の力発揮を行えなければ，効果的な鉛直速度

の獲得が行われず跳躍距離が増加しない可能性がある．

（）と （）は助走つきの片

脚跳躍の踏切時間は，助走速度が増加するほど短くなり，

さらに弾性エネルギーの再利用の重要性も増していくと

述べている．つまり，走幅跳では地面との短い接地時間中

に効果的にパワーを発揮する必要がある．そのため，

（）は，助走速度増加時の短い踏切時間に

特異的な専門的力発揮をする必要があると述べている．図

子ほか（）は の台上から落下し，即座に跳びあ

がるリバウンドドロップジャンプ（）を，田内（）
はその場での連続  回ジャンプであるリバウンドジャン

プ（）を評価し，跳躍選手が短い接地時間で高く跳ぶこ

とができたことから，短時間での力発揮能力に優れること

を報告し，この能力はプライオメトリックトレーニングの

ような専門的トレーニングによって向上すると示唆して

いる．さらに，小学生の走幅跳においては，大宮ほか（）
や木越（）は，短時間での力発揮の指標である 
（その場での の跳躍高を接地時間で割ったもの）（田

内，）と走幅跳の記録との間に正の相関関係を報告し

ている．これらの知見から，高速の助走に特異的なバリス

ティックな力発揮の遂行能力を向上させることが短い踏

切時間の中で大きな跳躍距離を獲得するのに必須であり，

プライオメトリックトレーニングのような専門的トレー

ニングによってこの能力を高めることの重要性を示唆し

ている．
興味深いことに，対象者  の踏切時間は助走速度との

間に負の相関関係が認められなかったにもかかわらず，跳

躍距離との間には負の相関関係が認められている．これは，

踏切時間が短いときに，短時間で効果的なパワー発揮が行

うことができたため跳躍距離が獲得できたことを示しそ

うである．ただし，助走速度と跳躍距離の回帰係数が小さ

く助走速度を効果的に利用できなかったと考えられる．こ

れらの結果は，踏切時間は助走速度からの影響を受けるが，

助走速度と踏切時間が，ある程度独立して跳躍距離に影響

を及ぼすこと示している．
 本研究では，跳躍距離，助走速度，踏切時間の個人内

の関係は全体傾向と異なる傾向を示した．効果的な踏切を

行い，大きな跳躍距離を獲得するための課題がこれらの分

析によって検討できる可能性が示された．

各選手のトレーニング課題と助走歩数を設定する際

の留意点
トレーニング（や授業）においては，選手（や学生）の
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表表表表     各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係各対象者における跳躍距離，助走速度，踏切時間の関係

対象者 独立変数 従属変数   回帰式 対象者 独立変数 従属変数   回帰式

 助走速度  跳躍距離     助走速度  跳躍距離   

 助走速度  踏切時間    助走速度  踏切時間  

踏切時間  跳躍距離   踏切時間  跳躍距離  

 助走速度  跳躍距離     助走速度  跳躍距離   

 助走速度  踏切時間     助走速度  踏切時間   

踏切時間  跳躍距離   踏切時間  跳躍距離   

 助走速度  跳躍距離    全体 助走速度  跳躍距離   

 助走速度  踏切時間    助走速度  踏切時間   

踏切時間  跳躍距離    踏切時間  跳躍距離   



パフォーマンスを分析する．良いトレーニングにはトレー

ニング課題の検討が必須となり，最適な助走歩数の設定に

関する情報は有益であろう．そのため （，）
や木越（）は各助走歩数における跳躍距離の目安，疾

走速度と助走歩数の目安を提示した．しかし，これらの目

安だけでは，選手のパフォーマンスが適切でなかった場合

のトレーニング課題の検討が行えない．
そこで，本研究では，対象者の跳躍距離が減少傾向を示

すまで助走歩数を増加させ続け，助走歩数ごとのこれらの

推移を個人内で検討した．図 に個人ごとに跳躍距離，助

走速度および踏切時間の推移を示した．なお，それぞれの

パラメータは 歩助走の値を とした相対値で示した．
各対象者の助走速度の推移を見ると，対象者  以外は

助走速度の頭打ちや低下が起こる歩数が分かる．対象者 ，
は 歩，対象者 は 歩，対象者 は 歩助走にお

いて最も高い助走速度を達成し，現状の疾走能力ではこれ

以上の助走歩数を用いることの利点が少なそうである．対

象者  と  はこの歩数で最も大きな跳躍距離を獲得し，

その後に停滞した．ただし，対象者 は 歩助走まで踏

切時間が減少しており，助走速度の増加とともに踏切時間

を減少させていたが，対象者  の踏切時間にはほとんど

減少が認められない．対象者  は今後さらに疾走能力を
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

高め，高い助走速度での跳躍を試みることが課題となり，

対象者  は疾走能力だけでなく，踏切時間を減少できる

ような踏切動作の修得や，バリスティックな力発揮の能力

の向上も課題とすべきであろう．
また，助走速度が増加しても跳躍距離が増加しない推移

のパターンが対象者  の  歩助走以降と対象者  の 
歩以降に認められ，対象者  は踏切時間の減少がほとん

ど見られなかった．これは助走速度を高めても，その助走

速度を利用できていないことを示し，この二人は助走速度

を有効に利用できるような踏切動作の修得や，遂行能

力の向上が跳躍記録向上の課題となり，高い助走速度で踏

切る利点は現状では少なそうである．
対象者  に関しては， 歩助走以降は  つのパラメー

タが安定している．実験後の内省報告において， 歩助

走以降の試技では，助走前半での加速を緩やかにして，踏

切前に踏み切りやすいリズムを作ることを心がけたと述

べていた． 歩助走での跳躍距離は踏切へのリズムが上

手く形成されたのかもしれない．今後の課題としては，疾

走能力を高めて， 歩助走以降においても助走速度が高

まるようにすべきであろう．
このように，助走歩数ごとの記録と助走速度の推移

（，；木越，）に加えて，踏切時間の

推移を評価することで，スプリント能力の改善に取り組む

べきか，踏切局面の改善に取り組むべきかの指針となる可

能性が提示された．助走歩数ごとの記録だけでなく，助走

速度や踏切時間を合わせて考察することが，選手や学生の

トレーニングをより合目的的にするだろう．
今後の課題として，助走速度に関しては，短距離走にお

ける最大速度を測定し助走速度と比較し，踏切に関しては，

踏切動作の分析や動的筋力を測定することによって，さら

に有用な知見が提供できる可能性がある．


 結論 


 本研究では，助走歩数を増加させていった時の跳躍距離

の推移を評価するために，助走速度および踏切時間を測定

した．助走歩数の増加は助走速度を増加させ，助走速度の

増加は踏切時間の減少と跳躍距離の増加に影響する．しか

し，個人内においては，これらの関係が必ずしも認められ

るわけではなく，個人内の課題が疾走能力にあるのか，踏

切の能力あるのか検討する必要がある．これらのパラメー

タの評価から，トレーニング課題や最適な助走歩数の設定

に有益な情報を得られる可能性がある． 

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

高め，高い助走速度での跳躍を試みることが課題となり，

対象者  は疾走能力だけでなく，踏切時間を減少できる

ような踏切動作の修得や，バリスティックな力発揮の能力

の向上も課題とすべきであろう．
また，助走速度が増加しても跳躍距離が増加しない推移

のパターンが対象者  の  歩助走以降と対象者  の 
歩以降に認められ，対象者  は踏切時間の減少がほとん

ど見られなかった．これは助走速度を高めても，その助走

速度を利用できていないことを示し，この二人は助走速度

を有効に利用できるような踏切動作の修得や，遂行能

力の向上が跳躍記録向上の課題となり，高い助走速度で踏

切る利点は現状では少なそうである．
対象者  に関しては， 歩助走以降は  つのパラメー

タが安定している．実験後の内省報告において， 歩助

走以降の試技では，助走前半での加速を緩やかにして，踏

切前に踏み切りやすいリズムを作ることを心がけたと述

べていた． 歩助走での跳躍距離は踏切へのリズムが上

手く形成されたのかもしれない．今後の課題としては，疾

走能力を高めて， 歩助走以降においても助走速度が高

まるようにすべきであろう．
このように，助走歩数ごとの記録と助走速度の推移

（，；木越，）に加えて，踏切時間の

推移を評価することで，スプリント能力の改善に取り組む

べきか，踏切局面の改善に取り組むべきかの指針となる可

能性が提示された．助走歩数ごとの記録だけでなく，助走

速度や踏切時間を合わせて考察することが，選手や学生の

トレーニングをより合目的的にするだろう．
今後の課題として，助走速度に関しては，短距離走にお

ける最大速度を測定し助走速度と比較し，踏切に関しては，

踏切動作の分析や動的筋力を測定することによって，さら

に有用な知見が提供できる可能性がある．


 結論 


 本研究では，助走歩数を増加させていった時の跳躍距離

の推移を評価するために，助走速度および踏切時間を測定

した．助走歩数の増加は助走速度を増加させ，助走速度の

増加は踏切時間の減少と跳躍距離の増加に影響する．しか

し，個人内においては，これらの関係が必ずしも認められ

るわけではなく，個人内の課題が疾走能力にあるのか，踏

切の能力あるのか検討する必要がある．これらのパラメー

タの評価から，トレーニング課題や最適な助走歩数の設定

に有益な情報を得られる可能性がある． 

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 ，．．
       
 ：  ．   
，，．

 ，．，，．， ，．
（）     
：．
．（）：．

 ，．，．，．（）
      ．
    ，（）：
．

  ， ．  ，  ． （  ） 
      
．，（）：．

 ，．．，．．（）
．
，：．

 ，．．（）．
，：．

 ，．．（），，（，
，）：．
，：．

 ，，，，．（）
     ．   
，（）：．

 木越清信（）陸上運動のジュニア（小学生）指

導ガイドライン．月刊陸上競技  月号．講談社．

．
 小山宏之（）走幅跳の助走スピードの標準値．

月間陸上競技 月号．講談社．．
 ，，．，．（）

    
．
，：．

 ，，．，．（）
，，
       ．
，：．

 ，，． ，，．（）
      
，（）：．

 ，．，．，．．



（ ）      
 ：    ？
，：．

 村木征人ほか編（）現代スポーツコーチ実践講

座 陸上競技（フィールド）．ぎょうせい．
 ，．（）．：

．（，）．
 岡野進（）陸上競技ジャンプトレーニング・マ

ニュアル．ベースボール・マガジン社．．
 大宮真一・木越清信・尾縣貢（）リバウンドジ

ャンプ能力が走り幅跳び能力に及ぼす影響：小学校

年生を対象として．体育学研究，：．
 太田洋一・中村力・浦田達也・伊藤章（）簡易

な測定法を用いた走幅跳におけるパフォーマンスと

助走・踏切速度の関係．コーチング学研究，（）：
．

 ，（）．
．（）：．

 ，（）     
．．（）：．

 ，．，．，．，
．（）．
，：．

 大修館書店編集部編（）アクティブスポーツ 
（総合版）．大修館書店．．

 高橋健夫，佐藤佑，岡出美則，宮本政明，長谷川悦

示，伊藤宏，池田凞，大橋久芳，熊沢直孝（）
ビジュアル新しい体育実技中学校全．東京書籍．．

 田内健二（）大きなパワーが要求される跳躍運

動における動作習熟プロセス．体育の科学，：
．

 ，．．，．．（）
，
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会
誌
発
行
の
意
義
に
関
し
て
は
、
特
に
対
外
的
位
置
に
お
け
る
会
誌
の
存
在
意
義
に
つ
い
て
考
え

て
み
る
と
、
短
期
的
に
は
読
書
量
の
低
下
が
著
し
い
本
校
生
に
対
し
、
読
書
の
魅
力
や
創
作
の
楽
し

さ
、
読
書
の
意
義
と
個
人
段
階
に
お
け
る
思
索
の
意
味
、
そ
し
て
活
字
伝
達
に
よ
る
文
化
の
重
要
性

を
発
信
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。ま
た
長
期
的
に
は
一
瞬
一
瞬
、自
己
が
生
き
た
時
代
を
呼
吸
し
、

そ
の
自
己
が
生
き
た
時
代
を
作
品
に
仮
託
し
た
学
生
達
の
生
き
様
は
、
本
校
学
生
の
文
芸
思
想
史
で

あ
り
、
更
に
は
一
瞬
の
風
景
を
捉
え
、
そ
の
風
景
を
自
己
の
内
面
と
の
対
話
に
よ
り
、
自
己
の
言
葉

に
置
き
換
え
て
い
く
作
業
、
即
ち
一
瞬
の
中
に
永
遠
を
見
、
そ
の
永
遠
と
の
出
会
い
に
よ
り
自
己
を

高
め
て
い
こ
う
と
す
る
作
業
と
心
の
歴
史
、
ま
た
そ
の
成
長
過
程
を
文
芸
同
好
会
誌
は
秘
め
て
い
る

の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
こ
う
し
た
心
の
軌
跡
の
積
み
重
ね
が
文
芸
同
好
会
誌
で
あ
り
、
大
げ
さ
に

言
え
ば
時
代
の
一
断
面
を
切
り
裂
い
た
文
芸
思
潮
史
で
あ
り
、
直
近
に
お
い
て
は
本
校
の
文
芸
史
の

証
明
役
で
も
あ
る
。 

文
芸
誌
で
あ
る
か
ら
、
本
来
は
毎
回
読
書
会
を
開
催
し
、
何
度
も
何
度
も
討
論
会
を
開
催
し
、
そ

の
討
論
の
中
で
醸
成
さ
れ
た
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
及
び
創
作
意
欲
を
も
っ
て
作
品
の
執
筆
に
取
り
組

む
の
が
最
も
理
想
と
さ
れ
る
の
だ
が
、し
か
し
実
際
物
理
的
に
厳
密
に
行
う
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
。

そ
の
た
め
本
校
に
お
い
て
は
個
人
段
階
に
お
け
る
思
索
活
動
と
課
外
活
動
室
に
お
け
る
同
好
会
員
同

士
に
よ
る
相
互
研
鑽
に
依
っ
て
作
品
及
び
文
芸
同
好
会
誌
が
作
成
さ
れ
て
い
く
。
い
わ
ば
本
校
の
作

品
及
び
同
好
会
誌
は
個
と
集
団
の
往
復
作
業
に
よ
り
完
成
さ
れ
て
い
る
状
態
で
あ
る
。 

標
と
し
て
い
る
。 

２
‐
３ 

最
近
の
活
動
状
況 

本
会
の
主
た
る
活
動
目
的
は
、
同
好
会
誌
「
地
雷
」
の
発
行
で
あ
り
、
最
低
年
１
回
の
発
行
を
目 

 

平
成
２
１
年
度
は
創
作
能
力
の
向
上
を
目
的
に
５
月
、
６
月
、
７
月
、
８
月
、
９
月
、
１
１
月
の

６
回
（
各
回
６
０
分
間
）
に
亘
り
、
鈴
木
僚
が
担
当
講
師
と
し
て
小
説
の
創
作
実
践
講
座
を
開
催
し

た
。
特
に
前
半
の
講
義
内
容
は
小
説
を
執
筆
す
る
際
に
、
全
体
と
し
て
一
体
何
を
目
指
す
の
か
、
執

筆
の
方
向
付
け
、
物
語
を
作
る
上
で
何
が
必
要
な
の
か
、
書
き
出
し
の
際
の
ル
ー
ル
、
構
想
の
組
み

立
て
と
小
説
構
築
の
配
分
（
一
話
題
に
対
し
構
想
３
時
間
・
執
筆
１
時
間
）
等
々
に
つ
い
て
の
講
義

を
行
い
、
後
半
は
、
作
品
に
対
す
る
実
践
指
導
及
び
添
削
等
の
具
体
的
な
講
座
を
行
っ
た
。
こ
の
講

座
は
、
創
作
に
関
心
は
あ
る
が
、
具
体
的
に
は
執
筆
作
法
を
知
ら
な
い
初
歩
段
階
の
学
生
達
に
本
格

的
な
創
作
手
法
を
教
え
よ
う
と
い
う
の
が
発
案
で
あ
り
、
瀬
尾
、
桐
生
、
鈴
木
が
協
議
の
上
、
企
画

し
実
行
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
講
座
に
参
加
し
た
学
生
達
か
ら
は
「
大
変
参
考
に
な
っ
た
」「
楽
し

か
っ
た
」「
全
く
知
ら
な
い
こ
と
を
教
え
て
く
れ
て
大
変
勉
強
に
な
っ
た
」「
小
説
を
書
い
て
み
よ
う

と
い
う
気
に
な
っ
た
」
等
々
の
感
想
が
聞
か
れ
た
。
こ
の
講
座
を
実
施
し
た
こ
と
に
よ
り
、
文
芸
同

好
会
員
の
間
に
は
創
作
へ
の
挑
戦
意
欲
と
自
信
、
小
説
展
開
へ
の
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
が
広
が
っ
た

よ
う
で
あ
る
。 

 

次
に
文
芸
同
好
会
に
関
す
る
紹
介
事
情
と
は
直
接
的
な
関
連
性
は
有
し
な
い
が
、
し
か
し
本
同
好

会
発
足
の
大
き
な
遠
因
に
な
っ
た
も
の
で
あ
る
だ
け
に
、
こ
の
点
の
記
載
を
欠
く
こ
と
は
画
竜
点
睛

を
欠
く
こ
と
に
も
な
り
、
本
論
を
羽
翼
す
る
意
味
で
も
、
本
校
の
読
書
運
動
に
つ
い
て
触
れ
て
お
く

こ
と
に
す
る
。 

但
し
本
校
生
の
読
書
量
が
低
下
し
た
と
は
い
え
、「(

高
専
の)

勉
強
が
大
変
」「(

膨
大
な
量
の)

レ
ポ

ー
ト
が
大
変
」
と
い
う
高
専
生
独
自
の
諸
事
情
と
個
人
的
な
諸
条
件
が
存
在
し
て
お
り
、
現
代
学
生

の
読
書
量
が
低
下
し
て
い
る
と
い
っ
て
も
、
こ
う
し
た
条
件
を
加
味
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
点
も
あ

り
、
一
般
的
傾
向
と
は
軌
を
一
に
し
な
い
面
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
先
に
指
摘
し
た
事
項

の
弱
体
化
は
紛
れ
も
な
い
事
実
で
あ
り
、
こ
の
面
で
の
対
策
及
び
強
化
が
望
ま
れ
て
い
た
。
そ
こ
で

国
語
科
教
員
同
士
が
協
議
し
、
弱
点
の
補
完
と
強
化
策
を
考
案
し
た
の
が
、
１
年
生
か
ら
３
年
生
ま

で
に
対
し
５
分
間
の
読
書
運
動
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
読
書
運
動
は
国
語
科

教
員
が
授
業
開
始
前
の
５
分
間(

本
校
の
１
時
間
は
６
０
分)

に
読
書
を
さ
せ
る
も
の
で
、
こ
の
運
動

を
定
着
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
学
生
達
の
読
書
量
の
増
加
と
読
書
習
慣
の
定
着
化
を
図
ろ
う
と
い
う
も

の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
読
書
量
に
は
個
人
差
が
あ
り
、
本
を
読
む
学
生
と
読
書
を
し
な
い
学
生
と
の

差
が
甚
だ
し
く
、
こ
の
落
差
を
埋
め
る
た
め
、
読
書
を
楽
し
く
推
進
す
る
方
法
は
な
い
か
と
思
索
し

学
生
達
が
文
芸
の
創
作
に
興
味
関
心
を
示
す
こ
と
に
な
っ
た
の
は
、
６
年
前
か
ら
実
施
し
て
い
る

本
校
の
５
分
間
読
書
運
動
が
根
幹
に
あ
る
。
こ
の
読
書
運
動
を
３
名
の
国
語
科
教
員
が
、
推
進
す
る

こ
と
に
よ
り
、
読
書
の
定
着
化
が
図
ら
れ
、
読
書
へ
の
関
心
が
地
下
水
脈
と
し
て
流
れ
、
そ
の
中
で

も
特
に
表
現
に
関
心
の
高
い
学
生
達
が
地
下
水
脈
を
破
っ
て
地
表
に
表
出
し
た
。 

３ 

読
書
運
動
及
び
読
書
ノ
ー
ト
と
の
関
連 

こ
の
運
動
を
発
足
さ
せ
る
契
機
と
な
っ
た
の
は
、
本
校
生
の
読
書
量
の
低
下
に
よ
る
文
章
力
と
漢

字
力
の
衰
退
に
対
し
国
語
科
教
員
達
が
憂
慮
し
た
か
ら
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
提
出
レ
ポ
ー
ト
や

記
述
式
問
題
、
更
に
は
就
職
・
進
学
の
際
の
志
願
理
由
書
に
誤
字
脱
字
や
論
旨
の
乱
れ
が
目
立
っ
た

か
ら
で
あ
る
。 

 

 

 
 

 
 

て
い
た
と
こ
ろ
、
非
常
勤
講
師
茂
又
茂
紀
先
生
の
助
言
を
得
、「
推
薦
図
書
一
覧
」
を
作
成
す
る
こ
と

に
し
た
。
こ
の
一
覧
は
Ａ
４
版
に
「
Ｎ
Ｏ
」「
書
名
」「
作
者
」「
出
版
社
」「
分
野
」
の
欄
を
設
け
、

「
分
野
」
に
は
「
随
筆
」「
自
然
科
学
」「
小
説
」「
評
論
」
の
分
類
を
行
っ
た
。
こ
の
分
類
は
、
大
雑

把
で
は
あ
る
が
学
生
の
関
心
・
興
味
別
に
分
類
し
、
読
書
に
入
り
易
い
よ
う
に
し
た
も
の
で
あ
る
。

因
み
に
推
薦
図
書
に
は
『
数
学
の
楽
し
さ
』(

矢
野
健
太
郎
、
新
潮
社)

、『
青
春
ロ
ボ
コ
ン
ー
理
数
系

の
甲
子
園
―
』(

古
厩
智
之
、
岩
波
ジ
ュ
ニ
ア
新
書)

、『
零
の
発
見
』(

吉
田
洋
一
、
岩
波
新
書)

、『
ブ

ン
と
フ
ン
』(
井
上
ひ
さ
し
、
新
潮
文
庫)

、『
モ
モ
』(

ミ
ヒ
ャ
エ
ル
・
エ
ン
デ
、
岩
波
書
店)

等
々
の

書
名
を
掲
載
し
た
。
中
で
も
『
数
学
の
楽
し
さ
』
や
『
零
の
発
見
』
は
学
生
達
に
好
評
で
あ
っ
た
。 

次
に
学
生
が
行
っ
た
読
書
と
い
う
行
為
を
無
駄
に
さ
せ
る
こ
と
な
く
、
何
ら
か
の
形
で
残
し
そ
の

努
力
に
対
し
掲
揚
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
た
。
読
書
の
も
た
ら
す
効
果
は
言
う
ま
で
も
な
い
が
、
更

に
読
書
の
効
果
を
上
げ
る
た
め
、
ま
た
作
品
を
読
み
、
そ
の
作
品
の
意
図
を
明
確
化
す
る
た
め
Ａ
４

版
の
「
読
書
ノ
ー
ト
」
を
作
成
し
た
。
こ
の
「
読
書
ノ
ー
ト
」
は
、
作
品
１
枚
に
「
年
組
」「
番
号
」

「
所
属
科
」「
氏
名
」「
書
名
」「
著
者
名
」「
出
版
社
」「
読
み
始
め
時
期
～
読
み
終
わ
り
時
期
」「
あ

ら
す
じ
・
要
旨
」「
感
動
し
た
場
面
や
共
感
で
き
る
意
見
の
書
写
・
感
想
」
の
欄
を
設
け
た
も
の
で
あ

る
。
特
に
「
あ
ら
す
じ
・
要
旨
」
で
は
、
作
品
の
全
体
把
握
能
力
の
育
成
を
目
指
し
た
も
の
で
あ
り
、

「
感
動
し
た
場
面
や
共
感
で
き
る
意
見
の
書
写
・
感
想
」
で
は
、
作
者
の
表
現
や
描
写
、
主
人
公
の

発
言
等
を
「
読
書
ノ
ー
ト
」
上
に
文
字
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
学
生
自
身
に
豊
か
な
表
現
力
を
養

っ
て
も
ら
い
た
い
と
意
図
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
手
法
は
指
導
者
側
に
と
っ
て
は
関
心
分
野
や
得

手
不
得
手
分
野
を
補
完
す
る
の
に
最
適
で
あ
り
、
ま
た
学
生
側
に
と
っ
て
は
特
別
な
訓
練
や
勉
強
を

経
ず
し
て
優
れ
た
言
葉
や
表
現
力
を
養
う
の
に
も
、
最
適
な
方
法
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。 

「
読
書
ノ
ー
ト
」
は
年
末
に
国
語
科
教
員
に
提
出
し
、
国
語
科
で
は
年
間
３
０
冊
以
上
を
読
ん
だ

学
生
を
読
書
王
賞
、
２
０
冊
以
上
は
読
書
ゴ
ー
ル
ド
賞
、
１
５
冊
以
上
は
読
書
シ
ル
バ
ー
賞
、
１
０

冊
以
上
は
読
書
ブ
ロ
ン
ズ
賞
と
し
て
表
彰
し
て
い
る
。
特
に
平
成
２
０
年
度
に
９
４
冊
、
平
成
２
１

年
度
に
は
１
０
４
冊
を
読
了
し
た
学
生
が
で
る
な
ど
、
地
道
で
は
あ
る
が
熱
心
に
読
書
に
取
り
組
ん

で
い
る
学
生
の
存
在
を
裏
付
け
て
い
る
。
実
際
、「
読
書
ノ
ー
ト
」
を
つ
け
る
こ
と
は
、
労
力
の
い
る

仕
事(

「『
読
書
ノ
ー
ト
』
を
付
け
る
の
が
大
変
。
読
む
だ
け
な
ら
た
く
さ
ん
読
ん
だ
」)

で
あ
り
、「
読

書
ノ
ー
ト
」
を
付
け
ず
に
読
書
だ
け
で
済
ま
せ
て
い
る
学
生
を
含
め
る
と
更
に
読
書
人
口
の
底
辺
は

拡
大
す
る
。
実
際
「
読
書
ノ
ー
ト
」
へ
の
記
載
作
業
は
大
変
で
あ
る
だ
け
に
、
こ
れ
を
実
践
し
た
学

生
達
か
ら
は
「
作
家
の
表
現
力
が
勉
強
に
な
る
」「（
作
品
の
内
容
を
ま
と
め
る
こ
と
に
よ
り
）
読
ん

だ
作
品
が
明
確
に
頭
に
残
っ
た
」
と
い
う
感
想
が
聞
か
れ
た
。 

こ
う
し
た
国
語
科
教
員
に
よ
る
地
道
な
６
年
間
に
及
ぶ
読
書
運
動
及
び
「
読
書
ノ
ー
ト
」
の
実
践

が
、
本
校
学
生
の
文
章
力
向
上
に
繋
が
り
、
そ
し
て
文
芸
表
現
に
関
心
を
抱
く
学
生
達
を
刺
激
し
、

ひ
い
て
は
文
芸
同
好
会
の
発
足
に
至
っ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。 

 

４ 

文
芸
同
好
会
の
役
割
と
使
命 

 

文
化
・
思
想
の
興
隆
と
衰
退
は
千
年
単
位
で
考
え
る
べ
き
で
あ
り
、
こ
の
視
点
は
世
界
も
日
本
も

変
わ
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
紀
元
前
３
０
０
年
前
後
に
は
今
日
の
文
化
・
思
想
の
系
譜
に
連
な
る
、
人

類
史
の
機
軸
と
な
る
べ
く
総
て
の
文
化
・
思
想
が
勃
興
し
た
。そ
し
て
第
１
の
千
年
の
興
亡
を
経
て
、

現
在
は
第
２
の
千
年
の
衰
退
期
に
入
っ
て
い
る
。 

第
３
の
千
年
を
迎
え
た
現
在
、
人
類
は
人
間
を
手
段
化
し
な
い
真
の
人
間
主
義
に
裏
打
ち
さ
れ
た

文
化
・
思
想
の
台
頭
を
渇
望
し
て
い
る
。
し
か
し
現
実
的
に
は
文
化
・
思
想
は
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
波

を
克
服
で
き
ず
に
お
り
、
文
化
と
文
化
、
思
想
と
思
想
の
衝
突
の
中
で
次
第
に
閉
塞
感
を
募
ら
せ
て

い
る
の
が
実
情
で
あ
る
。
則
ち
人
類
に
課
せ
ら
れ
た
喫
緊
の
課
題
と
は
過
去
の
文
化
・
思
想
的
遺
産

を
検
証
及
び
継
承
し
、
新
た
な
文
化
・
思
想
を
再
構
築
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。 

こ
う
し
た
状
況
下
に
あ
っ
て
、
私
た
ち
文
芸
同
好
会
は
、
通
時
的
に
は
現
代
に
お
け
る
同
好
会
の

存
在
意
義
と
会
誌
発
行
の
意
義
を
問
い
な
が
ら
も
、
共
時
的
に
は
自
己
の
生
命
空
間
中
か
ら
、
言
葉

を
磨
き
な
が
ら
言
葉
を
以
て
固
有
で
普
遍
的
な
文
化
現
象
を
創
り
出
す
作
業
に
徹
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
で
あ
ろ
う
。
な
ぜ
な
ら
言
葉
こ
そ
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
根
源
で
あ
り
、
そ
し
て
総
て
の
行
為

の
基
盤
は
言
葉
に
あ
る
か
ら
で
あ
り
、
人
間
全
体
の
関
係
性
の
保
持
、
つ
ま
り
人
間
を
保
持
す
る
文

化
機
能
を
維
持
す
る
の
が
言
葉
だ
か
ら
で
あ
る
。 
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会
誌
発
行
の
意
義
に
関
し
て
は
、
特
に
対
外
的
位
置
に
お
け
る
会
誌
の
存
在
意
義
に
つ
い
て
考
え

て
み
る
と
、
短
期
的
に
は
読
書
量
の
低
下
が
著
し
い
本
校
生
に
対
し
、
読
書
の
魅
力
や
創
作
の
楽
し

さ
、
読
書
の
意
義
と
個
人
段
階
に
お
け
る
思
索
の
意
味
、
そ
し
て
活
字
伝
達
に
よ
る
文
化
の
重
要
性

を
発
信
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。ま
た
長
期
的
に
は
一
瞬
一
瞬
、自
己
が
生
き
た
時
代
を
呼
吸
し
、

そ
の
自
己
が
生
き
た
時
代
を
作
品
に
仮
託
し
た
学
生
達
の
生
き
様
は
、
本
校
学
生
の
文
芸
思
想
史
で

あ
り
、
更
に
は
一
瞬
の
風
景
を
捉
え
、
そ
の
風
景
を
自
己
の
内
面
と
の
対
話
に
よ
り
、
自
己
の
言
葉

に
置
き
換
え
て
い
く
作
業
、
即
ち
一
瞬
の
中
に
永
遠
を
見
、
そ
の
永
遠
と
の
出
会
い
に
よ
り
自
己
を

高
め
て
い
こ
う
と
す
る
作
業
と
心
の
歴
史
、
ま
た
そ
の
成
長
過
程
を
文
芸
同
好
会
誌
は
秘
め
て
い
る

の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
こ
う
し
た
心
の
軌
跡
の
積
み
重
ね
が
文
芸
同
好
会
誌
で
あ
り
、
大
げ
さ
に

言
え
ば
時
代
の
一
断
面
を
切
り
裂
い
た
文
芸
思
潮
史
で
あ
り
、
直
近
に
お
い
て
は
本
校
の
文
芸
史
の

証
明
役
で
も
あ
る
。 

文
芸
誌
で
あ
る
か
ら
、
本
来
は
毎
回
読
書
会
を
開
催
し
、
何
度
も
何
度
も
討
論
会
を
開
催
し
、
そ

の
討
論
の
中
で
醸
成
さ
れ
た
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
及
び
創
作
意
欲
を
も
っ
て
作
品
の
執
筆
に
取
り
組

む
の
が
最
も
理
想
と
さ
れ
る
の
だ
が
、し
か
し
実
際
物
理
的
に
厳
密
に
行
う
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
。

そ
の
た
め
本
校
に
お
い
て
は
個
人
段
階
に
お
け
る
思
索
活
動
と
課
外
活
動
室
に
お
け
る
同
好
会
員
同

士
に
よ
る
相
互
研
鑽
に
依
っ
て
作
品
及
び
文
芸
同
好
会
誌
が
作
成
さ
れ
て
い
く
。
い
わ
ば
本
校
の
作

品
及
び
同
好
会
誌
は
個
と
集
団
の
往
復
作
業
に
よ
り
完
成
さ
れ
て
い
る
状
態
で
あ
る
。 

標
と
し
て
い
る
。 

２
‐
３ 

最
近
の
活
動
状
況 

本
会
の
主
た
る
活
動
目
的
は
、
同
好
会
誌
「
地
雷
」
の
発
行
で
あ
り
、
最
低
年
１
回
の
発
行
を
目 

 

平
成
２
１
年
度
は
創
作
能
力
の
向
上
を
目
的
に
５
月
、
６
月
、
７
月
、
８
月
、
９
月
、
１
１
月
の

６
回
（
各
回
６
０
分
間
）
に
亘
り
、
鈴
木
僚
が
担
当
講
師
と
し
て
小
説
の
創
作
実
践
講
座
を
開
催
し

た
。
特
に
前
半
の
講
義
内
容
は
小
説
を
執
筆
す
る
際
に
、
全
体
と
し
て
一
体
何
を
目
指
す
の
か
、
執

筆
の
方
向
付
け
、
物
語
を
作
る
上
で
何
が
必
要
な
の
か
、
書
き
出
し
の
際
の
ル
ー
ル
、
構
想
の
組
み

立
て
と
小
説
構
築
の
配
分
（
一
話
題
に
対
し
構
想
３
時
間
・
執
筆
１
時
間
）
等
々
に
つ
い
て
の
講
義

を
行
い
、
後
半
は
、
作
品
に
対
す
る
実
践
指
導
及
び
添
削
等
の
具
体
的
な
講
座
を
行
っ
た
。
こ
の
講

座
は
、
創
作
に
関
心
は
あ
る
が
、
具
体
的
に
は
執
筆
作
法
を
知
ら
な
い
初
歩
段
階
の
学
生
達
に
本
格

的
な
創
作
手
法
を
教
え
よ
う
と
い
う
の
が
発
案
で
あ
り
、
瀬
尾
、
桐
生
、
鈴
木
が
協
議
の
上
、
企
画

し
実
行
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
講
座
に
参
加
し
た
学
生
達
か
ら
は
「
大
変
参
考
に
な
っ
た
」「
楽
し

か
っ
た
」「
全
く
知
ら
な
い
こ
と
を
教
え
て
く
れ
て
大
変
勉
強
に
な
っ
た
」「
小
説
を
書
い
て
み
よ
う

と
い
う
気
に
な
っ
た
」
等
々
の
感
想
が
聞
か
れ
た
。
こ
の
講
座
を
実
施
し
た
こ
と
に
よ
り
、
文
芸
同

好
会
員
の
間
に
は
創
作
へ
の
挑
戦
意
欲
と
自
信
、
小
説
展
開
へ
の
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
が
広
が
っ
た

よ
う
で
あ
る
。 

 

次
に
文
芸
同
好
会
に
関
す
る
紹
介
事
情
と
は
直
接
的
な
関
連
性
は
有
し
な
い
が
、
し
か
し
本
同
好

会
発
足
の
大
き
な
遠
因
に
な
っ
た
も
の
で
あ
る
だ
け
に
、
こ
の
点
の
記
載
を
欠
く
こ
と
は
画
竜
点
睛

を
欠
く
こ
と
に
も
な
り
、
本
論
を
羽
翼
す
る
意
味
で
も
、
本
校
の
読
書
運
動
に
つ
い
て
触
れ
て
お
く

こ
と
に
す
る
。 

但
し
本
校
生
の
読
書
量
が
低
下
し
た
と
は
い
え
、「(

高
専
の)

勉
強
が
大
変
」「(

膨
大
な
量
の)

レ
ポ

ー
ト
が
大
変
」
と
い
う
高
専
生
独
自
の
諸
事
情
と
個
人
的
な
諸
条
件
が
存
在
し
て
お
り
、
現
代
学
生

の
読
書
量
が
低
下
し
て
い
る
と
い
っ
て
も
、
こ
う
し
た
条
件
を
加
味
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
点
も
あ

り
、
一
般
的
傾
向
と
は
軌
を
一
に
し
な
い
面
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
先
に
指
摘
し
た
事
項

の
弱
体
化
は
紛
れ
も
な
い
事
実
で
あ
り
、
こ
の
面
で
の
対
策
及
び
強
化
が
望
ま
れ
て
い
た
。
そ
こ
で

国
語
科
教
員
同
士
が
協
議
し
、
弱
点
の
補
完
と
強
化
策
を
考
案
し
た
の
が
、
１
年
生
か
ら
３
年
生
ま

で
に
対
し
５
分
間
の
読
書
運
動
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
読
書
運
動
は
国
語
科

教
員
が
授
業
開
始
前
の
５
分
間(

本
校
の
１
時
間
は
６
０
分)

に
読
書
を
さ
せ
る
も
の
で
、
こ
の
運
動

を
定
着
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
学
生
達
の
読
書
量
の
増
加
と
読
書
習
慣
の
定
着
化
を
図
ろ
う
と
い
う
も

の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
読
書
量
に
は
個
人
差
が
あ
り
、
本
を
読
む
学
生
と
読
書
を
し
な
い
学
生
と
の

差
が
甚
だ
し
く
、
こ
の
落
差
を
埋
め
る
た
め
、
読
書
を
楽
し
く
推
進
す
る
方
法
は
な
い
か
と
思
索
し

学
生
達
が
文
芸
の
創
作
に
興
味
関
心
を
示
す
こ
と
に
な
っ
た
の
は
、
６
年
前
か
ら
実
施
し
て
い
る

本
校
の
５
分
間
読
書
運
動
が
根
幹
に
あ
る
。
こ
の
読
書
運
動
を
３
名
の
国
語
科
教
員
が
、
推
進
す
る

こ
と
に
よ
り
、
読
書
の
定
着
化
が
図
ら
れ
、
読
書
へ
の
関
心
が
地
下
水
脈
と
し
て
流
れ
、
そ
の
中
で

も
特
に
表
現
に
関
心
の
高
い
学
生
達
が
地
下
水
脈
を
破
っ
て
地
表
に
表
出
し
た
。 

３ 

読
書
運
動
及
び
読
書
ノ
ー
ト
と
の
関
連 

こ
の
運
動
を
発
足
さ
せ
る
契
機
と
な
っ
た
の
は
、
本
校
生
の
読
書
量
の
低
下
に
よ
る
文
章
力
と
漢

字
力
の
衰
退
に
対
し
国
語
科
教
員
達
が
憂
慮
し
た
か
ら
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
提
出
レ
ポ
ー
ト
や

記
述
式
問
題
、
更
に
は
就
職
・
進
学
の
際
の
志
願
理
由
書
に
誤
字
脱
字
や
論
旨
の
乱
れ
が
目
立
っ
た

か
ら
で
あ
る
。 

 

 

 
 

 
 

て
い
た
と
こ
ろ
、
非
常
勤
講
師
茂
又
茂
紀
先
生
の
助
言
を
得
、「
推
薦
図
書
一
覧
」
を
作
成
す
る
こ
と

に
し
た
。
こ
の
一
覧
は
Ａ
４
版
に
「
Ｎ
Ｏ
」「
書
名
」「
作
者
」「
出
版
社
」「
分
野
」
の
欄
を
設
け
、

「
分
野
」
に
は
「
随
筆
」「
自
然
科
学
」「
小
説
」「
評
論
」
の
分
類
を
行
っ
た
。
こ
の
分
類
は
、
大
雑

把
で
は
あ
る
が
学
生
の
関
心
・
興
味
別
に
分
類
し
、
読
書
に
入
り
易
い
よ
う
に
し
た
も
の
で
あ
る
。

因
み
に
推
薦
図
書
に
は
『
数
学
の
楽
し
さ
』(

矢
野
健
太
郎
、
新
潮
社)

、『
青
春
ロ
ボ
コ
ン
ー
理
数
系

の
甲
子
園
―
』(

古
厩
智
之
、
岩
波
ジ
ュ
ニ
ア
新
書)

、『
零
の
発
見
』(

吉
田
洋
一
、
岩
波
新
書)

、『
ブ

ン
と
フ
ン
』(

井
上
ひ
さ
し
、
新
潮
文
庫)

、『
モ
モ
』(

ミ
ヒ
ャ
エ
ル
・
エ
ン
デ
、
岩
波
書
店)

等
々
の

書
名
を
掲
載
し
た
。
中
で
も
『
数
学
の
楽
し
さ
』
や
『
零
の
発
見
』
は
学
生
達
に
好
評
で
あ
っ
た
。 

次
に
学
生
が
行
っ
た
読
書
と
い
う
行
為
を
無
駄
に
さ
せ
る
こ
と
な
く
、
何
ら
か
の
形
で
残
し
そ
の

努
力
に
対
し
掲
揚
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
た
。
読
書
の
も
た
ら
す
効
果
は
言
う
ま
で
も
な
い
が
、
更

に
読
書
の
効
果
を
上
げ
る
た
め
、
ま
た
作
品
を
読
み
、
そ
の
作
品
の
意
図
を
明
確
化
す
る
た
め
Ａ
４

版
の
「
読
書
ノ
ー
ト
」
を
作
成
し
た
。
こ
の
「
読
書
ノ
ー
ト
」
は
、
作
品
１
枚
に
「
年
組
」「
番
号
」

「
所
属
科
」「
氏
名
」「
書
名
」「
著
者
名
」「
出
版
社
」「
読
み
始
め
時
期
～
読
み
終
わ
り
時
期
」「
あ

ら
す
じ
・
要
旨
」「
感
動
し
た
場
面
や
共
感
で
き
る
意
見
の
書
写
・
感
想
」
の
欄
を
設
け
た
も
の
で
あ

る
。
特
に
「
あ
ら
す
じ
・
要
旨
」
で
は
、
作
品
の
全
体
把
握
能
力
の
育
成
を
目
指
し
た
も
の
で
あ
り
、

「
感
動
し
た
場
面
や
共
感
で
き
る
意
見
の
書
写
・
感
想
」
で
は
、
作
者
の
表
現
や
描
写
、
主
人
公
の

発
言
等
を
「
読
書
ノ
ー
ト
」
上
に
文
字
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
学
生
自
身
に
豊
か
な
表
現
力
を
養

っ
て
も
ら
い
た
い
と
意
図
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
手
法
は
指
導
者
側
に
と
っ
て
は
関
心
分
野
や
得

手
不
得
手
分
野
を
補
完
す
る
の
に
最
適
で
あ
り
、
ま
た
学
生
側
に
と
っ
て
は
特
別
な
訓
練
や
勉
強
を

経
ず
し
て
優
れ
た
言
葉
や
表
現
力
を
養
う
の
に
も
、
最
適
な
方
法
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。 

「
読
書
ノ
ー
ト
」
は
年
末
に
国
語
科
教
員
に
提
出
し
、
国
語
科
で
は
年
間
３
０
冊
以
上
を
読
ん
だ

学
生
を
読
書
王
賞
、
２
０
冊
以
上
は
読
書
ゴ
ー
ル
ド
賞
、
１
５
冊
以
上
は
読
書
シ
ル
バ
ー
賞
、
１
０

冊
以
上
は
読
書
ブ
ロ
ン
ズ
賞
と
し
て
表
彰
し
て
い
る
。
特
に
平
成
２
０
年
度
に
９
４
冊
、
平
成
２
１

年
度
に
は
１
０
４
冊
を
読
了
し
た
学
生
が
で
る
な
ど
、
地
道
で
は
あ
る
が
熱
心
に
読
書
に
取
り
組
ん

で
い
る
学
生
の
存
在
を
裏
付
け
て
い
る
。
実
際
、「
読
書
ノ
ー
ト
」
を
つ
け
る
こ
と
は
、
労
力
の
い
る

仕
事(

「『
読
書
ノ
ー
ト
』
を
付
け
る
の
が
大
変
。
読
む
だ
け
な
ら
た
く
さ
ん
読
ん
だ
」)

で
あ
り
、「
読

書
ノ
ー
ト
」
を
付
け
ず
に
読
書
だ
け
で
済
ま
せ
て
い
る
学
生
を
含
め
る
と
更
に
読
書
人
口
の
底
辺
は

拡
大
す
る
。
実
際
「
読
書
ノ
ー
ト
」
へ
の
記
載
作
業
は
大
変
で
あ
る
だ
け
に
、
こ
れ
を
実
践
し
た
学

生
達
か
ら
は
「
作
家
の
表
現
力
が
勉
強
に
な
る
」「（
作
品
の
内
容
を
ま
と
め
る
こ
と
に
よ
り
）
読
ん

だ
作
品
が
明
確
に
頭
に
残
っ
た
」
と
い
う
感
想
が
聞
か
れ
た
。 

こ
う
し
た
国
語
科
教
員
に
よ
る
地
道
な
６
年
間
に
及
ぶ
読
書
運
動
及
び
「
読
書
ノ
ー
ト
」
の
実
践

が
、
本
校
学
生
の
文
章
力
向
上
に
繋
が
り
、
そ
し
て
文
芸
表
現
に
関
心
を
抱
く
学
生
達
を
刺
激
し
、

ひ
い
て
は
文
芸
同
好
会
の
発
足
に
至
っ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。 

 

４ 

文
芸
同
好
会
の
役
割
と
使
命 

 

文
化
・
思
想
の
興
隆
と
衰
退
は
千
年
単
位
で
考
え
る
べ
き
で
あ
り
、
こ
の
視
点
は
世
界
も
日
本
も

変
わ
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
紀
元
前
３
０
０
年
前
後
に
は
今
日
の
文
化
・
思
想
の
系
譜
に
連
な
る
、
人

類
史
の
機
軸
と
な
る
べ
く
総
て
の
文
化
・
思
想
が
勃
興
し
た
。そ
し
て
第
１
の
千
年
の
興
亡
を
経
て
、

現
在
は
第
２
の
千
年
の
衰
退
期
に
入
っ
て
い
る
。 

第
３
の
千
年
を
迎
え
た
現
在
、
人
類
は
人
間
を
手
段
化
し
な
い
真
の
人
間
主
義
に
裏
打
ち
さ
れ
た

文
化
・
思
想
の
台
頭
を
渇
望
し
て
い
る
。
し
か
し
現
実
的
に
は
文
化
・
思
想
は
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
波

を
克
服
で
き
ず
に
お
り
、
文
化
と
文
化
、
思
想
と
思
想
の
衝
突
の
中
で
次
第
に
閉
塞
感
を
募
ら
せ
て

い
る
の
が
実
情
で
あ
る
。
則
ち
人
類
に
課
せ
ら
れ
た
喫
緊
の
課
題
と
は
過
去
の
文
化
・
思
想
的
遺
産

を
検
証
及
び
継
承
し
、
新
た
な
文
化
・
思
想
を
再
構
築
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。 

こ
う
し
た
状
況
下
に
あ
っ
て
、
私
た
ち
文
芸
同
好
会
は
、
通
時
的
に
は
現
代
に
お
け
る
同
好
会
の

存
在
意
義
と
会
誌
発
行
の
意
義
を
問
い
な
が
ら
も
、
共
時
的
に
は
自
己
の
生
命
空
間
中
か
ら
、
言
葉

を
磨
き
な
が
ら
言
葉
を
以
て
固
有
で
普
遍
的
な
文
化
現
象
を
創
り
出
す
作
業
に
徹
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
で
あ
ろ
う
。
な
ぜ
な
ら
言
葉
こ
そ
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
根
源
で
あ
り
、
そ
し
て
総
て
の
行
為

の
基
盤
は
言
葉
に
あ
る
か
ら
で
あ
り
、
人
間
全
体
の
関
係
性
の
保
持
、
つ
ま
り
人
間
を
保
持
す
る
文

化
機
能
を
維
持
す
る
の
が
言
葉
だ
か
ら
で
あ
る
。 
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文
芸
同
好
会
は
、
文
芸
創
作
を
中
心
に
活
動
し
て
い
る
。
創
作
と
い
う
点
で
い
え
ば
、
絵
画
や
写

真
、
音
楽
な
ど
で
も
よ
い
の
か
も
し
れ
な
い
。
そ
れ
を
あ
え
て
文
芸
と
し
た
の
は
、
言
語
が
思
考
の

根
幹
を
な
す
も
の
だ
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
我
々
が
何
か
の
考
え
を
表
出
す
る
際
、
あ
る
い
は
思

考
を
め
ぐ
ら
す
際
、
言
語
で
は
な
い
漠
然
と
し
た
像
を
結
ぶ
こ
と
も
あ
ろ
う
が
、
如
何
に
そ
れ
を
他

者
に
伝
達
す
る
か
と
い
う
点
で
は
、圧
倒
的
頻
度
で
言
語
を
媒
介
す
る
こ
と
に
な
る
。し
た
が
っ
て
、

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
は
、
そ
の
言
語
に
対
す
る
感
性
の
醸
成
の
場
を
提
供
す
る
と
い
う
点
が
あ

げ
ら
れ
よ
う
。
ま
た
、
創
作
と
い
う
意
味
で
は
、
表
出
者
の
個
々
の
想
像
力
（
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
）

を
い
か
に
発
揮
す
る
か
が
重
要
と
な
る
。
創
作
を
す
る
上
で
は
、
単
な
る
模
倣
や
既
存
の
も
の
で
は

な
い
、
独
自
の
新
し
さ
を
含
む
何
か
を
要
求
さ
れ
る
。
そ
の
上
で
、
個
々
の
内
面
を
、
言
語
を
用
い

て
他
者
へ
発
信
す
る
際
に
は
、
ど
の
よ
う
な
語
を
表
出
す
る
の
が
最
適
で
あ
る
か
、
つ
ま
り
、
表
出

し
よ
う
と
す
る
何
か
と
、
表
出
さ
れ
る
べ
き
一
語
一
語
を
、
表
出
者
が
ど
れ
だ
け
近
接
さ
せ
ら
れ
る

か
を
考
え
る
。
こ
の
よ
う
な
運
動
は
、
ま
さ
し
く
創
造
性
と
呼
ば
れ
る
も
の
だ
ろ
う
。
創
造
性
と
い

う
語
の
解
釈
に
つ
い
て
は
諸
氏
が
論
じ
て
お
り
、
一
義
に
と
ら
え
る
こ
と
は
難
し
い
（
注
）

が
、
一
言

で
い
え
ば
「
新
た
な
何
か
を
生
み
出
し
発
信
す
る
た
め
の
力
」
と
な
ろ
う
。
新
た
な
何
か
を
生
み
出

す
個
々
の
創
造
性
に
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
要
因
が
あ
り
、
い
く
つ
か
の
過
程
を
経
る
こ
と
に
な
る
。
仮

に
直
感
的
な
ひ
ら
め
き
や
偶
発
的
な
発
想
が
生
ま
れ
た
と
し
て
も
、
そ
こ
に
は
表
出
者
の
個
々
の
経

験
や
環
境
が
大
き
く
関
与
し
て
い
る
だ
ろ
う
。
と
す
れ
ば
、
新
た
な
る
何
か
を
生
み
出
す
に
は
、
畢

竟
、
経
験
を
よ
り
多
く
重
ね
る
こ
と
に
尽
き
る
の
だ
ろ
う
。
そ
の
意
味
で
、
思
考
を
め
ぐ
ら
せ
る
、

あ
る
い
は
想
像
力
を
触
発
さ
せ
る
経
験
を
積
み
重
ね
ら
れ
る
よ
う
な
場
を
提
供
す
る
こ
と
も
、ま
た
、

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
で
あ
る
。
以
上
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
、
想
像
力
の
触
発
と
言
語
に
対
す
る

感
性
の
醸
成
の
場
の
重
要
性
、
必
要
性
に
関
し
て
は
、
言
を
俟
た
な
い
だ
ろ
う
。 

１
‐
２ 

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義 

個
人
の
内
面
か
ら
湧
き
出
る
も
の
を
、
言
語
に
よ
っ
て
表
出
す
る
こ
と
が
文
芸
で
あ
る
こ
と
を
述

べ
て
き
た
が
、
文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
も
自
ず
と
こ
の
部
分
に
か
か
っ
て
く
る
。 

 

こ
こ
で
、
文
芸
同
好
会
の
立
ち
上
げ
に
つ
い
て
、
少
々
言
及
し
て
お
く
。
文
芸
同
好
会
の
立
ち
上

げ
の
大
き
な
原
動
力
は
、
初
代
会
長
木
村
仁
亮
氏
の
文
芸
創
作
へ
の
熱
意
で
あ
っ
た
。
氏
は
平
成
１

８
年
度
（
財
）
一
ツ
橋
文
芸
教
育
振
興
会
主
催
全
国
高
校
生
読
書
体
験
記
コ
ン
ク
ー
ル
に
お
い
て
入

選
を
果
た
し
て
い
た
。
対
外
的
な
コ
ン
ク
ー
ル
に
応
募
す
る
と
い
う
そ
の
こ
と
自
体
、
応
募
者
に
は

か
な
り
の
文
章
力
、
な
ら
び
に
意
欲
を
要
求
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
集
ま
る
作
品
も
自
ず
と
文
章
レ

ベ
ル
が
高
く
な
る
。
そ
の
よ
う
な
中
で
、
入
選
を
果
た
す
と
い
う
の
は
、
や
は
り
自
信
に
繋
が
る
も

の
で
あ
ろ
う
し
、
何
よ
り
自
身
の
文
章
を
模
索
す
る
、
あ
る
い
は
自
ら
の
思
い
を
表
出
す
る
た
め
の

文
章
と
は
何
か
と
い
う
こ
と
を
、
悩
み
、
苦
し
み
な
が
ら
考
え
、
表
出
す
る
こ
と
を
経
験
す
る
。
そ

し
て
、
生
み
出
さ
れ
た
作
品
が
評
価
さ
れ
る
こ
と
で
、
表
出
者
の
意
欲
は
高
ま
っ
て
い
く
こ
と
と
な

る
。
そ
の
よ
う
な
体
験
を
し
た
木
村
氏
が
会
の
発
起
人
と
な
り
、「
文
芸
」
の
創
作
活
動
を
行
い
た
い

と
い
う
志
を
掲
げ
、同
好
会
の
発
足
に
繋
が
っ
た
の
で
あ
る
。そ
の
志
に
賛
同
し
た
同
志
も
加
わ
り
、

平
成
１
９
年
６
月
に
文
芸
同
好
会
は
立
ち
上
げ
ら
れ
、
今
日
に
至
っ
て
い
る
。
主
な
活
動
に
関
す
る

記
述
は
後
に
譲
る
こ
と
と
し
て
、
文
芸
同
好
会
が
定
期
的
に
刊
行
し
て
い
る
会
誌
「
地
雷
」
の
名
義

に
つ
い
て
の
み
述
べ
て
お
く
。
こ
の
名
称
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
「
文
芸
創
作
に
よ
り
、
思
想
的
な

意
味
で
の
地
殻
変
動
を
起
こ
す
起
爆
剤
的
な
存
在
で
あ
り
た
い
」
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
会
員
が
意

見
を
出
し
合
い
、
討
議
し
た
末
に
決
ま
っ
た
こ
の
名
称
か
ら
は
、
会
員
諸
氏
の
文
芸
創
作
へ
の
熱
意

が
伝
わ
っ
て
く
る
と
同
時
に
、
文
芸
同
好
会
の
存
在
意
義
、
必
要
性
を
雄
弁
に
物
語
っ
て
い
る
と
判

断
で
き
よ
う
。 

会
誌
発
行
の
位
置
付
け
は
、
創
作
活
動
と
共
に
文
芸
同
好
会
の
生
命
線
と
も
い
う
べ
き
主
た
る
活

動
の
場
で
あ
り
、
ま
た
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
検
証
の
場
で
あ
り
、
創
作
発
表
の
場
で
あ
る
と
い
え
よ

う
。
前
者
が
学
生
達
に
と
っ
て
の
生
命
活
動
そ
の
も
の
と
呼
ぶ
な
ら
後
者
は
生
命
活
動
の
検
証
の
場

と
も
い
う
べ
き
も
の
で
、
そ
の
た
め
学
生
達
は
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
発
表
の
場
と
し
て
の
会
誌
作
り

２ 

文
芸
同
好
会
の
活
動
に
つ
い
て 

２
‐
１ 

会
誌
の
位
置
づ
け 

以
上
、
文
芸
に
つ
い
て
触
れ
た
上
で
、
文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
に
つ
い
て
述
べ
て
き
た
。
具
体

的
な
活
動
に
関
し
て
、
次
章
以
降
で
述
べ
て
い
く
こ
と
と
す
る
。 

 

  

（
注
）
林
仁
忠
は
「
ふ
つ
う
創
造
性
と
は
、
新
し
い
価
値
の
あ
る
も
の
を
作
り
出
す
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。」

と
指
摘
し
、
さ
ら
に
創
造
性
や
独
創
性
な
ど
と
い
う
語
の
境
界
を
ど
う
見
極
め
る
か
の
難
し
さ
に
触
れ
た
上

で
、「
創
造
性
と
い
う
言
葉
か
ら
は
、
従
来
ま
で
の
踏
襲
と
は
違
っ
た
、
新
奇
な
価
値
の
出
現
、
そ
ん
な
新

境
地
へ
の
介
入
、
新
し
い
未
知
な
も
の
へ
の
関
与
、
既
存
の
価
値
を
破
ろ
う
と
す
る
不
安
、
安
易
に
妥
協
し

な
い
姿
勢
な
ど
が
連
想
さ
れ
る
。」（
岩
波
講
座
『
精
神
の
科
学
９ 

創
造
性
』
Ⅳ
章
「
あ
そ
び
・
う
そ
・
創

造
性
」
一
九
八
四
年
一
月 

岩
波
書
店
）
と
述
べ
て
い
る
。 

 

 
 

に
継
続
的
で
熱
心
な
意
欲
を
示
し
て
い
る
。
特
に
学
生
達
は
、
自
己
の
内
面
に
お
け
る
創
作
活
動
の

結
果
が
、
機
関
誌
の
主
力
作
品
と
し
て
結
実
す
る
こ
と
に
喜
び
を
感
じ
て
お
り
、
ま
た
内
面
に
展
開

す
る
生
命
空
間
が
活
字
と
し
て
現
実
的
空
間
に
展
開
さ
れ
る
こ
と
に
充
実
感
を
感
じ
て
い
る
。
特
に

活
字
の
持
つ
文
化
性
や
精
神
性
、
情
報
発
信
力
や
主
張
性
、
継
続
性
、
検
証
性
、
文
化
保
持
力
等
々

の
活
字
の
諸
方
面
に
発
揮
さ
れ
る
文
化
力
に
魅
力
を
感
じ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
そ
れ
は
「(

自
分
の

文
章
が)
活
字
に
な
り
、(

会
誌
を)

友
人
に
読
ん
で
も
ら
う
の
が
楽
し
み
」(

２
年
男
子)

と
い
う
発
言

か
ら
も
裏
付
け
ら
れ
る
。
学
生
達
は
、
こ
う
し
た
活
字
の
持
つ
文
化
的
魅
力
に
惹
か
れ
な
が
ら
、
最

低
年
１
回
の
会
誌
発
行
に
情
熱
を
傾
注
し
、
ま
た
こ
の
発
刊
日
を
楽
し
み
に
し
な
が
ら
創
作
・
執
筆

活
動
に
勤
し
ん
で
い
る
。 

文
芸
同
好
会
は
発
足
５
年
目
に
入
っ
た
が
機
関
誌
「
地
雷
」
は
、
平
成
２
２
年
１
０
月
に
本
冊
第

５
号
を
、
別
冊
第
３
号
を
発
行
し
た
。
会
誌
「
地
雷
」
の
由
来
に
つ
い
て
は
前
章
で
論
じ
た
が
、
誌

名
を
決
定
す
る
際
、
学
生
達
が
そ
れ
ぞ
れ
考
え
た
思
い
思
い
の
誌
名
を
持
ち
寄
り
討
議
し
、
最
終
的

に
は
本
誌
が
「
さ
さ
や
か
で
は
あ
っ
て
も
、
自
分
た
ち
の
主
張
が(

学
内
や
他
校
の
学
生
達
に
対
し)

何
ら
か
の
刺
激(

や
起
爆
剤)

に
な
っ
て
ほ
し
い
」
と
の
願
い
を
込
め
て
、
全
員
総
意
の
上
で
「
地
雷
」

に
決
定
し
た
。
発
行
日
は
特
に
決
め
て
い
な
い
が
、
本
冊
の
発
行
は
概
ね
隔
年
実
施
さ
れ
る
茨
香
祭

(

文
化
祭)

前
、
関
東
信
越
地
区
高
等
専
門
学
校
文
化
発
表
会
前
、
３
月
の
卒
業
前
等
に
編
集
作
業
を

行
っ
て
い
る
。 

会
誌
作
成
の
ル
ー
ル
と
し
て
は
学
生
達
か
ら
原
稿
を
募
る
際
、
毎
号
「
お
題
」
を
決
め
、
１
万
字

以
内
で
、
テ
ー
マ
に
沿
い
な
が
ら
各
人
の
手
法
、
作
風
、
趣
向
、
形
式
、
執
筆
技
量
等
に
従
い
自
由

に
作
品
を
仕
上
げ
て
い
く
。
作
品
の
分
量
も
各
人
の
意
志
、
物
理
的
時
間
、
執
筆
速
度
、
テ
ー
マ
に

対
す
る
関
心
の
度
合
い
と
そ
の
濃
淡
等
に
よ
り
作
品
を
決
定
し
て
い
く
。
ま
た
リ
レ
ー
小
説
の
形
態

で
、
各
人
執
筆
し
よ
う
と
す
る
計
画
も
組
ま
れ
て
い
る
。
登
載
作
品
は
第
１
号
か
ら
今
秋
刊
行
の
第

５
号
ま
で
、
総
て
小
説
に
限
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
テ
ー
マ
の
関
係
上
、
作
品
の
種
類
が
限
定
さ

れ
て
い
る
だ
け
で
、
本
来
、
本
誌
の
性
格
上
作
品
の
種
類
を
限
定
す
る
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
現

段
階
に
お
い
て
は
、
こ
の
手
法
を
好
ん
で
取
り
入
れ
て
お
り
、
こ
の
手
法
に
よ
り
学
生
達
は
執
筆
テ

ー
マ
の
明
確
化
と
表
現
方
法
の
多
様
化
に
よ
る
執
筆
作
業
を
楽
し
ん
で
い
る
。
な
ぜ
な
ら
人
生
経
験

の
少
な
い
彼
ら
に
と
っ
て
は
、
語
彙
数
が
不
足
し
て
い
る
こ
と
は
歴
然
と
し
た
事
実
で
あ
り
、
そ
う

し
た
意
味
に
お
い
て
友
人
の
作
品
を
鑑
賞
し
あ
う
こ
と
は
、自
己
に
具
有
し
な
い
説
得
性
、語
彙
力
、

表
現
力
、
直
感
力
、
洞
察
力
、
作
品
に
よ
っ
て
は
空
間
把
握
力
等
を
育
む
最
良
の
機
会
に
な
る
か
ら

で
あ
る
。
実
際
、
韻
文
が
得
意
な
学
生
が
初
め
て
の
小
説
に
挑
み
、
当
初
は
大
変
苦
痛
の
よ
う
で
あ

っ
た
が
、
そ
れ
で
も
テ
ー
マ
に
従
い
小
説
を
仕
上
げ
て
み
る
と
、「(

苦
手
と
思
っ
て
い
た
小
説
が)

自

分
で
も
で
き
る
ん
だ
。
自
信
が
つ
い
た
。」(

２
年
男
子)

と
自
信
を
得
る
切
掛
け
と
な
っ
た
こ
と
が
あ

っ
た
。
つ
ま
り
テ
ー
マ
小
説
と
い
う
手
法
は
学
生
達
に
と
っ
て
、
会
誌
作
成
の
手
法
と
し
て
は
、
小

説
を
創
作
す
る
現
在
の
段
階
に
お
い
て
は
、
最
適
な
手
法
で
あ
り
、
最
も
意
味
の
あ
る
仕
事
と
な
っ

て
い
る
。
将
来
、
こ
の
手
法
が
一
巡
し
た
段
階
に
お
い
て
は
、
更
に
創
作
し
や
す
い
手
法
、
課
題
等

を
見
い
だ
す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。 

装
幀
に
関
し
て
は
、
ア
ニ
メ
や
デ
ザ
イ
ン
の
得
意
な
学
生
が
そ
の
都
度
担
当
し
、
会
誌
の
上
梓
の

作
業
と
並
行
し
て
行
っ
て
い
る
。 

投
稿
本
数
は
、
毎
号
１
０
作
品
ぐ
ら
い
で
、
ほ
ぼ
毎
年
一
定
し
て
い
る
。
こ
の
投
稿
数
の
一
定
化

は
、
見
方
に
よ
れ
ば
執
筆
者
数
の
頭
打
ち
状
態
と
解
釈
す
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
ま
だ
創
部
５
年
目

の
新
し
い
同
好
会
に
そ
う
し
た
兆
候
は
見
ら
れ
な
い
。
む
し
ろ
創
部
５
年
の
若
い
ク
ラ
ブ
で
あ
る
が

故
に
、
若
々
し
い
創
成
の
息
吹
に
満
ち
あ
ふ
れ
て
い
る
。
執
筆
者
数
１
０
人
の
意
味
す
る
も
の
は
、

投
稿
者
数
の
定
着
と
共
に
そ
の
固
定
的
な
投
稿
者
に
よ
る
作
品
の
質
の
向
上
を
検
証
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
ま
た
同
好
会
員
は
基
礎
的
な
力
量
ア
ッ
プ
を
図
る
た
め
各
種
の
文
芸
コ
ン
ク
ー
ル
に
時
折
投

稿
し
他
流
試
合
を
行
っ
て
い
る
が
、
そ
の
成
果
は
徐
々
に
現
れ
て
き
て
い
る
。
特
に
本
年
８
月
、
土

浦
市
で
実
施
さ
れ
た
高
等
学
校
文
化
連
盟
主
催
の
文
芸
道
場
関
東
大
会
に
は
本
校
生
２
名
が
出
場
し
、

そ
の
う
ち
の
１
名
が
グ
ル
ー
プ
毎
に
１
名
選
出
さ
れ
る
選
者
賞
に
次
ぐ
、
次
席
の
評
価
を
受
け
た
。

こ
の
選
者
に
よ
る
高
い
評
価
は
、
本
校
文
芸
同
好
会
の
一
人
一
人
に
「
私
た
ち
の
作
品
は
、
他
校
の

生
徒
達
の
作
品
と
比
べ
て
も
決
し
て
劣
っ
て
い
な
い
」
と
の
自
信
を
与
え
た
。
ま
た
９
月
の
全
日
本

ジ
ュ
ニ
ア
短
歌
大
会(

日
本
歌
人
ク
ラ
ブ
主
催
、
文
部
科
学
省
・
毎
日
新
聞
社
後
援)

高
校
・
大
学
の

部
に
お
い
て
も
１
名
が
奨
励
賞
を
受
賞
し
た
。
本
年
、
文
芸
同
好
会
員
が
応
募
し
た
こ
れ
ら
２
コ
ン

ク
ー
ル
に
お
い
て
、
応
募
者
に
対
し
高
い
評
価
が
与
え
ら
れ
た
の
は
徐
々
に
で
は
あ
る
が
、
文
芸
同

好
会
の
実
力
と
創
作
能
力
が
つ
い
て
き
た
こ
と
の
証
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。 

文
芸
同
好
会
は
毎
年
会
員
数
約
２
０
名
、毎
週
木
曜
日
の
放
課
後
、学
内
の
共
用
部
室
に
集
ま
り
、

文
芸
誌
発
行
等
の
打
ち
合
わ
せ
を
行
っ
て
い
る
。
本
会
は
５
年
前
に
発
足
し
た
が
、
初
代
会
長
は
木

村
仁
亮
氏(
専
攻
科
２
年)

、
２
代
会
長
は
田
山
大
輔
氏(

平
成
２
１
年
度
卒
業)

、
３
代
会
長
は
滑
川
卓

嗣
氏(

５
年
機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科)

、
４
代
会
長
は
平
野
瑛
二
氏(

４
年
電
子
情
報
工
学
科)

、
５
代
会

長
は
石
川
佳
央
梨
氏(
３
年
電
子
情
報
工
学
科)

で
あ
る
。 

２
‐
２ 

会
誌
発
行
の
意
義 
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文
芸
同
好
会
は
、
文
芸
創
作
を
中
心
に
活
動
し
て
い
る
。
創
作
と
い
う
点
で
い
え
ば
、
絵
画
や
写

真
、
音
楽
な
ど
で
も
よ
い
の
か
も
し
れ
な
い
。
そ
れ
を
あ
え
て
文
芸
と
し
た
の
は
、
言
語
が
思
考
の

根
幹
を
な
す
も
の
だ
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
我
々
が
何
か
の
考
え
を
表
出
す
る
際
、
あ
る
い
は
思

考
を
め
ぐ
ら
す
際
、
言
語
で
は
な
い
漠
然
と
し
た
像
を
結
ぶ
こ
と
も
あ
ろ
う
が
、
如
何
に
そ
れ
を
他

者
に
伝
達
す
る
か
と
い
う
点
で
は
、圧
倒
的
頻
度
で
言
語
を
媒
介
す
る
こ
と
に
な
る
。し
た
が
っ
て
、

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
は
、
そ
の
言
語
に
対
す
る
感
性
の
醸
成
の
場
を
提
供
す
る
と
い
う
点
が
あ

げ
ら
れ
よ
う
。
ま
た
、
創
作
と
い
う
意
味
で
は
、
表
出
者
の
個
々
の
想
像
力
（
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
）

を
い
か
に
発
揮
す
る
か
が
重
要
と
な
る
。
創
作
を
す
る
上
で
は
、
単
な
る
模
倣
や
既
存
の
も
の
で
は

な
い
、
独
自
の
新
し
さ
を
含
む
何
か
を
要
求
さ
れ
る
。
そ
の
上
で
、
個
々
の
内
面
を
、
言
語
を
用
い

て
他
者
へ
発
信
す
る
際
に
は
、
ど
の
よ
う
な
語
を
表
出
す
る
の
が
最
適
で
あ
る
か
、
つ
ま
り
、
表
出

し
よ
う
と
す
る
何
か
と
、
表
出
さ
れ
る
べ
き
一
語
一
語
を
、
表
出
者
が
ど
れ
だ
け
近
接
さ
せ
ら
れ
る

か
を
考
え
る
。
こ
の
よ
う
な
運
動
は
、
ま
さ
し
く
創
造
性
と
呼
ば
れ
る
も
の
だ
ろ
う
。
創
造
性
と
い

う
語
の
解
釈
に
つ
い
て
は
諸
氏
が
論
じ
て
お
り
、
一
義
に
と
ら
え
る
こ
と
は
難
し
い
（
注
）

が
、
一
言

で
い
え
ば
「
新
た
な
何
か
を
生
み
出
し
発
信
す
る
た
め
の
力
」
と
な
ろ
う
。
新
た
な
何
か
を
生
み
出

す
個
々
の
創
造
性
に
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
要
因
が
あ
り
、
い
く
つ
か
の
過
程
を
経
る
こ
と
に
な
る
。
仮

に
直
感
的
な
ひ
ら
め
き
や
偶
発
的
な
発
想
が
生
ま
れ
た
と
し
て
も
、
そ
こ
に
は
表
出
者
の
個
々
の
経

験
や
環
境
が
大
き
く
関
与
し
て
い
る
だ
ろ
う
。
と
す
れ
ば
、
新
た
な
る
何
か
を
生
み
出
す
に
は
、
畢

竟
、
経
験
を
よ
り
多
く
重
ね
る
こ
と
に
尽
き
る
の
だ
ろ
う
。
そ
の
意
味
で
、
思
考
を
め
ぐ
ら
せ
る
、

あ
る
い
は
想
像
力
を
触
発
さ
せ
る
経
験
を
積
み
重
ね
ら
れ
る
よ
う
な
場
を
提
供
す
る
こ
と
も
、ま
た
、

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
で
あ
る
。
以
上
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
、
想
像
力
の
触
発
と
言
語
に
対
す
る

感
性
の
醸
成
の
場
の
重
要
性
、
必
要
性
に
関
し
て
は
、
言
を
俟
た
な
い
だ
ろ
う
。 

１
‐
２ 

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義 

個
人
の
内
面
か
ら
湧
き
出
る
も
の
を
、
言
語
に
よ
っ
て
表
出
す
る
こ
と
が
文
芸
で
あ
る
こ
と
を
述

べ
て
き
た
が
、
文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
も
自
ず
と
こ
の
部
分
に
か
か
っ
て
く
る
。 

 

こ
こ
で
、
文
芸
同
好
会
の
立
ち
上
げ
に
つ
い
て
、
少
々
言
及
し
て
お
く
。
文
芸
同
好
会
の
立
ち
上

げ
の
大
き
な
原
動
力
は
、
初
代
会
長
木
村
仁
亮
氏
の
文
芸
創
作
へ
の
熱
意
で
あ
っ
た
。
氏
は
平
成
１

８
年
度
（
財
）
一
ツ
橋
文
芸
教
育
振
興
会
主
催
全
国
高
校
生
読
書
体
験
記
コ
ン
ク
ー
ル
に
お
い
て
入

選
を
果
た
し
て
い
た
。
対
外
的
な
コ
ン
ク
ー
ル
に
応
募
す
る
と
い
う
そ
の
こ
と
自
体
、
応
募
者
に
は

か
な
り
の
文
章
力
、
な
ら
び
に
意
欲
を
要
求
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
集
ま
る
作
品
も
自
ず
と
文
章
レ

ベ
ル
が
高
く
な
る
。
そ
の
よ
う
な
中
で
、
入
選
を
果
た
す
と
い
う
の
は
、
や
は
り
自
信
に
繋
が
る
も

の
で
あ
ろ
う
し
、
何
よ
り
自
身
の
文
章
を
模
索
す
る
、
あ
る
い
は
自
ら
の
思
い
を
表
出
す
る
た
め
の

文
章
と
は
何
か
と
い
う
こ
と
を
、
悩
み
、
苦
し
み
な
が
ら
考
え
、
表
出
す
る
こ
と
を
経
験
す
る
。
そ

し
て
、
生
み
出
さ
れ
た
作
品
が
評
価
さ
れ
る
こ
と
で
、
表
出
者
の
意
欲
は
高
ま
っ
て
い
く
こ
と
と
な

る
。
そ
の
よ
う
な
体
験
を
し
た
木
村
氏
が
会
の
発
起
人
と
な
り
、「
文
芸
」
の
創
作
活
動
を
行
い
た
い

と
い
う
志
を
掲
げ
、同
好
会
の
発
足
に
繋
が
っ
た
の
で
あ
る
。そ
の
志
に
賛
同
し
た
同
志
も
加
わ
り
、

平
成
１
９
年
６
月
に
文
芸
同
好
会
は
立
ち
上
げ
ら
れ
、
今
日
に
至
っ
て
い
る
。
主
な
活
動
に
関
す
る

記
述
は
後
に
譲
る
こ
と
と
し
て
、
文
芸
同
好
会
が
定
期
的
に
刊
行
し
て
い
る
会
誌
「
地
雷
」
の
名
義

に
つ
い
て
の
み
述
べ
て
お
く
。
こ
の
名
称
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
「
文
芸
創
作
に
よ
り
、
思
想
的
な

意
味
で
の
地
殻
変
動
を
起
こ
す
起
爆
剤
的
な
存
在
で
あ
り
た
い
」
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
会
員
が
意

見
を
出
し
合
い
、
討
議
し
た
末
に
決
ま
っ
た
こ
の
名
称
か
ら
は
、
会
員
諸
氏
の
文
芸
創
作
へ
の
熱
意

が
伝
わ
っ
て
く
る
と
同
時
に
、
文
芸
同
好
会
の
存
在
意
義
、
必
要
性
を
雄
弁
に
物
語
っ
て
い
る
と
判

断
で
き
よ
う
。 

会
誌
発
行
の
位
置
付
け
は
、
創
作
活
動
と
共
に
文
芸
同
好
会
の
生
命
線
と
も
い
う
べ
き
主
た
る
活

動
の
場
で
あ
り
、
ま
た
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
検
証
の
場
で
あ
り
、
創
作
発
表
の
場
で
あ
る
と
い
え
よ

う
。
前
者
が
学
生
達
に
と
っ
て
の
生
命
活
動
そ
の
も
の
と
呼
ぶ
な
ら
後
者
は
生
命
活
動
の
検
証
の
場

と
も
い
う
べ
き
も
の
で
、
そ
の
た
め
学
生
達
は
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
発
表
の
場
と
し
て
の
会
誌
作
り

２ 

文
芸
同
好
会
の
活
動
に
つ
い
て 

２
‐
１ 

会
誌
の
位
置
づ
け 

以
上
、
文
芸
に
つ
い
て
触
れ
た
上
で
、
文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
に
つ
い
て
述
べ
て
き
た
。
具
体

的
な
活
動
に
関
し
て
、
次
章
以
降
で
述
べ
て
い
く
こ
と
と
す
る
。 

 

  

（
注
）
林
仁
忠
は
「
ふ
つ
う
創
造
性
と
は
、
新
し
い
価
値
の
あ
る
も
の
を
作
り
出
す
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。」

と
指
摘
し
、
さ
ら
に
創
造
性
や
独
創
性
な
ど
と
い
う
語
の
境
界
を
ど
う
見
極
め
る
か
の
難
し
さ
に
触
れ
た
上

で
、「
創
造
性
と
い
う
言
葉
か
ら
は
、
従
来
ま
で
の
踏
襲
と
は
違
っ
た
、
新
奇
な
価
値
の
出
現
、
そ
ん
な
新

境
地
へ
の
介
入
、
新
し
い
未
知
な
も
の
へ
の
関
与
、
既
存
の
価
値
を
破
ろ
う
と
す
る
不
安
、
安
易
に
妥
協
し

な
い
姿
勢
な
ど
が
連
想
さ
れ
る
。」（
岩
波
講
座
『
精
神
の
科
学
９ 

創
造
性
』
Ⅳ
章
「
あ
そ
び
・
う
そ
・
創

造
性
」
一
九
八
四
年
一
月 

岩
波
書
店
）
と
述
べ
て
い
る
。 

 

 
 

に
継
続
的
で
熱
心
な
意
欲
を
示
し
て
い
る
。
特
に
学
生
達
は
、
自
己
の
内
面
に
お
け
る
創
作
活
動
の

結
果
が
、
機
関
誌
の
主
力
作
品
と
し
て
結
実
す
る
こ
と
に
喜
び
を
感
じ
て
お
り
、
ま
た
内
面
に
展
開

す
る
生
命
空
間
が
活
字
と
し
て
現
実
的
空
間
に
展
開
さ
れ
る
こ
と
に
充
実
感
を
感
じ
て
い
る
。
特
に

活
字
の
持
つ
文
化
性
や
精
神
性
、
情
報
発
信
力
や
主
張
性
、
継
続
性
、
検
証
性
、
文
化
保
持
力
等
々

の
活
字
の
諸
方
面
に
発
揮
さ
れ
る
文
化
力
に
魅
力
を
感
じ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
そ
れ
は
「(

自
分
の

文
章
が)

活
字
に
な
り
、(

会
誌
を)

友
人
に
読
ん
で
も
ら
う
の
が
楽
し
み
」(

２
年
男
子)

と
い
う
発
言

か
ら
も
裏
付
け
ら
れ
る
。
学
生
達
は
、
こ
う
し
た
活
字
の
持
つ
文
化
的
魅
力
に
惹
か
れ
な
が
ら
、
最

低
年
１
回
の
会
誌
発
行
に
情
熱
を
傾
注
し
、
ま
た
こ
の
発
刊
日
を
楽
し
み
に
し
な
が
ら
創
作
・
執
筆

活
動
に
勤
し
ん
で
い
る
。 

文
芸
同
好
会
は
発
足
５
年
目
に
入
っ
た
が
機
関
誌
「
地
雷
」
は
、
平
成
２
２
年
１
０
月
に
本
冊
第

５
号
を
、
別
冊
第
３
号
を
発
行
し
た
。
会
誌
「
地
雷
」
の
由
来
に
つ
い
て
は
前
章
で
論
じ
た
が
、
誌

名
を
決
定
す
る
際
、
学
生
達
が
そ
れ
ぞ
れ
考
え
た
思
い
思
い
の
誌
名
を
持
ち
寄
り
討
議
し
、
最
終
的

に
は
本
誌
が
「
さ
さ
や
か
で
は
あ
っ
て
も
、
自
分
た
ち
の
主
張
が(

学
内
や
他
校
の
学
生
達
に
対
し)

何
ら
か
の
刺
激(

や
起
爆
剤)

に
な
っ
て
ほ
し
い
」
と
の
願
い
を
込
め
て
、
全
員
総
意
の
上
で
「
地
雷
」

に
決
定
し
た
。
発
行
日
は
特
に
決
め
て
い
な
い
が
、
本
冊
の
発
行
は
概
ね
隔
年
実
施
さ
れ
る
茨
香
祭

(

文
化
祭)

前
、
関
東
信
越
地
区
高
等
専
門
学
校
文
化
発
表
会
前
、
３
月
の
卒
業
前
等
に
編
集
作
業
を

行
っ
て
い
る
。 

会
誌
作
成
の
ル
ー
ル
と
し
て
は
学
生
達
か
ら
原
稿
を
募
る
際
、
毎
号
「
お
題
」
を
決
め
、
１
万
字

以
内
で
、
テ
ー
マ
に
沿
い
な
が
ら
各
人
の
手
法
、
作
風
、
趣
向
、
形
式
、
執
筆
技
量
等
に
従
い
自
由

に
作
品
を
仕
上
げ
て
い
く
。
作
品
の
分
量
も
各
人
の
意
志
、
物
理
的
時
間
、
執
筆
速
度
、
テ
ー
マ
に

対
す
る
関
心
の
度
合
い
と
そ
の
濃
淡
等
に
よ
り
作
品
を
決
定
し
て
い
く
。
ま
た
リ
レ
ー
小
説
の
形
態

で
、
各
人
執
筆
し
よ
う
と
す
る
計
画
も
組
ま
れ
て
い
る
。
登
載
作
品
は
第
１
号
か
ら
今
秋
刊
行
の
第

５
号
ま
で
、
総
て
小
説
に
限
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
テ
ー
マ
の
関
係
上
、
作
品
の
種
類
が
限
定
さ

れ
て
い
る
だ
け
で
、
本
来
、
本
誌
の
性
格
上
作
品
の
種
類
を
限
定
す
る
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
現

段
階
に
お
い
て
は
、
こ
の
手
法
を
好
ん
で
取
り
入
れ
て
お
り
、
こ
の
手
法
に
よ
り
学
生
達
は
執
筆
テ

ー
マ
の
明
確
化
と
表
現
方
法
の
多
様
化
に
よ
る
執
筆
作
業
を
楽
し
ん
で
い
る
。
な
ぜ
な
ら
人
生
経
験

の
少
な
い
彼
ら
に
と
っ
て
は
、
語
彙
数
が
不
足
し
て
い
る
こ
と
は
歴
然
と
し
た
事
実
で
あ
り
、
そ
う

し
た
意
味
に
お
い
て
友
人
の
作
品
を
鑑
賞
し
あ
う
こ
と
は
、自
己
に
具
有
し
な
い
説
得
性
、語
彙
力
、

表
現
力
、
直
感
力
、
洞
察
力
、
作
品
に
よ
っ
て
は
空
間
把
握
力
等
を
育
む
最
良
の
機
会
に
な
る
か
ら

で
あ
る
。
実
際
、
韻
文
が
得
意
な
学
生
が
初
め
て
の
小
説
に
挑
み
、
当
初
は
大
変
苦
痛
の
よ
う
で
あ

っ
た
が
、
そ
れ
で
も
テ
ー
マ
に
従
い
小
説
を
仕
上
げ
て
み
る
と
、「(

苦
手
と
思
っ
て
い
た
小
説
が)

自

分
で
も
で
き
る
ん
だ
。
自
信
が
つ
い
た
。」(

２
年
男
子)

と
自
信
を
得
る
切
掛
け
と
な
っ
た
こ
と
が
あ

っ
た
。
つ
ま
り
テ
ー
マ
小
説
と
い
う
手
法
は
学
生
達
に
と
っ
て
、
会
誌
作
成
の
手
法
と
し
て
は
、
小

説
を
創
作
す
る
現
在
の
段
階
に
お
い
て
は
、
最
適
な
手
法
で
あ
り
、
最
も
意
味
の
あ
る
仕
事
と
な
っ

て
い
る
。
将
来
、
こ
の
手
法
が
一
巡
し
た
段
階
に
お
い
て
は
、
更
に
創
作
し
や
す
い
手
法
、
課
題
等

を
見
い
だ
す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。 

装
幀
に
関
し
て
は
、
ア
ニ
メ
や
デ
ザ
イ
ン
の
得
意
な
学
生
が
そ
の
都
度
担
当
し
、
会
誌
の
上
梓
の

作
業
と
並
行
し
て
行
っ
て
い
る
。 

投
稿
本
数
は
、
毎
号
１
０
作
品
ぐ
ら
い
で
、
ほ
ぼ
毎
年
一
定
し
て
い
る
。
こ
の
投
稿
数
の
一
定
化

は
、
見
方
に
よ
れ
ば
執
筆
者
数
の
頭
打
ち
状
態
と
解
釈
す
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
ま
だ
創
部
５
年
目

の
新
し
い
同
好
会
に
そ
う
し
た
兆
候
は
見
ら
れ
な
い
。
む
し
ろ
創
部
５
年
の
若
い
ク
ラ
ブ
で
あ
る
が

故
に
、
若
々
し
い
創
成
の
息
吹
に
満
ち
あ
ふ
れ
て
い
る
。
執
筆
者
数
１
０
人
の
意
味
す
る
も
の
は
、

投
稿
者
数
の
定
着
と
共
に
そ
の
固
定
的
な
投
稿
者
に
よ
る
作
品
の
質
の
向
上
を
検
証
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
ま
た
同
好
会
員
は
基
礎
的
な
力
量
ア
ッ
プ
を
図
る
た
め
各
種
の
文
芸
コ
ン
ク
ー
ル
に
時
折
投

稿
し
他
流
試
合
を
行
っ
て
い
る
が
、
そ
の
成
果
は
徐
々
に
現
れ
て
き
て
い
る
。
特
に
本
年
８
月
、
土

浦
市
で
実
施
さ
れ
た
高
等
学
校
文
化
連
盟
主
催
の
文
芸
道
場
関
東
大
会
に
は
本
校
生
２
名
が
出
場
し
、

そ
の
う
ち
の
１
名
が
グ
ル
ー
プ
毎
に
１
名
選
出
さ
れ
る
選
者
賞
に
次
ぐ
、
次
席
の
評
価
を
受
け
た
。

こ
の
選
者
に
よ
る
高
い
評
価
は
、
本
校
文
芸
同
好
会
の
一
人
一
人
に
「
私
た
ち
の
作
品
は
、
他
校
の

生
徒
達
の
作
品
と
比
べ
て
も
決
し
て
劣
っ
て
い
な
い
」
と
の
自
信
を
与
え
た
。
ま
た
９
月
の
全
日
本

ジ
ュ
ニ
ア
短
歌
大
会(

日
本
歌
人
ク
ラ
ブ
主
催
、
文
部
科
学
省
・
毎
日
新
聞
社
後
援)

高
校
・
大
学
の

部
に
お
い
て
も
１
名
が
奨
励
賞
を
受
賞
し
た
。
本
年
、
文
芸
同
好
会
員
が
応
募
し
た
こ
れ
ら
２
コ
ン

ク
ー
ル
に
お
い
て
、
応
募
者
に
対
し
高
い
評
価
が
与
え
ら
れ
た
の
は
徐
々
に
で
は
あ
る
が
、
文
芸
同

好
会
の
実
力
と
創
作
能
力
が
つ
い
て
き
た
こ
と
の
証
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。 

文
芸
同
好
会
は
毎
年
会
員
数
約
２
０
名
、毎
週
木
曜
日
の
放
課
後
、学
内
の
共
用
部
室
に
集
ま
り
、

文
芸
誌
発
行
等
の
打
ち
合
わ
せ
を
行
っ
て
い
る
。
本
会
は
５
年
前
に
発
足
し
た
が
、
初
代
会
長
は
木

村
仁
亮
氏(

専
攻
科
２
年)

、
２
代
会
長
は
田
山
大
輔
氏(

平
成
２
１
年
度
卒
業)

、
３
代
会
長
は
滑
川
卓

嗣
氏(

５
年
機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科)

、
４
代
会
長
は
平
野
瑛
二
氏(

４
年
電
子
情
報
工
学
科)

、
５
代
会

長
は
石
川
佳
央
梨
氏(

３
年
電
子
情
報
工
学
科)

で
あ
る
。 

２
‐
２ 

会
誌
発
行
の
意
義 
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―特にイマジネーション触発の場としての 「文芸同好会」 について―



文部科学省 科学研究費補助金採択研究（平成２２年度）

研究種目 学 科 名 職 名 氏　　名 研　 究 　課 　題

【新規】
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

電子制御工学科 准教授 金 成 守 康
等方加圧による高密度ナノ有機半導体薄膜
の創製と圧子押込みによる曲げ強度解析

【新規】
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

電子制御工学科 准教授 菊 池    誠
使用者個別の特性に対応する自律整合機能
を有する汎用介助機器の開発

〔継続〕
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

人 文 科 学 科 准教授 奥 山 慶 洋

高専生の英語発信能力向上を目指した英語
専門用語データベースの構築に関する研究
《研究分担者》
　　電気電子ｼｽﾃﾑ工学科　長 野　眞 康

〔継続〕
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

電子制御工学科 教　授 堀    利 浩
電子回路特性評価効率化のための新周波数
解析の提案とその応用

〔継続〕
若手研究(Ｂ)

機械システム
　　　　工学科

助　教 澁 澤 健 二
近赤外分光を用いたマイクロ波放電低圧窒
素プラズマの非平衡放射解析

〔継続〕
若手研究(Ｂ)

物 質 工 学 科 准教授 小松﨑 秀 人
トリスピラゾリルボレート配位子を持つマンガン
セミキノナト錯体の合成と性質の解明

【新規】
奨励研究

技術教育支援
　　　センター

技術職員 山 縣 進 一
機械実習における品質管理手法の実践教育
教材の開発に関する研究

【新規】
奨励研究

技術教育支援
　　　センター

技術職員 大 橋 慶 勘
魅力的な流体現象を視覚的に体感できる安
全な教育用簡易ＰＩＶ装置の試作開発研究

 

文
芸
と
い
う
語
の
意
味
は
、
一
般
に
は
「
言
語
に
よ
っ
て
表
現
さ
れ
る
芸
術
」
と
理
解
さ
れ
、
時

に
文
学
と
い
う
語
と
同
じ
意
味
で
も
用
い
ら
れ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
文
芸
学
で
は
、
文
芸
と
文
学
は
明

確
に
区
別
さ
れ
る
も
の
で
あ
ろ
う
が
、
こ
こ
で
は
、
あ
え
て
一
般
に
用
い
ら
れ
る
文
芸
の
意
味
で
話

を
進
め
て
い
く
。 

な
ど
と
述
べ
、
さ
ら
に
「
文
芸
（
純
文
学
と
言
ふ
も
宜
し
）
の
範
囲
に
於
て
、
根
本
の
生
命
を
伝
へ

ん
と
す
る
は
、
文
芸
に
従
事
す
る
も
の
ゝ
任
な
り
。」
や
「
瞬
間
の
冥
契
あ
る
者
を
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ド

さ
れ
た
る
詩
人
と
は
云
ふ
な
り
」
と
述
べ
て
い
る
。「
瞬
間
の
冥
契
」
は
、
イ
ン
ス
ピ
レ
ー
シ
ョ
ン
の

こ
と
を
指
し
、「
宇
宙
の
精
神
即
ち
神
な
る
も
の
よ
り
し
て
、
人
間
の
精
神
即
ち
内
部
の
生
命
な
る
も

の
に
対
す
る
一
種
の
感
応
に
過
ぎ
ざ
る
な
り
」
と
し
、
結
局
の
と
こ
ろ
、
こ
の
感
応
は
「
人
間
の
内

部
の
生
命
を
再
造
す
る
者
」
で
あ
り
「
人
間
の
内
部
の
経
験
と
内
部
の
自
覚
と
を
再
造
す
る
者
」
と

し
て
い
る
。
ま
た
、
鴎
外
は
「
文
芸
の
主
義
」（『
妄
人
妄
語
』
所
収
）
の
中
で
、
次
の
よ
う
に
述
べ

る
。 明

治
以
降
、
文
学
論
、
あ
る
い
は
文
芸
論
な
ど
が
さ
か
ん
に
繰
り
広
げ
ら
れ
、
文
学
作
品
の
芸
術

性
を
論
じ
る
こ
と
が
多
く
な
っ
た
。
そ
れ
ら
の
全
部
を
丁
寧
に
論
じ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
紙
幅

の
都
合
も
あ
る
た
め
、
あ
え
て
北
村
透
谷
と
森
鴎
外
の
言
を
取
り
上
げ
て
お
く
。
透
谷
は
「
内
部
生

命
論
」
の
中
で
、 

１ 

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
―
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
触
発
と
言
語
感
覚
醸
成
の
場
の
必

要
性 

１
‐
１ 

文
芸
に
つ
い
て

 

文
芸
は
思
想
と
美
術
と
を
抱
合
し
た
る
者
に
し
て
、
思
想
あ
り
と
も
美
術
な
く
ん
ば
既
に
文
芸

に
あ
ら
ず
、
美
術
あ
り
と
も
思
想
な
く
ん
ば
既
に
文
芸
に
あ
ら
ず
、
華
文
妙
辞
の
み
に
て
は
文

芸
の
上
乗
に
達
し
難
く
、
左
り
と
て
思
想
の
み
に
て
は
決
し
て
文
芸
と
い
ふ
こ
と
能
は
ざ
る
な

り
（
以
下
略
） 

高
専
教
育
に
お
け
る
文
化
系
ク
ラ
ブ
の
役
割
と
使
命 

―
特
に
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
触
発
の
場
と
し
て
の
「
文
芸
同
好
会
」
に
つ
い
て
― 

 

で
は
、
近
代
以
前
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
言
う
ま
で
も
な
く
、
古
典
と
呼
ば
れ
る
作
品
の
中
に
文
芸

性
が
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
各
々
の
古
典
作
品
の
作
り
手
側
（
口
承
さ
れ
た
も
の
を
筆

録
す
る
も
の
を
も
含
め
）
に
、
現
代
的
な
意
味
で
の
文
芸
性
へ
の
意
識
が
あ
っ
た
か
否
か
と
い
う
問

題
は
あ
ろ
う
が
、
作
品
の
受
け
手
に
そ
の
文
芸
性
が
認
め
ら
れ
る
場
合
、
そ
れ
は
文
芸
性
を
包
含
し

て
い
る
も
の
と
扱
う
べ
き
だ
ろ
う
。
そ
の
意
味
で
、
例
え
ば
『
万
葉
集
』
巻
十
七
の
大
伴
家
持
と
大

伴
池
主
と
の
贈
答
の
中
の
「
一
た
び
玉
藻
を
看
る
に
、
稍
く
鬱
結
を
写
き
、
二
た
び
秀
句
を
吟
ふ
に
、

已
に
愁
緒
を
蠲
き
つ
。こ
の
眺
翫
に
非
ず
は
、孰
か
能
く
心
を
暢
べ
む
。」な
ど
と
い
う
文
言
か
ら
は
、

家
持
、
池
主
の
詩
歌
へ
の
評
価
は
別
と
し
て
、
詩
歌
が
「
鬱
結
を
写
き
」、「
愁
緒
を
蠲
き
つ
」
と
い

う
働
き
を
担
っ
て
い
る
点
に
お
い
て
、
ま
さ
に
芸
術
、
文
芸
性
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る

し
、
ま
た
家
持
の
絶
唱
三
首
と
評
さ
れ
る
巻
十
九
・
四
三
九
二
番
歌
の
左
注
の
「
悽
惆
の
意
、
歌
に

非
ず
し
て
は
撥
ひ
難
き
の
み
。
仍
り
て
こ
の
歌
を
作
り
、
式
て
締
緒
を
展
べ
た
り
。」
と
い
う
文
言
か

ら
は
、
そ
の
個
人
の
鬱
屈
し
た
気
持
ち
を
詠
歌
に
よ
っ
て
晴
ら
そ
う
と
す
る
姿
勢
が
う
か
が
え
る
。

家
持
の
抱
え
た
「
悽
惆
の
意
」
が
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
か
、
現
状
に
満
足
し
な
い
何
か
を
抱
え
、

そ
こ
か
ら
脱
却
、
も
し
く
は
新
た
な
る
何
か
へ
の
希
求
、
あ
る
い
は
逃
避
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
考
え
ら

れ
る
が
、
現
時
点
で
は
、
そ
れ
を
確
か
め
る
す
べ
を
持
た
な
い
。
だ
が
、
内
面
か
ら
湧
き
出
る
何
か

を
歌
に
よ
り
表
出
す
る
営
為
が
見
ら
れ
る
こ
と
は
確
認
さ
れ
よ
う
。 

透
谷
、
鴎
外
の
言
は
、
お
の
お
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
重
な
ら
な
い
点
も
あ
ろ
う
が
、
文
芸
は
個
々

の
内
面
の
表
出
と
い
う
こ
と
を
根
本
に
据
え
て
い
る
。 

さ
ら
に
、
こ
の
項
を
次
の
よ
う
に
締
め
く
く
る
。 

 

芸
術
が
人
の
内
生
活
を
主
な
対
象
に
す
る
以
上
は
、
芸
術
と
云
ふ
も
の
は
正
し
い
意
義
で
は
個

人
的
で
あ
る
。
此
意
義
に
於
け
る
個
人
主
義
は
、
哲
学
的
に
云
へ
ば
、
萬
有
主
義
と
対
し
て
い

る
。
家
族
と
か
、
社
会
と
か
国
家
と
か
云
ふ
も
の
を
、
此
個
人
主
義
が
破
壊
す
る
も
の
で
は
な

い
。 

 

学
問
の
自
由
研
究
と
芸
術
の
自
由
発
展
と
を
妨
げ
る
国
は
栄
え
る
は
ず
が
な
い
。 

瀬
尾
邦
雄
・
桐
生
貴
明
・
鈴
木
僚
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文部科学省 科学研究費補助金採択研究（平成２２年度）

研究種目 学 科 名 職 名 氏　　名 研　 究 　課 　題

【新規】
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

電子制御工学科 准教授 金 成 守 康
等方加圧による高密度ナノ有機半導体薄膜
の創製と圧子押込みによる曲げ強度解析

【新規】
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

電子制御工学科 准教授 菊 池    誠
使用者個別の特性に対応する自律整合機能
を有する汎用介助機器の開発

〔継続〕
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

人 文 科 学 科 准教授 奥 山 慶 洋

高専生の英語発信能力向上を目指した英語
専門用語データベースの構築に関する研究
《研究分担者》
　　電気電子ｼｽﾃﾑ工学科　長 野　眞 康

〔継続〕
基盤研究(Ｃ)
　　　　一般

電子制御工学科 教　授 堀    利 浩
電子回路特性評価効率化のための新周波数
解析の提案とその応用

〔継続〕
若手研究(Ｂ)

機械システム
　　　　工学科

助　教 澁 澤 健 二
近赤外分光を用いたマイクロ波放電低圧窒
素プラズマの非平衡放射解析

〔継続〕
若手研究(Ｂ)

物 質 工 学 科 准教授 小松﨑 秀 人
トリスピラゾリルボレート配位子を持つマンガン
セミキノナト錯体の合成と性質の解明

【新規】
奨励研究

技術教育支援
　　　センター

技術職員 山 縣 進 一
機械実習における品質管理手法の実践教育
教材の開発に関する研究

【新規】
奨励研究

技術教育支援
　　　センター

技術職員 大 橋 慶 勘
魅力的な流体現象を視覚的に体感できる安
全な教育用簡易ＰＩＶ装置の試作開発研究

 

文
芸
と
い
う
語
の
意
味
は
、
一
般
に
は
「
言
語
に
よ
っ
て
表
現
さ
れ
る
芸
術
」
と
理
解
さ
れ
、
時

に
文
学
と
い
う
語
と
同
じ
意
味
で
も
用
い
ら
れ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
文
芸
学
で
は
、
文
芸
と
文
学
は
明

確
に
区
別
さ
れ
る
も
の
で
あ
ろ
う
が
、
こ
こ
で
は
、
あ
え
て
一
般
に
用
い
ら
れ
る
文
芸
の
意
味
で
話

を
進
め
て
い
く
。 

な
ど
と
述
べ
、
さ
ら
に
「
文
芸
（
純
文
学
と
言
ふ
も
宜
し
）
の
範
囲
に
於
て
、
根
本
の
生
命
を
伝
へ

ん
と
す
る
は
、
文
芸
に
従
事
す
る
も
の
ゝ
任
な
り
。」
や
「
瞬
間
の
冥
契
あ
る
者
を
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ド

さ
れ
た
る
詩
人
と
は
云
ふ
な
り
」
と
述
べ
て
い
る
。「
瞬
間
の
冥
契
」
は
、
イ
ン
ス
ピ
レ
ー
シ
ョ
ン
の

こ
と
を
指
し
、「
宇
宙
の
精
神
即
ち
神
な
る
も
の
よ
り
し
て
、
人
間
の
精
神
即
ち
内
部
の
生
命
な
る
も

の
に
対
す
る
一
種
の
感
応
に
過
ぎ
ざ
る
な
り
」
と
し
、
結
局
の
と
こ
ろ
、
こ
の
感
応
は
「
人
間
の
内

部
の
生
命
を
再
造
す
る
者
」
で
あ
り
「
人
間
の
内
部
の
経
験
と
内
部
の
自
覚
と
を
再
造
す
る
者
」
と

し
て
い
る
。
ま
た
、
鴎
外
は
「
文
芸
の
主
義
」（『
妄
人
妄
語
』
所
収
）
の
中
で
、
次
の
よ
う
に
述
べ

る
。 明

治
以
降
、
文
学
論
、
あ
る
い
は
文
芸
論
な
ど
が
さ
か
ん
に
繰
り
広
げ
ら
れ
、
文
学
作
品
の
芸
術

性
を
論
じ
る
こ
と
が
多
く
な
っ
た
。
そ
れ
ら
の
全
部
を
丁
寧
に
論
じ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
紙
幅

の
都
合
も
あ
る
た
め
、
あ
え
て
北
村
透
谷
と
森
鴎
外
の
言
を
取
り
上
げ
て
お
く
。
透
谷
は
「
内
部
生

命
論
」
の
中
で
、 

１ 

文
芸
同
好
会
発
足
の
意
義
―
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
触
発
と
言
語
感
覚
醸
成
の
場
の
必

要
性 

１
‐
１ 

文
芸
に
つ
い
て

 

文
芸
は
思
想
と
美
術
と
を
抱
合
し
た
る
者
に
し
て
、
思
想
あ
り
と
も
美
術
な
く
ん
ば
既
に
文
芸

に
あ
ら
ず
、
美
術
あ
り
と
も
思
想
な
く
ん
ば
既
に
文
芸
に
あ
ら
ず
、
華
文
妙
辞
の
み
に
て
は
文

芸
の
上
乗
に
達
し
難
く
、
左
り
と
て
思
想
の
み
に
て
は
決
し
て
文
芸
と
い
ふ
こ
と
能
は
ざ
る
な

り
（
以
下
略
） 

高
専
教
育
に
お
け
る
文
化
系
ク
ラ
ブ
の
役
割
と
使
命 

―
特
に
イ
マ
ジ
ネ
ー
シ
ョ
ン
触
発
の
場
と
し
て
の
「
文
芸
同
好
会
」
に
つ
い
て
― 

 

で
は
、
近
代
以
前
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
言
う
ま
で
も
な
く
、
古
典
と
呼
ば
れ
る
作
品
の
中
に
文
芸

性
が
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
各
々
の
古
典
作
品
の
作
り
手
側
（
口
承
さ
れ
た
も
の
を
筆

録
す
る
も
の
を
も
含
め
）
に
、
現
代
的
な
意
味
で
の
文
芸
性
へ
の
意
識
が
あ
っ
た
か
否
か
と
い
う
問

題
は
あ
ろ
う
が
、
作
品
の
受
け
手
に
そ
の
文
芸
性
が
認
め
ら
れ
る
場
合
、
そ
れ
は
文
芸
性
を
包
含
し

て
い
る
も
の
と
扱
う
べ
き
だ
ろ
う
。
そ
の
意
味
で
、
例
え
ば
『
万
葉
集
』
巻
十
七
の
大
伴
家
持
と
大

伴
池
主
と
の
贈
答
の
中
の
「
一
た
び
玉
藻
を
看
る
に
、
稍
く
鬱
結
を
写
き
、
二
た
び
秀
句
を
吟
ふ
に
、

已
に
愁
緒
を
蠲
き
つ
。こ
の
眺
翫
に
非
ず
は
、孰
か
能
く
心
を
暢
べ
む
。」な
ど
と
い
う
文
言
か
ら
は
、

家
持
、
池
主
の
詩
歌
へ
の
評
価
は
別
と
し
て
、
詩
歌
が
「
鬱
結
を
写
き
」、「
愁
緒
を
蠲
き
つ
」
と
い

う
働
き
を
担
っ
て
い
る
点
に
お
い
て
、
ま
さ
に
芸
術
、
文
芸
性
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る

し
、
ま
た
家
持
の
絶
唱
三
首
と
評
さ
れ
る
巻
十
九
・
四
三
九
二
番
歌
の
左
注
の
「
悽
惆
の
意
、
歌
に

非
ず
し
て
は
撥
ひ
難
き
の
み
。
仍
り
て
こ
の
歌
を
作
り
、
式
て
締
緒
を
展
べ
た
り
。」
と
い
う
文
言
か

ら
は
、
そ
の
個
人
の
鬱
屈
し
た
気
持
ち
を
詠
歌
に
よ
っ
て
晴
ら
そ
う
と
す
る
姿
勢
が
う
か
が
え
る
。

家
持
の
抱
え
た
「
悽
惆
の
意
」
が
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
か
、
現
状
に
満
足
し
な
い
何
か
を
抱
え
、

そ
こ
か
ら
脱
却
、
も
し
く
は
新
た
な
る
何
か
へ
の
希
求
、
あ
る
い
は
逃
避
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
考
え
ら

れ
る
が
、
現
時
点
で
は
、
そ
れ
を
確
か
め
る
す
べ
を
持
た
な
い
。
だ
が
、
内
面
か
ら
湧
き
出
る
何
か

を
歌
に
よ
り
表
出
す
る
営
為
が
見
ら
れ
る
こ
と
は
確
認
さ
れ
よ
う
。 

透
谷
、
鴎
外
の
言
は
、
お
の
お
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
重
な
ら
な
い
点
も
あ
ろ
う
が
、
文
芸
は
個
々

の
内
面
の
表
出
と
い
う
こ
と
を
根
本
に
据
え
て
い
る
。 

さ
ら
に
、
こ
の
項
を
次
の
よ
う
に
締
め
く
く
る
。 

 

芸
術
が
人
の
内
生
活
を
主
な
対
象
に
す
る
以
上
は
、
芸
術
と
云
ふ
も
の
は
正
し
い
意
義
で
は
個

人
的
で
あ
る
。
此
意
義
に
於
け
る
個
人
主
義
は
、
哲
学
的
に
云
へ
ば
、
萬
有
主
義
と
対
し
て
い

る
。
家
族
と
か
、
社
会
と
か
国
家
と
か
云
ふ
も
の
を
、
此
個
人
主
義
が
破
壊
す
る
も
の
で
は
な

い
。 

 

学
問
の
自
由
研
究
と
芸
術
の
自
由
発
展
と
を
妨
げ
る
国
は
栄
え
る
は
ず
が
な
い
。 

瀬
尾
邦
雄
・
桐
生
貴
明
・
鈴
木
僚
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外部資金受入による共同研究・受託研究（平成２１年度）

【共同研究】

学　科　名 職　名 氏　　名 研　　究　　課　　題

機械システム工学科 教　授 ◎ 根 本 栄 治
【継続】ハイエット処理物質の熱物性測定及びそ
の応用に関する研究

機械システム工学科 准教授 加 藤 文 武 光計測に関する環境条件および諸特性計測

電子制御工学科
機械システム工学科

准教授
准教授

※ 荒 川 臣 司
加 藤 文 武

シール印刷の評価技術開発に関する研究

電子制御工学科 准教授 荒 川 臣 司 【継続】シール印刷技術に関する研究

電子制御工学科 准教授 岡 本  　修 【継続】地点設定システムの研究開発

電子制御工学科 准教授 岡 本  　修 ＧＰＳ補正信号への地殻変動量の反映

電子制御工学科 准教授 金 成 守 康
ナノ領域の力学計測に関する｢学学融合｣先端研究
の実践

電子制御工学科 准教授 飛 田 敏 光
【継続】組込みシステム開発エンジニア養成講座
カリキュラムの研究３

電気電子システム工学科 教　授 田 辺 隆 也 植物の成長促進・制御システムの開発（継続）

電気電子システム工学科
電気電子システム工学科

教　授
准教授

※ 田 辺 隆 也
安 細  　勉

小規模事業所管理システム｢Miruca｣の実用化開発

電気電子システム工学科
電気電子システム工学科

准教授
助　教

※ 若 松  　孝
丸 山 智 章

高感度光学的分析法に関する研究

電気電子システム工学科 助　教 成　  慶 珉
【継続】インバータ・昇圧回路の電動工具用途へ
の適応研究

電気電子システム工学科 助　教 成  　慶 珉
【継続】SiC-PiNダイオードとIEGTのハイブリッド
素子による高耐圧高速変換器に関する研究

物 質 工 学 科 教　授 砂 金 孝 志
メタホウ酸ナトリウム等の高効率水素化反応に関
する研究

【受託研究】

学　科　名 職　名 氏　　名 研　　究　　課　　題

電子制御工学科 准教授 飛 田 敏 光
ヒューマンガイドシステムの性能評価、実証実験
に関する研究

電気電子システム工学科
電気電子システム工学科

電子制御工学科

教　授
准教授
助　教

※ 田 辺 隆 也
吉 成 偉 久
平 澤 順 治

送電鉄塔のカワウによるふん害対策に関する研究

　 校　長 角 田 幸 紀 将来アンテナ技術の研究

注）※は研究代表者、◎は研究重点教員

桐生　貴明 志村有弘、奥山芳広編『社寺縁起伝説
辞典』（「長楽寺」、「唐招提寺」、「東福
寺」他9項目）

戎光祥出版(2009.12) ［項目執筆］

Y.Hatakeyama1)
K.Honda
K.Tanaka2)

The so-inversion construction
revisited.

The Linguistic Review, Vol. 27, pp. 25-
36(2010. 4)

1)東京農工大学
2)信州大学

K.Konno1)
S.Takanami2)
Y.Okuyama
A.Hirai3)

Examining the Effects of Involvement
Load on Japanese EFL Learners'
Vocabulary Retention

日本言語テスト学会研究紀要　第１２
号,pp.46-64(2009.9）

1)筑波大学大学院人
文社会科学研究科
2)筑波大学大学院人
文社会科学研究科
3)筑波大学大学院人
文社会科学研究科

奥山　慶洋
杉浦　理恵1)
長野　眞康

高専生および教員の英語学習・教育に
対するニーズ分析

全国高等専門学校英語教育学会研究論集
第２９号,pp.1-8(2010.03)

1)東海大学

奥山　慶洋
長野　眞康

英語で書かれた専門教科書の語彙分
析・・・高専生に必要な専門語彙力を高
めるために

全国高等専門学校英語教育学会　第３４回研
究大会,(2010.9)

［口頭発表］

矢野倉　伊織1)
森脇　滉1)
八重樫　拓也1)
奥山　慶洋

富士山頂対応電気ポットの試作
－八光「熱実験コンテスト」始末

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.15-20（2010.3）

1)ラジオ部員

森脇　滉1)
田島　圭一郎1)
矢野倉　伊織1)
奥山　慶洋

ΔＴ＝１年程度の時間で見た原子炉内
の反応
－U-235の核分裂エネルギーから見た
核燃料廃棄物量の判定量的試算－

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.33-40（2010.3）

1)ラジオ部員

箱山　健一 ドイツ南部における産学官連携
－ハイテク産業集積に成功したカギは
広域連携－

日本高専学会第１６回大会予稿集pp.57-
58(2010.8)

［口頭発表］

三好　章一
市坪　誠

高専機構主催「海外インターンシップ制
度」の創設

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.1-3（2010.3）

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名
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外部資金受入による共同研究・受託研究（平成２１年度）

【共同研究】

学　科　名 職　名 氏　　名 研　　究　　課　　題

機械システム工学科 教　授 ◎ 根 本 栄 治
【継続】ハイエット処理物質の熱物性測定及びそ
の応用に関する研究

機械システム工学科 准教授 加 藤 文 武 光計測に関する環境条件および諸特性計測

電子制御工学科
機械システム工学科

准教授
准教授

※ 荒 川 臣 司
加 藤 文 武

シール印刷の評価技術開発に関する研究

電子制御工学科 准教授 荒 川 臣 司 【継続】シール印刷技術に関する研究

電子制御工学科 准教授 岡 本  　修 【継続】地点設定システムの研究開発

電子制御工学科 准教授 岡 本  　修 ＧＰＳ補正信号への地殻変動量の反映

電子制御工学科 准教授 金 成 守 康
ナノ領域の力学計測に関する｢学学融合｣先端研究
の実践

電子制御工学科 准教授 飛 田 敏 光
【継続】組込みシステム開発エンジニア養成講座
カリキュラムの研究３

電気電子システム工学科 教　授 田 辺 隆 也 植物の成長促進・制御システムの開発（継続）

電気電子システム工学科
電気電子システム工学科

教　授
准教授

※ 田 辺 隆 也
安 細  　勉

小規模事業所管理システム｢Miruca｣の実用化開発

電気電子システム工学科
電気電子システム工学科

准教授
助　教

※ 若 松  　孝
丸 山 智 章

高感度光学的分析法に関する研究

電気電子システム工学科 助　教 成　  慶 珉
【継続】インバータ・昇圧回路の電動工具用途へ
の適応研究

電気電子システム工学科 助　教 成  　慶 珉
【継続】SiC-PiNダイオードとIEGTのハイブリッド
素子による高耐圧高速変換器に関する研究

物 質 工 学 科 教　授 砂 金 孝 志
メタホウ酸ナトリウム等の高効率水素化反応に関
する研究

【受託研究】

学　科　名 職　名 氏　　名 研　　究　　課　　題

電子制御工学科 准教授 飛 田 敏 光
ヒューマンガイドシステムの性能評価、実証実験
に関する研究

電気電子システム工学科
電気電子システム工学科

電子制御工学科

教　授
准教授
助　教

※ 田 辺 隆 也
吉 成 偉 久
平 澤 順 治

送電鉄塔のカワウによるふん害対策に関する研究

　 校　長 角 田 幸 紀 将来アンテナ技術の研究

注）※は研究代表者、◎は研究重点教員

桐生　貴明 志村有弘、奥山芳広編『社寺縁起伝説
辞典』（「長楽寺」、「唐招提寺」、「東福
寺」他9項目）

戎光祥出版(2009.12) ［項目執筆］

Y.Hatakeyama1)
K.Honda
K.Tanaka2)

The so-inversion construction
revisited.

The Linguistic Review, Vol. 27, pp. 25-
36(2010. 4)

1)東京農工大学
2)信州大学

K.Konno1)
S.Takanami2)
Y.Okuyama
A.Hirai3)

Examining the Effects of Involvement
Load on Japanese EFL Learners'
Vocabulary Retention

日本言語テスト学会研究紀要　第１２
号,pp.46-64(2009.9）

1)筑波大学大学院人
文社会科学研究科
2)筑波大学大学院人
文社会科学研究科
3)筑波大学大学院人
文社会科学研究科

奥山　慶洋
杉浦　理恵1)
長野　眞康

高専生および教員の英語学習・教育に
対するニーズ分析

全国高等専門学校英語教育学会研究論集
第２９号,pp.1-8(2010.03)

1)東海大学

奥山　慶洋
長野　眞康

英語で書かれた専門教科書の語彙分
析・・・高専生に必要な専門語彙力を高
めるために

全国高等専門学校英語教育学会　第３４回研
究大会,(2010.9)

［口頭発表］

矢野倉　伊織1)
森脇　滉1)
八重樫　拓也1)
奥山　慶洋

富士山頂対応電気ポットの試作
－八光「熱実験コンテスト」始末

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.15-20（2010.3）

1)ラジオ部員

森脇　滉1)
田島　圭一郎1)
矢野倉　伊織1)
奥山　慶洋

ΔＴ＝１年程度の時間で見た原子炉内
の反応
－U-235の核分裂エネルギーから見た
核燃料廃棄物量の判定量的試算－

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.33-40（2010.3）

1)ラジオ部員

箱山　健一 ドイツ南部における産学官連携
－ハイテク産業集積に成功したカギは
広域連携－

日本高専学会第１６回大会予稿集pp.57-
58(2010.8)

［口頭発表］

三好　章一
市坪　誠

高専機構主催「海外インターンシップ制
度」の創設

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.1-3（2010.3）

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名
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松久　隆
Pavel Strokan1)

Bayesian Communication Leading to a
Nash Equilibrium

Petrosjan, Leon (ed.) et al.:  Game Theory
and Applications. Volume 14. Dedicated to
John Forbes Nash jr. New York, NY .pp. 80-
87 (2009.11)

国際学術論文
[共著・査読有]
1) State University of
Saint-Petersburg
(Russia)大学院博士課
程3年

松久　隆
谷川　大洋1)

Can Acyclic Communication Resolve
Moral Hazard in S5n-Logic?2)

Proceedings of the 6th International
Conference on Information Technology and
Applications (ICITA 2009) (Takashi
Matsuhisa and Taiyo Tanikawa) CD
Volume/ISBN 978-981-08-3029-8, pp.302-
306 (2009.11)

国際会議論文
[共著・査読有]
1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年・国
際会議ICITA 2010,
Hanoi 口頭発表者
2)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科卒業研
究

松久　隆 Can Moral Hazard Be Resolved by
Common-Knowledge in S4n-
Knowledge?

H. Deng et al. (Eds.): AICI 2009, Lecture
Notes in Artificial Intelligence Volume 5855,
pp. 78–85, Springer-Verlag Berlin Heidelberg
(2009.11)

国際会議論文
[単著・査読有]

松久　隆
庄司　勝一1)

Moral Hazard Can Be Resolved in
Cyclic Communication Network in S5n-
Logic2)

Proceedings 2009 IEEE International
Conference on Intelligent Computing and
Intelligent Systems (ICIS 2009) No. 3,
pp.378-382 (2009.11)

国際会議論文
[共著・査読有]
1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年・国
際会議ICIS 2010
Shanghai口頭発表者
2)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科卒業研
究

松久　隆
Pavel Strokan1)

Bayesian Communication Leading to a
Nash Equilibrium

International Journal of Mathematics, Game
Theory and Algebra, Volume 18 No.4-5,
pp.427--434 (2010.1)

国際学術論文
[共著・査読有]
1)State University of
Saint-Petersburg
(Russia)大学院博士課
程3年

松久　隆 Moral Hazard Resolved by Common-
Knowledge in S5n Logic

N.T. Nguyen, M.T. Le, et al (Eds.): ACIIDS
2010, Part II, Lecture Notes in Computer
Science,Volume 5991, pp. 85–92, Springer-
Verlag Berlin Heidelberg (2010.3)

国際会議論文
[単著・査読有]

松久　隆 A Characterisation of Stable Sets in
Game with Transitive Preference

1st Joint China-Dutch Seminar on Game
Theory and 4th China Meeting on Game
Theory and its Applications, August 16-18,
2010 西安 西北工業大学, Program (2010.8)

国際会議発表要旨
[単著・査読無]

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

松久　隆 Communication in Multi-agent System
for Multi-modal Logic S5n

Epistemic Aspects of Many-Valued Logics
(EAMVL 2010), Institute of Philosophy,
Prague, September 13-16, 2010. Volume of
Abstract, pp.21-24 (2010.9)

国際会議発表要旨
[単著・査読有]

木野村　嘉則
森　信二

技術指導における目標像の設定
－走幅跳を対象として－

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.57-63（2010.3）

原　嘉昭
中岡　鑑一郎
大西　彰正1)
佐々木　実1)
沈　睿2)
松田　康弘2)
嶽山　正二郎2)

Magneto-optical study under pulsed
high magnetic fields of β- FeSi2 single

crystals grown by a chemical vapor
transport method

Physics Procedia,Volume 3, Issue 2, 31
January 2010, Pages 1139-1143.

1)山形大学
2)東大物性研

A.Mitsuda
T.Okuma
K.Sato
K.Suga
Y.Narumi
K.Kindo
H.Wada

Pressure and magnetic field dependence
of
valence and magnetic transitions in
EuPtP

J. Phys.: Condens. Matter 22 (2010) 226003

T.Waki
Y.Umemoto
S.Terazawa
Y.Tabata
A.Kondo
K.Sato
K.Kindo
Silvia Alconchel
Fernando Sapina
Y.Takahashi

Itinerant Electron Metamagnetism in
eta-Carbide-Type Compound
Co3Mo3C

J. Phys. Soc. Jpn., Vol.79, No.9, p.093703

Y.Kobayashi
M.Iwata
T.Kaneko
K.Sato
K.Asai
H.Ohsumi

Extraordinary Hall effect in Ba1-
xSrxRuO3 films

Physical Review B.82,174430,(2010)

佐藤　桂輔 Co系ペロブスカイト酸化物の強磁場誘
起スピン転移

日本磁気学会第174回研究会
第38回化合物新磁性専門研究会共催
日時： 2010年10月8日（金）
場所： 中央大学駿河台記念館320号室

招待講演
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松久　隆
Pavel Strokan1)

Bayesian Communication Leading to a
Nash Equilibrium

Petrosjan, Leon (ed.) et al.:  Game Theory
and Applications. Volume 14. Dedicated to
John Forbes Nash jr. New York, NY .pp. 80-
87 (2009.11)

国際学術論文
[共著・査読有]
1) State University of
Saint-Petersburg
(Russia)大学院博士課
程3年

松久　隆
谷川　大洋1)

Can Acyclic Communication Resolve
Moral Hazard in S5n-Logic?2)

Proceedings of the 6th International
Conference on Information Technology and
Applications (ICITA 2009) (Takashi
Matsuhisa and Taiyo Tanikawa) CD
Volume/ISBN 978-981-08-3029-8, pp.302-
306 (2009.11)

国際会議論文
[共著・査読有]
1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年・国
際会議ICITA 2010,
Hanoi 口頭発表者
2)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科卒業研
究

松久　隆 Can Moral Hazard Be Resolved by
Common-Knowledge in S4n-
Knowledge?

H. Deng et al. (Eds.): AICI 2009, Lecture
Notes in Artificial Intelligence Volume 5855,
pp. 78–85, Springer-Verlag Berlin Heidelberg
(2009.11)

国際会議論文
[単著・査読有]

松久　隆
庄司　勝一1)

Moral Hazard Can Be Resolved in
Cyclic Communication Network in S5n-
Logic2)

Proceedings 2009 IEEE International
Conference on Intelligent Computing and
Intelligent Systems (ICIS 2009) No. 3,
pp.378-382 (2009.11)

国際会議論文
[共著・査読有]
1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年・国
際会議ICIS 2010
Shanghai口頭発表者
2)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科卒業研
究

松久　隆
Pavel Strokan1)

Bayesian Communication Leading to a
Nash Equilibrium

International Journal of Mathematics, Game
Theory and Algebra, Volume 18 No.4-5,
pp.427--434 (2010.1)

国際学術論文
[共著・査読有]
1)State University of
Saint-Petersburg
(Russia)大学院博士課
程3年

松久　隆 Moral Hazard Resolved by Common-
Knowledge in S5n Logic

N.T. Nguyen, M.T. Le, et al (Eds.): ACIIDS
2010, Part II, Lecture Notes in Computer
Science,Volume 5991, pp. 85–92, Springer-
Verlag Berlin Heidelberg (2010.3)

国際会議論文
[単著・査読有]

松久　隆 A Characterisation of Stable Sets in
Game with Transitive Preference

1st Joint China-Dutch Seminar on Game
Theory and 4th China Meeting on Game
Theory and its Applications, August 16-18,
2010 西安 西北工業大学, Program (2010.8)

国際会議発表要旨
[単著・査読無]

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

松久　隆 Communication in Multi-agent System
for Multi-modal Logic S5n

Epistemic Aspects of Many-Valued Logics
(EAMVL 2010), Institute of Philosophy,
Prague, September 13-16, 2010. Volume of
Abstract, pp.21-24 (2010.9)

国際会議発表要旨
[単著・査読有]

木野村　嘉則
森　信二

技術指導における目標像の設定
－走幅跳を対象として－

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.57-63（2010.3）

原　嘉昭
中岡　鑑一郎
大西　彰正1)
佐々木　実1)
沈　睿2)
松田　康弘2)
嶽山　正二郎2)

Magneto-optical study under pulsed
high magnetic fields of β- FeSi2 single

crystals grown by a chemical vapor
transport method

Physics Procedia,Volume 3, Issue 2, 31
January 2010, Pages 1139-1143.

1)山形大学
2)東大物性研

A.Mitsuda
T.Okuma
K.Sato
K.Suga
Y.Narumi
K.Kindo
H.Wada

Pressure and magnetic field dependence
of
valence and magnetic transitions in
EuPtP

J. Phys.: Condens. Matter 22 (2010) 226003

T.Waki
Y.Umemoto
S.Terazawa
Y.Tabata
A.Kondo
K.Sato
K.Kindo
Silvia Alconchel
Fernando Sapina
Y.Takahashi

Itinerant Electron Metamagnetism in
eta-Carbide-Type Compound
Co3Mo3C

J. Phys. Soc. Jpn., Vol.79, No.9, p.093703

Y.Kobayashi
M.Iwata
T.Kaneko
K.Sato
K.Asai
H.Ohsumi

Extraordinary Hall effect in Ba1-
xSrxRuO3 films

Physical Review B.82,174430,(2010)

佐藤　桂輔 Co系ペロブスカイト酸化物の強磁場誘
起スピン転移

日本磁気学会第174回研究会
第38回化合物新磁性専門研究会共催
日時： 2010年10月8日（金）
場所： 中央大学駿河台記念館320号室

招待講演

121



備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

田島　圭一郎1)
皆川　仁志1)
森脇　滉1)
矢野倉　伊織1)
八重樫　拓也1)
一戸　香澄1)
高橋　雄大1)
芦名沢　裕太1)
五十嵐　浩

ビーカーのお湯の冷め方～～～「物理
チャレンジ」に挑む

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.5-14（2010.3）

1)ラジオ部員

松澤　孝男
森脇　滉1)
矢野倉　伊織1)
八重樫　拓也1)
松田　理絵1)
関根　恵2)
檜木　梨花子3)
矢澤　正人4)
保田　浩志5)

「富士山頂における科学教育」の試行 茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.21-31（2010.3）

1)ラジオ部員
2)北海道大学
3)茨城大学
4)(株)数理設計研究所
5)放射線医学総合研
究所

松澤　孝男
松田　理絵1)
川上　悠里1)
森脇　滉1)
斉藤　慶太1)
矢野倉　伊織1)
八重樫　拓也1)

学生による原子炉シミュレーターの試作
（PWR）

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.41-56（2010.3）

1)ラジオ部員

石嵜　貴大1)
根本　栄治

三次元異方性物質の三主軸熱伝導率
の分離測定に関する研究　(理論及び
実験）

第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集､
pp.91-93 (2009.10).

1)平成22年度専攻科2
年生

根本　栄治 遠赤外線を照射した水の粘性係数測定 第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集、
pp.416-418 (2009.10).

根本　栄治 分子振動モードに共鳴する遠赤外線を
照射した水の蒸発潜熱測定

第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集、
pp.419-421 (2009.10).

根本　栄治 細線加熱法による遠赤外線照射水の熱
伝導率測定

第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集、
pp.425-427 (2009.10).

根本　栄治
牛久保　佑介1)

大気圧マイクロプラズマのプロセス化に
関する研究

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.65-70 (2010.3)

1)ジャトコ(株)

E.Nemoto Measuring Methodology of Boiling Heat
Transfer Curve on Metal Surface

Fourth International Symposium on Advances
in Technology Education 2010, Kagoshima,
Japan, pp.37 (2010.9).

相田　勇気1)
押久保　武

銅箔の疲労寿命に及ぼす負荷条件の
影響

日本機械学会関東支部　第49回学生員卒業
研究発表講演会,p.79(2010.3)

1)平成21年度専攻科2
年

田辺　隆也
中岡　鑑一郎
押久保　武
平澤　順治
長谷川　勇治

高専ロボットコンテストへの取り組み 砥粒加工学会誌,5巻,6号,p.343(2010.6)

石野　雄大1)
押久保　武

赤外線応力測定法による金属箔の応力
測定

No.100-2日本機械学会関東支部茨城講演
会講演論文集p.171 (2010.8)

1)平成22年度専攻科2
年

押久保　武 国際的な視点での高等専門学校ブラン
ドの再構築

国立高専情報発信フォーラム2010(2010.9)

鯉渕　弘資 Flat histogram Monte Carlo simulations
of triangulated fixed-connectivity
surface models

Journal of Statistical Physics, Volume 140,
pp.676-687   (2010)

鯉渕　弘資 Monte Carlo studies of triangulated
spherical surfaces in the two-
dimensional space

Nuclear Physics B [FS],  Vol. 836,  pp.186-
203   (2010)

鯉渕　弘資 Spherical surface models with directors Journal of Statistical Physics, Vol. 138,
pp.876-889   (2010)

水野　広樹1)
鯉渕　弘資

幾何学的内部自由度を持つ膜モデル
の相転移

日本機械学会第18回茨城講演会講演論文
集, pp.5-6 (2010.8)

1)平成22年度機械ｼｽﾃ
ﾑ工学科5年生

T.Takamime1)
Y.Shibata
M.Kawaji2)

Study on dynamics of liquid slugs in the
microchannel

The 5th International Student Conference at
Ibaraki University, Ibaraki,Japan,p7-
8,(2009,11)

1)平成21年度専攻科1
年生
2)CCNY

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名
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備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

田島　圭一郎1)
皆川　仁志1)
森脇　滉1)
矢野倉　伊織1)
八重樫　拓也1)
一戸　香澄1)
高橋　雄大1)
芦名沢　裕太1)
五十嵐　浩

ビーカーのお湯の冷め方～～～「物理
チャレンジ」に挑む

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.5-14（2010.3）

1)ラジオ部員

松澤　孝男
森脇　滉1)
矢野倉　伊織1)
八重樫　拓也1)
松田　理絵1)
関根　恵2)
檜木　梨花子3)
矢澤　正人4)
保田　浩志5)

「富士山頂における科学教育」の試行 茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.21-31（2010.3）

1)ラジオ部員
2)北海道大学
3)茨城大学
4)(株)数理設計研究所
5)放射線医学総合研
究所

松澤　孝男
松田　理絵1)
川上　悠里1)
森脇　滉1)
斉藤　慶太1)
矢野倉　伊織1)
八重樫　拓也1)

学生による原子炉シミュレーターの試作
（PWR）

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.41-56（2010.3）

1)ラジオ部員

石嵜　貴大1)
根本　栄治

三次元異方性物質の三主軸熱伝導率
の分離測定に関する研究　(理論及び
実験）

第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集､
pp.91-93 (2009.10).

1)平成22年度専攻科2
年生

根本　栄治 遠赤外線を照射した水の粘性係数測定 第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集、
pp.416-418 (2009.10).

根本　栄治 分子振動モードに共鳴する遠赤外線を
照射した水の蒸発潜熱測定

第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集、
pp.419-421 (2009.10).

根本　栄治 細線加熱法による遠赤外線照射水の熱
伝導率測定

第30回日本熱物性学会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ論文集、
pp.425-427 (2009.10).

根本　栄治
牛久保　佑介1)

大気圧マイクロプラズマのプロセス化に
関する研究

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.65-70 (2010.3)

1)ジャトコ(株)

E.Nemoto Measuring Methodology of Boiling Heat
Transfer Curve on Metal Surface

Fourth International Symposium on Advances
in Technology Education 2010, Kagoshima,
Japan, pp.37 (2010.9).

相田　勇気1)
押久保　武

銅箔の疲労寿命に及ぼす負荷条件の
影響

日本機械学会関東支部　第49回学生員卒業
研究発表講演会,p.79(2010.3)

1)平成21年度専攻科2
年

田辺　隆也
中岡　鑑一郎
押久保　武
平澤　順治
長谷川　勇治

高専ロボットコンテストへの取り組み 砥粒加工学会誌,5巻,6号,p.343(2010.6)

石野　雄大1)
押久保　武

赤外線応力測定法による金属箔の応力
測定

No.100-2日本機械学会関東支部茨城講演
会講演論文集p.171 (2010.8)

1)平成22年度専攻科2
年

押久保　武 国際的な視点での高等専門学校ブラン
ドの再構築

国立高専情報発信フォーラム2010(2010.9)

鯉渕　弘資 Flat histogram Monte Carlo simulations
of triangulated fixed-connectivity
surface models

Journal of Statistical Physics, Volume 140,
pp.676-687   (2010)

鯉渕　弘資 Monte Carlo studies of triangulated
spherical surfaces in the two-
dimensional space

Nuclear Physics B [FS],  Vol. 836,  pp.186-
203   (2010)

鯉渕　弘資 Spherical surface models with directors Journal of Statistical Physics, Vol. 138,
pp.876-889   (2010)

水野　広樹1)
鯉渕　弘資

幾何学的内部自由度を持つ膜モデル
の相転移

日本機械学会第18回茨城講演会講演論文
集, pp.5-6 (2010.8)

1)平成22年度機械ｼｽﾃ
ﾑ工学科5年生

T.Takamime1)
Y.Shibata
M.Kawaji2)

Study on dynamics of liquid slugs in the
microchannel

The 5th International Student Conference at
Ibaraki University, Ibaraki,Japan,p7-
8,(2009,11)

1)平成21年度専攻科1
年生
2)CCNY

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名
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備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

Y.Shibata
T.Takamine1)
M.Kawaji2)

Emission of liquid droplets from an
interface of bidrops pulled by a
ferrofluid in a microchannel

Int. J. of Thermal Sciences, ELSEVIER
online, (2010,7) Invited Paper

1)平成21年度専攻科1
年生
2)CCNY

柴田　裕一
高峰　大河1)
川路　正裕2)

マイクロチューブ内を移動する液滴スラ
グに関する研究

日本混相流学会年会講演会2010（浜松）講
演論文集,C324，P318，(2010,7)

1)平成21年度専攻科1
年生
2)CCNY

森脇　滉1)
田島　圭一郎2)
内田　匠平2)
冨永　学
松澤　孝男

日本の原子力発電所の設備容量の近
未来予測と使用済み核燃料廃棄物量
の試算

第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.177 (２０１０．１)

【1)～2)ラジオ部】
1)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
2)平成２１年度電子制
御工学科３年生

松田　理絵1)
川上　悠里2)
森脇　滉3)
斎藤　慶太4)
矢野倉　伊織5)
八重樫　拓也6)
松沢　孝男
冨永　学

四則演算とExcel・Basicでつくる原子力
発電プラントの原子炉諸元推定機

第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.178 (２０１０．１)

【1)～6)ラジオ部】
1)平成２１年度電子情
報工学科５年生
2)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科５年生
3)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
4)平成２１年度電子情
報工学科３年生
5)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科２年生
6)平成２１年度電子情
報工学科２年生

八重樫　拓也2)
森脇　滉3)
矢野倉　伊織4)
関根　恵1)
松沢　孝男
冨永　学

富士山頂での「ろうそく」の燃焼実験 第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.235 (2010.1)

1)北海道大学大学院
工学研究科
【2)～4)ラジオ部】
2)平成２１年度電子情
報工学科２年生
3)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
4)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科２年生

松沢　孝男
森脇　滉5)
八重樫　拓也6)
矢野倉　伊織7)
冨永　学
関根　恵1)
檜木梨　花子2)
矢澤　正人3)
保田　浩志4)

富士山頂における「科学教育」の試行 第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.236 (2010.1)

1)北海道大学大学院
工学研究科
2)茨城大学理学部
3)株式会社数理設計
研究所
4)放射線医学総合研
究所
【5)～7)ラジオ部】
5)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
6)平成２１年度電子情
報工学科２年生
7)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科２年生

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

矢野倉　伊織1)
森脇　滉2)
八重樫　拓也3)
松澤　孝男
冨永　学
関根　恵4)
檜木　梨花子5)
矢澤　正人6)
保田　浩志7)

保温温度を１℃刻みで調節でき、富士
山頂でも使える電気ポットの試作

第１５回高専シンポジウムinいわき 予稿集
p.246 (2010.1)

【1)～3)ラジオ部】
1)平成21年度機械ｼｽﾃ
ﾑ工学科2年生
2)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科3年生
3)平成21年度電子情
報工学科2年生
4)北海道大学大学院
工学研究科
5)茨城大学理学部
6)株式会社数理設計
研究所
7)放射線医学総合研
究所

郡司　光1)
冨永　学

準安定オーステナイト系ステンレス鋼
SUS304の特異な変形挙動と力学的性
質

第１５回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.310 (2010.1)

1)平成21年度専攻科
AMｺｰｽ2年生

冨永　学
松澤　孝男
池田　耕

茨城高専における取組 研究会「原子力人材育成における高専-技科
大の連携」p.19（2010．3）

冨永　学 茨城高専機械システム工学科における
CAD教育の取り組み

高専教育No.33pp.73-77 (2010.3)

冨永　学
松澤　孝男
池田　耕

文部科学原子力人材育成プログラムに
よる科学技術教育の取り組み

平成22年度全国高専教育フォーラム・教育教
員研究集会講演論文集p.45-48（2010.8）

冨永　学
石嵜　貴大1)
岩井　岳夫2)
上坂　充2)

イオン照射温度測定精度向上のための
原子力材料の放射率測定

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻
共同利用成果報告書平成21年度(UTNL-R-
0476) pp.2（2010.9)

1)平成21年度専攻科
AMｺｰｽ1年生
2)東京大学大学院工
学系研究科

加藤　文武
澁澤　健二

機械工学系学生による、電気・電子工
学のPBL実験（導入事例）

論文集「高専教育」第33号，pp.769～774，
(2010.3)

澁澤健二
舩津賢人1)
白井紘行2)
久保田聖3)

低圧空気極小プラズマジェットのノズル
出口直後におけるN2 2+バンドの放射特

性

日本航空宇宙学会論文集，Vol.58，No.672，
pp.1-7，(2010.1)

1)群馬大学
2)放送大学
3)前橋工業高校

石井　直紀1)
澁澤　健二

ダブルプローブを用いたアフターグロー
窒素プラズマの電子温度測定

関東学生会第４９回学生員卒業研究発表講
演会講演前刷集，pp.513～514，(2010.3)

1)平成21年度専攻科2
年生

澁澤　健二
宮城　洋平1)
舩津　賢人2)
白井　紘行3)

近赤外領域における低圧窒素マイクロ
波放電プラズマの放射特性

平成２１年度衝撃波シンポジウム講演論文
集， pp.263-264，(2010.3)

1)平成21年度本科5年
生
2)群馬大学
3)放送大学

澁澤　健二
宮城　洋平1)
舩津　賢人2)
白井　紘行3)

低圧窒素マイクロ波放電プラズマにお
けるN2 1+バンドの放射測定

第４２回流体力学講演会／航空宇宙数値シ
ミュレーション技術シンポジウム２０１０講演集
CD-ROM，JSASS-2010-2060，pp.1-4，
(2010.6)

1)平成21年度本科5年
生
2)群馬大学
3)放送大学
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備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

Y.Shibata
T.Takamine1)
M.Kawaji2)

Emission of liquid droplets from an
interface of bidrops pulled by a
ferrofluid in a microchannel

Int. J. of Thermal Sciences, ELSEVIER
online, (2010,7) Invited Paper

1)平成21年度専攻科1
年生
2)CCNY

柴田　裕一
高峰　大河1)
川路　正裕2)

マイクロチューブ内を移動する液滴スラ
グに関する研究

日本混相流学会年会講演会2010（浜松）講
演論文集,C324，P318，(2010,7)

1)平成21年度専攻科1
年生
2)CCNY

森脇　滉1)
田島　圭一郎2)
内田　匠平2)
冨永　学
松澤　孝男

日本の原子力発電所の設備容量の近
未来予測と使用済み核燃料廃棄物量
の試算

第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.177 (２０１０．１)

【1)～2)ラジオ部】
1)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
2)平成２１年度電子制
御工学科３年生

松田　理絵1)
川上　悠里2)
森脇　滉3)
斎藤　慶太4)
矢野倉　伊織5)
八重樫　拓也6)
松沢　孝男
冨永　学

四則演算とExcel・Basicでつくる原子力
発電プラントの原子炉諸元推定機

第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.178 (２０１０．１)

【1)～6)ラジオ部】
1)平成２１年度電子情
報工学科５年生
2)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科５年生
3)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
4)平成２１年度電子情
報工学科３年生
5)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科２年生
6)平成２１年度電子情
報工学科２年生

八重樫　拓也2)
森脇　滉3)
矢野倉　伊織4)
関根　恵1)
松沢　孝男
冨永　学

富士山頂での「ろうそく」の燃焼実験 第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.235 (2010.1)

1)北海道大学大学院
工学研究科
【2)～4)ラジオ部】
2)平成２１年度電子情
報工学科２年生
3)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
4)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科２年生

松沢　孝男
森脇　滉5)
八重樫　拓也6)
矢野倉　伊織7)
冨永　学
関根　恵1)
檜木梨　花子2)
矢澤　正人3)
保田　浩志4)

富士山頂における「科学教育」の試行 第15回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.236 (2010.1)

1)北海道大学大学院
工学研究科
2)茨城大学理学部
3)株式会社数理設計
研究所
4)放射線医学総合研
究所
【5)～7)ラジオ部】
5)平成２１年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科３年生
6)平成２１年度電子情
報工学科２年生
7)平成２１年度機械ｼｽ
ﾃﾑ工学科２年生

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

矢野倉　伊織1)
森脇　滉2)
八重樫　拓也3)
松澤　孝男
冨永　学
関根　恵4)
檜木　梨花子5)
矢澤　正人6)
保田　浩志7)

保温温度を１℃刻みで調節でき、富士
山頂でも使える電気ポットの試作

第１５回高専シンポジウムinいわき 予稿集
p.246 (2010.1)

【1)～3)ラジオ部】
1)平成21年度機械ｼｽﾃ
ﾑ工学科2年生
2)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科3年生
3)平成21年度電子情
報工学科2年生
4)北海道大学大学院
工学研究科
5)茨城大学理学部
6)株式会社数理設計
研究所
7)放射線医学総合研
究所

郡司　光1)
冨永　学

準安定オーステナイト系ステンレス鋼
SUS304の特異な変形挙動と力学的性
質

第１５回高専シンポジウムinいわき予稿集
p.310 (2010.1)

1)平成21年度専攻科
AMｺｰｽ2年生

冨永　学
松澤　孝男
池田　耕

茨城高専における取組 研究会「原子力人材育成における高専-技科
大の連携」p.19（2010．3）

冨永　学 茨城高専機械システム工学科における
CAD教育の取り組み

高専教育No.33pp.73-77 (2010.3)

冨永　学
松澤　孝男
池田　耕

文部科学原子力人材育成プログラムに
よる科学技術教育の取り組み

平成22年度全国高専教育フォーラム・教育教
員研究集会講演論文集p.45-48（2010.8）

冨永　学
石嵜　貴大1)
岩井　岳夫2)
上坂　充2)

イオン照射温度測定精度向上のための
原子力材料の放射率測定

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻
共同利用成果報告書平成21年度(UTNL-R-
0476) pp.2（2010.9)

1)平成21年度専攻科
AMｺｰｽ1年生
2)東京大学大学院工
学系研究科

加藤　文武
澁澤　健二

機械工学系学生による、電気・電子工
学のPBL実験（導入事例）

論文集「高専教育」第33号，pp.769～774，
(2010.3)

澁澤健二
舩津賢人1)
白井紘行2)
久保田聖3)

低圧空気極小プラズマジェットのノズル
出口直後におけるN2 2+バンドの放射特

性

日本航空宇宙学会論文集，Vol.58，No.672，
pp.1-7，(2010.1)

1)群馬大学
2)放送大学
3)前橋工業高校

石井　直紀1)
澁澤　健二

ダブルプローブを用いたアフターグロー
窒素プラズマの電子温度測定

関東学生会第４９回学生員卒業研究発表講
演会講演前刷集，pp.513～514，(2010.3)

1)平成21年度専攻科2
年生

澁澤　健二
宮城　洋平1)
舩津　賢人2)
白井　紘行3)

近赤外領域における低圧窒素マイクロ
波放電プラズマの放射特性

平成２１年度衝撃波シンポジウム講演論文
集， pp.263-264，(2010.3)

1)平成21年度本科5年
生
2)群馬大学
3)放送大学

澁澤　健二
宮城　洋平1)
舩津　賢人2)
白井　紘行3)

低圧窒素マイクロ波放電プラズマにお
けるN2 1+バンドの放射測定

第４２回流体力学講演会／航空宇宙数値シ
ミュレーション技術シンポジウム２０１０講演集
CD-ROM，JSASS-2010-2060，pp.1-4，
(2010.6)

1)平成21年度本科5年
生
2)群馬大学
3)放送大学
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住谷　正夫 マイコンを用いたゆらぎ信号出力装置 電子情報通信学会2010年総合大会講演論
文集,  A-1-43 (2010.3）

住谷　正夫 逆離散フーリエ変換を用いた様々なゆ
らぎの作成

第12回DSPS教育者会議予稿集, p.43-46
(2010.9)

長谷川　勇治
伊藤　伸英1)
大森　整2)
加藤　照子2)
根本　昭彦3)

植物カーボンを用いた環境調和型
ELID研削砥石の開発

砥粒加工学会誌, 53(12), p.735-740
(2009.12)

1)茨城大学
2)理化学研究所
3)日本工業大学

伊藤　伸英1)
金澤　雄史1)
根本　昭彦2)
大森　整3)
加藤　照子3)
長谷川　勇治
松澤　隆4)

導電性ポーラスラバーボンド砥石による
Ti合金のELID研削特性

砥粒加工学会誌, 54(2), p.101-104 (2010.2) 1)茨城大学
2)日本工業大学
3)理化学研究所
4)池上金型工業

加藤　照子1)
大森　整1)
伊藤　伸英2)
長谷川　勇治
根本　昭彦3)
松澤　隆4)
春日　博5)

未利用バイオマス由来のメタルレス砥
石ボンド材料のトライボロジー特性

2010年度精密工学会春季大会, D13
(2010.3)

1)理化学研究所
2)茨城大学
3)日本工業大学
4)池上金型工業
5)埼玉大

長田　雄一1)
長谷川　勇治
伊藤　伸英2)
大森　整3)
加藤　照子3)
根本　昭彦4)

ELID研削用ポーラス樹脂砥石の加工
特性

2010年度精密工学会春季大会, D14
(2010.3)

1)平成21年度専攻科2
年生
2)茨城大学
3)理化学研究所
4)日本工業大学

井川　裕太1)
長谷川　勇治
伊藤　伸英2)
大森　整3)
加藤　照子3)
根本　昭彦4)

ELID研削用ポーラスメタルボンド砥石
の開発－第2報：気孔率による電解ド
レッシング特性への影響

2010年度精密工学会春季大会, D15
(2010.3)

1)平成21年度専攻科2
年生
2)茨城大学
3)理化学研究所
4)日本工業大学

伊藤　伸英1)
金澤　雄史1)
根本　昭彦2)
大森　整3)
加藤　照子3)
長谷川　勇治
松澤　隆4)
佐藤　運海5)

電解還元水を用いたELID研削 2010年度精密工学会春季大会, D16
(2010.3)

1)茨城大学
2)日本工業大学
3)理化学研究所
4)池上金型工業㈱
5)信州大

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

西野　彰馬1)
長谷川　勇治
伊藤　伸英2)
大森　整3)
加藤　照子3)
根本　昭彦4)

ラバーボンド砥石の加工特性-第2報：
導電性ラバーボンド砥石におけるマイク
ロバブルの効果

2010年度精密工学会春季大会, D17
(2010.3)

1)平成21年度電子制
御工学科5年生
2)茨城大学
3)理化学研究所
4)日本工業大学

小島　浩樹1)
長谷川　勇治
伊藤　伸英2)
大森　整3)
加藤　照子3)
水谷　正義3)
松澤　隆4)
根本　昭彦5)

電解還元水を用いた導電性ポーラスラ
バー砥石によるTi合金の加工特性

2010年度砥粒加工学会先進テクノフェア卒
業研究発表会ポスターセッション (2010.3)

1)平成21年度電子制
御工学科5年生
2)茨城大学
3)理化学研究所
4)池上金型工業
5)日本工業大学

長谷川　勇治
伊藤　伸英1)
大森　整2)
加藤　照子2)
根本　昭彦3)

マイクロバブルを用いた導電性ラバー
砥石による加工システムの開発

2010年度砥粒加工学会講演会, D09
(2010.8)

1)茨城大学
2)理化学研究所
3)日本工業大学

井手上　敬1)
伊藤　伸英1)
大森　整2)
加藤　照子2)
根本　昭彦2)
松澤　隆3)
長谷川　勇治

電解還元水を用いたELID研削－第2
報：成分を調整した電解還元水の利用

2010度精密工学会秋季大会, F35 (2010.9) 1)茨城大学
2)理化学研究所
3)池上金型工業

伊藤　伸英1)
加藤　照子2)
根本　昭彦2)
大森　整2)
長谷川　勇治
松澤　隆3)

植物カーボン由来の環境調和型ELID
研削加工砥石の開発

2010度精密工学会秋季大会, F39 (2010.9) 1)茨城大学
2)理化学研究所
3)池上金型工業

長谷川　勇治
伊藤　伸英1)
大森　整2)
加藤　照子2)
松澤　隆3)
根本　昭彦4)

ELID研削用ポーラス樹脂砥石による
ELID研削加工特性

2010度精密工学会秋季大会, F40 (2010.9) 1)茨城大学
2)理化学研究所
3)池上金型工業
4)日本工業大学

田辺　隆也
中岡　鑑一郎
押久保　武
平澤　順治
長谷川　勇治

高専ロボットコンテストへの取り組み 砥粒加工学会誌, 54(6), p.343-346 (2010.6)
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特性

2010年度精密工学会春季大会, D14
(2010.3)
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伊藤　伸英2)
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伊藤　伸英1)
金澤　雄史1)
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佐藤　運海5)
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発表機関・出版社等
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論文・著書名氏  名

備  考
発表機関・出版社等
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論文・著書名氏  名

西野　彰馬1)
長谷川　勇治
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小島　浩樹1)
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1)平成21年度電子制
御工学科5年生
2)茨城大学
3)理化学研究所
4)池上金型工業
5)日本工業大学

長谷川　勇治
伊藤　伸英1)
大森　整2)
加藤　照子2)
根本　昭彦3)

マイクロバブルを用いた導電性ラバー
砥石による加工システムの開発
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伊藤　伸英1)
大森　整2)
加藤　照子2)
松澤　隆3)
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ELID研削用ポーラス樹脂砥石による
ELID研削加工特性
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長谷川　勇治
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鈴木　恵介1)
田辺　隆也

光ディスク再生信号の歪特性の評価 第17回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会PA13　p.79　(2009.11)

1)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生

T.Tanabe
M.Kurosawa1)

A SNR IMPROVEMENT FOR
MICROHOLOGRAPHIC STORAGE
USING ANNULUS READOUT SYSTEM

IWHM&D2009, pp.17-18(2009.12) 1)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生

田辺　隆也
秋山　裕信1)
吉田　将大2)
福田　光男3)

高照度なLED発光装置の製作と特性評
価

第11回高エネ研メカ・ワークショップ　CM10-
P01　(2010.4)

1)専攻科2年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生
3)豊橋技科大

田辺　隆也
中岡　鑑一郎
押久保　武
平澤　順治
長谷川　勇治

高専ロボットコンテストへの取り組み 砥粒加工学会誌　５４、　No.6、ｐｐ343-346
（2010.6）

滝沢　京介1)
吉田　将大2)
田辺　隆也
福田　光男3)

緑光色が植物生長に及ぼす影響の分
析と発光装置の改良

高専連携教育研究プロジェクト成果報告会
（2010.8）

1)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生
3)豊橋技術科学大学

大橋　幸一郎1)
五位渕　幸大2)
滝沢　京介2)
宮下　美晴
田辺　隆也
福田　光男3)

カーネーションの花柱に緑色光が及ぼ
す影響の分析

日本生物環境工学会2010年京都大会　P23
（2010.9)

1)専攻科1年生
2)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生
3)豊橋技科大

田辺　隆也
秋山　裕信1)
吉田　将大2)
福田　光男3)

アルミ基板を使用したLED照明の設計と
製作

日本生物環境工学会2010年京都大会　P46
（2010.9)

1)専攻科2年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生
3)豊橋技科大

T.Tanabe
H.Igawa1)
K.Suzuki2)
T.Ansai

Simple Readout Channel Model of
Super-RENS Disk System

International Symposium on Optical Memory
2010、Tu-H-19（2010.10）

1)専攻科2年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生

T.Wakamatsu Characteristics of Metal Enhanced-
Evanescent Wave Microcavities

Sensors (Open Access Journal), Vol. 10,
Special Issue "Optical Resonant
Microsensors"
(2010.9) pp.8751-8760

安細　勉
村田　和英
小飼　敬
大坪　友信
土川　洋史
山田　真

茨城高専における教育用電子計算機
演習室の更新について

高等専門学校情報処理教育研究発表会論
文集第３０号(2010.8)

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

菊地　貴允1)
関口　直俊

FIT制度を導入した太陽水素エネル
ギーシステムの評価

平成21年度電気学会東京支所茨城支所研
究発表会講演予稿集，PC02　(2009.11)

1)平成21年度専攻科1
年生

高安　基大1)
成　慶珉

FPGAによるマトリックスコンバータの転
流方式の実現

平成２２年度電気学会産業応用部門大会，
Y-８，（2010年8月)

1)平成22年度専攻科1
年生

沼田　諒平1)
成　慶珉

昇圧－反転形DC-DCコンバータの一
方式

平成２２年度電気学会産業応用部門大会，
Y-１３，（2010年8月)

1)平成22年度専攻科1
年生

野口　裕太1)
成　慶珉

絶縁形と非絶縁形昇圧DC－DCコン
バータの比較検討

平成２２年度電気学会産業応用部門大会，
Y-１４，（2010年8月)

1)平成22年度専攻科1
年生

K.Sung
H.Akiyama
K.Takao
T.Kanai
Y.Tanaka
H.Ohashi

Switching Characteristic of Si-IEGTs
and SiC-PiN Diodes Pair Connected in
Series

The 2010 International Power Electronics
Conference -ECCE ASIA- June 21-24,
2010, 22P2-22

T.Kanai
K.Takao
T.Shinohe
Y.Tanaka
H.Yamaguchi
H.Ohashi
H.Akiyama
K.Sung
K.Wada

3-Level Power Converter with High-
Voltage Hybrid Pairs of SiC-PiN diode
and IEGT

The 2010 International Power Electronics
Conference -ECCE ASIA- June 21-24,
2010,24H3-4

K.Takao
T.Shinohe
Y.Tanaka
H.Ohashi
K.Sung
K.Wada
T.Kanai

High-frequency switching high-power
converter with SiC-PiN diodes and Si-
IEGTs

Energy Conversion Congress and Exposition
(ECCE), 2010 IEEE
Publication Year: 2010 , Page(s): 4558 -
4563

Y.Tanaka
H.Ohashi
K.Sung
K.Takao
K.Wada
T.Kanai

Development of 6kV-class SiC-PiN
diodes for high-voltage power inverter

Power Semiconductor Devices & IC's
(ISPSD), 2010 22nd International Symposium
on
Publication Year: 2010 , Page(s): 213 - 216

IEEE Conferences

K.Takao
Y.Tanaka
K.Sung
K.Wada
T.Shinohe
T.Kanai
H.Ohashi

3-Level power converter with high-
voltage SiC-PiN diode and hard-gate-
driving of IEGT for future high-voltage
power conversion systems

Applied Power Electronics Conference and
Exposition (APEC), 2010 Twenty-Fifth
Annual IEEE

Publication Year: 2010 , Page(s): 1101 -
1107

IEEE Conferences
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鈴木　恵介1)
田辺　隆也

光ディスク再生信号の歪特性の評価 第17回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会PA13　p.79　(2009.11)

1)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生

T.Tanabe
M.Kurosawa1)

A SNR IMPROVEMENT FOR
MICROHOLOGRAPHIC STORAGE
USING ANNULUS READOUT SYSTEM

IWHM&D2009, pp.17-18(2009.12) 1)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生

田辺　隆也
秋山　裕信1)
吉田　将大2)
福田　光男3)

高照度なLED発光装置の製作と特性評
価

第11回高エネ研メカ・ワークショップ　CM10-
P01　(2010.4)

1)専攻科2年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生
3)豊橋技科大

田辺　隆也
中岡　鑑一郎
押久保　武
平澤　順治
長谷川　勇治

高専ロボットコンテストへの取り組み 砥粒加工学会誌　５４、　No.6、ｐｐ343-346
（2010.6）

滝沢　京介1)
吉田　将大2)
田辺　隆也
福田　光男3)

緑光色が植物生長に及ぼす影響の分
析と発光装置の改良

高専連携教育研究プロジェクト成果報告会
（2010.8）

1)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生
3)豊橋技術科学大学

大橋　幸一郎1)
五位渕　幸大2)
滝沢　京介2)
宮下　美晴
田辺　隆也
福田　光男3)

カーネーションの花柱に緑色光が及ぼ
す影響の分析

日本生物環境工学会2010年京都大会　P23
（2010.9)

1)専攻科1年生
2)電気電子ｼｽﾃﾑ工学
科5年生
3)豊橋技科大

田辺　隆也
秋山　裕信1)
吉田　将大2)
福田　光男3)

アルミ基板を使用したLED照明の設計と
製作

日本生物環境工学会2010年京都大会　P46
（2010.9)

1)専攻科2年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生
3)豊橋技科大

T.Tanabe
H.Igawa1)
K.Suzuki2)
T.Ansai

Simple Readout Channel Model of
Super-RENS Disk System

International Symposium on Optical Memory
2010、Tu-H-19（2010.10）

1)専攻科2年生
2)H21年度電気電子ｼ
ｽﾃﾑ工学科卒業生

T.Wakamatsu Characteristics of Metal Enhanced-
Evanescent Wave Microcavities

Sensors (Open Access Journal), Vol. 10,
Special Issue "Optical Resonant
Microsensors"
(2010.9) pp.8751-8760

安細　勉
村田　和英
小飼　敬
大坪　友信
土川　洋史
山田　真

茨城高専における教育用電子計算機
演習室の更新について

高等専門学校情報処理教育研究発表会論
文集第３０号(2010.8)

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

菊地　貴允1)
関口　直俊

FIT制度を導入した太陽水素エネル
ギーシステムの評価

平成21年度電気学会東京支所茨城支所研
究発表会講演予稿集，PC02　(2009.11)

1)平成21年度専攻科1
年生

高安　基大1)
成　慶珉

FPGAによるマトリックスコンバータの転
流方式の実現

平成２２年度電気学会産業応用部門大会，
Y-８，（2010年8月)

1)平成22年度専攻科1
年生

沼田　諒平1)
成　慶珉

昇圧－反転形DC-DCコンバータの一
方式

平成２２年度電気学会産業応用部門大会，
Y-１３，（2010年8月)

1)平成22年度専攻科1
年生

野口　裕太1)
成　慶珉

絶縁形と非絶縁形昇圧DC－DCコン
バータの比較検討

平成２２年度電気学会産業応用部門大会，
Y-１４，（2010年8月)

1)平成22年度専攻科1
年生

K.Sung
H.Akiyama
K.Takao
T.Kanai
Y.Tanaka
H.Ohashi

Switching Characteristic of Si-IEGTs
and SiC-PiN Diodes Pair Connected in
Series

The 2010 International Power Electronics
Conference -ECCE ASIA- June 21-24,
2010, 22P2-22

T.Kanai
K.Takao
T.Shinohe
Y.Tanaka
H.Yamaguchi
H.Ohashi
H.Akiyama
K.Sung
K.Wada

3-Level Power Converter with High-
Voltage Hybrid Pairs of SiC-PiN diode
and IEGT

The 2010 International Power Electronics
Conference -ECCE ASIA- June 21-24,
2010,24H3-4

K.Takao
T.Shinohe
Y.Tanaka
H.Ohashi
K.Sung
K.Wada
T.Kanai

High-frequency switching high-power
converter with SiC-PiN diodes and Si-
IEGTs

Energy Conversion Congress and Exposition
(ECCE), 2010 IEEE
Publication Year: 2010 , Page(s): 4558 -
4563

Y.Tanaka
H.Ohashi
K.Sung
K.Takao
K.Wada
T.Kanai

Development of 6kV-class SiC-PiN
diodes for high-voltage power inverter

Power Semiconductor Devices & IC's
(ISPSD), 2010 22nd International Symposium
on
Publication Year: 2010 , Page(s): 213 - 216

IEEE Conferences

K.Takao
Y.Tanaka
K.Sung
K.Wada
T.Shinohe
T.Kanai
H.Ohashi

3-Level power converter with high-
voltage SiC-PiN diode and hard-gate-
driving of IEGT for future high-voltage
power conversion systems

Applied Power Electronics Conference and
Exposition (APEC), 2010 Twenty-Fifth
Annual IEEE

Publication Year: 2010 , Page(s): 1101 -
1107

IEEE Conferences
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備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

釜我　昌武
成　慶珉
佐藤　之彦
大橋　弘通

フライングキャパシタマルチレベル電力
変換器のゲートフローティング電源供給
方式

電気学会論文誌Ｄ（産業応用部門誌）,
Vol. 130（2010） No. 7 pp.933-934

丸山　智章
林　豊彦1)
加藤　一誠2)

咬合器シミュレータの機能印象を用いた
自動調整

顎機能誌, 16(2), pp.93-101 (2010.3) 1)新潟大学
2)日本補綴歯科学会

丸山　智章 顎運動の測定と解析 顎口腔機能の評価，顎口腔機能学会，pp.1-
8 (2010.3)

高安　基大1)
丸山　智章
若松　孝

水晶振動子発振法によるアルコールの
センシング

第１７回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会講演予稿集，p.81 (2009.11)

1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年生

前田　望1)
坂口　究1)
丸山　智章
横山　敦郎1)

全身姿勢の変化が身体重心動揺，頭
位，頭頸部筋筋活動，咬合に及ぼす影
響

日本顎口腔機能学会第43回学術大会プログ
ラム・事前抄録集，pp.35-36 (2009.11)

1)北海道大学

高安　基大1)
青木　克仁2)
丸山　智章
若松　孝

QCM法によるアルコールセンシング 第１５回高専シンポジウムinいわき 講演要旨
集，p.103 (2010.1)

1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年生
2)平成21年度専攻科2
年生

丸山　智章
佐藤　匠1)
林　豊彦2)
加藤　一誠3)

歯科CADにおける歯牙滑走運動シミュ
レータのPSOを用いた最適化法

信学技報, 109(460), MBE2009-127,
pp.145-148 (2010.3)

1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年生
2)新潟大学
3)日本補綴歯科学会

高橋　舟平1)
村田　和英

MPIを用いた並列分散処理型システム
の開発

第17回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会講演予稿集 p.35 (2009.11)

1)平成21年度専攻科2
年生

八島　亮平1)
村田　和英

アレイコンピュータに用いられるプロセッ
サ間接続ネットワークの性能評価シミュ
レータの開発

第17回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会講演予稿集 p.36 (2009.11)

1)平成21年度専攻科2
年生

安細　勉
小飼　敬
大坪　友信
山田　真
土川　洋史
村田　和英

茨城高専における教育用電子計算機
演習室の更新について

高等専門学校　情報処理教育研究発表会講
演論文集　第30号 p.291 (2010.8)

山口　一弘
林　永子1)
弥生　宗男
井上　光輝2)

コバルトを添加した酸化チタン薄膜の作
製とその磁気特性

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.71-74（2010.3）

1)専攻科修了生
2)豊橋技術科学大学

滝沢　陽三
小飼　敬
山田　真

ディスクレスによるプログラミング演習室
システムの構築

高等専門学校情報処理教育研究発表会講
演論文集,第30号(2010.8).

菊池　大輔1)
小飼　敬
滝沢　陽三

YAMLを用いたJavaプログラムコードのリ
ファクタリングの提案

第9回情報科学技術フォーラム（FIT2010）,
B-013, pp.291 – 292（2010.9）

1)平成22年度専攻科
情報工学ｺｰｽ2年生

滝沢　陽三
小飼　敬
山田　真

ディスクレスによるプログラミング演習室
システムの開発

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.75-78（2010.3）

小飼　敬
上田　賀一1)
大久保　訓2)
高橋　勇喜2)
中野　利彦2)

Alloyを利用した情報制御システム記述
言語の仕様検証の実用化

ソフトウェア工学の基礎 XVI 日本ソフトウェア
科学会FOSE 2009, 近代科学社, pp.259 -
266 (2009.11)

1)茨城大学
2)株式会社日立製作
所

村上　祥平1)
小飼　敬
上田　賀一2)

図式モデルのための形式仕様記述へ
の変換方法と支援ツールの開発

ソフトウェアエンジニアリング最前線2010, 近
代科学社, p.143 - 148 (2010.9)

1)株式会社日立ｱﾄﾞﾊﾞﾝ
ｽﾄﾃﾞｼﾞﾀﾙ
2)茨城大学

柳　翔太1)
小飼　敬
上田　賀一1)
大久保　訓2)
高橋　勇喜2)
中野　利彦2)

情報制御システム記述モデルの検証用
記述への変換と効率的検証

日本ソフトウェア科学会第27回大会, 7C-1
(2010.9)

1)茨城大学
2)株式会社日立製作
所

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名
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発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

釜我　昌武
成　慶珉
佐藤　之彦
大橋　弘通

フライングキャパシタマルチレベル電力
変換器のゲートフローティング電源供給
方式

電気学会論文誌Ｄ（産業応用部門誌）,
Vol. 130（2010） No. 7 pp.933-934

丸山　智章
林　豊彦1)
加藤　一誠2)

咬合器シミュレータの機能印象を用いた
自動調整

顎機能誌, 16(2), pp.93-101 (2010.3) 1)新潟大学
2)日本補綴歯科学会

丸山　智章 顎運動の測定と解析 顎口腔機能の評価，顎口腔機能学会，pp.1-
8 (2010.3)

高安　基大1)
丸山　智章
若松　孝

水晶振動子発振法によるアルコールの
センシング

第１７回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会講演予稿集，p.81 (2009.11)

1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年生

前田　望1)
坂口　究1)
丸山　智章
横山　敦郎1)

全身姿勢の変化が身体重心動揺，頭
位，頭頸部筋筋活動，咬合に及ぼす影
響

日本顎口腔機能学会第43回学術大会プログ
ラム・事前抄録集，pp.35-36 (2009.11)

1)北海道大学

高安　基大1)
青木　克仁2)
丸山　智章
若松　孝

QCM法によるアルコールセンシング 第１５回高専シンポジウムinいわき 講演要旨
集，p.103 (2010.1)

1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年生
2)平成21年度専攻科2
年生

丸山　智章
佐藤　匠1)
林　豊彦2)
加藤　一誠3)

歯科CADにおける歯牙滑走運動シミュ
レータのPSOを用いた最適化法

信学技報, 109(460), MBE2009-127,
pp.145-148 (2010.3)

1)平成21年度電気電
子ｼｽﾃﾑ工学科5年生
2)新潟大学
3)日本補綴歯科学会

高橋　舟平1)
村田　和英

MPIを用いた並列分散処理型システム
の開発

第17回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会講演予稿集 p.35 (2009.11)

1)平成21年度専攻科2
年生

八島　亮平1)
村田　和英

アレイコンピュータに用いられるプロセッ
サ間接続ネットワークの性能評価シミュ
レータの開発

第17回電気学会東京支部茨城支所研究発
表会講演予稿集 p.36 (2009.11)

1)平成21年度専攻科2
年生

安細　勉
小飼　敬
大坪　友信
山田　真
土川　洋史
村田　和英

茨城高専における教育用電子計算機
演習室の更新について

高等専門学校　情報処理教育研究発表会講
演論文集　第30号 p.291 (2010.8)

山口　一弘
林　永子1)
弥生　宗男
井上　光輝2)

コバルトを添加した酸化チタン薄膜の作
製とその磁気特性

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.71-74（2010.3）

1)専攻科修了生
2)豊橋技術科学大学

滝沢　陽三
小飼　敬
山田　真

ディスクレスによるプログラミング演習室
システムの構築

高等専門学校情報処理教育研究発表会講
演論文集,第30号(2010.8).

菊池　大輔1)
小飼　敬
滝沢　陽三

YAMLを用いたJavaプログラムコードのリ
ファクタリングの提案

第9回情報科学技術フォーラム（FIT2010）,
B-013, pp.291 – 292（2010.9）

1)平成22年度専攻科
情報工学ｺｰｽ2年生

滝沢　陽三
小飼　敬
山田　真

ディスクレスによるプログラミング演習室
システムの開発

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.75-78（2010.3）

小飼　敬
上田　賀一1)
大久保　訓2)
高橋　勇喜2)
中野　利彦2)

Alloyを利用した情報制御システム記述
言語の仕様検証の実用化

ソフトウェア工学の基礎 XVI 日本ソフトウェア
科学会FOSE 2009, 近代科学社, pp.259 -
266 (2009.11)

1)茨城大学
2)株式会社日立製作
所

村上　祥平1)
小飼　敬
上田　賀一2)

図式モデルのための形式仕様記述へ
の変換方法と支援ツールの開発

ソフトウェアエンジニアリング最前線2010, 近
代科学社, p.143 - 148 (2010.9)

1)株式会社日立ｱﾄﾞﾊﾞﾝ
ｽﾄﾃﾞｼﾞﾀﾙ
2)茨城大学

柳　翔太1)
小飼　敬
上田　賀一1)
大久保　訓2)
高橋　勇喜2)
中野　利彦2)

情報制御システム記述モデルの検証用
記述への変換と効率的検証

日本ソフトウェア科学会第27回大会, 7C-1
(2010.9)

1)茨城大学
2)株式会社日立製作
所

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
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発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

K.Yayoi
K.Tobinaga1)
Y.Kaneko1)
J.Kim1)
A.Baryshev1)
M.Inoue1)

Fabrication of magneto-optical
waveguide integrated into anodized
porous alumina

2009 MRS Fall Meeting, KK 11.51 (2009.12) 1)豊橋技術科学大学

K.Yayoi
K.Tobinaga1)
Y.Kaneko1)
J.Kim1)
A.Baryshev1)
M.Inoue1)

Fabrication of two-dimensional
magneto-optical waveguide integrated
into anodized porous alumina

The 11th JOINT MMM–INTERMAG
CONFERENCE, BU-05 (2010.1)

1)豊橋技術科学大学

弥生　宗男
飛永　和真1)
金子　裕介1)
A.V.Baryshev1)
井上　光輝1)

有限要素法を用いた２次元磁性フォト
ニック結晶ベース光導波路サーキュ
レータの特性解析と構造設計

電気学会マグネティックス研究会資料，
MAG-10-080 (2010.8)

1)豊橋技術科学大学

弥生　宗男
飛永　和真1)
金子　裕介1)
A.V.Baryshev1)
井上　光輝1)

２次元磁性フォトニック結晶を用いた光
導波路サーキュレータの基礎特性シミュ
レーション

第34回日本磁気学会学術講演会概要集，
p.309 (2010.9)

1)豊橋技術科学大学

小澤　和幸
貴志　礼文
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

コバルト(II)酸素錯体の合成と反応性 第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.73 (2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小澤　和幸
貴志　礼文
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

ニッケル(II)チオフェノラト錯体の合成と
分子状酸素との反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.74 (2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松崎　佑介
千葉　洋祐
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガン(II)チオアセタト錯体の合成と酸
素活性化反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.75(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松崎　佑介
千葉　洋祐
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガン(II)チオフェノラト錯体の合成と
酸素分子との反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.76(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

江口　裕
市塚　知宏
大久保　俊克
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

セミキノナト構造を有するコバルト錯体
の合成と性質

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.77(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

安部　慎一郎
小松﨑　秀人
蝦名　不二夫

バナジル(IV)ポルフィリン錯体の簡便・
高収率な合成法の確立（２）

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.85(2009. 11)

小松﨑　秀人
三木　奈保美
塩田　明彦
高野　与一
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガンセミキノナト錯体を用いた酸素
錯体の合成

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.87(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

高野　与一
三木　奈保美
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガンカテコラト錯体の合成と有機基
質への酸化触媒能

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.6(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）
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発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
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K.Yayoi
K.Tobinaga1)
Y.Kaneko1)
J.Kim1)
A.Baryshev1)
M.Inoue1)

Fabrication of magneto-optical
waveguide integrated into anodized
porous alumina

2009 MRS Fall Meeting, KK 11.51 (2009.12) 1)豊橋技術科学大学

K.Yayoi
K.Tobinaga1)
Y.Kaneko1)
J.Kim1)
A.Baryshev1)
M.Inoue1)

Fabrication of two-dimensional
magneto-optical waveguide integrated
into anodized porous alumina

The 11th JOINT MMM–INTERMAG
CONFERENCE, BU-05 (2010.1)

1)豊橋技術科学大学

弥生　宗男
飛永　和真1)
金子　裕介1)
A.V.Baryshev1)
井上　光輝1)

有限要素法を用いた２次元磁性フォト
ニック結晶ベース光導波路サーキュ
レータの特性解析と構造設計

電気学会マグネティックス研究会資料，
MAG-10-080 (2010.8)

1)豊橋技術科学大学

弥生　宗男
飛永　和真1)
金子　裕介1)
A.V.Baryshev1)
井上　光輝1)

２次元磁性フォトニック結晶を用いた光
導波路サーキュレータの基礎特性シミュ
レーション

第34回日本磁気学会学術講演会概要集，
p.309 (2010.9)

1)豊橋技術科学大学

小澤　和幸
貴志　礼文
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

コバルト(II)酸素錯体の合成と反応性 第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.73 (2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小澤　和幸
貴志　礼文
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

ニッケル(II)チオフェノラト錯体の合成と
分子状酸素との反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.74 (2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松崎　佑介
千葉　洋祐
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガン(II)チオアセタト錯体の合成と酸
素活性化反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.75(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松崎　佑介
千葉　洋祐
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガン(II)チオフェノラト錯体の合成と
酸素分子との反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.76(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

江口　裕
市塚　知宏
大久保　俊克
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

セミキノナト構造を有するコバルト錯体
の合成と性質

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.77(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

安部　慎一郎
小松﨑　秀人
蝦名　不二夫

バナジル(IV)ポルフィリン錯体の簡便・
高収率な合成法の確立（２）

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.85(2009. 11)

小松﨑　秀人
三木　奈保美
塩田　明彦
高野　与一
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガンセミキノナト錯体を用いた酸素
錯体の合成

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.87(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

高野　与一
三木　奈保美
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガンカテコラト錯体の合成と有機基
質への酸化触媒能

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.6(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

教員事績 （平成２１年１０月～平成２２年９月）
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発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
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高野　与一
西連地　雅樹
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マグネシウム(II)、亜鉛(II)セミキノナト錯
体による酸素活性化と有機基質の酸化
反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.7(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小澤　和幸
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

ニッケル(II)チオラト錯体と酸素分子との
反応における分光学的解析

第6回茨城地区分析技術交流会要旨集,
p.44 (2009. 12)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

高野　与一
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガンカテコラト錯体の分光学的性質 第6回茨城地区分析技術交流会要旨集,
p.445(2009. 12)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松崎　佑介
千葉　洋祐
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガン(II)チオアセタト錯体の分光学
的性質

第6回茨城地区分析技術交流会要旨集,
p.46 (2009. 12)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松﨑　秀人
塩田　明彦
三木　奈保美
高野　与一
蝦名　不二夫
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

トリスピラゾリルボレート配位子を有する
マンガンセミキノナト錯体の合成と反応
性

第15回高専シンポジウム講演要旨集（いわき
大会）, p.66 (2010. 1)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

蝦名　不二夫
安部　慎一郎
小松﨑　秀人
佐藤　稔
滑川　真人
石田　明寛

テトラフェニルポルフィリン誘導体のバナ
ジル(Ⅳ)錯体の簡便・高収率な合成法
の開拓

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.79-88（2010.3）

高野　与一
三木　奈保美
小松﨑　秀人
佐藤　稔
穐田　宗隆1)
引地　史郎2)

マンガンカテコラト類縁錯体の合成と酸
素分子活性化

日本化学会第4回関東支部大会講演予稿集,
p.145 (2010. 9)

1)東工大資源研
2)神奈川大学工学部

江口　裕
貴志　礼文
小澤　和幸
小松﨑　秀人
佐藤　稔
蝦名　不二夫
穐田　宗隆1)
引地　史郎2)

コバルト(II)酸素錯体の合成と反応性 日本化学会第4回関東支部大会講演予稿集,
p.145 (2010. 9)

1)東工大資源研
2)神奈川大学工学部

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

小澤　和幸
貴志　礼文
江口　裕
小松﨑　秀人
佐藤　稔
穐田　宗隆1)
引地　史郎2)

ジヒドロキシベンゼンを配位子としたコバ
ルト(II)、ニッケル(II)錯体の合成と性質

日本化学会第4回関東支部大会講演予稿集,
p.145 (2010. 9)

1)東工大資源研
2)神奈川大学工学部

蝦名　不二夫
小松﨑　秀人
佐藤　稔
宮下　美晴
奥村　晴美

テトラフェニルポルフィリン誘導体のバナ
ジル(IV)錯体の簡便・高収率な合成法
の開拓

第20回日本化学会関東支部大会講演予稿
集, p.151 (2010. 9)

和田　由加子
鈴木　康司

Pseudomonas　putida 　由来オキサロ酢
酸デカルボキシラーゼ遺伝子のクロー
ニング

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p30 (2010. 11)

鈴木　康司
小堀　奈々

Pseudomonas　putida　KT2440株由来リ
パーゼ遺伝子のクローニングと大腸菌
での発現

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.91-96（2010.3）

松原　智之1)
宮下　美晴
西尾　嘉之2)

フェニルカルバメート化キチン・キトサン
の合成と構造および置換度解析

高分子論文集，67巻, pp.135-142 (2010. 2) 1)農工大工
2)京大院農

N.Tan1)
H.Furukawa2)
Y.Miyashita
K.Horie1)
R.Yokota3)

High-Strength Gels: Network Structure
of Jungle-Gym Type Polyimide Gels
Studied with Scanning Microscopic
Light Scattering

Asian Pacific Conference for Materials and
Mechanics 2009 at Yokohama, Japan (2009.
11)

1)Tokyo University of
Agriculture and
Technology
2)Yamagata University
3)Institute of Space
and Astronautical
Science

小泉　雅子1)
本木　遥奈2)
宮下　美晴
山﨑　理絵3)
西尾　嘉之4)

コハク酸水素コレステロール／脂肪族ア
ミン系コンプレックスの液晶形成挙動

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.14 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科1
年生
2)平成20年度卒業生
3)長岡技科大工
4)京大院農

木村　仁亮1)
谷口　昭三

内脂中に主成分として含まれるオレイン
酸酸化の検討

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.64 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科1
年生

齊藤　洵也1)
谷口　昭三

精油による有害物質除去作用の検討 第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.63 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

谷口　昭三
須田　猛

香りと化学を結びつけた公開講座の取
り組み

日本化学会第89春季年会講演予稿集,3-
PB-22 (2010.3)

砂金　孝志
中村　隼人1)
大山　美香2)
村山　亨3)

酸化亜鉛及び酸化ジルコニウム針状結
晶の作製

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.80 (2009. 11)

1)平成20年度卒業生
2)平成19年度卒業生
3)平成21年度卒業生
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高野　与一
西連地　雅樹
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マグネシウム(II)、亜鉛(II)セミキノナト錯
体による酸素活性化と有機基質の酸化
反応

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p.7(2009. 11)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小澤　和幸
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

ニッケル(II)チオラト錯体と酸素分子との
反応における分光学的解析

第6回茨城地区分析技術交流会要旨集,
p.44 (2009. 12)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

高野　与一
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガンカテコラト錯体の分光学的性質 第6回茨城地区分析技術交流会要旨集,
p.445(2009. 12)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松崎　佑介
千葉　洋祐
小松﨑　秀人
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

マンガン(II)チオアセタト錯体の分光学
的性質

第6回茨城地区分析技術交流会要旨集,
p.46 (2009. 12)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

小松﨑　秀人
塩田　明彦
三木　奈保美
高野　与一
蝦名　不二夫
引地　史郎1)
穐田　宗隆2)

トリスピラゾリルボレート配位子を有する
マンガンセミキノナト錯体の合成と反応
性

第15回高専シンポジウム講演要旨集（いわき
大会）, p.66 (2010. 1)

1)神奈川大学工学部
2)東工大資源研

蝦名　不二夫
安部　慎一郎
小松﨑　秀人
佐藤　稔
滑川　真人
石田　明寛

テトラフェニルポルフィリン誘導体のバナ
ジル(Ⅳ)錯体の簡便・高収率な合成法
の開拓

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.79-88（2010.3）

高野　与一
三木　奈保美
小松﨑　秀人
佐藤　稔
穐田　宗隆1)
引地　史郎2)

マンガンカテコラト類縁錯体の合成と酸
素分子活性化

日本化学会第4回関東支部大会講演予稿集,
p.145 (2010. 9)

1)東工大資源研
2)神奈川大学工学部

江口　裕
貴志　礼文
小澤　和幸
小松﨑　秀人
佐藤　稔
蝦名　不二夫
穐田　宗隆1)
引地　史郎2)

コバルト(II)酸素錯体の合成と反応性 日本化学会第4回関東支部大会講演予稿集,
p.145 (2010. 9)

1)東工大資源研
2)神奈川大学工学部

備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

小澤　和幸
貴志　礼文
江口　裕
小松﨑　秀人
佐藤　稔
穐田　宗隆1)
引地　史郎2)

ジヒドロキシベンゼンを配位子としたコバ
ルト(II)、ニッケル(II)錯体の合成と性質

日本化学会第4回関東支部大会講演予稿集,
p.145 (2010. 9)

1)東工大資源研
2)神奈川大学工学部

蝦名　不二夫
小松﨑　秀人
佐藤　稔
宮下　美晴
奥村　晴美

テトラフェニルポルフィリン誘導体のバナ
ジル(IV)錯体の簡便・高収率な合成法
の開拓

第20回日本化学会関東支部大会講演予稿
集, p.151 (2010. 9)

和田　由加子
鈴木　康司

Pseudomonas　putida 　由来オキサロ酢
酸デカルボキシラーゼ遺伝子のクロー
ニング

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, p30 (2010. 11)

鈴木　康司
小堀　奈々

Pseudomonas　putida　KT2440株由来リ
パーゼ遺伝子のクローニングと大腸菌
での発現

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.91-96（2010.3）

松原　智之1)
宮下　美晴
西尾　嘉之2)

フェニルカルバメート化キチン・キトサン
の合成と構造および置換度解析

高分子論文集，67巻, pp.135-142 (2010. 2) 1)農工大工
2)京大院農

N.Tan1)
H.Furukawa2)
Y.Miyashita
K.Horie1)
R.Yokota3)

High-Strength Gels: Network Structure
of Jungle-Gym Type Polyimide Gels
Studied with Scanning Microscopic
Light Scattering

Asian Pacific Conference for Materials and
Mechanics 2009 at Yokohama, Japan (2009.
11)

1)Tokyo University of
Agriculture and
Technology
2)Yamagata University
3)Institute of Space
and Astronautical
Science

小泉　雅子1)
本木　遥奈2)
宮下　美晴
山﨑　理絵3)
西尾　嘉之4)

コハク酸水素コレステロール／脂肪族ア
ミン系コンプレックスの液晶形成挙動

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.14 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科1
年生
2)平成20年度卒業生
3)長岡技科大工
4)京大院農

木村　仁亮1)
谷口　昭三

内脂中に主成分として含まれるオレイン
酸酸化の検討

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.64 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科1
年生

齊藤　洵也1)
谷口　昭三

精油による有害物質除去作用の検討 第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.63 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

谷口　昭三
須田　猛

香りと化学を結びつけた公開講座の取
り組み

日本化学会第89春季年会講演予稿集,3-
PB-22 (2010.3)

砂金　孝志
中村　隼人1)
大山　美香2)
村山　亨3)

酸化亜鉛及び酸化ジルコニウム針状結
晶の作製

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.80 (2009. 11)

1)平成20年度卒業生
2)平成19年度卒業生
3)平成21年度卒業生
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備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

黒澤　悟史1)
砂金　孝志

二酸化チタン光触媒繊維の作製とその
性質

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.81 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

砂金　孝志
黒澤　悟史1)
藤　貴大2)
福田　和正2)
齋藤　有人2)

二酸化チタン光触媒繊維の作製とその
性質

第15回高専シンポジウム in いわき講演要旨
集，P.309 (2010.1)

1)平成21年度専攻科2
年生
2)平成21年度卒業生

砂金　孝志
黒澤　悟史1)

二酸化チタン光触媒繊維の作製とその
性質

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
ｐｐ.87-90（2010.3）
(光触媒技術情報No65p.349-352(2010.6))

1)平成21年度専攻科2
年生

グスマン　ルイス
酒寄　貴文1)

大型単結晶の高速成長の検討 第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.26 (2009. 11)

1)平成2１年度卒業生

川上　優1)
名越　敏昭2)
山形　信嗣

H-ZSM-5触媒によるブタノールーエタ
ノール系からのプロピレン合成

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.88 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科１
年生
2)平成20年度卒業生

川上　優1)
高橋　祐紀2)
山形　信嗣

H-ZSM-5触媒によるブタノールからの
プロピレン生成に対する金属イオンの添
加効果

第105回触媒討論会講演予稿集, 1P63
(2010.3)

1)平成21年度専攻科１
年生
2)平成21年度卒業生

田口　のり子1)
佐藤　稔

ジアザ化合物で架橋されたフタロシアニ
ン類のコバルト(II)錯体の磁気的性質

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.79 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

竹本　史織1)
佐藤　稔

ファイトレメディエーションの研究　～シ

ダ植物中におけるCu2+の存在形態～

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.89 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

佐藤　稔
大和田　創1)

VBAを用いた紫外・可視吸収スペクトル
の自動表示プログラムの開発

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.97-101（2010.3）

1)平成20年度物質工
学科卒業生

小林　孝行
辰巳　憲司1)
飯村　洋介1)

堆肥の水抽出有機物がPAHの微生物
分解に及ぼす影響

第25回日本腐植物質学会講演要旨集.p53-
54 （2009.11）

1)産総研環境管理

藪田　ひかる1)
福嶋　正巳2)
川㟢　幹生3)
田中　ふみ子4)
小林　孝行
辰巳　憲司4)

腐植化初期の腐植物質のフリーラジカ
ル濃度に関与する多様な極性基

第25回日本腐植物質学会講演要旨集.p57-
58 （2009.11）

1)阪大院理
2)北大工
3)埼玉県環境科学国
際ｾﾝﾀｰ
4)産総研環境管理

小林　孝行
神永　浩久1)
鈴木　康司

界面活性剤を用いたPAH汚染土壌のバ
イオレメディエーション手法の開発

第8回全国高専テクノフォーラム予稿集．p34
（2010.8）

1)平成21年度卒業生

専攻科特別研究題目一覧表（平成２１年度）

特　別　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

機��学コース

銅箔の疲労寿命に及ぼす負荷条件の影響 相　田　勇　気 押久保　　　武

SPS法を用いたELID研削用ポーラスメタルボンド砥石の開発 井　川　裕　太 長谷川　勇　治

ダブルプローブを用いたアフターグロー窒素プラズマの電子温度および
電子密度測定

石　井　直　紀 澁　澤　健　二

６脚歩行ロボットの歩行安定化の研究 加　藤　義　隆 寶　角　敬　一

ベビーカーにおける階段昇降機構の開発 川　又　基　木 平　澤　順　治

準安定オーステナイト系ステンレス鋼における変態誘起塑性の変形挙動と
力学的性質

郡　司　　　 光 冨　永　　　 学

脚部障害発生時の６脚歩行ロボットの歩行アルゴリズムの研究 田　山　宗　徳 寶　角　敬　一

ELID研削用ポーラス樹脂砥石の開発 長　田　雄　一 長谷川　勇　治

色素増感型太陽電池の製作および電極膜の熱物性測定 額　賀　晴　樹 根　本　栄　治

水平液滴接触法による界面張力の測定に関する研究 箭　内　健　彦 柴　田　裕　一

固体高分子形燃料電池の触媒分布最適化による発電性能向上に関する
研究

山　下　恭　平 根　本　栄　治

電気電子�学コース

可視ATR法による銅フタロシアニン薄膜の光学特性評価 青　木　克　仁 若　松　　　 孝

ビンパッキング問題の公開鍵暗号への応用 金　澤　　　 優 安　細　　　 勉

太陽電池アレイのI-Vカーブの補正および最大出力点の算出 砂　川　祐　人 関　口　直　俊

簡単な光学系による低周波微小振動の計測 林　　　 明　宏 若　松　　　 孝

情報�学コース

シラバス情報を活用した携帯情報端末による学習支援システムの開発 安　西　孝　仁 滝　沢　陽　三

学生支援を目的としたSNSの構築とユーザ間の交流の広がりの分析に
関する研究

井　上　賢　治 滝　沢　陽　三

最大クリーク問題を使用した公開鍵暗号系の開発 上　野　利　浩 安　細　　　 勉

教育のための管理機能およびCMSと連携したマルチメディア機能を
組み込んだSNSの開発

後　藤　　　 悠 滝　沢　陽　三

MPIを用いた分散処理型データ収集システムの開発と評価 髙　橋　舟　平 村　田　和　英

SPINによる検証支援ツールの開発 野　口　拓　也
滝　沢　陽　三

小　飼　　　 敬

VDMによる検証支援ツールの開発 藤　澤　一　博
滝　沢　陽　三

小　飼　　　 敬

アレイコンピュータに用いられるプロセス間接続ネットワークシミュレータ
の開発

八　島　亮　平 村　田　和　英

応用化学コース

テトラフェニルポルフィリン誘導体のバナジル(Ⅳ)錯体の簡便・高収率な
合成法の開拓

安　部　慎一郎 蝦　名　不二夫

光触媒繊維の作製とその性質 黒　澤　悟　史 砂　金　孝　志

トリスピラゾリルボレート配位子を有するマンガン(Ⅱ)チオアセタト錯体、
チオラト錯体の反応性

小松﨑　佑　介 小松崎　秀　人

精油の有害物質除去作用による室内環境の改善 齋　藤　洵　也 谷　口　昭　三

ジアザ化合物で架橋されたフタロシアニン類のCo(II)錯体の磁気的性質 田　口　のり子 佐　藤　　　 稔

ファイトレメディエーションの研究

～シダ植物中におけるCu
2+

の存在形態～
竹　本　史　織 佐　藤　　　 稔

136 茨城工業高等専門学校研究彙報 （第４６号）



備  考
発表機関・出版社等

巻、号 （年、 月）
論文・著書名氏  名

黒澤　悟史1)
砂金　孝志

二酸化チタン光触媒繊維の作製とその
性質

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.81 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

砂金　孝志
黒澤　悟史1)
藤　貴大2)
福田　和正2)
齋藤　有人2)

二酸化チタン光触媒繊維の作製とその
性質

第15回高専シンポジウム in いわき講演要旨
集，P.309 (2010.1)

1)平成21年度専攻科2
年生
2)平成21年度卒業生

砂金　孝志
黒澤　悟史1)

二酸化チタン光触媒繊維の作製とその
性質

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
ｐｐ.87-90（2010.3）
(光触媒技術情報No65p.349-352(2010.6))

1)平成21年度専攻科2
年生

グスマン　ルイス
酒寄　貴文1)

大型単結晶の高速成長の検討 第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.26 (2009. 11)

1)平成2１年度卒業生

川上　優1)
名越　敏昭2)
山形　信嗣

H-ZSM-5触媒によるブタノールーエタ
ノール系からのプロピレン合成

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.88 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科１
年生
2)平成20年度卒業生

川上　優1)
高橋　祐紀2)
山形　信嗣

H-ZSM-5触媒によるブタノールからの
プロピレン生成に対する金属イオンの添
加効果

第105回触媒討論会講演予稿集, 1P63
(2010.3)

1)平成21年度専攻科１
年生
2)平成21年度卒業生

田口　のり子1)
佐藤　稔

ジアザ化合物で架橋されたフタロシアニ
ン類のコバルト(II)錯体の磁気的性質

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.79 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

竹本　史織1)
佐藤　稔

ファイトレメディエーションの研究　～シ

ダ植物中におけるCu2+の存在形態～

第20回日本化学会関東支部茨城地区研究
交流会予稿集, P.89 (2009. 11)

1)平成21年度専攻科2
年生

佐藤　稔
大和田　創1)

VBAを用いた紫外・可視吸収スペクトル
の自動表示プログラムの開発

茨城工業高等専門学校研究彙報　第４５号
pp.97-101（2010.3）

1)平成20年度物質工
学科卒業生

小林　孝行
辰巳　憲司1)
飯村　洋介1)

堆肥の水抽出有機物がPAHの微生物
分解に及ぼす影響

第25回日本腐植物質学会講演要旨集.p53-
54 （2009.11）

1)産総研環境管理

藪田　ひかる1)
福嶋　正巳2)
川㟢　幹生3)
田中　ふみ子4)
小林　孝行
辰巳　憲司4)

腐植化初期の腐植物質のフリーラジカ
ル濃度に関与する多様な極性基

第25回日本腐植物質学会講演要旨集.p57-
58 （2009.11）

1)阪大院理
2)北大工
3)埼玉県環境科学国
際ｾﾝﾀｰ
4)産総研環境管理

小林　孝行
神永　浩久1)
鈴木　康司

界面活性剤を用いたPAH汚染土壌のバ
イオレメディエーション手法の開発

第8回全国高専テクノフォーラム予稿集．p34
（2010.8）

1)平成21年度卒業生

専攻科特別研究題目一覧表（平成２１年度）

特　別　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

機��学コース

銅箔の疲労寿命に及ぼす負荷条件の影響 相　田　勇　気 押久保　　　武

SPS法を用いたELID研削用ポーラスメタルボンド砥石の開発 井　川　裕　太 長谷川　勇　治

ダブルプローブを用いたアフターグロー窒素プラズマの電子温度および
電子密度測定

石　井　直　紀 澁　澤　健　二

６脚歩行ロボットの歩行安定化の研究 加　藤　義　隆 寶　角　敬　一

ベビーカーにおける階段昇降機構の開発 川　又　基　木 平　澤　順　治

準安定オーステナイト系ステンレス鋼における変態誘起塑性の変形挙動と
力学的性質

郡　司　　　 光 冨　永　　　 学

脚部障害発生時の６脚歩行ロボットの歩行アルゴリズムの研究 田　山　宗　徳 寶　角　敬　一

ELID研削用ポーラス樹脂砥石の開発 長　田　雄　一 長谷川　勇　治

色素増感型太陽電池の製作および電極膜の熱物性測定 額　賀　晴　樹 根　本　栄　治

水平液滴接触法による界面張力の測定に関する研究 箭　内　健　彦 柴　田　裕　一

固体高分子形燃料電池の触媒分布最適化による発電性能向上に関する
研究

山　下　恭　平 根　本　栄　治

電気電子�学コース

可視ATR法による銅フタロシアニン薄膜の光学特性評価 青　木　克　仁 若　松　　　 孝

ビンパッキング問題の公開鍵暗号への応用 金　澤　　　 優 安　細　　　 勉

太陽電池アレイのI-Vカーブの補正および最大出力点の算出 砂　川　祐　人 関　口　直　俊

簡単な光学系による低周波微小振動の計測 林　　　 明　宏 若　松　　　 孝

情報�学コース

シラバス情報を活用した携帯情報端末による学習支援システムの開発 安　西　孝　仁 滝　沢　陽　三

学生支援を目的としたSNSの構築とユーザ間の交流の広がりの分析に
関する研究

井　上　賢　治 滝　沢　陽　三

最大クリーク問題を使用した公開鍵暗号系の開発 上　野　利　浩 安　細　　　 勉

教育のための管理機能およびCMSと連携したマルチメディア機能を
組み込んだSNSの開発

後　藤　　　 悠 滝　沢　陽　三

MPIを用いた分散処理型データ収集システムの開発と評価 髙　橋　舟　平 村　田　和　英

SPINによる検証支援ツールの開発 野　口　拓　也
滝　沢　陽　三

小　飼　　　 敬

VDMによる検証支援ツールの開発 藤　澤　一　博
滝　沢　陽　三

小　飼　　　 敬

アレイコンピュータに用いられるプロセス間接続ネットワークシミュレータ
の開発

八　島　亮　平 村　田　和　英

応用化学コース

テトラフェニルポルフィリン誘導体のバナジル(Ⅳ)錯体の簡便・高収率な
合成法の開拓

安　部　慎一郎 蝦　名　不二夫

光触媒繊維の作製とその性質 黒　澤　悟　史 砂　金　孝　志

トリスピラゾリルボレート配位子を有するマンガン(Ⅱ)チオアセタト錯体、
チオラト錯体の反応性

小松﨑　佑　介 小松崎　秀　人

精油の有害物質除去作用による室内環境の改善 齋　藤　洵　也 谷　口　昭　三

ジアザ化合物で架橋されたフタロシアニン類のCo(II)錯体の磁気的性質 田　口　のり子 佐　藤　　　 稔

ファイトレメディエーションの研究

～シダ植物中におけるCu
2+

の存在形態～
竹　本　史　織 佐　藤　　　 稔
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卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

色素増感太陽電池における電解質溶液の研究 加　藤　大　樹 根　本　栄　治

高温酸化物超伝導体の合成・開発に関する研究
（多点温度プローブ法による主軸熱物性測定）

田　口　千　宏 根　本　栄　治

無重力場における金属の沸騰熱伝達に関する研究 斉　藤　智　大 根　本　栄　治

根　本　祐　哉

森　　　 敬　祐

くびれの伝播によって塑性変形したステンレス鋼の形状評価 森　　　 翔　平 冨　永　　　 学

オーステナイト系ステンレス鋼に生じたマルテンサイト変態の分析 佐々木　直　人 冨　永　　　 学

蒸気タービン制御系の動特性解明に関する研究 川　上　悠　里 小　堀　繁　治

燃焼実験装置のリンク機構を用いた改良 武　藤　　　 禅 小　堀　繁　治

内燃機関の燃焼室における境界層温度分布の測定 青　木　　　 翔 小　堀　繁　治

３Ｄ画像に関する装置開発/検討 田　山　大　輔 加　藤　文　武

光触媒材料の薄膜化に関する研究 木　村　太　一 加　藤　文　武

水陸両用ミニチュアホバークラフトの製作 野　口　大　樹 小　室　孝　文

熱気球の模型の製作 橋　本　卓　哉 小　室　孝　文

青　野　勇　輝

河　野　厚　徳

過共析鋼の三相焼入れ 山　本　航　平 谷　山　久　法

亜共析鋼の三相焼入れ 小　倉　崇　晃 谷　山　久　法

鋼の結晶粒に及ぼす熱処理温度の影響に関する基礎研究
－顕微鏡組織を利用したマイクロデバイスについて－

櫻　井　　　 駿 谷　山　久　法

ステンレス鋼の高温腐食 江　口　祥　平 谷　山　久　法

今　川　貴　恵

後　藤　真奈美

携帯用マグネシウムスロープの荷重試験及び開発 友　部　可　奈 押久保　　　武

赤外線応力測定法に関する研究 平　山　裕　修 押久保　　　武

教育用ＰＩＶシステムの開発 塚　田　太　郎 池　田　　　 耕

動画像による３次元形状計測手法の検討 山　田　和　也 池　田　　　 耕

偏向位相シフト法を用いた高精度ＰＩＶの開発 櫻　井　大　地 池　田　　　 耕

ステレオ位相シフトデジタルＨＰＩＶの開発 安　　　 正　博 池　田　　　 耕

マイクロ波放電窒素プラズマにおけるＮＯγバンドの放射特性 長谷川　直　幹 澁　澤　健　二

アフターグロー窒素プラズマの放射測定 小　泉　敦　裕 澁　澤　健　二

トリプルプローブによるアフターグロー窒素プラズマの電子温度測定 長　澤　康　裕 澁　澤　健　二

近赤外線領域におけるマイクロ波放電窒素プラズマの放射測定 宮　城　洋　平 澁　澤　健　二

ジェット洗浄に関する応用研究 冨　田　真　裕 柴　田　裕　一

過熱水蒸気を応用した食品加工の研究 高　野　潤　一 柴　田　裕　一

磁性流体の運動に関する研究 中　川　直　紀 柴　田　裕　一

マイクロカプセルの製造技術に関する研究 中　林　洋　輔 柴　田　裕　一

自己回避性を取り入れた膜モデルによる形態変化相転移の研究 畑　岡　進　也 鯉　渕　弘　資

環境調和型農作物洗浄装置の開発

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

光学顕微鏡による植物の原形質流動の観察

構造物の最適構造設計のための有限要素解析

冨　永　　　 学

押久保　　　武

小　室　孝　文

卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

梶　山　賢　吾

嶋　田　智　昭

相　田　　　 真

山　本　翔太郎

Web を利用した工学教育コンテンツの開発 千ヶ﨑　卓　巳 菊　池　　　 誠

感性に基づくギターサウンドの評価・設計に関する研究 山　﨑　将　仁 菊　池　　　 誠

三　原　翔　大

野　村　夏　樹

岩　上　裕　樹

大　場　隆　宏

テザー衛星のダイナミックモデルに関する一考察 木　村　康　裕 菊　池　　　 誠

飛行機の着陸時における経路角制御に関する研究 落　合　翔　太 菊　池　　　 誠

宮　田　　　 樹

髙　橋　将　太

自律移動ロボットの研究
－小型多脚式ロボットにおける適用－

板　橋　幸　久 平　澤　順　治

全方向移動ロボットのインターフェイスに関する研究
－実験用移動台車の設計・製作－

山　越　好　太 平　澤　順　治

CIP処理機の作製とナノ有機半導体薄膜改質への応用 枛木澤　　　亮 金　成　守　康

小　嶋　　　 司

野　村　亮　太

6脚歩行ロボットの歩容検討 大　坪　祐　季 寶　角　敬　一

自動車用給油自動化の検討 林　　　 勇　貴 寶　角　敬　一

作　間　裕　樹

野　上　裕　也

小　林　克　広

西　野　彰　馬

電解還元水を用いた精密研削システムの構築 小　島　浩　樹 長谷川　勇　治

小径管内探査ロボットの開発 佐　藤　風　毅 長谷川　勇　治

倒立振子のゆらぎの解析　 猿　田　祐　平 住　谷　正　夫

モーションキャプチャを用いた歩行姿勢変化の解析　 塩　野　圭　太 住　谷　正　夫

嘘による脳波変化の抽出 飯　塚　雅　明 住　谷　正　夫

マイコンを用いたゆらぎ発生装置の開発 近　藤　理　絵 住　谷　正　夫

ゆらぎ画像の作成　 鈴　木　慎　也 住　谷　正　夫

ネットワーク応用画像認識ロボットの開発 能　登　拓　也 飛　田　敏　光

免疫応用学習システムの検討 塩　谷　淳　史 飛　田　敏　光

アクチュエータのマイコン協調制御 阿久津　行　裕 飛　田　敏　光

地震管制用センサの開発 吉　村　広　夢 飛　田　敏　光

太陽電池・LED活用情報案内システムの検討 男　庭　正　規 飛　田　敏　光

振幅スペクトル差分法を用いた欠陥検出法の性能向上に関する検討 関　根　浩　史 荒　川　臣　司

位相スペクトル画像の特徴分析 古　谷　謙　尚 荒　川　臣　司

カラー印刷物の定量評価のための色抽出に関する検討 岡　田　悠太郎 荒　川　臣　司

長谷川　勇　治

菊　池　　　 誠

平　澤　順　治

金　成　守　康

寶　角　敬　一

マイクロバブル法を用いた精密研削システムの構築

小型２重反転回転翼機の自律飛行

CIP処理されたナノ有機半導体薄膜の曲げ強度

多関節指の試作研究

キープレフト走行するライントレースロボットの研究
－NXTを用いた試作車の開発－

ハーモニックバランス法に使用するフーリエ変換の効率化

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

テラヘルツ波帯ジャイロトロンのＰＬＬ安定化のための制御用電子回路設計

倒立振子における手動－自動制御系間の状態遷移に関する研究

堀　　　 利　浩

堀　　　 利　浩

菊　池　　　 誠
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卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

色素増感太陽電池における電解質溶液の研究 加　藤　大　樹 根　本　栄　治

高温酸化物超伝導体の合成・開発に関する研究
（多点温度プローブ法による主軸熱物性測定）

田　口　千　宏 根　本　栄　治

無重力場における金属の沸騰熱伝達に関する研究 斉　藤　智　大 根　本　栄　治

根　本　祐　哉

森　　　 敬　祐

くびれの伝播によって塑性変形したステンレス鋼の形状評価 森　　　 翔　平 冨　永　　　 学

オーステナイト系ステンレス鋼に生じたマルテンサイト変態の分析 佐々木　直　人 冨　永　　　 学

蒸気タービン制御系の動特性解明に関する研究 川　上　悠　里 小　堀　繁　治

燃焼実験装置のリンク機構を用いた改良 武　藤　　　 禅 小　堀　繁　治

内燃機関の燃焼室における境界層温度分布の測定 青　木　　　 翔 小　堀　繁　治

３Ｄ画像に関する装置開発/検討 田　山　大　輔 加　藤　文　武

光触媒材料の薄膜化に関する研究 木　村　太　一 加　藤　文　武

水陸両用ミニチュアホバークラフトの製作 野　口　大　樹 小　室　孝　文

熱気球の模型の製作 橋　本　卓　哉 小　室　孝　文

青　野　勇　輝

河　野　厚　徳

過共析鋼の三相焼入れ 山　本　航　平 谷　山　久　法

亜共析鋼の三相焼入れ 小　倉　崇　晃 谷　山　久　法

鋼の結晶粒に及ぼす熱処理温度の影響に関する基礎研究
－顕微鏡組織を利用したマイクロデバイスについて－

櫻　井　　　 駿 谷　山　久　法

ステンレス鋼の高温腐食 江　口　祥　平 谷　山　久　法

今　川　貴　恵

後　藤　真奈美

携帯用マグネシウムスロープの荷重試験及び開発 友　部　可　奈 押久保　　　武

赤外線応力測定法に関する研究 平　山　裕　修 押久保　　　武

教育用ＰＩＶシステムの開発 塚　田　太　郎 池　田　　　 耕

動画像による３次元形状計測手法の検討 山　田　和　也 池　田　　　 耕

偏向位相シフト法を用いた高精度ＰＩＶの開発 櫻　井　大　地 池　田　　　 耕

ステレオ位相シフトデジタルＨＰＩＶの開発 安　　　 正　博 池　田　　　 耕

マイクロ波放電窒素プラズマにおけるＮＯγバンドの放射特性 長谷川　直　幹 澁　澤　健　二

アフターグロー窒素プラズマの放射測定 小　泉　敦　裕 澁　澤　健　二

トリプルプローブによるアフターグロー窒素プラズマの電子温度測定 長　澤　康　裕 澁　澤　健　二

近赤外線領域におけるマイクロ波放電窒素プラズマの放射測定 宮　城　洋　平 澁　澤　健　二

ジェット洗浄に関する応用研究 冨　田　真　裕 柴　田　裕　一

過熱水蒸気を応用した食品加工の研究 高　野　潤　一 柴　田　裕　一

磁性流体の運動に関する研究 中　川　直　紀 柴　田　裕　一

マイクロカプセルの製造技術に関する研究 中　林　洋　輔 柴　田　裕　一

自己回避性を取り入れた膜モデルによる形態変化相転移の研究 畑　岡　進　也 鯉　渕　弘　資

環境調和型農作物洗浄装置の開発

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

光学顕微鏡による植物の原形質流動の観察

構造物の最適構造設計のための有限要素解析

冨　永　　　 学

押久保　　　武

小　室　孝　文

卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

梶　山　賢　吾

嶋　田　智　昭

相　田　　　 真

山　本　翔太郎

Web を利用した工学教育コンテンツの開発 千ヶ﨑　卓　巳 菊　池　　　 誠

感性に基づくギターサウンドの評価・設計に関する研究 山　﨑　将　仁 菊　池　　　 誠

三　原　翔　大

野　村　夏　樹

岩　上　裕　樹

大　場　隆　宏

テザー衛星のダイナミックモデルに関する一考察 木　村　康　裕 菊　池　　　 誠

飛行機の着陸時における経路角制御に関する研究 落　合　翔　太 菊　池　　　 誠

宮　田　　　 樹

髙　橋　将　太

自律移動ロボットの研究
－小型多脚式ロボットにおける適用－

板　橋　幸　久 平　澤　順　治

全方向移動ロボットのインターフェイスに関する研究
－実験用移動台車の設計・製作－

山　越　好　太 平　澤　順　治

CIP処理機の作製とナノ有機半導体薄膜改質への応用 枛木澤　　　亮 金　成　守　康

小　嶋　　　 司

野　村　亮　太

6脚歩行ロボットの歩容検討 大　坪　祐　季 寶　角　敬　一

自動車用給油自動化の検討 林　　　 勇　貴 寶　角　敬　一

作　間　裕　樹

野　上　裕　也

小　林　克　広

西　野　彰　馬

電解還元水を用いた精密研削システムの構築 小　島　浩　樹 長谷川　勇　治

小径管内探査ロボットの開発 佐　藤　風　毅 長谷川　勇　治

倒立振子のゆらぎの解析　 猿　田　祐　平 住　谷　正　夫

モーションキャプチャを用いた歩行姿勢変化の解析　 塩　野　圭　太 住　谷　正　夫

嘘による脳波変化の抽出 飯　塚　雅　明 住　谷　正　夫

マイコンを用いたゆらぎ発生装置の開発 近　藤　理　絵 住　谷　正　夫

ゆらぎ画像の作成　 鈴　木　慎　也 住　谷　正　夫

ネットワーク応用画像認識ロボットの開発 能　登　拓　也 飛　田　敏　光

免疫応用学習システムの検討 塩　谷　淳　史 飛　田　敏　光

アクチュエータのマイコン協調制御 阿久津　行　裕 飛　田　敏　光

地震管制用センサの開発 吉　村　広　夢 飛　田　敏　光

太陽電池・LED活用情報案内システムの検討 男　庭　正　規 飛　田　敏　光

振幅スペクトル差分法を用いた欠陥検出法の性能向上に関する検討 関　根　浩　史 荒　川　臣　司

位相スペクトル画像の特徴分析 古　谷　謙　尚 荒　川　臣　司

カラー印刷物の定量評価のための色抽出に関する検討 岡　田　悠太郎 荒　川　臣　司

長谷川　勇　治

菊　池　　　 誠

平　澤　順　治

金　成　守　康

寶　角　敬　一

マイクロバブル法を用いた精密研削システムの構築

小型２重反転回転翼機の自律飛行

CIP処理されたナノ有機半導体薄膜の曲げ強度

多関節指の試作研究

キープレフト走行するライントレースロボットの研究
－NXTを用いた試作車の開発－

ハーモニックバランス法に使用するフーリエ変換の効率化

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

テラヘルツ波帯ジャイロトロンのＰＬＬ安定化のための制御用電子回路設計

倒立振子における手動－自動制御系間の状態遷移に関する研究

堀　　　 利　浩

堀　　　 利　浩

菊　池　　　 誠
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卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

中　根　裕　介

鈴　木　康　太

間　宮　裕　貴

松　本　恭　明

菊　池　陽　平

川　又　千　博

渡　部　裕　大

小　平　航　大

草　彅　朗　飛

遺伝的アルゴリズムによる伝送線路フィルタの最適化設計 菊　地　祐　太 遠　藤　　　 勲

RC結合線路のモード分解による解析 二　瓶　孝　章 遠　藤　　　 勲

LED発光色が植物の生長特性に及ぼす影響の研究 吉　田　将　大 田　辺　隆　也

円形開口を用いたマイクロホログラム再生方法の特性解析 黒　澤　昌　弘 田　辺　隆　也

M系列符号を用いた光ディスク再生信号の評価 鈴　木　恵　介 田　辺　隆　也

歯のかみ合わせシミュレーションに用いる最適化法の検討 佐　藤　　　 匠 丸　山　智　章

モーションキャプチャ・システムを用いた身体に対する頭位の重心動揺測定 根　本　　　 良 丸　山　智　章

動的光散乱法を用いた微粒子解析プログラムの作成 山　越　康　平 若　松　　　 孝

水晶振動子発振法によるアルコールの測定 高　安　基　大 若　松　　　 孝

渡　邉　克　利

柳　田　賢　治

鈴　木　　　 孝

イサムッディン

後　藤　　　 圭

三　浦　一　喜

沼　田　諒　平

長谷川　泰　俊

野　口　裕　太

米　田　修　平

直流リンクコンデンサ容量による出力電圧高調波に関する研究 相　澤　優　太 成　　　 慶　珉

小型太陽電池I-V特性の分析 湯　田　基　樹 関　口　直　俊

風力発電システムの出力分析 野　内　雅　彦 関　口　直　俊

触媒量の変化による固体高分子型燃料電池の出力評価2 塚　原　　　 淳 関　口　直　俊

循環型コミュニケーションによる意見の相違の解消について 庄　司　勝　一 松　久　　　 隆

Communication Resolves Moral Hazard between Principal and Agents 谷　川　大　洋 松　久　　　 隆

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

若　松　　　 孝

頂点被覆問題を用いた公開鍵基盤の検討

平面拡張型ナップサック暗号に対する安全性に関する研究

無線LANを用いた人物位置探索システム

増容量電線とLC線材の併用による融雪効果と経済性

ニワトリ卵白リゾチームの結晶化

安　細　　　 勉

安　細　　　 勉

吉　成　偉　久

Cds-酸化物半導体二層構造を持つ微粒子の作製

酸化物ナノ微粒子の作製と物性

SiC-SITを用いたACスイッチに関する研究

非絶縁形昇圧電力変換回路の試作と検討 成　　　 慶　珉

長　野　眞　康

森　　　 龍　男

森　　　 龍　男

成　　　 慶　珉

卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

WebShellを活用したプログラミング学習システムの開発 橋　本　和　樹 滝　沢　陽　三

モチベーション向上を目的としたTODOリスト管理支援ツールの開発 柳　岡　新一郎 滝　沢　陽　三

メタ言語の考案とその実装 横　山　直　人 滝　沢　陽　三

石　垣　達　也

小　橋　正　実

田　代　信　介

唐　沢　駿　平

松　本　恭　平

メールソフトを活用した発信的英語力向上のための学習法 芥　　　 俊　枝 奥　山　慶　洋

ｅラーニング学習画面における選択肢スタイルが学習者に与える影響 篠　原　尚　人 奥　山　慶　洋

遠　藤　勇　真

久保田　剛　史

清　水　　　 亨

菊　池　啓　太

吉　井　一　清

馬　目　江里子

水　谷　有　里

岡　里　貴　大

藤　枝　　　 涼

作曲支援ソフトの開発 吉　田　広　大 村　田　和　英

学生サポートツールの製作 小　倉　将　揮 村　田　和　英

遺伝的アルゴリズムを用いた最短経路問題に関する研究 古　德　真　美 弘　畑　和　秀

ダイクストラ法を用いた最短経路問題に関する研究 大　高　美　香 弘　畑　和　秀

魔方陣の作成に関する研究 秋　山　幸　雄 弘　畑　和　秀

数独解を求めるプログラムの研究 薗　部　史　彦 弘　畑　和　秀

川渡り問題に関する研究 久　保　　　 匠 弘　畑　和　秀

領域分割による画像解析プログラムの作成と評価 櫻　井　勇　人 弘　畑　和　秀

タッチセンシング技術に関する研究 岡　田　海　渡 市　毛　勝　正

菅　原　透　仁

栁　林　直　人

骨伝導イヤホンの特性についての検討 髙　野　夏　樹 市　毛　勝　正

画像データからのテキスト音声合成についての検討 立　花　俊　之 市　毛　勝　正

原子炉シミュレータの試作 松　田　理　絵 松　澤　孝　男

透明電極ITOを用いたTi-Fe-Pb-Bi-O系薄膜キャパシタの形成 ｼｮｰ ｼｭｯｸ ｲｰ 山　口　一　弘

ELF磁界による生体モデル内の誘導電界の解析 水　嶋　千　遥 柴　田　尚　志

電磁波における電磁シールド効果の解析 藤　枝　正　樹 柴　田　尚　志

電磁界にある球状媒質内の誘導電流の解析 高　橋　康　之 柴　田　尚　志

大　橋　幸一郎

坂　本　光太郎

寺　門　　　 鑑

佐　藤　　　 怜

立　原　　　 亘

武　藤　弘　晃

市　毛　勝　正

小　飼　　　 敬

小　飼　　　 敬

杉　村　　　 康

杉　村　　　 康

村　田　和　英

村　田　和　英

一般家庭の電気使用におけるCO2排出量の削減に関する検討

1GeVの電子ストレージリングの設計について 四王天　正　臣

四王天　正　臣

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

バージョン管理におけるクラス差分閲覧システムの開発

Wikiを利用したクラス記述支援システムの開発

シェル回転競技のための最適推定手法の検討

シェル回転競技用擬似システムの検討

ラジオの設計・製作

増幅器の製作とその評価

音声合成における韻律情報についての検討
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卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

中　根　裕　介

鈴　木　康　太

間　宮　裕　貴

松　本　恭　明

菊　池　陽　平

川　又　千　博

渡　部　裕　大

小　平　航　大

草　彅　朗　飛

遺伝的アルゴリズムによる伝送線路フィルタの最適化設計 菊　地　祐　太 遠　藤　　　 勲

RC結合線路のモード分解による解析 二　瓶　孝　章 遠　藤　　　 勲

LED発光色が植物の生長特性に及ぼす影響の研究 吉　田　将　大 田　辺　隆　也

円形開口を用いたマイクロホログラム再生方法の特性解析 黒　澤　昌　弘 田　辺　隆　也

M系列符号を用いた光ディスク再生信号の評価 鈴　木　恵　介 田　辺　隆　也

歯のかみ合わせシミュレーションに用いる最適化法の検討 佐　藤　　　 匠 丸　山　智　章

モーションキャプチャ・システムを用いた身体に対する頭位の重心動揺測定 根　本　　　 良 丸　山　智　章

動的光散乱法を用いた微粒子解析プログラムの作成 山　越　康　平 若　松　　　 孝

水晶振動子発振法によるアルコールの測定 高　安　基　大 若　松　　　 孝

渡　邉　克　利

柳　田　賢　治

鈴　木　　　 孝

イサムッディン

後　藤　　　 圭

三　浦　一　喜

沼　田　諒　平

長谷川　泰　俊

野　口　裕　太

米　田　修　平

直流リンクコンデンサ容量による出力電圧高調波に関する研究 相　澤　優　太 成　　　 慶　珉

小型太陽電池I-V特性の分析 湯　田　基　樹 関　口　直　俊

風力発電システムの出力分析 野　内　雅　彦 関　口　直　俊

触媒量の変化による固体高分子型燃料電池の出力評価2 塚　原　　　 淳 関　口　直　俊

循環型コミュニケーションによる意見の相違の解消について 庄　司　勝　一 松　久　　　 隆

Communication Resolves Moral Hazard between Principal and Agents 谷　川　大　洋 松　久　　　 隆

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

若　松　　　 孝

頂点被覆問題を用いた公開鍵基盤の検討

平面拡張型ナップサック暗号に対する安全性に関する研究

無線LANを用いた人物位置探索システム

増容量電線とLC線材の併用による融雪効果と経済性

ニワトリ卵白リゾチームの結晶化

安　細　　　 勉

安　細　　　 勉

吉　成　偉　久

Cds-酸化物半導体二層構造を持つ微粒子の作製

酸化物ナノ微粒子の作製と物性

SiC-SITを用いたACスイッチに関する研究

非絶縁形昇圧電力変換回路の試作と検討 成　　　 慶　珉

長　野　眞　康

森　　　 龍　男

森　　　 龍　男

成　　　 慶　珉

卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

WebShellを活用したプログラミング学習システムの開発 橋　本　和　樹 滝　沢　陽　三

モチベーション向上を目的としたTODOリスト管理支援ツールの開発 柳　岡　新一郎 滝　沢　陽　三

メタ言語の考案とその実装 横　山　直　人 滝　沢　陽　三

石　垣　達　也

小　橋　正　実

田　代　信　介

唐　沢　駿　平

松　本　恭　平

メールソフトを活用した発信的英語力向上のための学習法 芥　　　 俊　枝 奥　山　慶　洋

ｅラーニング学習画面における選択肢スタイルが学習者に与える影響 篠　原　尚　人 奥　山　慶　洋

遠　藤　勇　真

久保田　剛　史

清　水　　　 亨

菊　池　啓　太

吉　井　一　清

馬　目　江里子

水　谷　有　里

岡　里　貴　大

藤　枝　　　 涼

作曲支援ソフトの開発 吉　田　広　大 村　田　和　英

学生サポートツールの製作 小　倉　将　揮 村　田　和　英

遺伝的アルゴリズムを用いた最短経路問題に関する研究 古　德　真　美 弘　畑　和　秀

ダイクストラ法を用いた最短経路問題に関する研究 大　高　美　香 弘　畑　和　秀

魔方陣の作成に関する研究 秋　山　幸　雄 弘　畑　和　秀

数独解を求めるプログラムの研究 薗　部　史　彦 弘　畑　和　秀

川渡り問題に関する研究 久　保　　　 匠 弘　畑　和　秀

領域分割による画像解析プログラムの作成と評価 櫻　井　勇　人 弘　畑　和　秀

タッチセンシング技術に関する研究 岡　田　海　渡 市　毛　勝　正

菅　原　透　仁

栁　林　直　人

骨伝導イヤホンの特性についての検討 髙　野　夏　樹 市　毛　勝　正

画像データからのテキスト音声合成についての検討 立　花　俊　之 市　毛　勝　正

原子炉シミュレータの試作 松　田　理　絵 松　澤　孝　男

透明電極ITOを用いたTi-Fe-Pb-Bi-O系薄膜キャパシタの形成 ｼｮｰ ｼｭｯｸ ｲｰ 山　口　一　弘

ELF磁界による生体モデル内の誘導電界の解析 水　嶋　千　遥 柴　田　尚　志

電磁波における電磁シールド効果の解析 藤　枝　正　樹 柴　田　尚　志

電磁界にある球状媒質内の誘導電流の解析 高　橋　康　之 柴　田　尚　志

大　橋　幸一郎

坂　本　光太郎

寺　門　　　 鑑

佐　藤　　　 怜

立　原　　　 亘

武　藤　弘　晃

市　毛　勝　正

小　飼　　　 敬

小　飼　　　 敬

杉　村　　　 康

杉　村　　　 康

村　田　和　英

村　田　和　英

一般家庭の電気使用におけるCO2排出量の削減に関する検討

1GeVの電子ストレージリングの設計について 四王天　正　臣

四王天　正　臣

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）

バージョン管理におけるクラス差分閲覧システムの開発

Wikiを利用したクラス記述支援システムの開発

シェル回転競技のための最適推定手法の検討

シェル回転競技用擬似システムの検討

ラジオの設計・製作

増幅器の製作とその評価

音声合成における韻律情報についての検討
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卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

ZnO及びZrO2ウィスカーの作製とTi錯体の合成  村　山　　　 亨 砂　金　孝　志

Ti錯体を用いたTiO2光触媒薄膜の低温作製  福　田　和　正 砂　金　孝　志

TiO2系光触媒繊維によるトルエンの気相分解  齋　藤　有　人 砂　金　孝　志

新規な可視光応答型光触媒作製の試み  藤　　　 貴　大 砂　金　孝　志

多孔質な金属酸化物薄膜を使った色素増感太陽電池の研究  三　井　雅　治 砂　金　孝　志

鉄系超伝導体FeSe単結晶の液相成長  西　野　聡　美 原　　　 嘉　昭

化学気相輸送法による鉄系超伝導体PbO型FeSeの結晶成長  和　田　紗　紀 原　　　 嘉　昭

フタロイル化キトサンへのラクチドの開環グラフト化  横　井　友　美 宮　下　美　晴

界面活性剤との錯形成を利用したキトサン誘導体合成の試み 掛　札　さくら 宮　下　美　晴

キチン／ポリエチレングリコール系ゲルの作製  小　林　　　 愛 宮　下　美　晴

セルロースプロピオネート／ビニルポリマー系ブレンドの相溶性  細　井　佳　香 宮　下　美　晴

N，N’-3-ピリジレンビス（サリチリデンイミン）バナジル（Ⅳ）錯体のコバルト
（Ⅱ）ポルフィリンへの配位とその磁気的性質

 鈴　木　理　恵 佐　藤　　　 稔

ホスフィン類を軸配位子として持つコバルト（Ⅱ）ポルフィリンへの酸素
付加反応

 吉　澤　恵　理 佐　藤　　　 稔

ホスフィン類を軸配位子として持つピケットフェンス型ポルフィリンコバルト
（Ⅱ）錯体への酸素付加反応

 関　澤　慎　吾 佐　藤　　　 稔

ビス（2-ピリジンメタノーラト）銅（Ⅱ）錯体のシクロデキストリンへの包摂挙動  平　山　雄　祥 佐　藤　　　 稔

コバルト（Ⅱ）セミキノナート錯体の酸素付加反応  田　山　智　史 佐　藤　　　 稔

土壌中に含まれる重金属イオンの定量
～家庭用電子レンジでの土壌分解法の検討・その4

 桐　生　真奈美 須　田　　　 猛

技能検定試験(化学分析)のためのバーチャルラボラトリーの構築・その１  菅　谷　大　智 須　田　　　 猛

トリスピラゾリルボレート配位子を有するニッケル(I)およびコバルト(I)錯体の
合成と反応性

 長　尾　遼　介 小松崎　秀　人

ニッケル依存型アシリダクトンジオキシゲナーゼモデル錯体の合成と反応性  入　野　将　昂 小松崎　秀　人

カルシウム(II)カテコラトおよびセミキノナト錯体の合成と性質  芳　賀　健士郎 小松崎　秀　人

コバルト(II)酸素錯体の合成と反応性  江　口　　　 裕 小松崎　秀　人

ゲンチサトジオキシゲナーゼのマンガン置換モデル錯体の合成と性質  松　崎　弘　平 小松崎　秀　人

マイクロ波反応による有機合成（６）．クラウンエーテル並びに環状トリアザ
化合物の合成への展開

 木　村　麻　衣 蝦　名　不二夫

３，４－ジメチルピロールの新規合成法の開拓（２）  奥　村　晴　美 蝦　名　不二夫

過酸化水素を酸素源とするチトクロムＰ－４５０モデル研究（６）．
陰イオン性金属ポルフィリン触媒を用いたモデル系の再検討

 藤　田　一　磨 蝦　名　不二夫

次亜塩素酸イオン－水溶性金属ポルフィリン系を用いたハロペルオキシ
ダーゼモデルの検討

 菊　地　健　太 蝦　名　不二夫

1-ブタノールからのプロピレン生成に対する種々金属イオン交換ＺＳＭ－５
の触媒作用

 高　橋　祐　紀 山　形　信　嗣

バイオアルコールの接触転換等を目的とする多目的活性試験装置の製作  佐　藤　大　地 山　形　信　嗣

ゼオライト触媒へのイオン対の導入とその触媒作用  小森谷　栄　太 山　形　信　嗣

Pseudomonas細菌へのｐINC1形質転換技術の検討  山　崎　詩　織 鈴　木　康　司

Pseudomonas putida KT2440株へのｐINC1形質転換技術の確立  打　越　美　希 鈴　木　康　司

Pseudomonas putida KT2440株由来マルチシャペロン遺伝子の
クローニング(2)

 熊　井　美　咲 鈴　木　康　司

特殊環境における有用微生物の探索
～常磐湯本温泉由来有用微生物の単離と同定～

 三　村　真　琴 鈴　木　康　司

Basillus由来ジアホラーゼ遺伝子のクローニング(4)
～MboI部分切断断片の解析～

 藤　代　華　歌 鈴　木　康　司

物質工学科棟改修後の学生実験室３における作業環境測定と換気改善
対策の提案

 二　川　康　平 谷　口　昭　三

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）
卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

コーヒー豆由来バイオディーゼル燃料についての調査および実用化の検討  小　室　さゆみ 谷　口　昭　三

考案された水蒸気蒸留器内ブタにおける形状の検討  飛　田　良　憲 谷　口　昭　三

2-(トリメチルシロキシメチル)ピロールを用いたジピラン合成およびジピラン
誘導体合成の検討

 高　橋　吉　騎 谷　口　昭　三

塩基性触媒下におけるピロールとホルムアルデヒドとの１ポット反応について  山　本　　　 裕 谷　口　昭　三

周辺土壌における石油成分の分布解明および汚染土壌からの油分解菌
の単離

ヴォレニュ　フエ 小　林　孝　行

ピレンの微生物分解に及ぼす腐植物質の構造特性の影響－由来と調製法
の異なる腐植物質を例として

 磯　崎　里　奈 小　林　孝　行

界面活性剤を用いたピレン模擬汚染土壌のバイオレメディエーション
手法の検討

 神　永　浩　久 小　林　孝　行

グリシン結晶成長に対するエタノールの影響  山　本　良　明 ｸﾞｽﾏﾝ･ﾙｲｽ･ｱﾒﾘｺ

ビスマルクブラ染料存在下におけるリン酸二水素カリウム結晶の成長速度  菊　地　章　雄 ｸﾞｽﾏﾝ･ﾙｲｽ･ｱﾒﾘｺ

微量添加物による大型光学単結晶育成のための検討  酒　寄　貴　文 ｸﾞｽﾏﾝ･ﾙｲｽ･ｱﾒﾘｺ
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卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

ZnO及びZrO2ウィスカーの作製とTi錯体の合成  村　山　　　 亨 砂　金　孝　志

Ti錯体を用いたTiO2光触媒薄膜の低温作製  福　田　和　正 砂　金　孝　志

TiO2系光触媒繊維によるトルエンの気相分解  齋　藤　有　人 砂　金　孝　志

新規な可視光応答型光触媒作製の試み  藤　　　 貴　大 砂　金　孝　志

多孔質な金属酸化物薄膜を使った色素増感太陽電池の研究  三　井　雅　治 砂　金　孝　志

鉄系超伝導体FeSe単結晶の液相成長  西　野　聡　美 原　　　 嘉　昭

化学気相輸送法による鉄系超伝導体PbO型FeSeの結晶成長  和　田　紗　紀 原　　　 嘉　昭

フタロイル化キトサンへのラクチドの開環グラフト化  横　井　友　美 宮　下　美　晴

界面活性剤との錯形成を利用したキトサン誘導体合成の試み 掛　札　さくら 宮　下　美　晴

キチン／ポリエチレングリコール系ゲルの作製  小　林　　　 愛 宮　下　美　晴

セルロースプロピオネート／ビニルポリマー系ブレンドの相溶性  細　井　佳　香 宮　下　美　晴

N，N’-3-ピリジレンビス（サリチリデンイミン）バナジル（Ⅳ）錯体のコバルト
（Ⅱ）ポルフィリンへの配位とその磁気的性質

 鈴　木　理　恵 佐　藤　　　 稔

ホスフィン類を軸配位子として持つコバルト（Ⅱ）ポルフィリンへの酸素
付加反応

 吉　澤　恵　理 佐　藤　　　 稔

ホスフィン類を軸配位子として持つピケットフェンス型ポルフィリンコバルト
（Ⅱ）錯体への酸素付加反応

 関　澤　慎　吾 佐　藤　　　 稔

ビス（2-ピリジンメタノーラト）銅（Ⅱ）錯体のシクロデキストリンへの包摂挙動  平　山　雄　祥 佐　藤　　　 稔

コバルト（Ⅱ）セミキノナート錯体の酸素付加反応  田　山　智　史 佐　藤　　　 稔

土壌中に含まれる重金属イオンの定量
～家庭用電子レンジでの土壌分解法の検討・その4

 桐　生　真奈美 須　田　　　 猛

技能検定試験(化学分析)のためのバーチャルラボラトリーの構築・その１  菅　谷　大　智 須　田　　　 猛

トリスピラゾリルボレート配位子を有するニッケル(I)およびコバルト(I)錯体の
合成と反応性

 長　尾　遼　介 小松崎　秀　人

ニッケル依存型アシリダクトンジオキシゲナーゼモデル錯体の合成と反応性  入　野　将　昂 小松崎　秀　人

カルシウム(II)カテコラトおよびセミキノナト錯体の合成と性質  芳　賀　健士郎 小松崎　秀　人

コバルト(II)酸素錯体の合成と反応性  江　口　　　 裕 小松崎　秀　人

ゲンチサトジオキシゲナーゼのマンガン置換モデル錯体の合成と性質  松　崎　弘　平 小松崎　秀　人

マイクロ波反応による有機合成（６）．クラウンエーテル並びに環状トリアザ
化合物の合成への展開

 木　村　麻　衣 蝦　名　不二夫

３，４－ジメチルピロールの新規合成法の開拓（２）  奥　村　晴　美 蝦　名　不二夫

過酸化水素を酸素源とするチトクロムＰ－４５０モデル研究（６）．
陰イオン性金属ポルフィリン触媒を用いたモデル系の再検討

 藤　田　一　磨 蝦　名　不二夫

次亜塩素酸イオン－水溶性金属ポルフィリン系を用いたハロペルオキシ
ダーゼモデルの検討

 菊　地　健　太 蝦　名　不二夫

1-ブタノールからのプロピレン生成に対する種々金属イオン交換ＺＳＭ－５
の触媒作用

 高　橋　祐　紀 山　形　信　嗣

バイオアルコールの接触転換等を目的とする多目的活性試験装置の製作  佐　藤　大　地 山　形　信　嗣

ゼオライト触媒へのイオン対の導入とその触媒作用  小森谷　栄　太 山　形　信　嗣

Pseudomonas細菌へのｐINC1形質転換技術の検討  山　崎　詩　織 鈴　木　康　司

Pseudomonas putida KT2440株へのｐINC1形質転換技術の確立  打　越　美　希 鈴　木　康　司

Pseudomonas putida KT2440株由来マルチシャペロン遺伝子の
クローニング(2)

 熊　井　美　咲 鈴　木　康　司

特殊環境における有用微生物の探索
～常磐湯本温泉由来有用微生物の単離と同定～

 三　村　真　琴 鈴　木　康　司

Basillus由来ジアホラーゼ遺伝子のクローニング(4)
～MboI部分切断断片の解析～

 藤　代　華　歌 鈴　木　康　司

物質工学科棟改修後の学生実験室３における作業環境測定と換気改善
対策の提案

 二　川　康　平 谷　口　昭　三

卒業研究題目一覧表（平成２１年度）
卒　業　研　究　題　目 学 生 名 指導教員

コーヒー豆由来バイオディーゼル燃料についての調査および実用化の検討  小　室　さゆみ 谷　口　昭　三

考案された水蒸気蒸留器内ブタにおける形状の検討  飛　田　良　憲 谷　口　昭　三

2-(トリメチルシロキシメチル)ピロールを用いたジピラン合成およびジピラン
誘導体合成の検討

 高　橋　吉　騎 谷　口　昭　三

塩基性触媒下におけるピロールとホルムアルデヒドとの１ポット反応について  山　本　　　 裕 谷　口　昭　三

周辺土壌における石油成分の分布解明および汚染土壌からの油分解菌
の単離

ヴォレニュ　フエ 小　林　孝　行

ピレンの微生物分解に及ぼす腐植物質の構造特性の影響－由来と調製法
の異なる腐植物質を例として

 磯　崎　里　奈 小　林　孝　行

界面活性剤を用いたピレン模擬汚染土壌のバイオレメディエーション
手法の検討

 神　永　浩　久 小　林　孝　行

グリシン結晶成長に対するエタノールの影響  山　本　良　明 ｸﾞｽﾏﾝ･ﾙｲｽ･ｱﾒﾘｺ

ビスマルクブラ染料存在下におけるリン酸二水素カリウム結晶の成長速度  菊　地　章　雄 ｸﾞｽﾏﾝ･ﾙｲｽ･ｱﾒﾘｺ

微量添加物による大型光学単結晶育成のための検討  酒　寄　貴　文 ｸﾞｽﾏﾝ･ﾙｲｽ･ｱﾒﾘｺ
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